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主要記号一覧 

𝑩𝒎 モータ粘性摩擦 

    𝑩𝑺𝑻𝑬𝑬𝑹 SAT伝達関数の粘性減衰成分 

𝑩𝑺𝑻𝑮 ステアリング系摩擦 

𝑪𝟏(𝒔) 操舵トルクを入力とする制御器 

𝑪𝟐(𝒔) ステアリング角度を入力とする制御器 

𝑪(𝒔) トーションバーと 𝑪𝟏(𝒔) をまとめた制御器 

𝑪𝒇, 𝑪𝒓 前/後軸コーナリングコンプライアンス (rad s2/m) 

𝑪ｐ(𝑻𝒕𝒐𝒓, 𝑽) パワーアシスト制御器 

𝑪𝒉  手の皮膚の粘性係数 

𝑪𝑳𝑬𝑨𝑫(𝐬) 位相進み補償器 

𝑫(𝒔), �̂�(𝒔) 外乱力/外乱力の推定値 

𝑫𝟏 粘性減衰係数 

𝑫𝟐 静止摩擦と動摩擦係数 

𝑫𝟑 構造減衰係数 

𝒇𝒐𝒔𝒄 外乱によるステアリング振動周波数 

𝑮𝜶 単純化した実舵角に対する横加速度伝達関数の定常ゲイン 

𝑮𝜸 
単純化した実舵角に対するヨーレート伝達関数の定常ゲイン 

𝑮𝒔𝒂𝒕(𝟎), 𝑮𝜶(𝟎) 
実舵角に対する SAT伝達特性/横加速度伝達特性の定常ゲイン 

𝑮𝜽
𝜸
 実舵角からヨーレートまでの伝達関数 

𝒈𝒕𝒐𝒕 実舵角からステアリング角度までのトータルギア比 

𝒈𝒎 
モータ減速ギア減速比 

𝑯ｄ(𝒔) 手の動特性 

𝑰 車輌のヨー慣性モーメント (kgm2) 

𝑱𝒉, 𝑱𝑺𝑻𝑮 ハンドル慣性/ハンドルを除くステアリング系慣性 (kgm2) 

𝒊𝒎 モータ電流 (A) 

𝑱𝒎 モータ慣性 (kgm2) 

j  虚数 

𝑲𝒇 , 𝑲𝒓 前/後輪タイヤコーナリングパワー (N/rad) 

𝑲𝒎 モータトルク定数 (Nm/A) 

𝑲𝒕𝒐𝒓 トーションバー剛性 (Nm/rad) 

𝑲𝑺𝑨𝑻 ばねに単純化したセルフアライニングトルクのばね定数 (Nm/rad) 

𝒌𝒕 タイヤのねじれ方向剛性 (Nm/rad) 

𝒌𝒉 手の皮膚のばね定数 (Nm/rad) 

𝑳𝒑 前方注視距離 (m) 

𝒍 ホイールベース (m) 

𝒍𝒇 , 𝒍𝒓 前/後車軸重心転間距離 (m) 

m 車輌質量 (Kg) 

𝒓𝒕𝒚𝒓𝒆 車輪半径 (m) 

𝑹𝒎 モータ内部抵抗 (ohme) 

𝑺(𝒔) 感度関数 

𝑺𝑨𝑻(𝒔) ヨーレートからセルフアライニングトルクの伝達特性 
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𝑺𝑻𝑮(𝒔), 𝑺𝑻𝑮𝒏(𝒔) ステアリング動特性/ノミナル動特性 (deg/Nm) 

𝑻(𝒔) 相補感度関数 

𝑻𝟏 タイヤ横力に対するセルフアライニングトルクの応答時定数 (s) 

𝑻𝟐 横滑り角初期値に対するセルフアライニングトルクの応答時定数 (s) 

𝑻𝟑  , 𝑻𝟒   制御器時定数 (s) 

𝑻𝒚𝒓 時定数 (s) 

𝑻𝒉 操舵トルク（Nm） 

𝑻𝒔𝒂𝒕  セルフアライニングトルク (Nm) 

𝑻𝑺𝑨𝑻 セルフアライニングトルクのステアリング軸換算値（Nm） 

𝑻𝒕𝒐𝒓 トルクセンサ検出トルク（Nm）  

𝑻𝟏 予測項（ハンドル速度項） 

𝑻𝑳 運転者の操舵応答性 (s) 

𝑻𝒎 モータトルク (Nm) 

𝑻𝒑 前方注視時間 (s) 

𝑻𝒅 運転者制御動作特性の遅れ (s)  

𝑻𝒅𝒅 スミス予測器で補償する遅れ時定数 (s) 

𝑻𝒇𝒊𝒍𝒕 運転者が適応できる最大周波数に相当する時定数(2Hz) (s) 

𝑽 車速 (m/s) 

𝑽𝒎 モータ印加電圧 (V) 

𝑽𝒚 y 方向速度 (m/s) 

  𝑽ｘ x 方向速度 (m/s) 

𝒀𝒇 , 𝒀𝒓 前/後輪に働くコーナリングフォース (N) 

𝜶 横加速度 (m/s2) 

𝜷 車輌重心点の横すべり角 (rad) 

𝜷𝒇 , 𝜷𝒇 前/後輪タイヤの横滑り角 (rad) 

𝛄 重心まわりの角速度（ヨーレート）(rad/s) 

𝝃  タイヤ横力力点のタイヤ回転軸に対するモーメントアーム (m) 

𝜼  EPS 機能で付加する構造減衰係数 

𝝋 ヨー角度 (rad) 

𝝋𝒅  目標ヨー角度  (rad) 

𝝋𝒆  車輌到達予測角度 (rad) 

𝜽𝒕 実舵角 (rad) 

𝜽𝒎 モータ角度 (rad) 

𝜽𝒅 操舵角(ステアリングハンドル角度) (rad) 

𝜽𝒉 手の位置 (rad) 

𝜽𝒈 ステアリング角度 (rad ) 

𝝉𝑫 運転者の操舵運転制御の無駄時間 (s) 

𝝉𝒏, 𝝉𝜶 平面二輪モデルを１次近似した極/零の時定数(s) 

𝝉𝒔𝒂𝒕, 𝝉𝒓 SAT 伝達時定数/望ましい SAT 伝達時定数(s) 

𝝎𝒏 ヨーレート固有振動周波数 (rad/s) 

𝝎𝒏𝒓 セルフアライニングトルクの望ましい応答周波数 (rad/s) 

𝝎𝑺𝑼𝑺 サスペンション前後方向の固有振動周波数 (rad/s) 

𝝎𝒑𝒏, 𝝎𝒛𝒏 平面二輪モデルにける極/零の固有周波数 (rad/s) 
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論文要旨 
 

本論文は，電動パワーステアリング(以下，EPS)を用いた操舵運転負荷軽減を身体的な負荷のみならず情報処理

負荷を含め総括的に論じ，自動車の操舵運転安全向上に貢献する EPS 機能を提案するものである．操舵運転負荷

低減は，事故回避技術と並び操舵運転の安全に貢献する重要な技術と位置付けられている．この様に情報処理負

荷を含めた操舵運転負荷低減は，自動車開発の中で操舵感開発と呼ばれ，長らく State of the art として取り組まれ

てきた．操舵感は，運転者特性，道路特性および車輌特性が相互に影響しあう複雑な問題であるため主観的な評

価が重視され，かつその実現では，車輌の基本特性，サスペンションおよびステアリングの相互作用を考慮する

必要があり，設計が困難という問題がある．これら背景の結果，現在加速している自動車技術の電動化において

期待される設計自由度を活かしたより高度なレベルでの安全貢献に対して，ステアリング技術の進化が遅れてい

る．したがって，本論文では，次に示す 3 つのブレークスルーを行い，操舵運転負荷を軽減することにより安全

に貢献する EPS 機能を提案した． 

1 つ目は，運転者の操舵運転特性を特に操舵トルク情報の意味に着目し，手腕の運動制御とのアナロジーを用

いて解析を行い，操舵運転負荷軽減をもたらす目標操舵特性を明らかにしたことである． 

2 つ目は，車輌，サスペンションおよびステアリング系との干渉問題を，EPS 機能を用いて補償することを前

提に単純化し，相互作用の影響を明らかにした．そして，EPS 機能に外乱オブザーバを応用した干渉を緩和する

機能により，目標操舵特性を実現する設計方法を導いたことである． 

3 つ目は，EPS モータがもたらすステアリング機能の動特性を補償し，提案する EPS 機能を実現できる EPS 設

計技術を導いたことである．バッテリからエネルギ供給を受け，コスト制約がある中で高出力，低トルクリップ

ルを求めるトルクアクチュエータとしてモータを機能させるためには固有の設計問題が生じるためである． 

上記した本論文の目的とブレークスルー課題に対し，以下に示す 7 つの章構成で論じ，操舵運転負荷を軽減し

安全を向上する EPS 機能を提案している． 

第 2 章では，本論文の議論を進める上での基礎を示した．操舵運転負荷低減による操舵運転安全の向上の検討

課題を明らかにし，制御設計問題として検討可能にするフレームワークと基礎となる検討モデルを提示した．そ

の結果，操舵運転負荷低減が操舵運転の安全に果たす意味を明らかにすることで操舵運転負荷軽減を論じるフレ

ームワークを示し，操舵運転負荷を評価する代用特性を提示した．そして，主観的な操舵感評価と代用特性の関

係を明らかにし，操舵運転負荷軽減目標を検討する代用特性を明らかにした．また，その代用特性を再現するシ

ミュレーションモデルを提示し，主観的に評価されてきた操舵特性の解析を可能にする環境を提示した． 

第 3 章では，運転支援を議論するうえで必要になる運転者の操舵運転特性を明らかにした．まず，運転者によ

る操舵運転は，人の手腕の運動制御とのアナロジーにより成されているという仮説をたて，運転者の操舵運転特

性を解析し，運転者が手腕の運動制御とのアナロジーで操舵運転負荷が軽減できる条件を導いた．そして，導い

た条件を EPS 機能で実現し，目標軌道に対する追従性が向上することを実車実験で実証した．この結果，運転者

の操舵運転特性を人の手腕の運動制御とのアナロジーで説明することは，妥当な仮説であることを示し，操舵運

転負荷を軽減する条件を導いた． 

第 4 章では，通常操舵運転における運転者負荷に対する車輌特性の影響を解析し，それを EPS によって補償す

る方法を提案した．まず，目的に対する望ましい操舵特性を，車輌挙動と操舵トルクのリサージュ波形を基に操

舵周波数とヨーレート振幅の関係で示す方法を示した．そして， 操舵特性を再現するシミュレーションによって

スタビリティファクタと後軸コーナリングコンプライアンスの影響により安定感を失う条件を明らかにした．次

に，EPS 機能を用いて，スタビリティファクタとコーナリングコンプライアンスの影響を補償し，運転者にとっ

て安定感のある操舵しやすい車輌特性にする方法を提案した．更に，外乱オブザーバを用いて EPS 制御によって

運転者が操舵トルク情報で車輌挙動を把握しやすい条件に補償する方法を導いた．以上の提案した EPS による補

償によって操舵運転負荷が軽減できることをレーン変更運転実験で実証した． 
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第 5 章では，EPS 機構が有する操舵性能に対する負の影響が克服されたことを前提に，目標軌道に追従する操

舵運転をヨーレート振幅により，オンセンター領域，オフセンター領域，オフセンター領域の外側の領域の三つ

の操舵場面に分類し，各操舵場面の操舵特性に対するステアリング機構特性の影響を明らかにし，望ましい操舵

特性を実現する EPS 制御設計法を提案した．その結果，目標軌道に追従する操舵運転の操舵特性を論じる上で，

ヨーレート振幅により，オンセンター領域，オフセンター領域，オフセンター領域の外側の領域に分けて論じる

ことの有効性を示した．オンセンター領域の操舵では，手腕をリラックスしてハンドルを把持した場合，スティ

ックスリップが発生し操舵負担が増すという問題を明らかにし，スティックスリップの影響を補償する EPS 制御

を提案し，その効果を示した．オフセンター領域では操舵運転負担軽減に対し，クーロン摩擦力がセルフアライ

ニングトルクの関数で増加するという摩擦特性の重要性を明らかにし，EPS による補償制御により擬似的に与え

る方法を提案し，その効果を示した．オフセンター領域の外側の領域では，パワーアシスト特性ゲインを大きく

して操舵角に対する横加速度ゲインを上げることの有効性を示し，かつこの領域で求められるタイヤの路面グリ

ップ状態の認識に貢献するパワーアシスト特性の関数条件を明らかにした． 

第 6 章では，前輪タイヤに働く外乱力の管理目標を，運転者の操舵運転能力を考慮して示し，各外乱管理目標

に対して外乱オブザーバを応用した外乱力感度設計方法を提案した．その結果，サスペンション前後方向の共振

点を励起する外乱力が働いた場合，路面カントがもたらす操舵トルクオフセットを受ける直進走行時の場合およ

びタイヤグリップを失った場合での操舵運転負荷を軽減する EPS 機能を用いた補償方法を提案し，その効果を実

車実験で示した．次に，フリーコントロールでのヨーレート安定性に対する車輌系とステアリング系が干渉する

ことによる影響を明らかにし，EPS を用いた SAT 補償により非干渉化する方法を提案した．この結果を用いて，

横風やバンプステアが起こす外乱力のヨーレートへの影響に対し，運転者の修正操舵制御を容易にする EPS を用

いた補償設計方法を提案した． 

第 7 章では，これまで論じてきた操舵運転負荷軽減に貢献する EPS 機能を実現するための EPS アクチュエー

タ設計技術について示した．まず，操舵運転負荷低減のための EPS 機能を実現する EPS 機構特性の課題を明らか

にし，それを補償する EPS 制御設計法を導き，操舵運転負荷低減のための EPS 機能を実現する EPS 制御系の構

造設計を提案した．また，EPS 用トルクアクチュエータとしてのモータ要求特性を明らかにし，その設計技術を

提案した．さらに，操舵運転負荷を低減する EPS 機能に必要な絶対舵角情報を検出する技術を提案した． 

第 8 章では，本論文で提案する操舵運転負荷を軽減する EPS 機能の操舵運転安全に対する効果を実車実験及び

シミュレーションで示した．検証は，本論文で論じた操舵場面，すなわち，目標軌道に対する操舵運転とヨーレ

ートの変化率に対する操舵運転に対し，実車走行試験を行い，操舵運転負荷と操舵運転安全に対し提案する EPS

機能が貢献できることを示した．さらに，本論文の応用例を示すべく，将来の自動車として期待される EV 車の

車輌特性が操舵運転負荷に与える影響を解析し，それを補償する EPS 機能を提案した． 

本論文は，筆者がこれまで取り組んできた EPS 開発経験を用いて操舵運転安全に対するステアリングの役割，

それを検討するフレームワークおよび設計方法の一般化に取り組んだものである．このため，提案した操舵運転

安全の検討方法やフレームワークは，電動パワーステアリングを採用している現在の自動車の安全向上はもとよ

り，次代のステアリングとして期待されるステアバイワイヤや可変ギア比機構を採用する将来の自動車に対して

も応用可能なものと考える．また，本論文で取り組んだ車輌特性やステアリング特性の操舵運転負荷に対する影

響の解析手法は，電気自動車やタウンモビリティといった現在に対し異なる車輌特性を持つ自動車の操舵運転安

全を考えるうえでも有効であると考える．その一例として EV 車に対する解析例を第 8 章で示した． 

以上より，本論文の成果は，現在の自動車の操舵運転安全に貢献するにとどまらず，将来の自動車に対する操

舵運転安全向上の一助になると考えられる． 
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第 1章 緒 言 
 

1.1 研究背景 

1.1.1 操舵運転安全向上に対する操舵運転負荷軽減の重要性 

自動車の運転支援技術による運転の安全向上は，自動車社会において絶え間ない向上が求められる普遍的な目

標である．これまで，多くの研究や開発が多岐にわたった視点からなされ，自動車の操舵運転安全は確実に向上

してきているが，社会からは常に更なる向上が求められている．  

国土交通省では，運転支援による自動車運転の安全向上に向けた取り組みを，事故回避技術，運転負荷低減技

術および自動走行技術の 3つのグループに分類し，長期的な実行計画を定め，推進を喚起している(MILT, 2006)．

最近では特に ESPや 4WSを始めとする運転者による操舵運転では対応できない状況での運転支援技術，いわゆる

事故回避技術の発展には目覚しいものがある．自動走行技術については，「技術・安全面の課題をクリアすれば実

現するものではなく，制度面や社会需要面等における課題もクリアしなければならない．」と将来の課題であるこ

とを述べている．そして，運転負荷軽減技術については，「疲労を軽減し注意力を維持するなど間接的な安全効果

を目指すもの」として安全向上に対する意義を示している． 

パワーステアリングは運転負荷低減を目的とした典型的な自動車部品である．パワーステアリングは，1950年

代頃よりエンジンの動力を活用した油圧式のパワーステアリングから導入され始め，運転者の操舵運転負荷を，

操舵トルクを軽減するという主に身体的な負荷軽減を目的に導入が進み，現在では乗用車のパワーステアリング

装着率は，ほぼ 100％に近い．このパワーステアリングは，1990年代台から，油圧式に対しエネルギ消費が少な

い電気を動力源とする電動パワーステアリング(以下，EPS)に移行してきている． この EPS では，パワーアシス

ト特性をソフトウェアにより調整できるため，これまで対応できなかったステアリングに対する要求に応じるこ

とも期待されている． 

ところで，操舵運転負荷軽減とは，運転者の操舵運転行為全体に対する負荷軽減と考えられるため，その期待

は身体的な負荷軽減にとどまらないはずである．例えば，運転者の操舵運転行為を人の基本的な行動プロセスで

ある，認知，判断，行動で分類する(Carlo, 2007)ならば，身体的な負荷軽減は，行動プロセスに対する負荷軽減

に相当する．このため，判断および認知に対する負荷軽減による更なる操舵運転安全向上が考えられる．  

以上より，身体的な負荷のみならず，判断および認知に対する負荷を軽減することに取り組み，操舵運転負荷

を軽減する EPS 機能による操舵運転安全向上の可能性が考えられ，これを追求する意義は大きい．このため，本

研究では，操舵運転における認知および判断に対する負荷を情報処理負荷と呼び，議論の重要なキーワードとし

て用いる． 

情報処理負荷を軽減することの重要性は，これまでの自動車の開発でも十分に認識されてきたと考えられる．

実際に筆者は，EPS の開発にその黎明期から携わる機会を得た中で，パワーステアリング機能が身体的負荷を軽

減するだけではなく，広く操舵運転安全向上に貢献できるようにしたいというニーズに応じてきた．また，

Wolfgangは，運転者が皮膚を通して感じる操舵情報が操舵運転の安全性や快適性に大きく影響していることを述

べている(Heißing and Ersoy, 2011)．さらに，実際の車輌開発現場では，皮膚を通して感じる操舵情報を訓練され

た評価運転者の主観評価を基に微妙に調整する，いわゆるチューニングと呼ばれる作業を行い，運転者特性に適

合するようにパワーアシスト特性を作り上げている． 

これらの例が示すように実際の車輌開発では，単なる身体的な負荷を軽減するだけではなく情報処理負荷につ

いても間接的に目標が提示されてきた．しかし，感性で示す主観評価を中心に行われているため，運転者の操舵

運転行為に対する負荷軽減を分析し論じる設計手法が発達せず，技術進化の妨げの要因となっている．このよう

に技術の進化が遅れている背景には当然，重要な理由があると考えられる．したがって，次節では，進化の妨げ

となっている理由を考察し，それを克服するための課題を明らかにする． 
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1.1.2 操舵運転負荷軽減の論点と課題 

前項で示したようにステアリング機能の運転者特性への適合調整は，チューニングと呼ばれ，高度な評価能力

を持つ運転者の主観的な評価を基に行われている．なぜなら，  

「操舵フィーリングの観点からの操舵力特性は，ステアリング機構の摩擦，減衰などの特性だけでなく前輪

のセルフアライニングトルクを介した車輌の応答特性，さらには人間特性とも複雑に関連しあっているため，

運動性能分野に向上技術の一般解を得ることが最もむずかしい項目の一つになっている．」(山本，2008) 

と考えられてきたからである． 

このため，情報処理負荷を含めた操舵運転負荷軽減は，主にステア特性をはじめとした車輌の基本特性(以下，

車輌特性)が支配的な問題であり，ステアリングが果たせる機能には限界があると考えられてきた．実際に皮膚を

通して感じる操舵情報が高度なレベルで機能し操舵運転負荷が軽減できている例はあるが，その多くは，ニュー

トラルに近いステア特性を持つ車輌においてであり(Heißing and Ersoy, 2011 )，いわゆる，運転していて疲れない

操舵特性が実現できている．一方，車輌特性の設計制約が多い中小型車および電気自動車（EV車）は，EPS 機能

を活用した操舵運転安全向上を図ることの期待が大きい．  

まず，EPS を用いた操舵運転負荷軽減を運転者の操舵運転行為全体で議論するためには，運転者の操舵運転行

為の解明が必要である．操舵運転行為を，ステアリングを用いた行為とするならば，目標軌道に追従するために

ステアリングを操作し車輌挙動を制御する行為と考えられる．この行為に対するステアリングの役割は，運転者

と自動車間のヒューマンマシンインターフェース，すなわち，車輌挙動を直接制御するための機能と操舵運転に

必要な情報を運転者に伝達する機能を果たす装置である．このため，ステアリングは，車輌特性を基本としなが

らも操舵運転の認知，判断，行動すべての工程に関わる．しかし，前述のように車輌特性とステアリングの明確

な機能分担はなく，ヒューマンマシンインターフェースとしてのステアリングの役割は具体化されていない．し

たがって，以下では，認知，判断，行動を操舵運転のフレームワークとして，運転者の操舵運転行為の分析とス

テアリングの役割を考える上で克服すべき課題を示す． 

最初に，目標軌道に追従する操舵運転行為を認知，判断，行動に当てはめると，車輌挙動に関わる情報を認知

し，ステアリングの操作量を判断し，手腕を用いてハンドルを操作することに相当する．このことから，これま

でのパワーアシストによる身体的な負荷軽減は，ハンドルを操作することに対する負荷軽減を図ったものであり，

それ以外に車輌挙動に関わる情報の認知，すなわち，これからの車輌挙動がわかることとステアリングの操作量

の判断，すなわち，車輌挙動情報とステアリング操作量の関係がわかりやすいということが更なる操舵運転負荷

軽減を追及する上での課題であるといえる． 

これらの課題に対し，運転者による操舵運転モデルが提案され，運転支援に対する応用が試みられて来た．し

かし，前記のようにステアリングによる操舵運転負荷軽減に対する応用では課題があり，十分な成果にはいたっ

ていない．その一因に，操舵運転における操舵トルク情報の重要性を車輌開発現場では認識されているにも関わ

らず，それを反映した運転者の操舵運転モデルは提案されていないという問題がある．例えば，近年の車輌開発

現場では，車輌挙動と操舵トルクの関数関係を用いて操舵運転負担を議論している(世良，2011)．一方，運転者

モデルについては，操舵トルク情報を，目標ハンドル角度に制御するための情報として扱っているに過ぎず，現

場での取り組みとの乖離がある．これまでの操舵運転モデルについては，第 3章で詳説する． 

ところで，近年，人の手腕の運動制御の研究が加速しており，この成果を応用した操舵運転特性の解析とモデ

ルの研究が着目されており（Cole, 2008），前述した操舵トルク情報に関する現場での認識と操舵運転モデルとの

乖離を埋める手がかりとなることが期待される．例えば，良い操舵特性が「一体感がある」，「リニアな特性」あ

るいは，「運転者特性によく適合する」といった言葉で形容されていることからも手腕の運動制御と優れた操舵運

転特性との関係性からブレークスルーできることが期待される． 

次にヒューマンマシンインターフェースとしてのステアリングの役割である．前述のようにこれまでヒューマ

ンマシンインターフェースとしてのステアリングの役割の重要性が認識されてきたにも関わらず，その向上のた

めの一般解が得られなかった理由に，運転環境を構成する車輌特性，道路特性および運転者特性が相互に影響し

合うが故の複雑さが原因であると考えられている．このため，複雑なこの問題を単純化することが本問題の一般
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解に向けた解法として期待されるため，以下に問題を複雑にしている例を示し，それを単純化できる可能性を示

したい． 

ステアリングの役割の議論が複雑である例として，操舵運転負荷を与える要因である路面とタイヤの間で発生

する振動をあげる．この振動は，タイヤが路面をグリップしている状態を運転者が認知する情報であるが(Harrer 

and Pfeffer，2015)，過度の振動は操舵運転を阻害し操舵運転負荷となる．したがって，運転者に適度なレベルで

伝えることが求められる．この振動伝達設計は，車輌のサスペンション系とステアリング系が相互に干渉しあう

複雑な設計問題であり，現状では車輌を完成し，ステアリングを調整し，評価を行い，再設計するというトライ

アンドエラーを繰り返すことで調整を行っている(Münster et al., 2014)．車輌の基本であるシャーシ設計に時間と

コストがかかる要因の一つになっている．このため，サスペンション系とステアリング系で独立した要求特性を

求める研究例もある(Münster et al., 2014)． 

車輌特性についても，車輌特性とステアリング系の干渉があり，問題を複雑化している．その一例として高速

走行時の車輌のヨーレート安定性を上げ説明する．  

従来，高速走行時での車輌のヨーレート安定性は，最も単純な車輌モデルである平面二輪モデルから得られる

スタビリティファクタで議論されてきた．ステアリング系については，車輌のヨーレート安定性に影響しない条

件が研究されてきた(安部，2008)．しかし，近年エアバックの標準採用やパワーステアリングの EPS 化により，

ステアリング系の慣性が増える傾向にあり，車輌のヨーレート安定性に対し，ステアリング系の影響が無視でき

なくなって来ている．なぜなら，車輌挙動は，セルフアライニングトルクとしてステアリング系に伝わり，その

力で発生するハンドル角変位により，新たな車輌挙動がもたらされるためである． 

この課題に対し，車輌系とステアリング系の干渉を解析し，高速走行安定性に生かす研究も進められている(久

代他，2010)，(酒井，2014)．これらの研究は，解析を可能にするためにセルフアライニングトルクを単純なばね

特性とする，あるいはセルフアライニングトルクが励起するステアリング振動の固有周波数が，車輌のヨーレー

トの固有振動数に対し十分に高いことを前提にして議論を行っている．このため，セルフアライニングトルクに

位相特性を持つアンダーステア特性の場合や，ステアリング系慣性が無視できない場合に対するヨーレート安定

の設計解を導くには，更なる検討が必要である．また，パワーアシスト制御の過渡応答特性を調整することによ

り高速安定性の向上を行った研究もある(毛利他，2006)． 

上記例では，いずれも路面とタイヤの間で発生する振動やセルフアライニングトルクがステアリング系に伝え

られることで干渉問題が起きている．したがって，ステアリング系に伝達される力を検出し，その影響を操舵運

転負荷軽減に対して補償することができれば，振動や車輌の安定性に関わる干渉問題を克服した操舵運転負荷軽

減の調整が容易になると考えられる． 

以上で述べたように，操舵運転負荷軽減の議論は，運転者の操舵トルク情報を用いた操舵運転行為を明らかに

し，サスペンション系を含めた車輌系の外乱やセルフアライニングトルクを媒介するステアリング系との干渉問

題を緩和することでブレークスルーが行える可能性がある． 

次にこの可能性を追求する上で前提とする EPS について述べたい． 

 

1.1.3 EPS を用いて操舵運転負荷軽減を行うことの重要性と課題 

A）EPS の基本機能 

図 1-１に筆者らが取り組んできた EPS という製品で自動車社会に提供する価値目標を示す．自動車の価値は，

一般に，緑色で示されるように環境性能，快適性及び安全性という 3つの価値で論じられる．そして，自動車部

品である EPS は，これら 3 つの価値に対する貢献を運転者と自動車のマンマシンインターフェースとして捉え，

役割を考えてきた．その方向性を青の枠で示している．つまり，省燃費への貢献，事故を未然に防ぐための運転

者の操舵運転安全性向上への貢献（1次安全），事故が発生した場合に運転者障害を軽減するという貢献（2次安

全）を追求してきた． 

これらのうち，本研究が対象とする操舵運転負荷軽減は，一次安全に対する貢献になる．  
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図 1-1 EPS の役割 

 

B）EPS の構成 

図 1-2は，EPS の全体構成である．図を用いてステアリング機構の構成を運転者に近いところからを述べる．

ハンドル，そして，運転者のドライビングポジションに合わせてハンドル軸を車体で支持するチルト機構やテレ

スコ機構を有するステアリングコラム，ハンドル軸角度を変換するインターミディエートシャフト，ハンドル回

転を直線運動に変換するラック＆ピニオン，タイヤを直接駆動するリンク機構であるタイロッドがステアリング

の基本構成である．EPS が自動車に装着された状態を図 1-3に示す． 

 

 

図 1-2 EPS 基本構成 
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図 1-3 ステアリングシステム全体図 

 

EPS は，ステアリング基本構成のどの要素部位でモータによるパワーアシストを行うかで形式が分類されてい

る．コラム軸でパワーアシストを行う形式がコラム式 EPS（図 1-4）で，ラック＆ピニオンのピニオン軸でパワ

ーアシストを行う形式がピニオン式 EPS（図 1-5）である．ラック＆ピニオンのラック軸でパワーアシストを行

う形式は，ラック式 EPS（図 1-6）と呼ばれている．本研究が対象とする中小型車のほとんどが，コラム式また

は，ピニオン式の EPS を採用している． 

 

 

図 1-4 コラム式 EPS 

  

 

図 1-5 ピニオン式 EPS 
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図 1-6 ラック式 EPS 

 

C) EPS が油圧式パワーステアリングに替わり普及する理由と操舵運転負荷軽減に向けた課題 

EPS とは，その名が示すように電動モータを用いてパワーアシストを行うステアリング装置である．当初の EPS

の機能目標は，油圧式パワーステアリングの持つ欠点であるエンジンに対する負担とエネルギ消費問題を改善す

ることにあった．EPS の場合，オンデマンドなエネルギ供給が可能になるため，エンジンと連動している油圧式

パワーステアリングに対しエネルギ効率がよいためである．よって，この要求が特に強い軽自動車で採用されは

じめてきた．そして，図 1-7に示す利点により，採用する車格を軽自動車である Aプラットフォームから Cおよ

び D プラットフォームまで拡大し，現在ではほぼすべての乗用車で採用されるようになってきている（図 1-8）．

したがって，ソフトウェアでパワーアシスト機能の調整が行える設計自由度を有する EPS を用いた操舵運転負荷

軽減での操舵運転安全への貢献は，重要かつ喫緊の問題であるといえる． 

しかし，EPS には操舵運転負荷軽減機能実現上の欠点もある．EPS は，パワーアシストを行うための電動モー

タがタイヤからハンドルまでのリンク機構中間に介在する．そのため，油圧式パワーステアリングと同じ操舵性

能を達成することが困難という構造的課題を内在している．つまり，図 1-2の EPS の基本構成図より電動モータ

が持つ慣性が路面情報をハンドル手前でブロックしてしまう．そのため，路面情報量が油圧式パワーステアリン

グに対し少ない傾向にあるという問題がある．また，モータが持つコギングトルクやトルクリップルがノイズに

なり，路面情報がわかりにくいという問題もあった．したがって，初期の EPS の操舵性能目標は，優れた油圧パ

ワーステアリングの性能に近づけることであった． 

したがって，電動モータがもたらす付加的なステアリング系動特性を補償し，かつ操舵運転負荷軽減に対し望

ましいステアリング特性に補償できることが EPS の設計自由度を生かすために必要である． 

 

 

図 1-7 EPS が普及する理由 
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図 1-8 EPS の普及 

 

1.2 研究目的 

本研究は，EPS を用いた操舵運転負荷軽減を身体的な負荷のみならず情報処理負荷を含め総括的に論じ，自動

車の操舵運転安全向上に貢献する EPS 機能を提案することを目的とする． 

この目的に対し，次に示す①②③の課題を達成することで，ブレークスルーを行い，目標を達成することを特

徴とする． 

① 運転者の操舵運転特性を特に操舵トルク情報を用いた操舵運転行為に着目して明らかにし，操舵運転負荷

軽減をもたらす目標操舵特性を明らかにする 

② 車輌やサスペンションとステアリング系との干渉問題を緩和するEPS補償制御を提案し，目標操舵特性を

実現するEPS機能と設計方法を導く 

③ EPSモータがもたらすステアリング機能の動特性を補償し，EPS機能を実現できるEPS設計技術を導く 

 

1.3 本研究の論点 

本節では，1.2 節で示した①②③の課題を克服し，操舵運転負荷軽減し操舵運転の安全向上に貢献するという

目的を達成するために必要な論点を示す. 

このためには最初に操舵運転の安全条件を定義し，技術検討が可能な枠組みを導く必要がある.本研究での操

舵運転とは，目標軌道に対し車輌挙動を制御することとしている.これにより，操舵運転の安全は，目標軌道に対

する追従制御問題とする枠組みを用いた検討が可能になる.この枠組みで制御器の役割を運転者とステアリング

が果たすものとすることで，制御対象である車輌，ステアリングおよび外乱に対する制御器として限られた能力

を持つ運転者特性を補佐する EPS 機能を検討し，操舵運転負荷軽減する EPS 機能を導く．なお，本研究では，ス

テアリングを制御器と制御対象の両面から捉えることで EPS の持つ欠点の克服を図る． 

次に検討すべき課題は，操舵運転の安全条件を達成する上で運転者負担が少ない条件である.この条件を導く

ためには，2つ大きな課題がある.1つ目は，運転者負担を評価する手法を明らかにすることである.2つ目は，運

転者の特に操舵トルクを用いた操舵運転特性を明らかにすることである. 

従来，操舵運転における運転者負荷は，操舵角に対するヨーレートや横加速度といった車輌挙動，または操舵

角に対する操舵トルク特性のリサージュ波形が主に用いられてきた.なぜなら，運転者負担を軽減する上で摩擦

特性等がもたらす非線形特性が重要な役割を果たすからである.そして，この波形形状と主観的な評価結果との

相関性で運転者負担を減らす操舵特性が論じられてきた.本研究では，この結果を用いて操舵運転負担を減らす

条件を帰納的に推論し，その理由を手腕の運動制御と操舵制御の類似性を用いて明らかにする．この操舵運転負

担は，操舵場面と運転者能力によって異なると考えられるため，本研究では，運転場面と運転者能力によって運

転者の操舵制御目標と操舵運転負担の条件を従来の調査結果と筆者らの EPS 調整結果を用いて整理する． 
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この次に取り組むべき課題は，車輌系，ステアリング系の要素が操舵特性に与える影響感度の評価と感度が高

い要素に対する EPS を用いた補償制御方法の検討である.この検討は，平面二輪モデルの自動車モデルを用いた

物理特性モデルにより演繹的に解析し，感度の高い重要な要因を明らかにし，摩擦特性等の非線形要素の物理モ

デルを統合したシミュレーションによるリサージュ波形とフリーコントロールの時間応答波形を再現し評価を行

う.つまり，操舵運転負荷を評価する代用特性としてリサージュ波形とフリーコントロールの時間応答波形を用

いて車輌特性およびステアリング特性の物理特性モデル諸元の感度を評価し，それを補償する EPS 機能を導く． 

外乱については，運転者による操舵入力との因果性が少ないものを外乱とし，管理目標とその影響を明らかに

し，EPS 機能による補償を検討する．一般的な制御問題では，外乱をできるだけ抑圧することを設計目標とする．

しかし，操舵運転負荷低減に対して外乱は，運転者にとって走行の安全状態を知るための重要な情報を含んでい

るため，適切に伝達する必要がある．例えば，運転者は路面から受ける振動によってタイヤの路面グリップ状態

を認知していることが知られている(Harrer, Pfeffer, 2015)．したがって，外乱が運転者の操舵を阻害せず，運転者

が情報として認識できるように管理目標を主観評価から求め．外乱感度設計手法を応用した EPS 補償機能を導

く． 

以上の EPS 機能を実現する上でアクチュエータとしての性能やセンサ構成が求められる．よって，EPS 基本構

成を踏襲しながらこの要求に対する EPS 機構およびモータシステム設計技術も論点として必要になる．特に， 

EPS は，大きく 2 つの機能実現上の制約がある．1 つ目は，ハンドルとタイヤが機械的に連結されているという

制約であり，2つ目は，パワーアシストを行うためにモータを用いることによる制約である.このため，制約条件

を緩和し EPS の設計自由度を引き出す設計方法の検討が重要である． 

以上の検討は，主に代用特性を用いて議論されるため，定義した操舵運転安全に対する有効性を実車輌での走

行試験によって検証する．さらに，将来の自動車として期待される EV車固有の操舵運転上の問題を提示し，得ら

れた EPS 補償機能が，その解決に有効であることを示す． 

 

1.4 論文構成 

前節で示した論点によって，操舵運転負荷軽減し操舵運転安全に貢献する EPS 機能を提案する本研究の

構成を図 1-9に示す．  

第 2章では，操舵運転負荷軽減による操舵運転安全向上を議論するフレームワークとモデルを提示し，先

行研究から得られる操舵運転負荷軽減に向けた課題を述べる.このために，操舵運転安全の定義を示し，操

舵運転安全に対する操舵運転負荷軽減の位置づけを示す．これにより，操舵運転負荷軽減を論じるフレーム

ワームを導く．次に，操舵運転負荷を軽減する機能実現上で考慮すべき条件を示し，本研究での取り組みを

示す．そして，操舵運転負荷軽減を評価する代用特性と本研究で用いる物理特性モデルの基礎を示す． 

第 3章では，操舵トルク情報の意味を明らかにすることで操舵運転負荷低減の条件を示す. このため，手

腕の運動制御と操舵運転との類似性を示し，手腕の運動制御則と同様な制御則で操舵運転できるための条

件を求める．この結果で得られた代用特性を実現した結果，操舵運転負荷が軽減されていることを実車輌実

験により検証する． 

第 4章では，操舵運転負荷に対する車輌系の影響と EPS を用いた補償について述べる.平面二輪モデルで

用いられる主要な車輌が望ましい操舵特性リサージュ波形とヨーレート安定性に及ぼす影響を解析し，特

に後軸コーナリングコンプライアンスと正規化ヨー慣性モーメントおよびホイールベースの影響が大きい

ことを明らかにする.そして，その影響を EPS 機能により補償できることを示す. 

第 5章では，操舵運転負荷に対するステアリング系の影響と EPS を用いた補償方法について述べる.特に

操舵運転負担低減に対し操舵運転場面に適応したステアリング系の摩擦特性が重要であり，EPS 機能を用

いた補償方法を示す. 

第 6章では，外乱の操舵運転負荷に対する影響を示し，EPS を用いた補償について述べる． 

第７章では，操舵運転負荷低減のための EPS 設計技術について述べる.ここでは，EPS が持つ設計自由度

を引き出すための，EPS モータがもたらす動特性の補償制御方法，高出力で滑らかなトルクを出力する EPS

用モータ設計技術とその制御方法および絶対舵角を検出するセンシング技術について述べる. 
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第 8章では，以上の結果で得られた EPS 補償機能の操舵運転安全に対する効果をレーン変更，S字カーブ

での走行試験と高速走行でのフリーコントロールで評価を行うことで示す.また，EV車のバッテリ配置によ

る高速走行安定性の問題を解析し，提案する EPS 機能がこの問題解決に有効であることを示す． 

第 9章で，本研究のまとめを行う. 

付録で，提案する EPS 機能を実現する上で必要な機能安全技術について，本研究で提案するフレームワ

ークを用いた設計方法の有効性とその実例を示す． 

 

 

図 1-9 本研究の構成 
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第 2 章 操舵運転負荷低減による操舵運転安全向上の課題 
 

2.1 本章の目的と構成 

本章では，操舵運転負荷低減による操舵運転安全の向上の検討課題を明らかにすることを目的とする．このた

めには，操舵運転安全を検討し，従来主観的な評価との相関関係で述べられてきた操舵感を評価する代用特性を

もたらすメカニズムを分析する環境が必要であり，本章で取り組む課題である．特に次の 2点において解決を図

り，分析可能な技術環境を提案する． 

1 つ目は，操舵運転負荷軽減の検討は，操舵運転環境を構成する要素すべてが相互に作用する複雑な問題であ

る．このため，操舵運転の安全を議論する枠組みを示し，運転環境を構成する要素間の相互作用を評価する指標

を明らかにする必要がある． 

2 つ目は，従来主観的な評価との相関性で論じてきた代用特性と操舵運転安全を議論するフレームワークを関

連つけることである．このための有効な案のひとつは，前記フレームワークを実装したシミュレーションモデル

で代用特性を再現し，物理特性モデルで表される諸元との関係を示すことである．本研究では，この方法によっ

て主観的な操舵感に影響する要因を分析するシミュレーションモデルを検討し,以下に示す工程で導く． 

まず操舵運転の安全を議論するフレームワークを検討する．操舵運転の安全を目標軌道操舵に対する車輌軌道

の誤差を安全上許容できる範囲にとどめることと定義とし，目標軌道に対する追従制御問題で操舵運転安全を論

じる妥当性を示す．次に制御器を運転者と EPS とし，制御対象を車輌とする制御問題として扱い，運転者特性を

支援する EPS 機能を論じるフレームワークを提案する.これにより，操舵運転の安全目標を達成できる制御器構

成を目標とし，運転者の制御能力の限界を明らかにし，これら 2つの差を補償する EPS 機能を求めるという方法

によって操舵運転安全向上に貢献する EPS 機能を導くことができると考えられるためである．同時に操舵運転負

荷軽減が操舵運転安全に貢献する意味を事故回避技術との違いから明らかにし，導く EPS 機能を実現する上での

制約条件も明らかにする．これは，EPS が操舵運転支援を行うことで懸念される運転者の操舵運転意思との干渉

問題や運転者に過信を与えることを防ぐための議論である． 

次に，操舵運転負荷軽減の課題を制御系設計問題に置き換え検討するためのフレームワークを提案する.ヒュ

ーマンマシンインターフェースの観点から EPS 機能を論じるためには，運転者の操舵運転特性を明らかにする必

要がある.ここでは，運転者の操舵運転行為を人の行為の基本工程である，認知，判断，行動に区分し，それぞれ

に対する操舵運転負荷課題を明らかにする．そして，操舵運転負荷軽減を評価する代用特性を示す.なお，運転者

の操舵運転特性については，検討課題の大きさから次章に独立したテーマで取り上げる. 

ヒューマンマシンインターフェースとしての特性を表現する代用特性（以下，操舵特性）は，摩擦特性等の非

線形特性が重要な役割を果たすことが知られており，摩擦等の非線形特性の影響が可視化できるリサージュ波形

を用いた操舵特性の評価がこれまでに行われてきた(佐藤他,1989).一方，操舵運転負荷軽減を制御問題に置き換

えて検討する場合は，できるだけ線形化して議論を進める必要がある．よって，本研究を遂行する上で，操舵運

転の安全を線形化し制御系問題で検討することと，主観評価を反映し非線形特性である操舵特性評価を結びつけ

ることは非常に重要である. 

したがって，制御系設計問題に置き換えたフレームワークから導いた操舵運転負荷低減を議論する操舵特性の

伝達特性をリサージュ波形で再現する物理特性モデルによるシミュレーションモデルを作成し評価を行う．この

シミュレーションモデルを作成する上での技術的基礎を本章で説明する． 

さらに，リサージュ波形で示す操舵特性は，運転者特性に関連し操舵場面に応じて変化する．例えば，通常の

操舵運転時に比べ，緊急回避時の手腕の剛性は高く設定され，応答性を向上していることが知られている．この

ため，EPS 調整の市場実績結果と主観評価との相関性調査により操舵場面に応じた操舵特性目標を明らかにする. 

以上の工程により，操舵運転安全の制御系フレームワークの構成要素である，運転者特性，車輌特性，ステア

リング特性および路面や車輌が発生する操舵運転を阻害する外乱に対する操舵特性を検討する環境を導く． 

以下は，上記論点を述べる本章の構成である. 

第 2節では，本研究で対象とする操舵運転の安全の定義を示す. 
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第 3節では，操舵運転負荷軽減が操舵運転の安全に果たす役割を示し，EPS を用いてその向上を図る意義と可

能性を示す． 

第 4節では，操舵運転負荷軽減を論じるフレームワークを示す. 

第 5節では，操舵運転負荷軽減機能が安全であり自動車社会に受け入れられるために必要な検討事項を示し，

本研究での取り組みを示す． 

第 6節では，操舵運転負荷の影響を評価する代用特性（操舵特性）を示す． 

第 7 節では，操舵場面で求められる操舵運転負荷軽減を検討する条件を明らかにする． 

第 8節では，本研究で用いる運転環境モデルの構成要素のうち，車輌，タイヤおよびステアリングの物理特性

モデルを示す. 

第 9節では，本章の結果をまとめる.  

 

 

図 2-1 本章の位置づけ (図 1-9 の再掲) 

 

2.2 本研究で述べる操舵運転の安全とは 

安全とは，ISO/IEC ガイド 51 では，「受容できない（危害の）リスクから免れていること」と定義している

(ISO/IEC,2014)．この定義を当てはめると，本研究の目的である操舵運転負荷軽減による操舵運転安全向上は，

操舵運転上発生するリスクを運転者自らの能力で受容範囲に収めるように操舵運転負荷を軽減することと定義で

きる． 

したがって，本研究の目的を示す上で，本研究が対象とする操舵運転上想定されるリスク，そして運転者にと

って受容できるリスクの範囲について明らかにすることが必要である．このためには，自動車運転の安全全体に

おける操舵運転負荷軽減が果たす安全を示すことが有効である． 

そこでまず，自動車の安全に対する議論について概観する．図 2-2 に自動車安全の基本体系を示す(齋藤他，

2002)．自動車安全は，運転前の教育から事故後のリハビリまで 5つの段階で議論されている．このうち本研究で

対象とする安全は，事故を予防することを目的とした 1次安全である．ステアリングとしては，事故発生後に乗

員の生存空間を確保する 2次安全に対する重要な機能も担っているが，本研究対象からは外す． 
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図 2-2 自動車の安全体系（齋藤他，2002） 

 

つぎに，本研究で対象とする安全を包括する 1次安全についてのこれまでの議論と発展経緯を概観する．１次

安全については，今なお各自動車メーカがしのぎを削った開発を行っており，継続的な発展を遂げている．その

発展段階を吉本は次のⅰからⅳで述べている(吉本,鎌田,2000)． 

i. 運転が快適にできて，疲れない車及び道路環境：視認性がよく危険を察知しやすい道路環境及び車，操作

性が良い操作装置の配置 

ii. 事故回避性能の高い車：車輌運動の限界性能が高く，外乱（横風，路面の摩擦係数の変化など）の影響を

受けにくい車，４ＷＳ,４ＷＤ，ＡＢＳの導入など 

iii. 各種センサにより，危険を察知して運転者に警報を与えること 

iv. 更に，アクチュエータを搭載して，事故回避の操作を自動的に行う 

本研究では，既存の EPS 機構を用いることを前提としている．よって，吉本が示した上記発展段階では，ⅰⅱ

ⅲに相当する部分での安全貢献が，議論の対象である．尚，ⅳは，ステアリングではステアバイワイヤ（SBW）や

VGS(可変ギア機構つきステアリング)での議論になる． 

ⅰはすでに確立された自動車技術の範疇での設計対応で行うとの認識があるが，運転者の操舵運転行動を解析

することにより，十分に発展の余地があると考えられる．例えば，吉本は，１次安全技術をヒューマンマシン系

の問題として検討することと，ヒューマンマシン系の問題として運転者特性と車輌動特性の関係について過去か

ら研究がなされてきたことを記し，ⅰの重要性を喚起している(吉本,鎌田,2000)． 

図 2-3は，吉本が示す自動車運転の運転環境モデルに対し，ステアリングを追加し示したものである．図より，

運転者のハンドルを通した運転操作は，ステアリングを介して車の挙動をもたらす．また，車輌挙動情報は，視

覚情報によるフィードバック制御だけではなく，車輌挙動の反作用であるセルフアライニングを通して運転者に

伝えられ，操舵運転に用いられている． 
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この制御系は，目標軌道に対し車輌挙動を制御する制御系に相当し，目標軌道に対し，実際の車輌軌道の偏差

がリスクである．したがって，吉本の示す安全状態とは，リスクが事故に至らない許容範囲にあることといえ，

本研究で用いる操舵運転安全の定義とする． 

許容範囲のリスクについては，さまざまな論がある．したがって，ここでは，必要条件で考える．必要条件の

一例を図 2-4 に示す． 図は，直進走行状態で，操舵を阻害する外乱が働いた場合を想定したものである．操舵

運転安全で許容できる外乱による偏差は，運転者が外乱による車輌偏差を認知し，修正操舵を行えるまでの十分

な時間を想定し（図では，2秒と記載），その間で走行レーンを逸脱しない偏差量（図では，0.8ｍと記載）を許容

リスクと定義したものである． 走行レーンを逸脱する偏差となった場合は，明らかに危険と考えられるため，

必要条件としては妥当な定義であると考えられる．したがって，本研究では，目標軌道と車輌軌道との偏差が 0.8

ｍ以内であることを操舵運転における安全条件として検討を進める． 

この目標軌道に対し車輌軌道を追従できる操舵運転の周波数帯域には，クロスオーバ運転者モデル(McRuer, 

1977)等で示されているように，上限となる周波数があることが知られている．この上限周波数以上では，運転者

は条件によってヨーレートの変化率が制御できることが知られている((Heißing and Ersoy, 2011) 

したがって，本研究では，以下に示す 2つの条件を操舵運転の安全と定義する． 

・ 運転者が車輌軌道を制御可能な周波数帯域では，目標軌道に対する車輌軌道の偏差が 0.8m以内であること 

・ 運転者が車輌軌道を制御できる周波数帯域を超える場合には，ヨーレートの変化率が収束するように制御可能な

減衰率約 0.8であること 

 

 

図 2-3 操舵運転環境概略モデル 

 

 

図 2-4 操舵運転安全指標 
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2.3 操舵運転負荷軽減の従来の取り組みと操舵運転の安全向上における位置づけ 

本節では，操舵運転負荷の自動車運転の安全の中での位置づけを示し，つぎに操舵運転負荷を軽減するこれま

での取り組みの中での本研究の位置づけを示す．  

運転支援は，運転者による制御に介入される形で行われるため，新たなリスクを生じる可能性，すなわちオー

トメーションサプライズに対し設計配慮する必要性が提唱されている(稲垣，2008）．このため，国交省は，運転

支援技術の考え方を示し，その遵守を求めている．本節の最後で，この運転支援に対する考え方に適合した検討

であることを示し，必要な検討課題を明らかにする． 

図 2-5に予防安全議論のフレームワークを示す．予防安全に関する議論のフレームワークは，いくつか提案さ

れており，それらを用いて階層構造で表したものである． 

予防安全は，図 2-2より，道路設計や交通規則等の自動車を運転する環境の観点から述べた事故予防，自動車

運転を運転する側から述べた安全走行および事故回避で議論され，本研究が対象とするのは，安全走行について

である．そして，安全走行の実現手段の一つに運転支援がある．この運転支援は，事故回避技術，運転負荷軽減

および自動運転で議論されるが，これらのうち運転負荷軽減による安全走行への貢献が本研究の対象である．ま

た，操舵運転負荷を身体的な負荷と情報処理負荷と区分し，その両方の観点から操舵運転負荷軽減に取り組むこ

とを特徴とする．なお，この身体的負荷と情報処理負荷とする区分は，Pauwelussen らが提唱している身体的負

荷と心理的負荷という区分(Pauwelussen, 2014)とほぼ同意であると考えられる．ただし，本研究では操舵運転負

荷を人の基本的な行動工程で区分し検討を行うため，その整合性から情報処理負荷と呼ぶことにする． 

ここで，運転者から見た安全走行と事故回避に対する運転支援の関係を事故発生リスクの観点から検討する． 

図 2-6 は，2.2 節での操舵運転の安全定義を用いて，リスクの受容性と運転者のリスク回避能力で運転支援目

的を区分したものである．このうち，事故回避に対する運転支援の必要性は，主に受容できないリスクがあり，

運転者能力では回避できない領域であると考えられる．一方，操舵運転負荷軽減は，受容できないリスクがある

が，運転者能力で回避できる領域と受容できないリスクはない領域を広げることであると考える．2 つの領域を

広げるためには，各領域の定義から， 

・運転者の危険回避制御能力を高める 

・運転者の危険認知能力を高める 

・運転者の危険回避制御能力および危険認知能力を低下させない 

ことであることは自明であり，操舵運転負荷軽減で取り組む課題である． 

この操舵運転負荷軽減による安全向上の従来の取り組みを，図 2-3で示した操舵運転環境モデルを用いて説明

する．操舵運転負荷軽減は，運転環境を構成するすべてのブロックと信号の流れに対して行われてきた．その取

り組みは，図 2-7で示す 5つの取り組みに分類される．以下では，①から⑤までの取り組みを概観していく． 

①は，運転者教育になる．自動車の安全体系で 0次安全に相当する．運転者教育を受けた一般運転者の操舵運

転特性についての調査は，これまでになされてきている．本研究では，これまでの調査結果を踏襲し運転者の操

舵特性を解析する． 

②は，車輌特性の改善である．Wallentwitz は，操舵運転安全に貢献する車輌の要求特性を 4 点で包括し説明

している(Heißing and Ersoy, 2011)．本研究では，この 4点を参照し，操舵運転安全向上に貢献するステアリング

特性に対する要求事項を導く．詳細は，2.4節で紹介する． 

③は，新しいステアリング機構を用いた運転支援技術である．EPS を含めた従来のステアリングは，タイヤと

ハンドルが機械的に連結されていることにより生じる設計制約がある．この制約が高度な運転支援機能を実現す

る上で障害になるという立場からの研究である．新しいステアリング機構としては，ステアバイワイヤや，可変

ギア比機構を用いた取り組みが主流である．これらの技術は，高級車を対象に市場採用され始めている．ここで

は，その一部を紹介する．図 2-8 は，筆者らが取り組んだステアバイワイヤの例である(遠藤，エスティコ，2010)．

この例では，機械的なリンク機構が無いところを仮想コンプライアンス制御で結合し，運転環境に合わせて，ス

テアリングの動特性を適応させるというものである．この機構を用いた操舵運転安全向上については，西原他(西

原，熊本,2004)や Zomotor（Zomotor, 1991）らの研究報告がある．図 2-9 は，杉田ら(Sugita, Tomizuka,2010)が取

り組んだ可変ギア比機構とその制御である．アクチュエータを用いてギア比を変化させる際に生じる反力が与え

る違和感を，機構的な改良と制御により補償している．この可変ギア比機構を用いた操舵運転安全向上について
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は，清水ら(清水他,1999)が報告している．また，青木(青木,2005)は，本機構を用いた車輌ステア特性の位相特

性を補償する制御方法を提案している． 

④については，新たなセンサを用いた運転支援が相当する．例えば，視覚センサを追加することでのレーンキ

ープアシストが相当する． 

⑤が，本研究が対象とする操舵運転安全向上に向けた取り組みである．従来は，パワーアシスト特性調整によ

る運転者特性への適合が身体的負荷低減という立場から行われてきた．これに対し，本研究では，EPS をパワー

アシスト装置ではなく，運転者特性に適合する情報伝達装置であるというヒューマンマシンインターフェースと

して捉えることにより，身体的負荷と情報処理負荷を軽減する立場で操舵運転安全向上を検討するものである．

③で示した立場に対し，EPS の設計自由度を引き出せば更なる操舵運転安全向上への貢献が可能であると考える

立場である． 

本節の以上により，本研究は，すでに市場に普及しているステアリングの基本構造をそのままに，ＥＰＳを用

いて操舵運転負荷を軽減し，今の自動車社会の操舵運転安全向上に貢献することを目的としたものであるといえ

る． 

 

図 2-5   自動車運転安全の中での操舵運転負荷軽減の位置づけ 

 

 

図 2-6  操舵運転負荷軽減の操舵運転安全に対する意味 
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図 2-7 運転支援議論のフレームワーク(吉本のフレームワークを遠藤が修正) 

 

     

 

図 2-8 ステアバイワイヤ               図 2-9 可変ギア比機構     

  

2.4 操舵運転負荷軽減を論じるフレームワーク 

本研究の特徴は，操舵運転負荷軽減を身体的負荷と情報処理負荷に対して行うことが特徴である．操舵運転負

荷は，運転者の操舵運転行動の基本である認知，判断，行動に対する負荷と捉えることができる．したがって，

認知，判断，行動のそれぞれの操舵運転行動における意味を明らかにすることで EPS によって補償すべき課題が

明らかになると考えられる．図 2-10は，図 2-3で示した操舵運転環境概略モデルに対し，運転者の操舵運転行動

を認知，判断，行動に分解し示したものであり，本研究で以後操舵運転負荷軽減を論じるフレームワークとして

用いていく． 

本研究での操舵運転は，目標軌道に対し車輌軌道を追従させることとしたため，認知は車輌軌道の認知と考え

る．車輌軌道を認知するための入力は視覚情報でのヨーレート，横加速度といった車輌挙動と操舵情報としてい

る．操舵情報を入力としている理由は，一般の運転者が操舵情報で車輌挙動を予測していることが報告されてい

るためである（Pauwelussen,2014）．本研究では，この説に基づき検討を進め，妥当性を確認する．近年用いられ

ている運転者モデル同様，判断は，目標軌道と車輌軌道予測の偏差から操舵量を決定する行為であり，行動は，

操舵量をハンドルに与えるために手腕の制御を行う行為とする（Carlo,2007）． 

この図から，操舵運転負荷は，認知，判断，行動に対する負荷と捉えることができるため，負荷軽減課題は以

下のように整理できる． 

認知負荷：視覚情報および操舵情報から将来の車輌軌道を予測しやすいこと 

判断負荷：目標軌道と車輌軌道予測から操舵量を決めやすいこと 
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行動負荷：操舵状況に適した行動が容易に行えること 

また，Wallentwitzは，操舵運転負荷軽減をよい操舵特性を持つ車輌条件として以下に示す 4つを述べている．

(Heißing and Ersoy, 2011) 

 

-The relationship between steering wheel angle change and vehicle course change must be straight forward and 

understandable  

-Feedback regarding the vehicle’s state of motion must be transmitted to the driver 

-Disturbance acting on the vehicle should cause only minimal course change 

-With regard to driving safety and performance，the allowable cornering velocity and lateral acceleration of the vehicle 

should be as large as possible 

 

この 4つの条件は，認知負荷，判断負荷，行動負荷に相当する要求特性を，車輌に求める特性で整理したもの

に相当すると考えられる．すなわち，1番目の要求は，判断負荷軽減を車輌特性で述べたものであり，2番目およ

び 3 番目の特性は，認知負荷軽減を車輌特性で述べたものであり，3 番目の要求は，行動負荷軽減を車輌特性で

述べたものと考えられるためである． 

このように，操舵運転行為の工程を認知，判断および行動に分けてそれぞれの負荷を明らかにし,操舵運転負荷

軽減を論じる図 2-10のフレームワークは，先行研究が示す操舵特性条件と整合するため,妥当であると考えられ

る．また，図 2-10より車輌軌道を与える入力は，目標軌道と外乱であることから操舵運転負荷を論じるうえで， 

 ・目標軌道に対する車輌軌道の追従性 

 ・外乱に対する車輌軌道の感度 

を対象にした検討が必要になることがわかる． 

ここで，考慮すべき外乱について示す．表 2-1に，本研究で対象とする外乱を示す．本研究における外乱とは，

目標軌道との因果性が少ない入力としている．よって，外乱は，操舵運転環境を構成する各要素から発生するも

のとして捉えられるため，構成要素である道路環境，車輌環境および運転者で区分し考慮すべき外乱を示してい

る. なお，ステアリングが起因する外乱は，ステアリングの故障となるため，本研究から外し，付録の機能安全

の中で述べる． 

 

 

図 2-10 操舵運転負荷軽減を論じるフレームワーク 
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表 2-1  本研究で対象とする外乱 

環境構成要素 働く外乱の種類 

道路環境 不整路面から受ける振動 

小振幅トルク振動 

道路勾配によるハンドル取られ 

車輌環境 タイヤグリップの非線形特性 

高速走行時のハンドルシミー 

ブレーキジャダによるハンドル振動 

横風の影響 

タイヤグリップ力の飽和 

運転者 運転者の操舵運転特性劣化 

 

2.5 操舵運転負荷軽減で考慮すべき制約条件 

操舵運転負荷軽減は，自動車運転の安全向上貢献するためのものであり，運転支援を行うことで安全が損なわ

れることがあってはならないことはいうまでもない．そこで，本節では操舵運転負荷軽減を実現するうえで安全

を損なわないための要求を示し，本研究での扱いを述べる．システム設計の観点からは，操舵運転負荷軽減に対

する非機能要件に相当する要求事項である．国土交通省は，運転支援の中の運転負荷軽減技術の考え方として 8

項目にまとめ指摘している（国土交通省,2006）．これらの項目は，操舵運転負荷軽減を考える上での安全性を包

括的に述べたものであり参考にすべきと考える． 

   

運転支援の考え方 8項目（国土交通省,2006） 

（１）運転負荷低減技術 

①システムが作動する上でドライバーの意思や意図を確認できること 

②システムは安全な運転となる支援を行うこと 

③ドライバーはシステムの支援内容を確認できること 

④ドライバーがシステムに過度の依存や不信を招かず適正な信頼が得られるようにシステムが配慮されて

いること 

⑤システムが行う制御をドライバーがオーバーライドできること 

⑥システムの支援範囲を超えたときに，ドライバーが行うべき操作が残されている場合には，ドライバーへ

の運転操作の切り替えが円滑にできること 

⑦システムの作動により安全性が低下しないこと 

⑧システムについて理解を得られる素地が社会に形成されていること 

以下，上記 8項目の観点から，本研究の操舵運転負荷軽減支援機能を実現するための条件を導き，本研究での

扱いを示す． 

①システムが作動する上でドライバーの意思や意図を確認できること 

運転者の意思や意図を確認するためには，運転者入力と出力そして，運転者が操舵運転で果たす機能モデル

が必要になる．したがって，運転者の操舵運転特性を明らかにし操舵運転負荷軽減の目的から支援対象である

運転者特性を明らかにする必要がある．第 4章で本件を論じる．また，操舵運転負荷軽減に必要なセンサ技術

については，付録第１章で述べる． 

②システムは安全な運転となる支援を行うこと 
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この課題は，むしろ運転支援が安全であることをどの様に検討するかが課題であると考えた．この目的から

本件では，操舵運転安全を制御問題で議論できるように対象とする安全範囲を定義し，制御問題として解くた

めの運転環境モデル開発を行った．この運転環境モデル構築は，第 3章の課題として取り組む． 

③ドライバーはシステムの支援内容を確認できること 

操舵運転負荷軽減支援は，EPS のパワーアシスト機能を発展させた機能である．EPS では，その機能が動作

しない場合，ダッシュボード上に警告燈で運転者に知らせる．操舵運転負荷軽減支援機能も同様の方法で運転

者に動作状態を知らせることで対応できると考える． 

④ドライバーがシステムに過度の依存や不信を招かず適正な信頼が得られるようにシステムが配慮されてい

ること 

操舵運転負荷軽減運転支援では，運転者の身体的負担，情報処理負担を軽減するものであると同時に運転環

境変化を運転者に的確に伝達することを目的としている．これにより，支援が無い場合と比較し，運転環境変

化で生じる危険を運転者が認識しやすくなることを意図している．この結果，運転者による危険回避行動を促

すことを考慮している．本件は，第 5章で論じる． 

⑤システムが行う制御をドライバーがオーバーライドできること 

操舵運転負荷軽減は，運転者の操舵制御行為の運転負荷軽減を目的としているため，通常は，運転者による

制御がオーバーライドされている．また，運転者が積極的な操舵を行わない場合の支援については，その制御

量を運転者のオーバーライド制御量が勝るように支援制御量を制限する．本件は，付録の機能安全で論じる． 

⑥システムの支援範囲を超えたときに，ドライバーが行うべき操作が残されている場合には，ドライバーへの

運転操作の切り替えが円滑にできること 

操舵運転負荷軽減支援は，EPS 機能を用いているため，EPS 出力が飽和した場合，⑥で指摘していることが

発生することが想定される．それを考慮し，出力飽和に対するマージンをシステムがモニターし飽和が近づい

た場合，支援量を調整している．本件は，付録Ａで述べる． 

⑦システムの作動により安全性が低下しないこと 

この問題は，機能安全に対する要求事項と考えられる．機能安全については，付録Ａで述べる． 

⑧システムについて理解を得られる素地が社会に形成されていること 

本研究で論じる操舵運転負荷軽減支援は，従来のパワーアシスト機能を素地に開発検討を行った．この結果，

本研究で述べる機能のほとんどが市場で採用され，EPS の普及に貢献できた．EPS の普及とともにシステムに

ついての理解を得てきたといえる． 

以上に示したように，EPS を用いて操舵運転負荷軽減を論じる本研究では，操舵運転負荷軽減に必要な制

約条件を満たす条件が整っているため，早期実現性が高く，自動車社会の安全への貢献が期待できる． 

 

2.6 操舵運転安全に対する操舵運転負荷の評価方法（操舵特性） 

操舵特性の評価は，操舵運転負荷軽減を論じるフレームワークである図 2-10を用いて検討できる．まず，操舵

特性を評価する入力は，図より目標軌道と外乱があることがわかる．また，操舵運転行為を構成する認知，判断，

行動に対する操舵運転負荷を評価する伝達関数は，2.4 節で示した負荷の定義と操舵トルク情報を用いて車輌挙

動を認知していると考える本研究の観点から， 

・認知負荷：視覚情報および操舵情報から将来の車輌軌道を予測しやすいこと 

      →ヨーレートに対する操舵トルクの伝達関数 

・判断負荷：目標軌道と車輌軌道予測から操舵量を決めやすいこと 

      →操舵角からヨーレートまでの伝達関数 

・行動負荷：操舵状況に適した行動が容易に行えること 

      →操舵トルクに対するヨーレートの伝達関数 

を用いて評価する．車輌挙動としてヨーレートを用いている理由は，第 3章の操舵運転特性の中で示す．また，

認知負荷と行動負荷を表す伝達特性は逆特性の関係にあるため，評価に必要な伝達特性(以下，代用特性)は， 

・ヨーレートに対する操舵トルクの伝達特性 

・操舵角に対するヨーレートの伝達特性 
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の 2つの特性となる． 

さらに，操舵特性評価では，運転者の操舵運転能力や操舵場面を考慮する必要がある． 

運転者の操舵制御能力については，操舵周波数に応じた操舵制御できる状態量があることが知られている．通

常の操舵運転は，目標軌道に追従することが目的である．この目標軌道に追従する操舵運転は，運転者能力によ

って制御の上限周波数があることが知られている．例えば，クロスオーバ理論では(McRuer, 1977)，運転者は車輌

動特性を補正し約 0.6 Hz 程度の追従制御応答性に適応するとし，他に 0.4 Hz とする報告もある(Heißing and Ersoy, 

2013)．したがって，本研究ではこの周波数を 0.5 Hz 以下とする．また，0.5 Hz を超えた周波数領域については，

2 Hz までは条件により車輌挙動の振動を抑制制御できるとされ，2 Hz 以上については運転者単独の能力では制御

できないとの調査研究報告がある(Heißing and Ersoy, 2013)．つまり，操舵周波数によって運転者が操舵制御できる

状態量が変わることになる．この結果，ヨーレートに対する操舵トルクの伝達特性は， 0.5Hz 以下では，ヨーレ

ートの制御のしやすさ，0.5Hz から 2Hz までは，ヨーレート変化率が運転者の能力で制御できることを評価する

必要性が導かれる．  

A) ヨーレートの制御しやすさの代用特性測定方法 

筆者のこれまでの EPS 調整経験において，操舵周波数 0.5Hz 以下の目標軌道に追従する操舵制御の操舵特性

は，オンセンター領域，オフセンター領域および緊急回避等で用いる領域を車輌挙動の大きさで分類し操舵場面

に応じた操舵特性の議論を行ってきた経験を考慮する．このため，操舵周波数 0.5Hz 以下でのヨーレートに対す

る操舵トルクの伝達特性は，ヨーレート振幅の関数で評価する必要がある． 

ヨーレートに対する操舵トルクの伝達特性は，摩擦特性等の非線形特性の影響を評価する目的からリサージュ

波形を用いて評価されてきた．操舵特性は，ステアリングの摩擦等で生じるヒステリシス特性が操舵感に重要な

影響を与えていることが知られている(小林他，2011)，（久代，2008）．また，タイヤが路面と固着している状態

を表すタイヤグリップ状態は，コーナリングパワーの非線形性によって認知される．このような非線形特性は，

リサージュ波形上でヒステリシス特性として観察される．このため，図 2-11に示すスイープサイン波状の操舵角

入力を与え，入力を横軸に出力を縦軸にとったリサージュ波形で評価することが開発現場では一般的に行われて

いる．また，ヒステリシス特性は，横軸と縦軸の位相関係を表している．その様子を図 2-12に示す．図より，位

相変化が大きくなるほどヒステリシス幅が増加していることが理解できる．ヨーレートに対する操舵トルクの位

相特性には適値が存在することが知られているため(藤波他，1995)，位相特性をヒステリシス幅で評価できるリ

サージュ波形は，評価方法として適しているといえる． 

スイープ入力により，前述した操舵場面に対応するヨーレートを発生させ，網羅的に評価している．このリサ

ージュ波形を基に，ハンドル切り増し時の手ごたえ感，ハンドル戻り感，操舵トルクの位相遅れ感といった主観

的な操舵感評価との相関性を明らかにし，評価を行っている(Reimpel,1984),(山下他，1991)，(川上他，1987)，

（佐藤他，1990）．ただし，リサージュ波形では時間がパラメータとして扱われるため，周波数特性が表現しにく

いという問題がある．この問題に対し，本研究では，入力周波数を代えてリサージュ波形を測定することで対応

する．以上で示した目標軌道に追従する操舵特性の 2つの代用特性の測定条件を表 2-2に示す． 

入力周波数は，0.25Hzと 0.5Hzとする．但し，テストコースの広さの制約を受ける場合には，0.25Hzの代わり

に 0.3Hzとする．その理由は，一般の車輌では操舵角からヨーレートまでの伝達特性が，0.5Hz までは，周波数

に対しほぼ単調な関数とみなせるからである．このため，入力周波数は，2 つあればよいことになる．よって，

上限周波数とする 0.5Hzとテストコースの広さの制約と車輌のヨーレート応答の動的な変化が現れ始める周波数

を考慮し 0.25Hz で測定を行うことにした． 

B) ヨーレートの変化率の制御しやすさの代用特性測定方法 

次に操舵周波数 0.5Hz から 2Hz までについては，操舵角に対するヨーレートの伝達特性により評価すること

ができる．この伝達特性においても非線形特性である摩擦特性の影響は大きい．したがって，本研究では，初期

条件に操舵角を与えた場合のフリーコントロール時の操舵角時間波形とヨーレート時間波形を示し，ヨーレート

の固有周波数，ヨーレートの減衰率および操舵角とヨーレートの位相差を代用特性として評価を行う．非線形特

性である摩擦特性の影響は，時間応答波形で観察することができるためである．ヨーレートの減衰率は，式(2-1)，

式(2-2)で示す対数減衰率を代用特性値として用いる．図 2-14 に測定例を示す．図中，1 秒のタイミングでハンド

ルを手放し状態にして操舵角とヨーレートの時間波形を測定している． 
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図 2-11 ヨーレートに対する操舵トルク伝達特性測定方法 

 

表 2-2 代用特性①②の測定条件 

測定条件１ 操舵周波数 0.25Hz, 0.5 Hz 

測定条件２ 操舵振幅 上記操舵周波数で徐々に操舵角振幅を

10度から 90まで増加する 

 

 

図 2-12 ヨーレートに対する操舵トルク伝達特性測定例 
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図 2-13 ヒステリシス特性と位相の関係 

 

 

図 2-14 Free control での車輌挙動 

 

2.7 操舵場面で求められる操舵運転負荷軽減目標 

本節では，操舵運転場面に対する運転者特性のこれまで実験結果を整理し，本研究で用いる操舵場面の分類を

導く．操舵運転負荷軽減目標は，運転者の操舵運転能力に応じて定義すべきであるため，2.6 節で述べた操舵周波

数に基づいた区分を用いて，目標軌道に追従する操舵制御（2.7.1）とヨーレートの変化率を制御する操舵制御（2.7.2）

で述べる．そして、リサージュ波形で評価する摩擦特性について主観的な評価によって，その重要性と定量目標

値を示す． 

2.7.1 目標軌道に追従する操舵制御での目標操舵特性 

ヨーレートの大きさによって図 2-14 に示す三つの領域，①オンセンター領域，②オフセンター領域，③コーナ

リング領域に分けて操舵特性を検討する．表 2-3 に，①から③の代表的な操舵場面と一般的な操舵力特性の代表

値を示す．なお，表で示す値は参考値であり，筆者のこれまでの EPS 調整実績から導いたものである． 

オンセンター領域①は，主に直進状態で用いる操舵領域である． 

オフセンター領域②は，通常操舵運転でのコーナリングやレーン変更運転で用いる領域である．通常操舵運転

は，速度に関わらず横加速度が 0.2～0.3 G 以内の範囲で行われていることが報告されている(Mitschke and 

Wallentwitz, 2013)．この横加速度は，図 2-14 の測定条件の操舵では，ヨーレートに換算すると最大 15 deg/s 以下

に相当する． 

オフセンター領域の外側の領域③は，たとえば緊急時に大きな横加速度を必要とする操舵領域である． 
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一般的に①から③の操舵特性評価は，横軸に操舵量と車輌挙動のリサージュ波形を用いて評価を行い，リサー

ジュ波形から得る代用特性と操舵感の相関関係が明らかにされてきた．リサージュ波形を用いる理由は，波形で

現れるヒステリシス特性が操舵運転負荷低減に重要な役割を果たすことが知られているためである．例えば，操

舵角に対する操舵トルク，操舵トルクに対する横加速度のリサージュ波形に現れるヒステリシス幅を，操舵感を

評価する代用特性とすることの妥当性を主観評価との相関性で示した研究 (佐藤他，1990)，（山下他，1991）報告

があり，操舵場面に対して適切なヒステリシス特性と量があることを示している．また，このヒステリシス特性

は，操舵系の摩擦の影響が大きいことが明らかにされている（久代，2010）． 

そこで，操舵量に操舵トルクを用いて，図 2-14 に示す実際のリサージュ波形を前述の三つの操舵領域にわけ，

望ましいヒステリシス特性とそれを実現する摩擦特性を明らかにし，EPS 機能を用いて望ましい摩擦特性に補償

する方法を明らかにする． 

 

 

図 2-14 操舵特性に対する操舵領域区分 

 

表 2-3 操舵特性領域 

Handling characteristic 

region 

Driving 

condition 

Steering torque Ttor  

range(Nm) 
Yaw rate γ range 

(deg/s) 

On center ① 
Straight 

ahead 
−2.0 ≤ 𝑇𝑡𝑜𝑟 ≤ 2.0  −1.0 ≤ γ ≤ 1.0 

Off center ② Slow curve 
2.0 < 𝑇𝑡𝑜𝑟 ≤ 3.5  

−2.0 > 𝑇𝑡𝑜𝑟 ≥ −3.5 

1.0 < γ ≤ 15 

−1.0 > γ ≥ −15 

Outside of off-center ③ Rapid curve 
𝑇𝑡𝑜𝑟 > 3.5 

𝑇𝑡𝑜𝑟 < −3.5 

γ > 15 

γ < −15 

 

2.7.2 ヨーレートの変化率を制御する場合に求められる目標操舵特性 

0.5 Hz から 2Hz までの間では，ヨーレート固有振動モードが存在する場合が多く，ヨーレートの固有振動モー

ドが運転者にとって操舵制御可能な条件下に置くことが本領域で求められる． 

ヨーレートの固有振動は，従来の設計では車輌のヨー方向の固有振動によってもたらされると考えられてきた． 

このため，図 2-15 に示すように車輌の固有振動の周波数と減衰率（Heißing and Ersoy, 2011）を適値にする車輌設
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計を行い，かつセルフアライニングトルクに対するステアリング系固有振動数を車輌のヨー方向の固有振動数よ

り高くする（安部，2008）ことでステアリング系固有振動を運転者が操舵制御しなくてもよい条件を求めてきた．  

しかし，エアバックの標準搭載や EPS の採用により，ステアリング系の慣性が増加しヨーレートの固有振動数

が 0.5 Hz から 2Hz までの間に存在するようになってきた．セルフアライニングトルクに対するステアリング系の

応答により，ヨーレートの固有振動が起きるためである．この結果，車輌のヨーレートの固有振動が図 2-14 に示

す条件で十分に安定化されていることを前提にセルフアライニングトルクに対するステアリング系の応答が運転

者にとって制御可能であることが，この領域で求められる目標操舵特性の必要条件となる． 

本領域で，運転者がヨーレートの振動を操舵制御可能な条件は，以下であることが示されている(Heißing and 

Ersoy, 2011)． 

・操舵角に対するヨーレートの振幅比が適切であること 

・操舵角に対するヨーレートの位相差ができるだけ少ないこと 

・ヨーレート固有振動モードの減衰率が適切な大きさの減衰率であること  

ヨーレートの固有振動が励起されるきっかけは，主に横風などの外乱による場合が多いため，本研究では外乱

に対する操舵運転負荷を論じる第 6 章の中で，EPS による補償を検討する． 

 

図 2-15 目標とするヨーレートの固有振動数とヨーレートの減衰率 

 

2.7.3 操舵特性と摩擦特性の関係 

A) 摩擦特性の基礎 

まず，本研究で扱う摩擦特性についての基礎知識を整理する．図 2-16に一般的な摩擦特性を示す．これを運動

方程式で表すと， 

 )1()( 321 jDKsignDDJT                  (2-3) 

j： 虚数 

D1： 粘性減衰係数 

D2： 静止摩擦と動摩擦係数 

D3： 構造減衰係数 

となる． 

構造減衰は，式(2-3)で示すようにばね定数項に虚数ｊ で表されることから複素減衰とも呼ばれている．虚数

ｊ の意味は，減衰の大きさは変位に依存するが，減衰自体は速度と同じ位相で起こることを意味する．つまり，

位相が 90度ずれることを虚数ｊ 表現している．構造減衰は，変位に依存した内部損失により起こる現象であり，

粘弾性体が持つ減衰特性である(Jones,2003)． 

 

ヨーレートの固有振動数（Hz)

ヨ
ー
レ
ー
ト
の
減
衰
率

一般
乗用車

スポーツ
カー

不安定な
車輌

動きの鈍
い車輌

USマーケッ
トの乗用車

0.8

2～4



 

- 33 - 

 

 

図 2-16 摩擦特性 

B)オンセンター領域での摩擦特性 

オンセンター領域は，操舵速度が低く，かつ操舵トルクが小さい領域なので，静止摩擦とクーロン摩擦の影響

が大きい． 

静止摩擦は，その要因として，機械的に発生する静止摩擦以外にモータのコギングトルクも静止摩擦と同じ影

響を及ぼすので静止摩擦に含めて考え，できるだけ発生量を抑えるようなステアリング設計が検討されている． 

次にクーロン摩擦について述べる．クーロン摩擦が大きいと，車輌挙動を操舵トルクで予測する上で，操舵ト

ルクに対する車輌挙動情報の割合が少なくなり困難になるという問題がある．また，亘理が指摘するリミットサ

イクル振動を起こす原因となる（Watari, 1975）．例えば，直進進行では，左右にまたがる微妙な操舵が必要になる

が，その際，運転者はクーロン摩擦の 2 倍の操舵トルク振幅を要する操舵を行うため操舵負荷がかかる．一方，

適度なクーロン摩擦は，タイヤから入力される外乱を摩擦分低減し伝えるとい利点もある．たとえば，タイヤの

周方向アンバランスによってもたらされるシミー振動をクーロン摩擦により低減することが知られている． 

以上から 

・静止摩擦はできるだけ抑える 

・クーロン摩擦は，外乱の影響を抑える効果もあるので適切に調整する 

ということが，開発現場で検討されている． 

次に操舵特性の主観評価と摩擦特性の関係を示す． 

図 2-17 にヨーレートに対する操舵トルクのリサージュ波形と摩擦の関係を示す．摩擦が働く範囲では，運転者

は操舵トルク情報から直進位置を検出することができない．なぜなら，図から直進状態，すなわちヨーレートが

ゼロの状態を操舵トルクがゼロとするならば，ヒステリシスがあると操舵トルクがゼロを示すヨーレートに幅が

できる．このため，ヒステリシスが横軸をきる範囲では，ヨーレートがゼロの位置を操舵トルク情報から知るこ

とはできない．ヨーレートがゼロの位置を操舵トルク情報により正確に知るためには，ヒステリシス幅が小さく

かつ操舵トルクに対するヨーレートゲインが大きいことが必要である．それは，図 2-17 に示す幾何学的な関係か

ら明らかである．したがって，操舵トルクに対するヨーレートゲインをヒステリシス幅で割った指標 G/F を用い

て，オンセンターの主観的な操舵感評価との関連性を調査した．調査は，異なる指標値をもつ 9 車種に対して，

100Km/h の速度で直進走行した際の操舵感を評価した．結果を図 2-18 に示す． 

この調査の範囲では，指標値 G/F が高いほど直進走行の操舵感が良いとの評価結果を得た．しかし，調査範囲

を超えて指標値 G/F が高くなると，操舵トルクに対し車輌が敏感に反応することになるので実際には適値がある

と考えられる．そして，適値に調整するためには，摩擦量とヨーレートゲインのバランスが重要であることが，

本調査から明らかになる．なお，EPS の場合は，従来の油圧式パワーステアリングに対しクーロン摩擦が増える

ので指標値 G/F が下がる傾向にある．このため，キャスタ角を大きくし，適切な指標値 G/F に調整するなどの措

置がとられる場合がある． 
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図 2-17 操舵特性の評価指標 

 

 

図 2-18 オンセンター領域の評価指標と主観評価の関係 

 

C) オフセンター領域での摩擦特性 

本領域では，操舵時には操舵トルクを通じて車輌挙動が把握でき，かつ少ない操舵力で保舵が行えることが求

められる．この相反すると思われる要求は適度の摩擦量を設定することで両立できる．なぜなら，保舵時の操舵

トルクは，タイヤが発生するトルクに対し摩擦トルクを減じたトルクになるためである． また，この摩擦は，外

乱トルクによる舵角変化，いわゆる’ハンドル取られ’をヒステリシス幅の範囲で防ぐという効果も期待できる．

一方，過度な摩擦は操舵の阻害要因になる．この結果，摩擦により与えられるヒステリシス量には適値があると

考えられる．この観点から，摩擦が影響するオフセンター領域のヒステリシス幅に対する主観的な操舵感評価を

行った結果を図 2-19 に示す．得られたオフセンター領域における適値は，Controllable で示した領域である． 

図 2-19 で示す結果と図 2-18 のオンセンター付近での結果を合わせると，オンセンター付近では，ヒステリシ

ス幅は小さく，コーナリング領域では大きめが良いことが分かる．つまり，ヒステリシス特性は，ステアリング

角度または操舵反力に応じて増加する関数であることが主観評価結果から得られる．a の大きさは，クーロン摩

擦量で与えられるため，クーロン摩擦量の大きさがステアリング角度または操舵力に応じて操舵場面に適応し変

化する特性が望ましいことが導かれる． 
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図 2-19 オフセンター領域の評価指標と主観評価の関係 

 

 

D) 摩擦特性を考慮したステアリング系の動特性 

本項の以上の議論から，一般的な摩擦特性式(2-3)を用いてステアリング系の摩擦特性を表すと，ステアリング

角度と操舵角が一致すると近似するならば，式（2-4）で表される．式中，D3を適切な関数にすることでクーロン

摩擦量を操舵角に応じて変化できる． 

 

dSATdSTGhSAT jDKsignDDJJT  )1()()( 321               (2-4) 

 

2.8 操舵運転安全を評価する運転環境モデル 

2.8.1 シミュレーションモデル 

実車輌を用いた運転者入力では，再現性のある操舵特性測定を行うことが難しい．そこで，本研究では，主に

シミュレーションを用いて操舵特性の評価を行うことにした．本項で，まずシミュレーションモデルの概要とそ

の精度の妥当性を示し，次にシミュレーションを構成する各要素のモデル作成方法について詳しく述べる． 

図 2-20 は，本研究で用いたシミュレーションモデルである．このシミュレーションモデルは，車輌モデル，ス

テアリング機構モデル，および操舵トルクとステアリング角度を入力とした EPS 制御器で構成している．操舵ト

ルク特性については，表 2-2 に示したハンドル角入力を与え，そのときの操舵トルク特性のリサージュ波形を求

める．車輌特性については，ハンドル角𝜃𝑑に対するヨーレート𝛾の伝達特性を求めて評価する．なお，図中ヨーレ

ートは deg/s，周波数は Hz で表す．車輌モデルには，線形タイヤモデルを用いた平面二輪モデルを用いている． 

本シミュレーションを用いた解析対象は，通常操舵運転時の操舵特性であり，この条件では車輌の最大横加速

度が 0.2～0.3 G の範囲であると報告されている(佐藤，1990) ．この横加速度範囲は，同定した車輌モデルにおい

て，ヨーレート換算で約 15 deg/s 以内であり，オフセンター領域内に相当する．また，タイヤ横滑り角と横力と

の関係が線形である領域は，0.4 G 以内であるため(Heißing and Ersoy, 2011)，オフセンター領域まではタイヤが線

形領域内にあるものとする． 

表 2-4 に本シミュレーションで用いる車輌モデルのパラメータを示す．同定を行った車輌は，エンジン排気量

1.2 L の小型乗用車である．スタビリティファクタ K は，0.0017 でアンダーステア特性である車輌特性をもつ． 

ステアリング機構モデルは，ハンドル慣性とステアリング軸換算のモータ慣性がばね要素であるトーションバ

ーで結合された 2 慣性系の機構モデルに単純化している．2 慣性系を安定化する制御器特性は，操舵特性リサー 
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ジュ波形に影響するため，図 2-20 の 𝐶1 (𝑠) に 3 次の位相補償器，𝐶2 (𝑠) に状態フィードバック制御器を実装し

ている．パワーアシスト特性は，車輌の走行速度に依存せず図 2-20 に示す特性を用いる． 

ステアリング系摩擦特性は，リサージュ波形に及ぼす影響が大きいためクーロン摩擦，粘性摩擦，構造減

衰摩擦をそれぞれ同定し，詳しくモデル化している．クーロン摩擦は，ステアリング系全体で，2.8 Nm と

し，クーロン摩擦量がセルフアライニングトルクに比例し増加するという特性の構造減衰摩擦をモデル化

している．この比例定数は，0.13 である．粘性摩擦係数については，表 2-4 に示すとおりである．なお，

ここで用いた摩擦特性の同定については第 5章で詳しく述べる． 

 

2.8.2 操舵トルク特性シミュレーションの妥当性 

本シミュレーションの妥当性を評価するために，同定を行った車輌の実車輌測定結果とシミュレーション結果

とを比較する．まず，0.5Hz 以下の操舵角入力周波数の代用特性であるリサージュ波形について示す．図 2-21 が

0.3 Hz，図 2-22 が 0.5 Hz である．それぞれを比較すると最大 0.3 Nm 以内の誤差で一致している．この誤差は，

一般の運転者が認識できるとされる操舵トルク検出分解能 0.25 Nm (遠藤，2004)に近い値であり，本シミュレー

ションは，目的に対して妥当な誤差で再現できているといえる． 

次に操舵入力周波数 0.5Hz から 2.0Hz までの代用特性であるフリーコントロールに対する時間応答波形

を図 2-23に示す. 図中，1 秒の時点で手を離している．図より 1.6 秒以上での残留角度に差があるのは，摩

擦の影響によるものであり，クーロン摩擦の摩擦の範囲で確率的に分布するものであり，誤差はその範囲内

である．この残留角度を除けば，実車輌測定結果とシミュレーション結果はよく一致している． 

 

 

 

図2-20 Simulation model 
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表2-4 Vehicle and steering dynamics parameters for simulation 

Parameters Symbol Value Unit 

Vehicle mass m 1250 kg 

Yaw moment of inertia I 2000 Kgm2 

Distance between front axis and C. G. lf 1.0 m 

Distance between rear axis and C. G. lr 1.5 m 

Front cornering stiffness Kf 50000 N/rad 

Rear cornering stiffness Kr 75000 N/rad 

Handle inertia Jh 0.038 Kgm2 

Torsion bar stiffness Ktor 143 Nm/rad 

Steering system inertia Jstg 0.01 Kgm2 

Steering system damping  Bstg 0.4 Nms/rad 

Total gear ratio gtot 15.5  

Trail  0.065 m 

 

 

 

(a) Simulation                   (b) Measured 

図 2-21 Steering torque characteristic (0.3 Hz 80 km/h) 

 

 

(a) Simulation                   (b) Measured 

図 2-22 Steering torque characteristic (0.5 Hz 80 km/h) 
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図 2-23 Time respoce of free-control 

 

2.8.3 平面二輪自動車モデルの基礎 

本項では，平面二輪モデルの基礎を示すとともに，本論文で用いている運動方程式の導出を示す．シミュレー

ションプログラムで実装することを想定し，状態方程式を用いた表現も示すことにする． 

平面二輪自動車モデルは，表 2-4 の諸元を用いて導出する自動車の運動方程式である(安部，2008)．本モデル

は，以下の条件下で自動車の運動方程式を単純化できるとされている(安部，2008)． 

①自動車は平坦なアスファルトまたはコンクリートの路面上を走行するものとする． 

②急激なハンドル操作は行なわない．車体のローリング，ピッチングは無視できるものとする． 

③自動車の走行速度は一定である． 

④y 方向重心点は車輌の中心点上にあるものとする． 

本研究対象とする一般的な走行状態は，①から④の条件をおおよそ満たすと考える． 

 

平面二輪自動車モデルの主要記号 

𝑚 ： 車輌重量 

𝐼  ： 車輌のヨー慣性モーメント 

𝑙  ： ホイールベース 

𝑙𝑓  , 𝑙𝑟 ： 前/後車軸重心転換距離 

𝑉  ： 車速 

𝛼  ： 横加速度 

𝜑  ： ヨー角 

𝜃𝑡 ： 実舵角 

𝐾𝑓  , 𝐾𝑟  ： 前/後タイヤコーナリングパワー 

𝑉𝑦 ： y 方向速度  

𝑉𝑥 ： x 方向速度 

β ： 車輌重心点の横すべり角 

𝛽𝑓  , 𝛽𝑓 ： 前/後タイヤの横滑り角 

γ ： 重心まわりの角速度（ヨーレート） 

𝑌𝑓  , 𝑌𝑟： 前/後輪に働くコーナリングフォース 

𝑇𝑠𝑎𝑡： セルフアライニングトルク 

ξ ：タイヤ横力力点のタイヤ回転軸に対するトレール(以下，トレール) 

    

図 2-24 より，実舵角やヨーレートが十分に小さいとすると， 
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  𝑉ｘ = 𝑉，𝑉𝑦 = 𝑉𝛽                                         (2-5) 

と近似できるため，タイヤの横滑り角が式(2-6)，式（2-7）のように近似できる．そして，横力は，タイヤの線形

領域を用いる条件から近似した横滑り角に比例し発生するものとして式（2-8），式（2-9）で表される． 
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                                                        (2-9) 

つぎに，車輌の y 方向と重心周りの回転方向（以下，ヨー方向）の運動方程式を示す(安部正人，2008)． 

ｙ方向の運動方程式） 

rf YY
dt

d
mVm 22 








 


                                   (2-10) 

   VlKVlK rtff /2/2 r γ－－－γ＋－                      (2-11) 

 ヨー方向の運動方程式） 

rrff YlYl
dt

d
I 22 －

γ


                                         (2-12)           

        VKVlK rtf /l2/l2 rff  β－－－β＋－                   (2-13) 

式 (2-11) ，式(2-13)をγ,βについて整理すると， 

    t

f

rrffrf
mV

K
KlKl

mV
KK

mVdt

d


 22
1

2
2














 ＋

              (2-14) 

   
t

ffrrffrrff

I

Kl

IV

KlKl

I

KlKl

dt

d


 222 22







 γ

                 (2-15) 

式(2-14),式(2-15)をシミュレーションで実装する状態方程式で表現すると， 

[

𝑑β

dx
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] 𝜃𝑡              (2-16)    

 

= 𝐀X + 𝐁𝜃𝑡                                                                     (2-17)  

 

X=[
𝛽
𝛾

]                                                                 (2-18) 
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図 2-24 車輌の平面運動モデル(安部，2008)   

       

次に，前輪の 2 輪に働くコーナリングフォースよりセルフアライニングトルク𝑇𝑠𝑎𝑡を求める．セルフアライニ

ングトルクは，図 2-25 に示すように横力が発生するタイヤの操舵回転軸周りのモーメントであり，式(2-19)で表

される． 

    













 t

V

ffsat
V

KYT 


 fl22

                                                       (2-19) 

tf

V

f

ff K
V

l
KK 




 22,2 －
















                                 (2-20) 

 = 𝐂𝐗 + 𝐃𝜃𝑡                                                     (2-21) 

 

ここで，ξは，タイヤの回転軸と横力の力点とを結ぶ x 軸方向長さであり，タイヤ回転軸に対する横力のモーメ

ントアームである．このトレールは，図 2-26 に示すように 2 つの要素よりもたらされる． 

1 つ目は，垂直軸に対するタイヤ回転軸の傾きであるキャスタ角によって生じるキャスタトレールであり，サ

スペンション設計で決められるものである．通常，3deg.から 6deg.の範囲で調整されている． 

2 つ目は，タイヤ駆動力によるタイヤの回転方向変形により生じるニューマティックトレールである．このニ

ューマティックトレールは，車速，駆動力，タイヤのスリップ角の関数で決まる非線形特性を示すことが述べら

れている(ブリジストン編，2008)．但し，本研究で対象とする操舵場面では，横力は，すべり角にほぼ比例し，セ

ルフアライニングトルクもすべり角にほぼ比例するとしている．そのため，ニューマティックトレールも一定値

とみなして扱うことが妥当であると考えられる．よって，トレールは，車速に対して一定値として扱う． 

以上より，実舵角に対するセルフアライニングトルクの伝達特性は式(2-17)，式(2-21)より求められる． 

 

 𝑇𝑠𝑎𝑡(𝑠) =  {𝑪(𝑠𝑰 − 𝑨)−1𝑩 + 𝑫}𝜃𝑡(𝑠)                             (2-22) 
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図 2-25 タイヤ粘着域とセルフアライニングトルク発生の関係 

 

 

図 2-26 セルフアライニングトルクを発生するトレール 

 

さらに，式(2-17)と図 2-27 より車輌軌跡を求めることができる(安部，2008)． 

𝑋(𝑠) =  (𝑠𝑰 − 𝑨)−1𝑩𝜃𝑡(𝑠)                                                                   (2-23) 

 tV
dt

dX
θβ cos

                                                 (2-24) 

 tV
dt

dY
θβ sin

                                                (2-25) 

γ
dt

θd

                                                          (2-26) 

 

：キャスタトレール

：ニューマティックトレール
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図 2-27 車輌重心点の軌跡 

              

2.8.4 平面二輪自動車モデルで考える操舵特性検討で用いる伝達特性 

本節では，運転者が車輌挙動を認知する上での入力情報であるセルフアライニングトルクの伝達特性について

平面二輪モデルを用いて求める．この検討は，解析モデルを検討する際に必要になるものである． 

 

A) 実舵角を入力とした横力周波数伝達特性 

運転者が車輌挙動を認知する上での入力情報であるセルフアライニングトルクの伝達特性について平面二輪モ

デルを用いてセルフアライニングトルク伝達特性を求める．式(2-10)，式(2-12)より， 

 
l

Iml
Y

f

f

 
2                                   (2-27) 

また，式(2-16)，式(2-10)を用いて実舵角を入力し，横加速度α，ヨーレートγを出力とする伝達関数を求める

と，下式となる(安部，2008)． 

𝛼(𝑠)

𝜃𝑡(𝑠)
= 𝑉𝐺𝜃

𝛾
(0)

1+𝑇𝑦1𝑠+𝑇𝑦2𝑠2

1+
2𝜉𝑠

𝜔𝑛
𝑠+

𝑠2

𝜔𝑛
2

                             (2-28) 

𝛾(𝑠)

𝜃𝑡(𝑠)
= 𝐺𝜃

𝛾
(0)

1+𝑇𝑦𝛾𝑠

1+
2𝜉𝑠

𝜔𝑛
𝑠+

𝑠2

𝜔𝑛
2

                               (2-29) 

ここで， 

𝑇𝑦1 =
𝑙𝑟

𝑉
                                (2-30) 

𝑇𝑦2 =
𝐼

2𝑙𝐾𝑟
                               (2-31) 

𝑇𝑦𝛾 =
𝑚𝑙𝑓𝑉

2𝑙𝐾𝑟
                               (2-32) 

𝜔𝑛 =
2ｌ

𝑉
√

𝐾
ｆ

𝐾
ｒ

ｍ𝐼
√1 + 𝐾𝑉2 = 2𝑙√

𝐾
ｆ

𝐾
ｒ

ｍ𝐼
√

１

𝑉２
+ 𝐾                  (2-33) 

ξ𝑛 =
𝑚(𝑙𝑓

2𝐾𝑓+𝑙𝑟
2𝐾𝑟)+𝐼(𝐾𝑓+𝐾𝑟)

2𝑙√𝑚𝐼𝐾𝑓𝐾𝑟(1+𝐾𝑉2)
                                             (2-34) 

  𝐺𝜃
𝛾

(0)  ： 実舵角からヨーレートまでの伝達関数の定常ゲイン  

   𝜔𝑛 ： 実舵角からヨーレートまでの伝達関数極の固有角周波数  
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   𝜉𝑛 ： 実舵角からヨーレートまでの伝達関数極の減衰率 

 

式（2-28）式（2-29）を式(2-27)に代入し，前輪に働く横力𝑌𝑓を求めると， 

 

2𝑌𝑓(𝑠) =
𝐺𝜃

𝛾
(0)

𝑙

𝑚𝑙𝑟𝑉(1+𝑇𝑦1𝑠+𝑇𝑦2𝑠2)+𝐼(1+𝑇𝑦𝛾𝑠)𝑠

1+
2𝜉𝑠

𝜔𝑛
𝑠+

𝑠2

𝜔𝑛
2

𝜃𝑡(𝑠)                   

  

=
𝐺𝜃

𝛾
(0)

𝑙

𝑚𝑉𝐼

2𝐾𝑟
𝑠2+(𝑚𝑙𝑟

2+𝐼)𝑠+𝑚𝑉𝑙𝑟

1+
2𝜉𝑠

𝜔𝑛
𝑠+

𝑠2

𝜔𝑛
2

𝜃𝑡(𝑠)                         (2-35) 

 

式(2-35)より，実舵角に対する横力の伝達関数は，分母，分子が 2 次の伝達関数になることが分かる．式(2-35)

を用いて，表 2-4 の諸元を持つ車輌の周波数特性を表したものが図 2-28 である．スタビリティファクタは，0.0017

でアンダーステア特性を持つ．伝達特性は，車速の関数となるため，60km/h，80km/h，100km/h，120km/h を代表

車速として伝達特性を表した．60km/h，80km/h の特性は，一次の位相進み特性に近い特性となっていることが観

察できる．そして，車速が上昇するとともにと極と零の減衰率低下の影響が，1.8Hz 付近のノッチ特性として観

察できる． 

本研究での目標軌道に対する車輌軌道追従性を求める周波数帯域は，0.5Hz 以下とした(2.4 節)．図 2-28 におけ

る 0.5Hz 以下の特性は，ほぼ一次の位相特性で近似できる特性となっており，60Km/ｈは位相進み特性，80ｋｍ/

ｈは一定のゲイン特性，100km/ｈと 120km/h は位相遅れ特性で近似できることが分かる．ここで約 80km/ｈを境

に位相特性が進みから遅れに変化している理由は，極と零の周波数が車速により変化し，その大小の相対関係が

変わったためである．なぜなら，式(2-33)と式（2-35）より，零点の固有周波数は車速の関数ではないが，極点の

固有周波数は車速 V に，ほぼ反比例する関数になる．そして，極点の固有周波数が零点の固有周波数より高いと

位相進み特性になり，低いと位相遅れ特性の傾向を示すためである． 

 

 

図 2-28 車速による実舵角から前輪横力までの伝達特性 

 

B) 実舵角を入力としたセルフアライニングトルク周波数伝達特性 

セルフアライニングトルクは，式（2-19）に示すように横力とトレールにより発生するトルクである．よって，

車速に対してトレールが一定とするならば，図 2-28 の特性に対し車速に応じて定常ゲインが変化した特性にな
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る．2.8.5 項で詳しく述べるが，タイヤの横力と横滑り角が線形な領域では，トレールは一定値として扱えると考

えられる． 

 

C) ヨーレートを入力としたセルフアライニングトルク特性 

次にヨーレートに対するセルフアライニングトルク伝達特性を求める．式（2-22），式（2-35）より， 

 

 
 𝑇𝑠𝑎𝑡(𝑠)

𝛾(𝑠)
= 𝜉

2𝑌𝑓(𝑠)

𝜃𝑡(𝑠)

𝜃𝑡(𝑠)

𝛾(𝑠)
= 𝜉

𝑚𝑉𝐼

2𝐾𝑟
𝑠2+(𝑚𝑙𝑟

2+𝐼)𝑠+𝑚𝑉𝑙𝑟

𝑙(
𝑚𝑙𝑓𝑉

2𝑙𝐾𝑟
𝑠+1)(𝑇1𝑠+1)

                    （2-36） 

 

ここで，𝑇1𝑠＋１ は，式(2-36) をプロパーな伝達関数にするために入れたローパスフィルタ特性であり，その

カットオフ周波数を 10Hz として表したボード線図が図 2-29 である．この図では，0.5Hz 以下の周波数領域では，

一次進み特性で近似できることがわかる．そして，位相進みの度合いは，車速と共に少なくなる傾向になること

が観察できる． 

ところで，式(2-36)には，ヨーレートと横加速度の極の特性が含まれていない．よって，式(2-36)の伝達特性が

運転者にとって理解しやすい単純な特性にできれば，ヨーレートが振動的になっても運転者はセルフアライニン

グトルクを通じてヨーレートの状態を認知できる可能性を示唆している． 

 

図 2-29 車速によるヨーレートを入力としたセルフアライニングトルク特性 

 

D) 実舵角を入力としたヨーレートの伝達特性 

本特性は，式(2-29)で表される伝達特性であり，そのボード線図を図 2-30 に示す．本図より，式(2-29)の特性方

程式が 1 以上の減衰率を持つならば，0.5Hz 以下では一次遅れ特性で近似できることが観察される． 

 

E) 実舵角を入力とする横加速度の伝達特性 

本特性は，式(2-28)で表される伝達特性であり，そのボード線図を図 2-31 に示す．本図より，式(2-28)の特性方

程式が 1 以上の減衰率を持つならば，0.4Hz 以下では一次遅れ特性で近似できることが観察される．また，伝達

関数の特性方程式固有値付近では，ゲインが低下している．つまり，ヨーレートが振動的になる周波数では，横

変位の発生は少ないことを示している．よって，ヨーレートが，運転者にとって負担なく制御できるレベルでヨ

ーレート振動があることは，意図しない横変位を防ぎ操舵運転安全目標に対し有効であると考えられる．  

 



 

- 45 - 

 

 

図 2-30 車速による実舵角を入力としたヨーレートの伝達特性 

 

 

 

図 2-31 車速による実舵角を入力とした横加速度の伝達特性 

 

2.8.5 動特性を考慮したタイヤモデル 

A)タイヤモデルの先行研究と本研究で用いるモデル選定  

タイヤの特性は，ヨーレートに対する操舵トルク特性に影響するため，シミュレーションでモデル化する必要

がある． 

図 2-32 に同一車輌でノーマルタイヤとエコタイヤを履いた場合のヨーレートに対する操舵トルクのリサージ

ュ波形の測定結果を示す．測定は，車速 80km/h で走行し，0.3Hz のサイン波状の操舵角入力を与え行った．図

より，タイヤの違いによりリサージュは系のヒステリシス幅に違いが発生していることが観察できるため，シミ

ュレーションモデルで考慮する必要性が明らかである． 

本項では，本研究目的に適したタイヤモデルを先行研究調査により選定する．タイヤのモデルを大別すると，

水野によると(水野,2010 )，実験同定モデルと物理特性モデルに分けられるとしている．実験同定モデルの代表例

は，“Magic Formula”であり，物理特性モデルの代表例は，”Fiala model”や FEM を用いたモデルであるとしてい

る．さらに，Pacejka(Pacejka ,2012)は，それぞれのタイヤモデルの特徴を図 2-33 に示すように，モデルの精度やモ

デルの複雑さ等をパラメータに整理している． 
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本研究の目的に対する運転環境モデルは，メカニズムを容易に理解できる物理特性モデルを用い，主にタイヤ

の横力が横滑り角に比例する線形領域を対象としている．よって，タイヤの静特性は，横滑り角に比例するもの

とするならば，“Fiala model”を応用したモデルを用いることが妥当であると考えられる．Carsten は，横加速度が

0.4 G 以内では，タイヤの静特性は横滑り角に比例することを述べている（Heißing and Ersoy, 2011）．そして，本

研究が対象とする一般的な操舵運転場面の横加速度は，佐藤らの報告(佐藤他，1990)により最大 0.3G程度であり，

Carsten が示す条件の範囲になる． 

タイヤの動特性がセルフアライニングトルク伝達特性に影響を与えることを景山らは，文献で報告している(景

山一郎，景山克三，1974)．しかし，横力は単純な 1 次遅モデルで近似し実用的な精度が得られているとするのに

対し，セルフアライニングトルクは実験結果との乖離があることを宮崎ら(宮崎他，2004)は指摘している．このた

め，セルフアライニングトルクモデルについては，横力に対しトレールを掛けて求まるモーメント以外に補正項

を加えることが検討されている．景山は，補正項を，実験同定モデルを用いてその特性を明らかにした．この結

果，セルフアライニングトルクは，周波数を車輌速度で割った，距離周波数に対し分母，分子ともに 2 次の伝達

特性となることを明らかにした．安部(安部正人，2008)は，景山の補正項は，タイヤのねじれ剛性がもたらしたも

のであるとしている．そして，タイヤの持つ横剛性とねじり剛性がそれぞれ 1 次遅れ特性を持つものとして，横

滑り角に対するセルフアライニングトルク伝達特性が分母，分子ともに 2 次の伝達特性で近似できることを導い

ている．また，宮崎ら(宮崎他，2004) は，タイヤのジャイロ効果を加味しセルフアライニングトルクの速度に対

する依存性を説明した．さらに，水野はタイヤ変形とタイヤの接地面変形を力のフィードバックモデルで求める

手法を提案していたが(水野,2010 )，同時に接地面の接触面圧力を測定し検証する必要性も指摘している．酒井(酒

井，1987)は，景山と同じ伝達特性を用いながらも，タイヤ試験器上で横滑り各初期値を与えた場合の横力とスリ

ップ角の自由振動波形を用いて伝達関数パラメータを同定している．この方法では，接地面変形の影響が加味さ

れると考えられるが，タイヤ試験器が必要になるという問題がある． 

以上のように”Fiala model”を用いたセルフアライニングトルクの物理特性モデルは，実験結果との乖離を埋め

るための補正項がいまだに模索されている．特に 1 次遅れモデルでは，接地状態の過渡応答変化が考慮されてい

ないため，高周波領域では定性的にも一致しなくなることが知られている(宮崎他，2004)．”Fiala model”を用いた

セルフアライニングトルク物理特性モデルは課題があるが，本研究では安部が提示する”Fiala model”を用いるこ

とにする．その理由は，つぎに示すとおりである． 

①安部の方法では，モデルパラメータの同定が容易 

②実験結果と安部のモデルとの乖離は，主に 2 次特性の極とゼロの乖離で現れており，0.5Hz 以下を対象に 1

次特性で近似する場合には，乖離は少ない． 

③本研究が対象とする 0.5Hz 以下に対し，上記極とゼロの周波数は，十分に高いため顕著な影響が現れないと

考えられる 

よって，”Fiala model”を用いた横力モデルとセルフアライニングトルクモデルの物理特性モデルを示す． 

 

 

図 2-32 タイヤのリサージュ波形への影響(実測) 

 

Normal Tire

Eco Tire
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図 2-33 タイヤモデルの分類（Pacejka，2012） 

 

B) 横力とセルフアライニングトルクの物理特性モデル 

ここでは安部(安部，2008)が示すマクロ的なモデルを用いて横力とセルフアライニングトルクの動特性モデル

を表す． 

まず，横力発生の動特性についてである．簡易的なモデルは，以下の方法でモデル化するものである．タイヤ

の回転が静止している状態で横滑り角を初期条件として与える．この状態でタイヤを回転した場合の横力とセル

フアライニングトルクの応答をタイヤの転動距離の関数で表す．図 2-34 に初期条件βを与え転動した場合のタイ

ヤ変形を示す．タイヤの質量，タイヤ転動によるジャイロモーメント，トレッドのすべりは省略し，コーナリン

グパワーは，横滑り角に比例し，その係数を𝐾𝑛とするという条件で示す． 

タイヤの横力 Y は， 

𝑌 = 𝐾𝑛 (𝛽 −
�̇�

𝑉
)                                                    (2-37) 

また， 

𝑌 = 𝑘𝑦𝑦                                                         (2-38) 

式（2-37），式（2-38）よりｙを消去し，タイヤ横力を求めると， 

𝐾𝑛

ｋ
𝑦

𝑉

𝑑𝑌

𝑑𝑡
+ 𝑌 = 𝐾𝑛𝛽                                                               (2-39) 

ラプラス変換し， 

𝑌(𝑠) =
𝐾𝑛

1+
𝐾𝑛

𝑘𝑦𝑉
𝑠

𝛽(s) =
𝐾𝑛

1+𝑇1𝑠
𝛽(s)                                       (2-40) 

𝑌  ：タイヤ横力 

𝐾𝑛 ：タイヤのコーナリングパワー 

ｋ
𝑦
 ：タイヤの横剛性 

Y ：タイヤの横変位 

 

次にセルフアライニングトルクを求める． 

セルフアライニングトルクは，横力が発生するタイヤ回転軸周りのモーメントと初期値として与えた横滑り角

が発生するモーメントとの和となる．この初期の横すべり角が発生するモーメントは，タイヤの転動にともなう
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タイヤのねじれ変形のため，ゼロに近い値に収束していくことが景山の実験で示されている(景山一郎，景山克三，

1974)．つまり，タイヤのねじれ方向の過渡応答性については，横滑り角初期値によるトルクに対するインパルス

応答になる．このときの応答伝達特性が，１次遅れ特性になることを景山は実験で明らかにしている．この結果，

ステップ入力である入力𝛽(𝑠)に対するタイヤねじれ方向の応答性は，初期値として与えた横滑り角が発生するモ

ーメントを𝑇𝑠𝑎𝑡１とすると，以下で求めることができる． 

𝑇𝑠𝑎𝑡１
(𝑠) = (1 −

1

𝑇𝑡2𝑠+1
)𝑘𝑡𝛽(𝑠)                            (2-41) 

=
𝑘𝑡𝑇2𝑠

𝑇2𝑠+1
𝛽(𝑠)                           (2-42) 

𝑇𝑠𝑎𝑡(𝑠) = (
𝜉𝐾𝑛

1+𝑇𝑡1𝑠
+

𝑘𝑡𝑇𝑡2𝑠

𝑇𝑡2𝑠+1
) 𝛽(𝑠)                         (2-43) 

= 𝜉𝐾𝑛

1+(１+
𝑘𝑡𝑦

𝜉𝐾𝑛
)𝑇𝑡2𝑠+

𝑘𝑡𝑦

𝜉𝐾𝑛
𝑇𝑡1𝑇𝑡2𝑠2

1+(𝑇𝑡1+𝑇𝑡2)𝑠+𝑇𝑡1𝑇𝑡2𝑠2  𝛽(𝑠)                    (2-44) 

𝑇𝑡1 ： タイヤ横力に対するセルフアライニングトルクの応答時定数 

𝑇𝑡2 ： 横滑り角初期値に対するセルフアライニングトルクの応答時定数 

𝑘𝑡 ： タイヤのねじれ方向剛性 

式（2-40）式（2-44）で与えられる横力とセルフアライニングトルク発生の動特性は，パラメータがタイヤの横

剛性，ねじり方向剛性と減衰率，コーナリングパワーで求まることから容易に求めることができる利点がある．

一方，慣性項に相当するものが省略されているため，実際の伝達特性に対し，極とゼロの周波数が高い方向に現

れることが予想される．また，実際の横力とセルフアライニングトルクよりも定常ゲインが大きく見積もられる

ことも考えられる．なぜならば，モデルは，タイヤの横滑り角のステップ応答から導いているためである．ステ

ップ応答を仮定するということは，発生する横力やセルフアライニングトルクによりタイヤの路面に対する粘着

域は変わらないことを仮定していることに相違ない．しかし，タイヤ自身が発生する横力とセルフアライニング

トルクにより，前記粘着域が部分的に剥離をおこすことが一般的に知られている．但し，本研究ではパワーアシ

ストがない状態での操舵角に対する操舵トルクゲインを用いて，セルフアライニングトルクの定常ゲインを校正

しているため，本モデルを用いることの誤差の影響は補正されていると考えられる． 

図 2-35 に式（2-38）式（2-42）を図 2-20 のシミュレーションモデルに加えた場合のシミュレーション結果を示

す．エコタイヤは，ノーマルタイヤに対し Tt2 が 2 分の 1 と仮定した結果である．実験結果に対しヒステリシス

変化量は小さいが，0.3Nm 以内で傾向が再現できている． 

 

 

図 2-34 タイヤ特性が及ぼす横力への動的な影響(安部，2008) 
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図 2-35 図 2-32 のシミュレーション結果 

 

2.8.6 EPS モデル 

A) EPS の機械的特性 

本項では，運転環境モデルに統合する EPS モデルを示す．EPS 機構のモデルは，これまで解決する課題に対し

てそれぞれ論じられている．例えば，中野ら(中野他，2009)は，機構部品の要求特性を得ることを目的としたモデ

ルを提案している．パワーアシストを行う制御系の安定化を目的にしたモデル化は，Badawy ら(Badawy, at al.,1999)，

Vijayakumar ら(Vijayakumar at al.,2003)，や Endo(Endo, 2000)の報告がある． 

ここでは，EPS が持つ 2 慣性系の極を対象にした補償制御を議論することを目的としたモデル化について説明

する．EPS 機構モデルは，主にパワーアシストを行うトルク制御系の安定性を議論することを目的とした機構モ

デルが提案されている．本研究では，EPS 固有の機構問題であるモータ慣性の影響を論じることを目的に単純化

した機構モデルを作成している．図 2-36 に EPS の機構モデルを示す．図中の各要素のトルクの釣り合いより，

以下の式が導かれる． 

tordhh TJT  
                                                         (2-45) 

 
gdtortor KT  

                                                     (2-46) 

gSTGmmm JJg   
2

                                                    (2-47) 

tormmsat

tot

TTgT
g


1

                                                             (2-48) 

mtm iKT 
                                                     (2-49) 

mmtmm RKVi /)( 
                                                                 (2-50) 

gttotg  
                                                  (2-51) 

),( VTCi torpm 
                                       (2-52) 

上記式をラプラス変換し，ブロック図にしたのが図 2-37 である．図で示すように，EPS の機械的特性は，モー

タ慣性とハンドル慣性の 2 つの慣性をばねであるトーションバーで結合した 2 慣性系の特性を持つことがわか

る．この 2 慣性系の特性は，操舵運転負荷を軽減する EPS 機能と周波数領域で干渉するため，補償する必要のあ

る特性である．つまり，2 慣性系の振動は，運転者が操舵トルク情報を通じて運転環境を認知するのを阻害する

ヨーレート （deg/s)

操
舵
ト
ル
ク

（
N

m
)

Normal Tire

Eco Tire
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からである．よって，以下に補償すべき 2 慣性系の特性を表す．図 2-36 において，タイヤからステアリングを通

じて伝達されるトルクを外乱として扱うと，そこでの機械的な特性は，図 2-37 のように単純化し表される．この

図より，EPS 制御器から見た 2 慣性系の動特性は，トーションバーに発生するトルクを入力とし，モータトルク

を出力とした伝達特性で表される． 

)(

)(
)(

sT

sT
sP

m

tor

                                                       

STGtorhSTGtorSTGhSTGh

htor

BKsJJKsBJsJJ

sJK




)(23

                              (2-53) 

補償すべき動特性を明らかにするために，式（2-53）で表される伝達特性をモータ慣性とハンドル慣性が剛体

結合されたモードとそれ以外にモードに分解する．モータ慣性とハンドル慣性が剛体結合されたモードは，トー

ションバーの剛性が無限大である場合に相当するため， 

))(1)(()( ssPsP n 
                                             (2-54) 

STGSTGh

h

K
n

BsJJ

sJ
sPsP

tor 


 )(
)(lim)(

                                    (2-55) 

STGtorhSTGtorSTGhSTGh

torSTGhSTGtor

BKsJJKsBJsJJ

KBsJJK
s






)(

)(
)(1

23

                        (2-56) 

式（2-56）で表される動特性が EPS 制御で補償すべき特性であることが分かる．つまり，EPS 制御器の機能要

求は，式(2-56)の特性を補償し，操舵運転負荷を軽減する EPS 機能を実現することであると解釈できる． 

以上より，EPS 機能の検討は，式（2-56）で表される動特性が補償されることを前提に議論を進める．式（2-

56）の動特性の補償方法については，第 7 章で論じる． 

 

 

図 2-36 EPS の機構モデル 
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図 2-37 単純化した EPS 機構のブロック図 

 

B) EPS の制御器基本構成 

運転支援である操舵運転負荷軽減のための EPS 機能に必要な制御器の入力信号は，操舵トルク信号と操舵角信

号とした．運転支援を行うためには，運転者の操舵運転制御出力情報を認識する必要があるため，運転支援の目

的に対しては必須の入力である． 

以下では，議論を単純化するために操舵運転負荷軽減のための制御器は，操舵トルクを入力とした制御器と操

舵角情報を入力とした制御器の 2 つを独立に扱い検討を行う．実際の設計では，両方の入力を同時に用いること

があるが，主機能とその入力の関係から独立した制御器として議論を進める．また，EPS の構成は図 2-38 に示す

ように 4 つの構成要素，すなわちハンドル，トーションバー，ステアリング機構部，制御器に大別して検討を進

める．このようにグループ化する理由は，EPS 機構を用いる際の課題，特にモータ慣性が影響する 2 慣性系の問

題を明確にするためである． 

なお，2.6.2 項では，ヨーレートから操舵トルクまでの伝達特性，外乱から操舵トルクまでの伝達特性を代用特

性として用いることを記した．そのため，運転環境モデルは，ステアリング特性とその摩擦特性，トーションバ

ー，車輌特性そして，セルフアライニング特性の範囲に絞ることができる．つまり，図 2-38 に示す範囲で操舵運

転負荷軽減の議論が可能になる． 

 

 

図 2-38 操舵運転負荷低減のための EPS 制御器構成 

 

 

 



 

- 52 - 

 

2.9 まとめ 

本章では，操舵運転負荷低減による操舵運転安全の向上の検討課題を明らかにし，制御設計問題として検

討可能にするフレームワークと基礎となる検討モデルを提示した．その結果，次の結論が得られた． 

(1) 操舵運転負荷低減が操舵運転の安全に果たす意味を整理し示した． 

(2) 操舵運転負荷軽減を論じるフレームワークを示し，操舵運転負荷を評価する代用特性を提示した． 

(3) 主観的な操舵感評価と代用特性の関係を明らかにし，操舵運転負荷軽減目標を検討するためのいくつかの

必要条件を明らかにした． 

(4) 操舵運転負荷低減を評価する代用特性を再現すし，主観的に評価されてきた操舵特性の解析が可能になる

シミュレーションモデルを示した． 
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第 3 章 操舵トルク情報の意味で明らかにする操舵運転負荷軽減の条件 
 

3.1 本章の目的と構成 

本章では，運転者の操舵運転特性を明らかにすることで操舵運転負荷を軽減する条件を求めることを目的とす

る．図 3-2 で示す操舵運転環境モデルにおける本章での検討対象を青の塗りつぶしで示す． 

近年，高度な運転支援システムが導入され，さらに自動運転が検討される中，運転者の運転特性の解明が盛ん

に行われるようになってきた．例えば，近藤が前方注視モデルを提唱したのをはじめとして（近藤，1967），Hess

らは，航空機パイロットモデルを応用し運転者の操舵運転における操舵運転動作モデルを提案した(Hess and 

Modjtahedzadeh, 1990)．また，Ungoren らは，操舵運転における予測行為を目標軌道に対するプレビューと車輌到

達地点に対するプレディクトに分け，適応予測モデルによる操舵運転モデルを提案している(Ungoren and Peng, 

2005)．そして，Carlo らは，運転を支援するシステムを総称しインテリジェント・トランスポートシステムと呼

び，このシステムと運転者との相互作用で発生する問題解決に必要な運転者モデルについて，従来の研究を集約

し体系的にまとめた(Calro, 2007)．しかし，これらの研究成果が，車輌開発現場における操舵感評価に十分に応用

されているとは言い難い．その理由として，操舵運転における操舵トルク情報の意味が明らかにされていないこ

とが考えられる． 

一般に運転者が操舵運転を行う上で活用している情報は，視覚情報，ハンドルを通した操舵情報である操舵角

情報，操舵トルク情報，そして，シートを通じた加速度情報といわれている(黒澤，2013)．また，操舵トルク情報

を用いた操舵運転の重要性については，ドイツ交通科学研究所の調査なども指摘している（Heißing and Ersoy，

2011）この中で，筆者の EPS 特性を適合する工程で車輌挙動と操舵トルクの相関性を重視した適合要求の経験か

らは，操舵トルク情報を用いた操舵運転の意味とメカニズムについての解明が不十分であることが上記の状況に

影響していると考えられる． 

例えば，運転者の運転特性を解明する研究では，ステアリングを単純な機構モデルとして扱っている．しかし，

車輌開発現場では，ステアリング系の剛性，摩擦特性，パワーアシスト特性等の微妙な調整を行うことで，運転

者特性に適応する操舵感を創出し，操舵運転の安全に努めている．こうした車輌開発現場で行われる調整の意味

を理解するためには，詳細なステアリングの機構モデルはもとより，運転者が操舵トルク情報を用いた際の操舵

運転のメカニズム解明が必要であり，運転者が操舵運転を理解するうえでのアナロジーモデルや操舵運転に必要

な情報を認知する仕組みと特性の理解が必要であろう． 

上記の問題意識から，Keen,Cole らは，小脳における手腕の運動制御モデルを用いた制御則を運転者の操舵運転

制御則に当てはめ，操舵運転制御とのアナロジーで車輌運動の制御を説明している(Keen and Cole, 2006)．特に車

輌特性の非線形性の制御に着目し，手腕の運動制御モデル説の 1 つである複数の内部モデルを用いた制御則を操

舵運転に当てはめている．そして，車輌やタイヤが持つ非線形特性を制御できることを示し，操舵運転と手腕の

運動制御のアナロジーがあると考えることの妥当性を示した．手腕の制御とのアナロジーで操舵運転特性を論じ

る試みは，優れた操舵特性が「一体感がある」あるいは「リニアな特性」といった言葉で形容されていることか

らも，運転者が操舵運転特性を理解するモデルに応用できる可能性があると考えられる．そこで，本研究では，

手腕の運動制御とのアナロジーが活かされる操舵運転条件を導く． 

このため，本章では，本来複雑なプロセスで成り立っているといわれてきた運転者の操舵運転が人の腕や手の

制御とのアナロジーで行われると仮定し，その解析を行う．さらにアナロジーで得られた解析結果を基に望まし

い操舵特性を導き，やや急なレーンチェンジを行った際のトラッキング性能比較によりアナロジーモデルの妥当

性を確認する．本解析で対象としているのは，一般の道路を運転する際の操舵運転安全の向上であるため，シー

トを通した加速度情報を活用した操舵運転は検討から除外する．なお，視覚情報や操舵角情報を用いた操舵運転

については従来の研究(西原，熊本，2002)を応用し議論できると考えられるため，過去の研究を応用した．よっ

て，本章では，操舵トルク情報を用いた操舵運転の意味とメカニズム解明を中心に行う． 

さらに，運転者は操舵トルクを特に手の皮膚を通して感じるといわれている(Pfeffer and Harrer, 2013)．このため，

操舵トルク情報を活用する操舵運転機能を理解するためには，皮膚を通した操舵トルク検出の理解が必要と考え



 

- 55 - 

 

られ，調査を行った．そして，視覚情報，操舵角情報，操舵トルク情報を用いた操舵運転制御の機能分担につい

て考察を行う． 

以下は，ステアリングによる運転支援を検討するうえで必要になる運転者の操舵運転特性を求めるための本章

構成である． 

第 2 節では，制御系設計から見た運転者の操舵運転課題を述べる． 

第 3 節では，操舵トルク情報が車輌挙動把握に貢献していると考えられる理由について示す． 

第 4 節では，手腕の運動制御とのアナロジーで考える運転者の操舵運転モデルについて述べる． 

第 5 節では，優れたステアリング特性をが「一体感がある」や｢リニアな特性｣といった言葉で形容されること

から，人の手腕の制御の類似性（アナロジー）を仮定してモデル化を行い，良い操舵性能の条件を導く．そして，

実車実験により導いた良い操舵特性の条件の妥当性を示す． 

第 6 節では，以上の議論を基に操舵運転負荷軽減に必要な操舵特性の要求を整理する． 

最後に第 7 節で本章のまとめを行う． 

 

 

 

図 3-1 本章の位置づけ 

 

 

図 3-2 操舵運転環境における本章の対象 
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3.2 制御系設計から見た運転者の操舵運転課題 

最初に運転者による操舵運転制御の制御課題を述べる．制御器の役割を果たす運転者は 0.25 秒から最大 2 秒の

認知と判断時間の遅れ，すなわち無駄時間を有する．また，制御対象である車輌応答遅れの時定数は，例えば車

輌のステア特性を 1 次遅れモデルで近似した場合，0.05 秒から 0.15 秒程度の時定数となる．さらに，運転者は視

覚情報を用いて車輌軌道を予測し制御を行っている．この予測時間も制御系設計問題上，無駄時間になる．よっ

て，操舵運転を目標軌道に実際の軌道を合わせる単純なフィードバック制御問題と捉えた場合，制御対象の応答

時定数に対する無駄時間の比が大きく安定化が難しい問題であるといえる(Hang ,2009)．例えば，フィードバック

信号に遅れがあり，それを遅れのある制御器で補償することを想定すれば難しさが理解しやすい．特にアンダー

ステア傾向を持つ前輪駆動車では，操舵から車輌応答までの遅れが後輪駆動車に比べ大きく，操舵運転負担に及

ぼす影響が大きいことが想定される．Pauwelussen らは，アンダーステア特性が操舵運転負担を与えていることを

運転環境シミュレーションにより示している(Pauwelussen and Pauwelussen, 2004)． 

この問題に対し，運転者は何等かの方法で遅れの影響を学習し補償していると考えられる．こうした制御は，

一般の運転者にとって一見困難であるように見えるかもしれない．しかし，操舵運転制御動作が，人の手腕の制

御動作と同じように行えるのだとするならば，一般運転者も容易に学習し，遅れの影響を補償できることが期待

できる． 

ところで，上記した制御対象の遅れ，制御動作の遅れの問題は，手腕の運動制御を行う上の重要な制御課題で

あることが知られている(Miall et al., 1993 )．手腕の運動制御の認知と判断で発生する無駄時間は，操舵運転で運

転者が有する課題と同じであり，制御対象である手腕は，慣性モーメントが大きく応答遅れがあるためである．

このため，Miall らは，小脳に遅れモデルを有した内部モデルを持つことにより，制御対象である手腕の機械的な

遅れや制御動作遅れを補償していることを述べている(Miall et al., 1993)． 

以上より，大きな遅れや無駄時間を有する制御問題という意味で手腕の運動制御と操舵運転制御は類似である

といえる．したがって，人が手腕の制御で無駄時間を補償しているメカニズムを明らかにし，これと同じような

制御則で操舵運転が行えるための条件を以下で検討する．まずは，運転者は，操舵トルク情報を用いて操舵運転

制御を行っていることを示す根拠を述べ，手腕の運動制御と同じ制御則で操舵運転を行うと仮定することの妥当

性を示す． 

 

3.3 操舵トルク情報が車輌挙動把握に貢献していると考える理由 

3.3.1 操舵トルク情報を用いた運転者の操舵運転モデルの先行研究と問題 

ここでは，操舵トルク情報を用いた操舵運転モデルの先行研究についてより詳しく述べる． 

操舵運転モデルに操舵トルクを用いたのは Modjtahedzadeh, Hess の研究が最初のようである(Modjtahedzahdeh 

and Hess, 1993)．この研究は，Hess が行った航空機パイロットの運転モデルを応用したもので，図 3-3 に示すよう

にフィードフォワード制御，速いフィードバック制御，遅いフィードバック制御の 3 つから制御系が構成されて

いるとしている．そして，運転者出力を操舵トルクとし，運転者の入力情報は操舵角と車輌挙動としている．し

かし，操舵トルクを情報として扱っていないという問題がある． 

このモデルを応用し Sentouh らは，セルフアライニングトルクを入力信号とする運転者モデルを提案している

(Sentouh et al., 2009)．このモデルを図 3-4 に示す．図より，セルフアライニングトルクは，手腕の機械的な特性を

補償し操舵トルクを出力とする制御系を安定化するための入力信号として扱っている．この Sentouh の構成は，

事実上，操舵角を制御するためのインナーループとしてセルフアライニングトルクを用いたトルク制御系を構成

していると解釈できる． 

Cole らは，運転者の手腕の機械的特性が操舵角を制御する上で制御器の一部として働くことを指摘し，運転者

の手腕の運動制御機能を運転者モデルに取り込み，操舵に対する手腕の機械的特性が適応するメカニズムを明ら

かにした(Pick and Cole, 2003)．この成果は，以降運転者の手腕の機械的な特性をモデル化し議論するうえでの基

礎となっている．よって，ここで Cole らが提案する操舵運転における手腕の機械的特性モデルについて紹介す

る． 

Cole らが提案する操舵運転モデル図 3-5 は，目標軌道と車輌軌道予測により求まる目標操舵角に対し，脊髄反

射でのフィードバック制御と脳から発せされる内部モデルを用いた指令により追従させる制御則を提案している．
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セルフアライニングトルク情報を含む操舵トルク情報は，本制御系では外乱として扱われている．Cole らは，こ

の研究で EPS が失陥した際の運転者挙動を評価しているので操舵トルク情報を外乱として扱っているものと考

える． 

この研究は，操舵トルクに対する舵角の伝達特性が運転者により適応的に調整されることを示しており，かつ

その定量的な特性を明らかにしている．操舵トルクに対する操舵角伝達特性の測定結果を図 3-6 に示す．図は，

伝達特性は 2 次の伝達関数で近似できることを示している．そして，緊張した状態とリラックスした状態での伝

達特性を比較すると慣性項は一定で，剛性項と減衰項が適応的に変化していることが見て取れる．これをトルク

を入力とする機能に当てはめると，剛性は比例制御係数，減衰率は微分制御係数に相当し，目標舵角に対する追

従性を達成するため，手腕の剛性と減衰を適応的に調整していることが想定される．伊藤は，手腕を対象に筋が

脊髄レベルでインピーダンス調整が行われていることを述べている(伊藤，2005)が，Cole らのモデルは，この結

果を操舵制御に応用したものと考えられる．操舵運転における手腕の機械的な特性を考慮する上で貴重な研究で

あると考える． 

したがって，本研究でも，手腕の剛性を脊髄レベルでの調整が行われたものとしてモデル化する． 

上記の研究では，いずれも視覚情報により認知し予測した車輌軌道と目標軌道により，追従制御が行われるも

のとしている．しかし，操舵トルクと車輌挙動の関係性を追及する車輌開発現場での認識と乖離がある． 

酒井は，「ドライバはステアリングホイールを操舵する際に，手の位置と力加減の 2 つをコントロールしてい

る」と述べた上で「従来の車輌運動理論や性能設計のほとんどがポジションコントロールを対象にしている．」と

指摘し，操舵系と車体系のそれぞれの根の性質を解析している(酒井，2013)．ただし，操舵系の特性に含まれるセ

ルフアライニングトルクを単純なばねとして扱っていることでの解析の限界が見られる．次に操舵トルク情報の

意味を実証研究により明らかにした先行研究例を示す． 

 

 

図 3-3 Hess の操舵運転環境モデル(Modjtahedzahdeh and Hess, 1993) 

 

 

図 3-4  Sentouh らの操舵運転環境モデル(Sentouh et al., 2009) 
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図 3-5 Cole らの操舵における手腕の運動制御モデル(Pick and Cole, 2003) 

 

 

図 3-6 手腕の機械的コンプライアンス特性(Pick and Cole, 2003) 

 

3.3.2 操舵トルク情報活用を示唆する実証研究例 

本研究では，操舵トルク情報を車輌軌道予測に活用できれば手腕の運動制御と同じような制御則で操舵運転で

きるものと仮定している．根拠は，筆者が EPS の開発を行う過程で得た EPS 特性を車輌特性に適合させる際に，
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操舵トルクを通じて車輌挙動が把握できることを求められてきたという経験に基づいている．同様な要求を，笠

原，宇野らは，以下のように述べている(笠原他，2008)． 

「中高横加速度旋回においては，車輌の横加速度旋回やタイヤの横力の大きさ，タイヤのグリップの状況が，

操舵反力から感じ取れることが重要である．そのために，まず，車輌の旋回横加速度とステアリング反力の特性

がリニアに感じられるものとなっていることが必要である．」 

また，山下らは，操舵運転のしやすさと操舵反力感の相関性を実車と台上試験により調査を行い，その結果で

適切な操舵反力の意味を次のように述べている(山下他，1991)． 

「ドライバがハンドルを通じて車輌の動きを把握しやすくする性能」 

このように，開発現場では操舵トルクと車輌挙動の関係は意識されており，操舵反力情報の意味を報告する研

究がいくつかあるので紹介する． 

操舵トルク情報と車輌挙動の関係が求められるのは，操舵トルク情報で車輌挙動を予測できることが好ましい

ためであると考えられる．例えば，Chassis Handbook では，以下のドイツ交通科学センターの研究報告を紹介し

ている（Heißing and Ersoy，2011）． 

「運転者が皮膚感覚で受け取った情報は，経験が未熟な運転者であっても，非常に明確に識別されると多くの

実験の結果，わかっている．ハンドルの向きが前輪に伝達されること，ハンドルと車輪の間のシステムに無駄な

動きが介入しないことが非常に重要だ．走行するタイヤにかかる力について，運転者が常に把握していることも

重要である．この情報はハンドルにかかるトルクで運転者に伝達される．ドイツの交通科学センターの調査で，

ハンドルを通じた皮膚感覚による情報伝達は自動車が高速で移動している時こそ重要であることが証明されてい

る．視覚よりも，触覚情報に対しての方が運転者は迅速に反応する．」 

と述べており，間接的に操舵トルク情報により車輌挙動を把握できることの重要性を述べている．なぜならば，

タイヤにかかる力は，これからの車輌の動きを示しているからである． 

また，Godthelp は，操舵運転制御における操舵トルク情報が重要な役割を果たしていることを実証的に明らか

にした (Godthelp,1985)．Godthelp は，0.2Hz と 0.5 Hz の操舵周波数でのレーン変更において，まず，視覚情報の

重要性を検証するためにレーン変更の途中で目隠しを行い，視覚情報を遮断した際の目標軌道に対する誤差を実

験で調査した．さらに，舵角に対する操舵トルク変化率を変えて，目標軌道に対する誤差の影響も調査した．そ

の結果，視覚情報がある場合と途中で遮蔽された場合とで，発生する誤差に大きな変化は無く，かつ操舵角に対

する操舵トルク変化が大きいほど，視覚情報がある場合の軌跡に近づくことが分かった．よって，この実験にお

ける操舵運転では，視覚情報の代わりに操舵トルク情報による操舵運転制御が役割を果たしていると結論してい

る． 

以上から，運転者は，操舵トルク情報を用いて車輌挙動を予測しているとの仮定することは，妥当であると考

えられる．これをより明確にするために次に，視覚情報のみによる車輌軌道予測の問題点から，操舵トルク情報

を用いた操舵運転の必要性を導く．まず，最初に視覚情報のみによる車輌軌道予測の問題点を明らかにする． 

 

3.3.3 視覚情報による車輌軌道予測の問題点 

ここでは，運転者が認知する情報は，目標軌道と予測到達地点の差を偏角として認知し修正操舵を行っている

ものとする．そして，到達地点予測は，視覚で捉えたヨーレート情報と操舵トルク情報により推定したヨーレー

ト情報に基づいて行われているものとする．以下，（A）視覚情報による到達地点予測について述べた上で，（B）

視覚情報を用いた車輌軌道予測の問題点について考察を行う． 

A）視覚情報による到達地点予測 

本研究では，運転者による運転特性を明らかにする目的から運転者目線でのローカル座標系で議論を行う． 

ローカル座標での目標軌道の捉え方は，①注視点で捉える，②範囲（ホライゾン）で捉える，③遠方点と近視

点で捉えるという 3 つに大別できる．そのうち本研究では，目標軌道を最も基本的で単純である①注視点で捉え

る考え方を導入し検討を進める．つまり，運転者は目標到達点を車輌進行方向に対する方向（本研究では目標角

度と呼ぶ）として認知する．そして，前方注視時間後の到達地点を予測し，その偏差である偏角をゼロにするよ

うに制御するものとする．図 3-7 に運転者目線から見た偏角の定義を示す． 
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次に運転者の車輌到達予測について述べる．一般の運転者は，必ずしも道路軌跡に沿うように操舵を行ってい

るわけではない．たとえば，曲率が異なる 2 つの曲率で構成されるカーブを曲がる際，道路の線形に目標軌道を

合わせるならば，ステップ波形に近い急操舵が必要になる．実際には，一般の運転者は急操舵を行わないように，

自らの操舵運転能力の限界を考え，徐々に操舵を行っていることが多い． 

この徐々の操舵は，運転者の車輌到達予測モデルによってなされる．本研究は一般の運転者を対象にしている

ことから，2 次予測モデルを用いている．2 次予測とは，車輌軌跡のテーラ予測の 2 次項までをモデル化し予測す

るものである．一般に高次になるほど高度な予測となり熟練が必要になる．高速道路などは，曲線の曲率の変化

率が一定となるクロソイド曲線を緩和曲線として用いて，運転者に対する操舵負担軽減を図っている(家田，2000)．

これは，テーラ予測の 2 次までを考慮した場合に相当する．この点からも，前述した 2 次予測モデルが安全に運

転するための基本的条件であることがわかる．よって，一般の運転者は，偏角を式(3-1)，式)(3-2)で示す関数で認

知しているとする． 
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 𝑇𝑝 ： 前方注視時間 (s) 

 𝑇𝑑 ： 運転者制御動作特性の遅れ (s)  

 𝐿𝑝 ： 前方注視距離 (m) 

 φ ： ヨー角度 (rad) 

 φ𝑑 ： 目標ヨー角度 (rad) 

    φ𝑒 ： 車輌到達予測角度 (rad) 

 

 

図 3-7 偏角の定義 

 

次に式(3-1)，式(3-2)に現れる前方注視時間について述べる．前方注視時間は，前方注視距離に車輌が到達する

までの時間と定義される．前方注視時間は，Land らは，コーナ侵入時に最小 1 秒以上の前方注視時間が必要であ

ることを実験で示し(Land, 2006)，清水らは車速に関わらず約 1.2 秒になることを調査で示している(清水他，1999)．

さらに，藤岡は前方注視時間を，補正制御ゲインとの関係で理論解析を行っており，1.3 秒が推奨値であることを

車輌到達目標地点

車輌到達予測地点
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示した(藤岡，2007)．以上を参考に，続いて前方注視時間を 1.2 秒とした場合の視覚情報のみによる車輌軌道予測

の問題点を以下に考察する． 

B) 視覚情報を用いた車輌軌道予測周波数特性と周波数特性上の問題点 

ここでは，視覚情報を用いた 2 次予測モデルの周波数応答性により，視覚情報を用いた追従制御の限界につい

て考察する．2 次予測モデルは，車輌軌跡の関数をテーラ展開で線形近似したものである．よって，2 次予測モデ

ルは周波数特性を持ち，予測時間と予測モデル次数に依存し変化することがわかる．式(3-2)の周波数特性を求め

るにあたり，ローパスフィルタを考慮する必要がある．運転者操舵の応答性は最大２Hz までであることから，２

Hz をカットオフとする 2 次のローパスフィルタを式(3-2)に組み合わせ，プロパーにした 2 次予測の伝達特性で

周波数特性を評価する． 

𝐶𝑝𝑟𝑒𝑑(𝑠) =

𝑇𝑝
2

2
𝑠2+𝑇𝑝𝑠+1

(𝑇𝑓𝑖𝑙𝑡𝑠+1)
2                                               (3-4) 

𝑇𝑓𝑖𝑙𝑡   ： 運転者が適応できる最大周波数(2Hz)に相当する時定数 (s) 

式(3-4)に対し，前方注視時間をパラメータとして 0.25 秒，0.5 秒，1 秒，1.5 秒，2.0 秒と変化させた場合の周波

数特性を図 3-8 に表す．図より２次の予測伝達特性は，位相進み特性を示し，前方注視時間により，ゲインが高

くなる変極点があることが分かる．位相が進んでいるのは予測によるもので，ゲインが 1 以上になる変極点付近

までは，前方注視時間に相当する位相進み量を示している．そのため，目標地点が正確に予測できると考えられ

る．また，ゲインが 1 を超える周波数では偏角を大きく予測し，予測誤差が増えることを示している．よって，

例えば，予測ゲインが 20％以内となる周波数を予測可能な周波数と考えると，前方注視時間と予測可能な周波数

の関係は表 3-1 のようになる．この結果から，清水らが実車実験で実証し，藤岡が理論的に求めた前方注視時間

では，0.5 Hz の目標応答特性を得ることが困難だということになる． 

次に，図 3-9 に予測モデルの次数による周波数特性を示す．図より次数の増加にともない正確に予測できる周

波数帯域は上がるが，0.5 Hz に対し十分な改善効果は無いことが分かる．この結果，予測の周波数帯域に対し前

方注視時間が支配的であり，Land が述べるように最小予測時間が 1 秒であるとするならば，視覚情報のみでは

0.5 Hz の周波数応答を達成することが困難であるということになる． 

したがって，Godthelp の実験が示すように，操舵トルク情報を用いて視覚情報で達成できない予測周波数帯域

を補完していることが強く想定される．また，視覚情報を用いた予測の周波数特性上の制約は，目標軌道に対し

車輌軌道を追従させるフィードバック制御系からは，遅れ要素となることからも生じる．つまり，軌道予測によ

る遅れに対する制御対象の遅れの比が 1 よりさらに大きくなり，フィードバック制御系の安定化が困難になる．

この意味からも，運転者は視覚情報による車輌軌道予測が持つ遅れを補完する制御を行っていると考えられ，操

舵トルク情報がそれに活用されていることが想定できる．Godthelp は，前述の実験で操舵トルク情報が視覚情報

に変わる制御情報の役割を果たしていることを実験的に示すと同時に，その間の制御は，人の運動制御則を用い

て予測制御しているとの仮説も述べている． 

以上より，視覚情報のみによる車輌軌道予測では，必要な目標軌道に対する追従応答性が得られないであろう

ことが予想され，シミュレーションにより検証を行う．また，視覚情報を用いた予測では，予測が有効な範囲で

用いていると仮定できる．次に手腕の機械的な特性から操舵トルク情報を用いて車輌軌道を予測し制御する意味

を考察する．  

表 3-１ 前方注視時間1)と予測可能な周波数2)の関係 

 

 

    

 

                                                           

1) ここで述べる前方注視時間は，式(3-3)で示す前方注視距離の時間換算値 

2)  予測可能な周波数は，2 次予測の周波数特性定常ゲインに対し 20％ゲインが増えた時の周波数とした 

前方注視時間（s） 2.0 1.5 1.0 0.5 0.25 

予測可能な周波（Hz） 0.08 0.12 0.2 0.3 0.7 
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図 3-8 2 次予測モデル前方注視時間と周波数特性の関係 

 

 

 

図 3-9 前方予測モデル次数と予測可能な周波数特性の関係  

 

3.3.4 手腕の機械的特性から考察する操舵トルク情報による操舵制御の意味 

3.3.1 項で，手腕の剛性は比例制御係数，減衰率は微分制御係数に相当し，目標舵角に対する追従性を達成する

ため，手腕の剛性と減衰を適応的に調整していることが想定されることを述べた．ここでは，操舵トルク情報を

用いた操舵運転制御の意味を解析するために，A)運転者が操舵トルクを検出する仕組みを，研究例を基に考察し，

B）操舵トルク情報から車輌軌道予測を行う必要性を示し，制御器の役割を果たす手腕の構成との関係を考察す

る． 

A）運転者が操舵トルクを検出する仕組み 

運転者は，ハンドルを握っている手の皮膚を通して操舵トルクを感じ取っており，認知した操舵トルクから車

輌の運動状態や路面とタイヤのグリップ状態を認識している．そして，ハンドルの握り方は，操舵場面に応じて

適応させている．例えば，高速走行で直進時には腕および手の緊張を緩和し操舵を行う．このときの操舵は，絶

対舵角で１度以下の正確さで操舵を行っていることが多く，このレベルの絶対舵角の正確さを運転者が手の位置

で認識し制御することは困難であろう． 

前方注視時間 1) 

前方予測時間増加に伴

い，予測可能な周波帯域

は狭くなる 

 

前方注視モデル次数

より前方注視時間の影

響が大きい 
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一方，操舵トルクでは，手の皮膚が必要な弾性を示す領域であるなど条件がそろえば可能である．手の皮膚の

せん断方向の変位は，皮膚に働く法線力が低い状態で 1mm 以下の精度で検出できることが知られている(前野，

2012)．舵角に換算すると約 0.2deg に相当する．この例が示すように，手の皮膚の弾性により手の皮膚が検出す

る力を用いれば，1 度以下の正確さで操舵角を検出できることが予想される． 

ところで，近年，人の手が力を検出するメカニズムは，ロボットの把握力制御に関連し研究が進んでいる．図

3-10 に手の皮膚が持つ感覚器官を示す．把握対象物との摩擦で皮膚表面にせん断ひずみ分布が発生し，皮膚内の

変位センサでひずみを検出している．この情報を用いて，把握対象物と皮膚の摩擦力とすべり限界とを把握し，

把握制御がされるのである(前野他，1999)． 

これを運転者の運転行為に当てはめてみる．例えば，微小な力で操舵を行う際に，運転者はハンドルを軽く握

ることが多い．それは，運転者が手で感じるせん断ひずみ分布等により，手がハンドルから滑らない条件を認知

しながら筋肉疲労を抑制していると考えられる．同時に皮膚弾性変位で発生するせん断ひずみによりハンドルに

加えている接線力を検出していると考えられる．図 3-11 は手の皮膚のセンサ特性である(前野，2012)．皮膚には，

いくつかの変位（歪），速度，加速度を検出するセンサがあり，それぞれが，検出変位範囲や周波数を補うように

分担しており，検出範囲が広いことがわかる(前野，2012)．韓らは，手指組織の剛性を解析し，皮膚に加わる法線

方向変位により，皮膚のせん断方向剛性が指数的に上昇することを明らかにしている (韓他，1999)（図 3-12）．

それは，ハンドルを強く握ると，ハンドルと手は高い剛性で結合され，弱く握ると弱い剛性で結合されることを

意味する．さらに中沢らは，せん断方向の変位が 6mm を超えると飽和し，皮膚がすべることを示した(中沢他，

1998)．また，ステアリング操舵における手先のインピーダンス特性を線形化し同定した例もある（田中他，2006） 

これらの結果は，手の皮膚を通して操舵トルクを感度良く検出するためには，手の皮膚にかかる圧力を適切に

下げる必要性を意味する．また，高いせん断力が働く場合には，手の皮膚にかかる圧力を上げ，剛性を上げる必

要があることが分かる．しかし，せん断力に対するせん断歪量が減るので，せん断力の検出感度は下がるものと

考えられる．つまり，操舵トルクによる操舵角の検出感度を上げるためには，手の皮膚にかかる圧力を下げる必

要があると考えられる． 

B）皮膚特性から考える操舵トルク情報を用いた車輌軌道予測の意味 

上記の手の皮膚特性研究結果は，笠原らの「高速走行で横加速度が低い時は，操舵トルク情報で，横加速度が

大きいときには，操舵角制御を行っているといわれている」という指摘(笠原他，2008)に合致する．つまり，リラ

ックスして，手の皮膚剛性が低い状態では，腕の剛性も低い状態であると考えられることから，以下では，手腕

の剛性と操舵トルクとの関係とで考察を進める． 

まず，高速走行で横加速度が低い状態では，操舵トルクが小さい．操舵トルクが小さいので，運転者は手腕の

緊張を緩和した状態でハンドルを握る．この状態では，手腕の剛性が影響し，ハンドルの角度制御は難しい．し

かし，操舵トルクとヨーレートが運転者にとって認識しやすい関数で表されるなら，操舵トルク情報を用いて精

度の高い操舵運転が可能になる． 

つぎに，高い横加速度が求められる操舵では，一般的に大きな操舵トルクが必要になる．この結果，運転者は

ハンドルを強く握るため，手腕の剛性が高くなり，手の位置での操舵角制御の精度が上がる．反面，操舵トルク

検出精度は下がり，それに伴って操舵トルク情報を用いた制御の有効性も下がることになる．例えば，Cole は，

大きな操舵トルクが必要なダブルレーン変更運転では，操舵角制御が優位になることをドライビングシミュレー

タによる実験で示した(Cole, 2003)． 

上記から，手の皮膚特性から操舵トルク情報を用いることによって， 

①直進時で精度の高い操舵制御が行える 

②操舵制御による負担や疲労を軽減できること 

が期待できる．これは，運転時の経験からも納得できるだろう．ところで，有効な操舵トルク情報が得られる

のは，手の皮膚の弾性変位範囲である．それは，操舵トルク情報を用いた操舵運転場面では，必要な精度で操舵

情報を得るために適切にパワーアシストを行うことの有効性を示唆している． 

したがって，ステアリング特性を検討する場合には，単なる力学的な負担軽減のみならず，運転者の手による

トルク検出感度の点からもパワーアシスト特性の調整が求められることになる．このため，ステアリング特性の
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開発現場では，操舵運転場面に応じたハンドル保持方法で操舵感の評価を行っている．例えば，高速直進状態で

は厳しい評価条件としてハンドルを指先でそっと握り，車輌挙動がわかるかテストする場合もある． 

上記の例が示すように，手腕の剛性と操舵特性には因果性があると考えられる．そのため，例えば池浦らは，

「人間のハンドル操作を考えてみると，リラックスして操舵できるほうが操舵感は良くなると思われ，そのとき

の人間の筋力は小さくなることが予想される」とし，腕のインピーダンスに基づく操舵感評価方法を研究してい

る(池浦他，2006)． 

以上より，手腕の筋肉をリラックスさせて運転するためには，操舵トルク情報を用いて操舵角または車輌挙動

を予測していると考えられることを導いた．続いて，操舵トルク情報を用いて車輌挙動を予測し制御する効果に

ついて手腕の運動制御とのアナロジーによって考察する． 

 

 

図 3-10  手の皮膚のセンサ構造(前野，2012) 

 

 

 

図 3-11 皮膚の各感覚受容体の特性(前野，2012) 
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図 3-12 皮膚剛性の変位依存性(韓他，1999) 

 

3.3.5 手腕の運動制御とのアナロジーで考える操舵トルク情報による操舵制御の意味 

ここでは，操舵運転制御のメカニズムを手腕の運動制御とのアナロジーで解析するために，A)手腕の運動制御

における遅れ補償の研究動向を概観し，B) 操舵運転とスミス予測器で説明する手腕の運動制御との類似性につ

いて遅れ補償の観点から述べる． 

A)手腕の運動制御における遅れ補償の研究動向 

手腕の制御メカニズムの解明は，今も研究が続く複雑な課題である．手腕の運動制御は，主に小脳が，学習か

ら得られた内部モデルを用いて制御している（Miall et al., 1993），(川人, 2005)．川人によれば，この小脳が持つ内

部モデルは，伝達関数のような数学モデルではなく「脳の外に存在するある対象の入出力特性をまねることがで

きる脳内の神経回路」である．この様な複雑性に対し手腕の運動制御の内部モデルやそれを用いた制御方法につ

いて線形解析手法を用いて，制御場面や目的に応じた解析モデルがいくつか提案されている．そこでまず，手腕

の運動制御の先行研究に基づき，操舵運転制御を説明する上で適した解析モデルを見出していく． 

既述のように，操舵運転制御課題は運転者と車輌が有する遅れ特性の影響が大きいことであり，手腕の運動制

御も基本的に同じ制御課題を有する．人の情報認識は，視覚と手腕から得られる情報により運動制御される．そ

して，情報の認知から行動までに遅れがあることも同じである． 

手腕の運動制御解析モデルについて Miall らが制御モデルを分類し述べている(Miall and Wolpert, 1996)．この中

で人の認知遅れを対象にした内部モデルによる制御としてスミス予測器が紹介されている．さらに Miall らは，

小脳による運動制御がスミス予測器を用いることで説明できることをシミュレーションにより検証している

（Miall et al., 1993）． 

そこで，本研究では，手腕の制御における遅れ補償として，スミス予測器を用いて操舵運転制御との類似性を

考察することとした． 

B)操舵運転とスミス予測器で説明する手腕の運動制御との類似性 

操舵制御における課題は，前述したように制御対象に大きな遅れ要素があることである．遅れ要素には，運転

者が有する無駄時間と車輌応答遅れ，そして，視覚情報から車輌軌道を予測する上で発生する遅れがある．この

遅れ要素に対する制御則は，手腕の運動制御を説明するスミス予測器を用いて説明できる． 

スミス予測器とは，制御対象が制御系安定性に影響するレベルの無駄時間や遅れを持つ場合に有効な制御器で

ある．制御系設計では，無駄時間を持つ制御対象に対して有効な制御器として紹介されている(阿部，児島，2007)．

人の手足の制御で用いられているスミス予測器の構成を図 3-13 に示す．スミス予測器は，図に示されているよう

に補償すべき無駄時間や遅れを内部モデルとして持ち，フィードバック信号に対する無駄時間や遅れの影響を排

除するというものである．この結果，スミス予測器を用いたフィードバック系の極には，無駄時間や遅れが含ま

れず，その安定性に対する影響が排除され高速なフィードバック応答性が達成できる． 



 

- 66 - 

 

図 3-13 中のオブザーバがスミス予測器であり，人の制御遅れ 𝐷𝑒𝑛(𝑠) を内部モデルに持ち遅れを補償してい

る．状態推定誤差は，出力誤差型の外乱オブザーバの出力に相当し外乱とモデル誤差を含む信号である．この信

号を遅れのない動作対象の予測モデルに加算している．よって，フィードバック信号である状態推定値は，制御

遅れが除かれた信号になる． 

ここで，モデルと制御対象に誤差がない，すなわち， 

)()( sPsPn 
                                                    (3-5) 

)()( sDsD een 
                                                   (3-6) 

とするならば，図 3-13 のブロック図を等価変換し整理をすると図 3-14 となる．図より，フィードバック系の中

に遅れ要素である 𝐷𝑒(𝑠) が含まれないことがわかる．つまり，フィードバック制御器安定性に対する遅れの影響

が排除されている．この結果，遅れ要素があっても高い目標値応答特性を得ることができる．このことは，外乱

抑圧に対する応答性に対しても有効である． 

図 3-15 は，図 3-14 を更に等価変換したブロック図である．操舵トルク情報を用いた操舵制御をスミス予測器

との類似性で考えていく上で本図を用いるとわかりやすい．つまり，アウターループを視覚情報による制御，イ

ンナーループを操舵トルク情報による制御と考えることができるためである． 

インナーループの機能は，遅れ要素の影響を排除し高い応答性を得ることであり，アウターループの機能は，

応答性は遅いがインナーループで補償しきれない外乱やモデル誤差の影響を補償できる構成となっていることが

図 3-15 のブロック図から想定される．この効果を遅れ要素を 1 次遅れモデルで近似し検証を行う．インナールー

プ制御器(1 − 𝐷𝑒𝑛(𝑠))は，加法的に遅れ特性の影響を 1 に補償するものであり，補償対象である遅れ特性𝐷𝑒𝑛(𝑠)

の相補関数となっている．このことから，アウターループとインナーループとで，フィードバック制御周波数帯

域が相補的に分担される構成であることがわかる．つまり， 
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に対し，𝐷𝑒𝑛(𝑠) = 𝐷𝑒(𝑠)とすると 
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となる．この伝達特性は，カットオフ周波数 1/𝑇𝑑 の微分特性であり，予測モデル出力に対し，インナーループ

はハイパスフィルタを通した出力で，制御を行っている．そして，その残りの低周波成分をアウターループが受

け持っていることが式（3-7）と式（3-8）により示される．また，式（3-8）の特性は，単純な微分であることか

ら人が容易に処理できる伝達特性であることがわかる．したがって，補償対象である遅れが，式(3-7)で示すよう

な 1 次遅れ特性であるならば人にとって補償が容易であると考えられる． 

3.3.2 項で視覚情報を用いた予測制御では，その応答性に遅れがあることを示した．この遅れは，運転者の制御

動作特性や車輌の遅れ特性に対して大きく，スミス予測器のような制御則で補償していることが想定される．そ

の場合，運転者入力である操舵トルクか操舵角が，視覚情報を用いた予測制御周波数応答を補完する制御器の入

力として用いられていることが想定される． 

次に操舵性能で評価の高い車輌の操舵特性が，本項で述べたスミス予測器による遅れ補償が機能する条件を満

たしていることを示す． 
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図 3-13 スミス予測器による手腕の位置制御説明図（Miall et al., 1993） 

 

 

図 3-14 スミス予測器の等価ブロック図 

 

プラントの持つ遅れ特性を補正するインナーループとアウターループで構成されている 

図 3-15 スミス予測器の等価ブロック図２ 

 

3.3.6 操舵性能で評価の高い車輌の操舵特性から考える操舵トルク情報による操舵制御の意味 

前項で，制御対象が 1 次式で表されるならば，運転者は遅れの内部モデルを学習し，スミス予測器で説明する

制御則で遅れがもたらすフィードバック制御に対する影響を補償し，フィードバック制御を行うことができるこ

とを示した．また，3.3.2 項で，視覚情報を用いた目標軌道追従制御は，その予測特性から 2 次のローパスフィル

タが必要であり，制御上無視できない遅れ要素になっていることを示した．この結果を図 3-15 に当てはめると，

車輌特性が𝑃(𝑠) であり，予測特性が持つ補償すべき遅れ特性𝐷𝑒(𝑠)と考えることができる．よって，運転者が学

習し獲得する内部モデルは，車輌モデル𝑃𝑛(𝑠)と予測特性の遅れ𝐷𝑒(𝑠)である．このため，獲得する車輌モデルは，

学習が容易である最も単純な特性である 1 次伝達特性で近似できることが望ましいことは，3.3.2 項で示した． 

以上より，本項では，式(3-9)から式(3-11)で表した車輌モデルを用いて操舵トルクを用いた操舵制御の有効性を

示し，操舵運転特性で評価の高い車輌では操舵トルクによる情報を用いた操舵制御が有効に働く条件が整ってい
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ることを確認する．検討を行うにあたり，ステアリング特性を単純なばね特性とし，このコンプライアンス特性

を𝐶𝑠とする．そして，EPS 機能を用いて補正できることを前提に，操舵トルクからヨーレートまでの伝達特性は，

以下に示す 1 次式に単純化できるものとする． 
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ddT ：遅れ時定数                                        

次に式（3-9）による近似の妥当性を検証する．図 3-16 は，ほぼニュートラルステア特性を持つ，操舵運転が良

いと評価されている車輌のヨーレートに対する操舵トルク特性を測定した結果である．周波数をパラメータとし

たサイン波状の操舵トルクを入力している．本例では，約２Nm の操舵トルクからアシスト力が発生している．

2Nm 以上で波形に変曲点が見られるのはこのためである．この図から，ヨーレート固有振動数以下の 0.3Hz と

0.5Hz では，ヨーレートと操舵トルクが比例でかつ周波数による変化が見られないという特徴がわかる．一方，

1.5Hz では，式（3-10）から想定される位相遅れによるヒステリシス幅拡大とゲインの低下が見られる．このヒス

テリシス幅拡大は，位相遅れによりもたらされたものと考えられる．入力と出力の位相がそろっている場合は，

直線を示す特性になる．つぎに入力に対し，出力の位相がずれるに従い，楕円形の軌跡になり，90 度ずれると円

になる．よって，1.5Hz では，90 度以下の位相遅れが生じている状態と考えられる．したがって，ニュートラル

ステアを持つ図 3-16 で示す車輌特性は，1.5Hz 以下では，1 次遅れ特性で近似できる式(3-10)に近い特性であると

考えられる．よって，操舵感で評価が高い車輌の操舵特性は 1 次遅れ特性で近似できると考えられるため，望ま

しい車輌特性を 1 次伝達式で表し検討を進める． 

望ましい車輌特性を 1 次伝達式とするならば，スミス予測器の(1 − 𝐷𝑒(𝑠)) は，1 次のハイパスフィルタ特性

で表されるため，図 3-16 の特性は，運転者がスミス予測器の手腕の場合と同じように内部モデルを学習しやすい

ことが期待される．例えば，図 3-16 における運転者が目標軌道に対する追従が可能な 0.5Hz までの周波数帯域で

は，ヨーレートが 30deg./sec.未満の通常運転で用いる範囲では，ヨーレートと操舵トルクの関係が線形で，かつ

0.3Hz と 0.5Hz のリサージュ波形はほほぼ一致し，操舵周波数に依存しない．この結果，運転者は，通常のゆっく

りとした操舵で学習した内部モデルで 0.5Hz まで操舵制御できる特性であると考えられ，「リニアな特性」と評さ

れる理由であると考えられる． 

この結果，手腕の運動制御における遅れを補償する制御則とのアナロジーで操舵制御が行えれば，操舵運転負

荷が軽減できることが期待できると考えられる． 

 

3.4 手腕の運動制御とのアナロジーで考える運転者の操舵運転モデル 

3.3 節では，手腕の運動制御における遅れを補償する制御則とのアナロジーにより，操舵トルク情報を用いて車

輌軌道予測を行っている可能性を示した．本節では，手腕の運動制御とアナロジーを用いて操舵運転を行うこと

で操舵運転負荷が軽減できることの妥当性をシミュレーション解析によって評価し，視覚情報，操舵角情報，操

舵トルク情報それぞれを用いた操舵制御機能と機能分担について明らかにする．このため，3.4.1)手腕の運動制御

の研究動向を概観し，遅れ補償以外の手腕の運動制御則を示し，3.4.2)手腕の運動制御則とのアナロジーから視覚

情報，操舵角情報および操舵トルク情報を用いた制御機能と機能分担について明らかにする．そして，操舵運転

行為である 3.4.3)認知，3.4.4)判断，3.4.5)行動のシミュレーション可能なモデルを検討し提案する． 
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図 3-16 ニュートラルステア特性を持つ車輌のヨーレートと操舵トルクの実測特性 

 

3.4.1 手腕の運動制御の先行研究 

手腕の運動指令は，視覚情報や自己受容感覚情報を基に大脳で生成される．この部分は，目標軌道生成に相当

する．そして，運動指令は，小脳，脳幹，脊髄に伝えられ運動指令が運動に変換される．つまり，目標軌道に対

する追従制御は，小脳，脳幹，脊髄によって行われるが，これらもまた機能分担されていることを伊藤は述べて

いる(伊藤，2005)．さらに，伊藤は，脳幹，脊髄系は「もっとも下位に位置する調整機構であり，フィードフォワ

ードによるパラメータ調節およびフィードバック制御原理に基づくサーボ機構を構成している」また，小脳は，

「主に，運動の対象や外部環境の変動に応じて，運動指令やパラメータを絶えず調節するという適応制御系とし

ての機能を担っている」と述べている． 

脳幹，脊髄系の制御機能は，Cole らが車輌の操舵制御を対象に役割を解明した研究事例がある(Cole, 2008)．そ

して，操舵制御における運転者出力を操舵角とした上で，各筋骨格系が目標位置に一致するように制御する役割

を担っていることと，筋骨格系が構成する機械的な特性を反射的に適応し目標位置に対する位置決めを行ってい

ることを明らかにした．実証実験として，ハンドルが外乱によって取られそうになった場合，反射的に手腕の剛

性を高くし，ハンドルが取られないようにする行動の応答性を測定し妥当性を示している． 

伊藤は，「手腕を目標軌道に収束させる制御機能は，予測機能が重要な役割を果たして行われており，この予測

機能を実現するためには内部モデルと呼ばれる内部表現が脳内に形成される必要がある」と述べている．Wolpert

らは，この内部モデルは，制御対象の逆モデルと順モデルにより構成され，それぞれが学習により進化し，高度

の運動能力を得ること，そして，この機能を主に小脳が担っていることを明らかにした(Wolpert et al., 1998)．この

研究の順モデルとしてスミス予測器が紹介されている(図 3-17)． 

また，Smagt らは順モデルであるスミス予測器だけでは，説明できないケースがあることを指摘し，逆モデル

も含めたモデルを主張している(Smagt and Hirzinger , 2000)．さらに Wolpert らは，複数の順モデルと逆モデルのセ

ットを小脳内に内部モデルとして持ち，制御していると述べている(図 3-17)(Wolpert et al., 1998)．Keen と Cole は，

川人の逆モデルと順モデルを組み合わせた複数モデル理論を用いた非線形領域における操舵運転制御を，ダブル

レーンチェンジを対象に妥当性を評価している(Keen and Cole, 2006)．但し，緊急回避時の予測制御則を議論して

いるため，操舵運転制御則入力に操舵トルク情報は十分には考慮されていない． 

以上より，一般走行での認知や制御動作遅れを課題とし，手腕の運動制御とのアナロジーを検討する本研究で

は，Miall らの研究成果であるスミス予測器を用いた内部モデル制御を順モデルとし，逆モデルを加えた制御則で

操舵運転とのアナロジーを検討すべきと考える．よって，図 3-18 に Miall が提唱するスミス予測器の順モデルに，

川人が提唱する順モデルと逆モデルを合わせた制御ブロックを示す．以下，本図を用いて運転行為を認知，判断，

行動に分け，手腕の運動制御に近い制御則になる条件を議論していく．この制御構成は，McRUER らが提唱する

実験的に求めたフィードフォワード制御器とフィードバック制御器からなるとするレーン変更時等の運転者モデ

ル構造(McRUER et al., 1977)と一致する． 
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図 3-17  Wolpert らの運動制御モデル(Wolpert et al., 1998) 

 

 

図 3-18 本研究で用いる手腕の運動制御ブロック図 
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図 3-19 図 3-17 の等価変換ブロック 

 

3.4.2 スミス予測器を含む手腕の運動制御モデルから考える操舵運転制御機能と機能分担 

これまで本節では，人の手腕の運動制御との類似性から運転者の操舵運転特性について明らかにしてきた．そ

の結果，操舵運転入力情報である視覚，操舵トルク，および操舵角について，それぞれを用いた制御が機能分担

されているという仮説を立てた．この仮説を図 3-18 に当てはめて考えると，表 3-2 に示す機能分担となる．運転

者出力を手の位置とし制御量を操舵角としているので，逆モデルの出力は，操舵角になる．順モデルによる制御

は，操舵トルク情報を入力とする制御器になる．そして，アウターループが，視覚情報を用いた制御となる． 

人の手腕の運動制御の場合，内部モデルによる制御の比重が大きいほど，手腕の剛性を下げて，疲労を防ぎ，

より効率的な運動を行っていることが今泉により明らかにされている(今泉，2001)．したがって，運転者が認識す

る車輌の内部モデルが学習により獲得しやすく，その結果，内部モデルによる操舵運転が行えるほど，運転者に

とって，操舵運転負荷が少なくなり，一体感やリニアな操舵感を感じるものと想定される． 

Modjtahedzadeh 他は，航空機パイロットによる操縦モデルを用いて自動車の操舵運転モデルを検討し，応答性

の高い補償制御器と応答性の遅い補償制御器，および予測制御器からなる操舵運転モデルを提唱している

(Modjtahedzadeh and Hess, 1993)．また，同様な制御構造を McRuer も実験同定モデルを基に提案している(McRuer  

et al., 1977)．表 3-2 は，上記文献が提唱するモデルと構造が一致している．結果として，本研究では操舵運転のメ

カニズムを手腕の運動制御との類似性の観点から裏付け，かつ，操舵トルク情報を用いた操舵運転が機能分担さ

れている意味について新たな仮説が立てられたものと考える． 

 

表 3-2 運転者の操舵運転制御機能分担仮説 

操舵入力 

情報 

制御の位置づけ 制御機能 目標軌道追従 

応答性 

目標軌道追従

性精度 

操舵角 フィードフォワー

ド制御 

逆特性による 

予測制御 

    高 

 

 

 

 

低    

     低 

 

 

 

 

     高 

操舵トルク インナーループ

FB 制御 

遅れ要素の補償 

視覚 アウターループ

FB 制御 

定常偏差の収束 

 

3.4.3 操舵運転認知モデル 

表 3-2 に示した仮説では，運転者が車輌軌道を予測認知するための情報は，視覚上と操舵トルク情報とした．

これに基づき，図 3-18 に示すようにスミス予測器を用いた手腕の運動制御とのアナロジーから周波数領域で機能

分担しているという仮説を導いた．この結果，本研究では，以下①から④のように認知モデルを構成することに

する． 

①視覚情報と操舵トルク情報ともに 2 次予測モデルを用いる 

②視覚情報には，ローパスフィルタを適用する 
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③トルク情報には，ハイパスフィルタを適応する 

④ローパスフィルタとハイパスフィルタは，周波数帯域で相補的に 1 になるよう設定されている． 

次にフィルタのコーナリング周波数をこれまでの検討結果を用いて導く．車輌軌道認知に必要な周波数帯域は

0.5Hz とする．視覚による車輌軌道予測の周波数応答は，前方注視時間を 1.2 秒とすると図 3-8 より約 0.15Hz で

あると考えられる．よって，視覚情報と操舵トルク情報が機能分担されるならば，その周波数は，0.15Hz である

とする．この結果，視覚情報には，コーナ周波数が 0.15Hz のローパスフィルタを適応し，操舵トルク情報には，

コーナ周波数が 0.15Hz のハイパスフィルタを適応したモデルとする．さらにモデル作成では，以下の条件を追加

した． 

⑤操舵トルク情報を用いた予測は，運転者の無駄時間分を予測するものとする．この結果，車輌軌道認知

の上限周波数 0.5 Hz より大きい 0.7Hz を，操舵トルクを用いた予測の周波数応用とした． 

⑥操舵トルク情報を用いた予測に，運転者の操舵運転制御周波数の上限である 2Hz のローパスフィルタを

用いる 

⑦運転者の認知遅れは，運転者モデルで一般に用いられる 0.13 秒とする． 

以上の①から⑦を反映した Simulink を用いた認知モデルを図 3-20 に示す． 

 

図 3-20 操舵運転認知モデル 

 

3.4.4 操舵運転判断モデル 

手腕の運動制御とのアナロジーを用いると，操舵運転制御則は順モデルと逆モデルに基づいた制御則からなる

ことになる．そして，順モデルについては，スミス予測が相当する．逆モデルは，主に予測制御器の一部として

用いられる．よって，図 3-18 から判断行為として議論すべき構成は，予測制御器（FF(ｓ)に相当）と，目標軌道

に予測軌道を収束させる制御器（C(s) に相当）である．議論を進めるにあたっては，運転者出力を明らかにする

必要がある．運転者出力は，操舵トルクとする説と操舵角とする説がある．一方，車輌に対する入力は，操舵角

であることは，統一した意見であると考える．よって，本研究では，制御器としての運転者出力を操舵角とする．

そして，操舵角は手の位置と手の剛性によって調整されるものとしてモデル化を行う．このモデル化の考え方は，

3.3 節での議論に基づくものである． 

A) 操舵角を用いたフィードフォワード制御機能 

運転者が扱うフィードバック信号は予測するヨー角度であり，ヨーレートを認知し積分し予測している．運転

者出力は，操舵角である．したがって，予測制御器で用いる逆特性は，操舵角に対するヨーレートまでの車輌特

性と積分を合わせた特性の逆特性と考えられる．つまり，次の式とする． 

𝐹𝐹(𝑠) = 𝑠𝑃𝑛
−1(𝑠)                                    (3-12) 
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この制御則は，目標ヨーレートに操舵角を合わせることを意味し，直感的な理解とも一致していると考える． 

B) ヨー角度偏差情報を用いた制御機能 

目標軌道と車輌軌道の差を用いた制御則については，諸説がある．本研究では，手腕の運動制御と McRuer が

提唱するクロスオーバモデル(McRuer，1977)に着目し，制御則を考察する． 

クロスオーバモデルは，運転者は，車輌特性の違いを吸収して運転を行うが，その状態を車輌特性と運転者特

性の一巡伝達特性の条件で実験的に明らかにしたものである．このクロスオーバモデルは，車輌制御の応答周波

数近傍では，妥当なモデルであることを Macadam は述べている(Macadam, 2003)．以下，クロスオーバモデルにつ

いて簡単に説明する．クロスオーバモデルは，制御系を安定化する位相余裕を確保する条件を実験的に明らかに

したものである．その条件は，一巡伝達関数のクロスオーバ帯域でのゲイン垂下特性がー20ｄB となるように運

転者は制御器特性を適応させるというものである．すなわち，図 3-18 において， 

Ds

CesPsC
 

)()(
                                           (3-13) 

𝜔𝑐 ：目標とする閉ループの応答性 (rad/s) 

 

この考え方には，軌道予測で生じる遅れの影響が具体的に議論さていないという問題はあるが，前項で述べた

ように軌道予測が正確に予測でき，運転者の制御遅れが補償されるならば，式(3-13)の閉ループ特性は，カットオ

フ周波数が 𝜔𝑐 の1次遅れ特性となり，安定性が補償できかつ追従制御の応答性が調整できるというものである．

また，式(3-13)の条件を満たす運転者モデルとして， 
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                                        (3-14) 

𝑇1：運転者の予測帯域を表す時定数 (s) 

𝑇𝐿：運転者の操舵応答性 (s) 

𝜏𝐷：運転者の操舵運転制御の無駄時間 (s)  

 

を提案しており，単純化した運転者モデルとして用いられている．例えば，Sakai らは，式(3-14)を用いた運転者

モデルを用いてケーブル機構を用いた EPS の操舵運転特性シミュレーション評価を行っている．そして，𝑇1を

0.1sec.(≒1.6Hz)としている(Sakai, et al., 2002)．本研究では，このフィルタを 3.3 項で，カットオフ周波数 2Hz と

したものに相当する． 𝑇𝐿については，本研究では，運転者が認識する最も単純な特性を用いて，ロバストな目標

軌道追従が行える条件を検討する目的から𝑇𝐿は，零とした．運転者制御モデルとして最も直感的に理解しやすく

簡単な特性は，目標軌跡の曲率と操舵角が比例関係で制御できることであることが知られており，SBW(西原，熊

本，2002)やステアリング可変ギア比機構(小野他，2013) を用いてこの条件で操舵運転を行えるステアリング制御

が検討されている． 

本研究では，𝑇1のフィルタは，2 次予測モデルをプロパーにするため，2 次予測モデルと目標軌道に対するロー

パスフィルタとして実装している．よって，運転者の判断モデルは，以下を用いる． 

 
Ds

CD eKsC


)(
                                     (3-15)   

式（3-12）で表す伝達特性の出力は，操舵角である．よって，式(3-13)の C(s) に対し，手腕の機械的な特性が

含まれる．このため，式(3-15)で式(3-13)の条件を得るためには，手腕の特性は，式(3-15)の出力周波数範囲では，

単純な剛性モデルである必要である．このため，運転者は，手腕の剛性を適応させ式(3-13)の条件を満たすように

調整しているものと考えられる．よって，次に運転者制御の一部として機能する手腕の機械的な特性について考

察する．  
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3.4.5 操舵運転行動モデル 

本項で述べる運転者の行動特性は，運転者の操舵制御出力である操舵角に対し手腕の位置と機械的特性を制御

する特性を意味する． 

一般に，低い横加速度領域では操舵トルク情報に基づき操舵制御し，高い横加速度領域では舵角により操舵制

御を行っているといわれている．しかし，どちらの領域でも，実際には操舵トルク情報と操舵角情報の両方を用

いて操舵制御を行っている(Limpibunterng and Fujioka, 2004)と考えるのが妥当である．本研究では，この操舵角と

操舵トルク情報の使い分けは，手腕の機械的な特性調整により行われていると考える．また，制御器ゲインの調

整を手腕の剛性調整によってなされていると考えられる． 

以下この理由を，A) 操舵運転行動に対する手腕剛性の役割についての仮説を整理し，B）手の皮膚の機械的な

特性の操舵制御上の役割と C）腕の機械的な特性と操舵制御上の役割を考察し，物理特性モデルを議論する．そ

して，D ) 手腕の機械的な特性から考察する操舵制御の機能分担を導く． 

A) 手腕の機械的特性から考える行動モデル仮説 

最初に，操舵性能で評価の高い車輌の実例から考える．図 3-16 では，通常での運転に相当する 0.3Hz と 0.5Hz

の操舵では，2Nm 以下で操舵トルク情報を用いた操舵制御が有効に作用する特性になっている．しかし，高めの

ヨーレートを発生させている 2Nm 以上では，ヨーレートに対する操舵トルクの感度は低い．ここでは，操舵角情

報で操舵制御しやすいように設定されているものと考えられる．さらに，緊急回避時を想定した 1.5Hz の操舵で

は，全体的に操舵トルクとヨーレートの相関性は低く，操舵角情報による操舵制御が行われていると考えられる． 

こうした操舵トルクと操舵角の使い分けは，手腕の剛性調整によりなされていると考えられる．力が必要な高

横加速度時には，腕や手の筋肉が緊張し剛性が上がる．反対に，低い横加速度領域では手や腕の筋肉緊張は緩和

され剛性が低い．図 3-21 に手腕の機械的な特性の概略図を示す．以下，本図を用いて操舵運転行動における手腕

の役割を検討する． 

 

 

図 3-21 手腕の機械的特性概略図 

 

B）手の皮膚の機械的な特性の操舵制御上の役割 

運転者は，操舵角と車輌軌跡曲率の関係から必要な操舵角を入力するようにハンドルを操作すること，その際，

手の位置を制御し舵角を調整し，手の位置と舵角との差により操舵トルクを検出していることを示した．この操

舵トルクと舵角，手の位置の関係は，式（3-16）で表現できる． 

))()(())()(()( ssKsssCsT dhhdhhh  
               （3-16） 

𝜃ℎ：手の位置 (rad) 

𝜃𝑑：操舵角 (rad) 

𝐶ℎ：手の皮膚の粘性係数 (rad/Nms) 

𝐾𝑑：手の皮膚のばね定数 (rad/N,) 

𝑇ℎ ：操舵トルク (Nm) 
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式(3-16)は，制御設計の観点から見ると，手の位置を入力とし，舵角をフィードバック信号とするフィードバッ

ク制御系であり，その制御器の役割を手の皮膚の弾性項が P 制御器，手の皮膚の粘性項が D 制御器の役割を果た

していることがわかる．そして，手の圧力の度合いにより，PD 制御器ゲインに相当する手腕の機械的特性を適応

させていると考えられる．その結果，手の剛性が高い場合には操舵角制御の比重が大きく，剛性が低い場合には

操舵トルク制御の比重が大きくなると考えられること，そして PD ゲインは，手の皮膚にかかる圧力で調節可能

であることは，3.3.3 項を参照されたい． 

C) 腕の機械的特性 

Pick らは，手腕の機械的特性を明らかにするため，ハンドルをリラックスした状態で把持した場合と緊張し把

持した場合で機械的な特性の同定を行った(Pick and Cole, 2003)．そして，1 自由度振動系で近似できることを明ら

かにした．その結果が図 3-22 である．Cole らが示す結果を用いて，図 3-21 の解析モデルを導いた．その理由を

以下に説明する． 

Cole らの測定は，手腕の機械的な特性が含まれた系を同定したものである．本来，手腕の機械的な特性は多自

由度系である．ただし，手の皮膚剛性は，腕の剛性に対し十分に大きいため，この実験で同定しているのは，主

に腕の機械的な特性であると考えられる．また，腕の特性は，Cole が測定した一般的な走行状態では，1 自由度

振動系で近似できることを示しているものと考える．よって，腕の機械的特性は，1 自由度振動系で近似できる

ことを Cole らの実験から読み解くことができる．この前提でモデル化したものが図 3-21 である． 

次に腕の機械的な特性の操舵運転制御上の意味について考察する．リラックスした操舵が可能な操舵周波数を

やや速いレーン変更に相当する 0.3Hz とすると，図 3-22 より，リラックスした状態での腕の機械的な特性の極は

0.9Hz である．一方，リラックスした操舵が可能な操舵周波数帯域は，やや速いレーン変更に相当する 0.3Hz 迄

と考えられ，手腕の機械的特性の極は，0.9Hz であり，3 倍高いところに位置する．また，緊張した状態の手腕の

機械的特性の極は約４Hz であり，運転者が制御可能な上限周波数である 2Hz に対し 2 倍高いところに位置して

いる．この結果，図 3-22 より操舵周波数範囲では，腕の機械的特性は，腕の剛性が支配的な単一ゲインで近似で

きることがわかる． 

図 3-21 に示すように腕の機械的な特性は，手の位置決め精度に影響する．腕の機械的な特性が剛性のみの特性

に近似できる結果，手の位置は，目標とする手の位置に対し，腕の剛性に応じた定常偏差を生じるが，本研究で

対象とする操舵の周波数帯域内であれば，目標とする手の位置決めができると単純化することが可能である．お

そらく，運転者は操舵に腕の動特性が影響しないように，そして剛性が発生する定常偏差を考慮し，腕の剛性を

調整しているものと考えられる． 

したがって，本研究では，手の位置は目標位置に位置決めされるものとして，モデル化する． 

 

図 3-22 手腕の機械的な周波数特性(図 3-6 の再掲) 

 

D) 手腕の機械的な特性から考察するパワーアシスト特性の意味 

ここでは，本項で議論した手腕の機械的な特性から操舵トルク情報による操舵制御と操舵角情報による機能分

担について考察する．この機能分担は，手腕にかかる力学的な負荷量である操舵トルク量により変化するであろ

うことを本項の A)で述べた．このため，操舵トルクに対するパワーアシストが，機能分担に大きく影響している

と考えられる．したがって，１）手腕の機械的な特性から考察する操舵トルク情報による操舵制御，２）手腕の
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機械的な特性から考察する操舵角情報による操舵制御でこれまでの検討結果をまとめ，３）操舵トルク，操舵角

を用いた操舵運転の機能配分に対するパワーアシスト特性の役割の順で考察する． 

１) 手腕の機械的な特性から考察する操舵トルク情報による操舵制御 

・ 操舵トルク検出のためには，手腕の筋肉の緊張を緩和することが必要となる．つまり，リラックスして

運転する場合に効果的である． 

・ 操舵周波数に応じて，リラックス可能な手腕の剛性が調整されているものと考えられる．このことは，

道路環境によって，異なるパワーアシスト特性が用いられる理由であると考えられる． 

・ 操舵トルク検出は，皮膚の弾性変形量を検出して行われるため制約がある．したがって，操舵角情報に

より大まかな操舵制御が行われ，操舵トルク情報により精度よく制御されるものと推測される． 

２) 手腕の機械的な特性から考察する操舵角情報による操舵制御 

・ 操舵角情報による操舵制御は，緊急回避時等速い操舵が求められる場合に適している． 

・ 運転者は，手の位置により操舵角を認識するため，操舵角検出精度は低い． 

・ 操舵角制御では手の位置と操舵角の一致性が求められ，手腕の剛性を高める必要がある．そのため，運

転者は，手腕の筋肉を緊張させ運転することになる． 

以上のように，皮膚剛性を考慮すると，操舵角による操舵運転と操舵トルクによる操舵角制御はトレードオフ

の関係になることがわかる．このトレードオフ関係は，操舵運転安全に有効である．例えば，運転者が誤って

高いヨーレートを発生させることを防ぐことも可能になる．運転者が意志を持って筋肉を緊張させない限り，

高いヨーレートを発生させることがないからである． 

３）操舵トルク，操舵角を用いた操舵運転の機能配分に対するパワーアシスト特性の役割 

・ 操舵トルク情報と操舵角情報の機能配分は，手の皮膚の剛性によってなされるため，パワーアシスト

特性が重要な役割を果たすことが導かれる．たとえば，図 3-16 で示した車輌では，操舵トルク 4Nm

までは，パワーアシスト量を少なめに設定し，4Nm以上でパワーアシストを積極的に行うようにパワ

ーアシスト特性を調整している． 

以上より，パワーアシスト特性は，操舵トルクを用いた車輌軌道予測に影響する．図 3-23 に次節で述べるレー

ン変更を EPS のパワーアシストを行った状態でシミュレーションを行ったときの，セルフアライニングトルク，

操舵トルクおよびヨーレートの関係を示す．図より，ヨーレートとセルフアライニングトルク波形は，ほぼ相似

形であるのに対し，操舵トルクは，約 3Nm 以上では操舵トルク変化量が少なくなっており，操舵トルクを用いた

予測が機能していないことが予想される．本例が示すように，パワーアシスト特性は，量のみならず関数形状も

考慮し，操舵トルクを用いた操舵運転制御範囲を設定し，かつ，その範囲では操舵トルクの関数がヨーレートの

関数と認識できるように設定する必要があることがわかる． 

 

 

図 3-23 パワーアシスト特性による操舵トルク情報感度調整 

 

3.4.6 本研究目的に対する運転者特性モデル 

 

セルフアライニングトルクと操舵トル

クとの差は，パワーアシストトルクによ

るものである．パワーアシスト特性調整

により，ヨーレートが 20deg./sec.以上の領

域では操舵トルク変化が小さく，

20deg./sec.以下の領域で操舵トルク情報

による操舵制御が有効になるように調整

している． 
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これまで論じた運転者の操舵運転行為を認知，判断および行動に分解し論じた結果を，操舵運転負荷軽減を論

じるフレームワークに統合し図 3-24 に示す．図中 PeVは，視覚情報を用いた予測特性であり，PeTは，操舵トルク

情報を用いた予測特性である． Tｖは，表 3-1 で示した視覚情報で予測可能な周波数で予測を行うために用いるフ

ィルタ時定数である．スミス予測器を用いた手腕の運動制御とのアナロジーを検討した結果，視覚情報を用いた

予測に対し，周波数領域で相補的な役割を果たすフィルタ特性を操舵トルク情報による予測の入力に適用してい

る．なお，操舵可能な周波数を表すフィルタ時定数 Tfilt（2Hz 相当）は，図中では省略している．また，操舵場面

に応じて行動特性である Kh を適応し，操舵場面で必要な応答性と身体的な操舵運転負荷の軽減を調整している

ものと考えられる．特に高速直進時に影響があることが経験的に知られている． 

次に本図を基にシミュレーションを行い，操舵トルクを用いたヨーレート予測の妥当性と操舵運転負荷軽減の

効果を提案する運転者モデルの妥当性を検証する． 

 

 

図 3-24 本研究が提案する運転者モデル 

 

3.5 手腕の運動制御とアナロジーで考える操舵運転モデルの妥当性 

本節では，運転環境モデルを用いて，本章で論じた運転特性の妥当性を検証する．妥当性は，これまで実証的

に行われてきた運転者特性の評価実験と比較できるようにレーン変更運転をベンチマークに行う．そして，視覚

情報のみの車輌軌道予測の場合と，視覚情報と操舵トルク情報を用いた車輌軌道予測との目標軌道に対する追従

性を評価することで，本研究で提案する運転者モデルの妥当性を検証する．また，提案する運転者モデルによる

目標軌道に対する追従性能のロバスト性についても評価する．運転者は，操舵運転環境変化に対し適応し運転す

る能力がある．しかし，適応能力に頼る操舵運転は，操舵運転負荷となるため，運転者が学習しやすいモデルを

用いて，操舵トルク情報を活用することで操舵運転安全目標に対しロバストになることをシミュレーションで示

す．よって，運転者の適応行動はモデルに含めないこととする． 

3.5.1 操舵トルク情報を用いた操舵運転制御の妥当性を検証するベンチマークテスト条件 

提案する運転者モデルの妥当性を評価する操舵運転場面としてシングルレーン変更を選んだ．その理由は 2 つ

ある．第一に，研究が対象とする一般的な操舵運転場面では，レーン変更で最も目標軌道と車輌軌道の差が現れ

やすいと考えられるためである．第二に，本研究で参照する実証的な運転者特性研究では，シングルレーン変更

を用いて評価を行っているためである．よって，本研究では，時速 80km/ｈで走行した場合のレーン変更とし，

清水らが行った実験と同じレーン変更コースを用いて評価を行う(清水他，1999)．そして，清水が測定した 1.2 秒

の前方注視時間に対して，視覚情報のみによる予測の場合と，操舵トルク情報を含めた予測とで比較を行う．こ
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のときの目標軌道は，レーン変更開始時間を 0 とし，式(3-17)で与える．このレーン変更コースと目標軌道を図 3-

25 に表す． 

 

𝜑𝑑(t) =
3.5

2
∗ (1 − cos(ωt))                                (3-17) 

 

図 3-25 検証に用いたテストコースと目標軌道 

 

3.5.2 操舵トルク情報を用いた操舵運転制御を議論する運転環境シミュレーションモデル 

Ａ）シミュレーションモデル全体 

図 3-26 に運転環境モデルの全体図を示す．シミュレーションモデルは，Simulink 上で作成した．運転環境モデ

ルを構成する各要素のモデル化については，すでに説明したものを用いている．  

 

図 3-26 運転環境モデルのシミュレーションモデル全体図（Simulink） 

 

Ｂ）EPS制御モデル 

シミュレーションを行うにあたっては，ステアリングの機械的な特性と制御機能が影響する．よって，シミュ

レーションモデルは，EPS の 2 慣性系モデルを用いて，第 7 章で述べる補償機能をモデルに含んだ．そして，EPS

のパワーアシスト機能のみを入れた場合でシミュレーションを行う．この場合の EPS 制御器の構成は，図 3-24 よ

り運転者の操舵運転特性を除き，ステアリング特性の基本構成を示した図 3-27 の通りである．80km/ｈで走行時

のパワーアシスト特性は，図 3-28 に示すものを用いており，C1の一部として実装している． 



 

- 79 - 

 

 

3.5.3 シミュレーションによる提案する操舵運転モデルの妥当性検証 

本項では，操舵トルク情報で車輌軌道を予測することにより，従来の実証研究で示された結果を再現できるこ

とを検証し，本研究が提案する運転者モデルの妥当性を示す． 

最初に A) 目標軌道に対する車輌軌道追従性の観点からの検証を行い，B）目標軌道に対する車輌軌道追従制御

のロバスト性の観点からの検証を行う． 

A)目標軌道に対する車輌軌道追従性の観点からの検証 

視覚情報のみで車輌軌道予測を行った場合の目標軌道に対する追従性シミュレーション結果を図 3-29 に示す．

式(3-18)で示す制御ゲインをパラメータに追従性評価を行った．制御ゲイン Kc は，舵角に対するヨーレート伝達

関数の定常ゲインの逆数を１とした場合の相対ゲインを変数としてシミュレーションを行った． 

𝐾𝑐 = 𝐾
1

𝐺𝜃𝛾(0)
                                                                       (3-18)  

図より，0.6 では，車輌軌道が，振動的になっており，K は 0.5 が最適値であった．最適ゲインである 0.5 の場

合の目標軌道に対する車輌軌道の誤差は，1.5ｍであり，本研究で用いる操舵運転安全基準 0.8ｍを満たしていな

い．この結果は，前方注視時間は 0.13 秒で，運転者の制御ゲインは 0.5 が妥当と述べる藤岡の結果とほぼ一致し

ている(藤岡，2007)．ただし，安定であっても追従性は満足できないため，清水らが行った実証試験結果とは乖離

がある(清水他，1999)． 

 

図 3-27 EPS の制御構成 

 

図 3-28 シミュレーションで用いる 80km/h で走行時のパワーアシスト特性 

 

次に，本研究が提案する運転者モデルの場合を図 3-30 に示す．操舵トルク情報による予測の効果を明らかにす

るため，逆モデルを用いた予測ゲインは，0.2 と小さく設定した．そして，その残りを視覚情報と操舵トルク情報
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とで予測を行うものとして K を 0.8 に設定して評価を行った．図より，追従性はよく，かつ十分に安定である．

清水の実証試験結果とも一致している． 

以上から，視覚情報と操舵トルク情報とで車輌軌道を予測すると考える本提案モデルは，視覚情報のみの予測

と比較して，より妥当な運転者特性モデルであると考えられる．一方，提案する運転者モデルは，内部モデルを

用いているのでモデル化誤差があった場合のロバスト性が懸念される．そこで，次に提案する運転者モデルの内

部モデルモデル化誤差に対するロバスト性を検証する． 

 

 

図 3-29 視覚情報のみで車輌軌道予測を行った場合の目標軌道に対する追従性能 

 

図 3-30 視覚情報と操舵トルク情報を用いて車輌軌道予測を行った場合の目標軌道に対する追従性 

 

B）目標軌道に対する車輌軌道追従制御のロバスト性の観点からの検証 

運転者が獲得する内部モデルは，1）車輌モデルと，2)車輌軌道予測がもたらす遅れモデルになる．そこで熟練

者を想定した内部モデル精度が高い場合と未熟練者を想定した内部モデル誤差がある場合でのロバスト性に対す

る操舵トルク情報を用いることの効果を評価する． 

1）運転者が認識する車輌モデルに対するロバスト性 

提案する運転者特性モデルでは，単純なゲインモデルを用いている．よって，モデル化誤差は，ゲイン変動と

モデル次数に表れる．以下では，ゲイン変動とモデル次数それぞれに対し想定される変動を与え，ロバスト性を

評価する．図 3-31 は，Kc にモデル化誤差を与えたときの車輌軌跡を示す．モデル化誤差は，Kc に対し，＋50％

と－50％とした．これは，運転者が実際に発生する舵角に対するヨーレートを半分に見積もった場合と，1.5 倍に

見積もった場合の車輌軌跡に対する影響を評価するのと等価である．－50％の場合，操舵が遅れるため車輌軌跡

視覚情報のみによる車輌軌道

予測制御では，実際に行われてい

る急なレーンチェンジに対する

応答が得られない． 

操舵トルク情報による車輌軌

道予測を含めると，実際に行われ

ている急なレーンチェンジに対

する応答が得られる． 
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が一旦オーバーシュートしている．＋50％の場合は，操舵が速すぎるため Y 位置目標に達する前に収束し，修正

を行っている様子が伺える．このモデル化誤差に対しての目標軌道に対する車輌軌道誤差は，最大 40cm 程度で

あり，操舵運転安全基準である 0.8m 以内を満たしており，操舵運転安全に対しロバストであることがわかる． 

次に車輌モデルの次数について対するロバスト性評価を行った．単純なゲインに近似した場合と 1 次遅れモデ

ルで近似した場合とで比較を行った．その結果を図 3-32 に示す．図より，車輌モデルに 1 次モデルとゲインモデ

ルとでは，目標軌道に対する誤差は，ほぼ同じでありロバストである結果を示している．ただし，本結果は車輌

特性のヨーレートの減衰率が大きく 1 次遅れ特性に近似できる効果も含まれていると考えられる． 

 

図 3-31 車輌ゲインモデル変動に対する車輌軌道のロバスト性 

 

図 3-32 車輌モデル次数に対する車輌軌道のロバスト性 

 

2）運転者が認識する遅れモデルに対するロバスト性 

次に，運転者が認識する主に前方注視時間で発生する遅れ時間変動に対するロバスト性を評価する．前方注視

時間の影響は，3.2 項で予測可能な周波数に現れることを示した．このため，運転者は予測可能な周波数内で予測

できるようにフィルタリングしているとした．つまり，図 3-8 で示した前方注視時間で予測可能な周波数帯域の

フィルタリングを行っていると考えられる．このフィルタリング周波数に変動を与え評価を行ったものが図 3-33

である．ノミナルは 0.15Hz(前方注視 1.2s に相当)であり，0.1Hz (1.7s)から 0.3Hz(0.5s)迄の変動を与え評価した．

図より 0.3Hz の場合が最も車輌軌道誤差が大きい．これは，0.3Hz の場合は，図 3-8 で示したように実際より大き

く車輌軌跡を予測する結果，操舵量が足りず車輌軌道が遅れて発生するからである．この場合であっても車輌軌

運転者が認識する車輌ゲイン

モデル変動に対し，操舵トルク情

報で車輌挙動を予測できればロ

バストな追従性能が得られる 

 

運転者が最も単純なゲインで

車輌モデルを認識しても，操舵ト

ルク情報で車輌挙動を予測でき

ればロバストな追従性能が得ら

れる 
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道誤差は，約 40cm であり，操舵運転安全基準を満たしている．よって，評価した範囲であれば，遅れモデル変

動に対し提案する運転者モデルはロバストであるといえる． 

 

図 3-33 運転者が認識する遅れモデルに対する車輌軌道のロバスト性 

 

3.5.4 実車実験による本操舵運転モデルの妥当性検証 

運転者の操舵運転プロセスを実験的に検証することは困難である．よって，本項では操舵トルクの微分特性と

ヨーレートとの相関性が強い場合と弱い場合とで比較し，スミス予測器で説明する操舵トルク情報による操舵運

転制御の妥当性を評価する． 

図 3-34 は，操舵トルクを用いた 2 次予測の第 3 項の微分特性を表したものである．目標軌道に対する追従性が

求められる 0.5Hz 以下では，ほぼ 1 次以上の微分特性を示している．したがって，操舵トルクとヨーレートとの

相関性は，少なくとも 1 次微分特性までは求められるとして議論を進める．よって，実験では操舵トルクの 1 次

微分特性とヨーレートとの相関性が強い場合と弱い場合を 2 例用意し，比較を行った．一例目は，A)EPS 制御で

操舵トルクの 1 次微分の相関性を変化させたものである．二例目は，B)インターミディエートシャフトのがた量

で，操舵トルクの 1 次微分との相関性を変化させたものである．表 3-3 に本実験で用いた車輌諸元を示す． 

 

 表 3-3 実験に用いた車輌の主要諸元 

車輌形式 FWD SUV 

エンジン排気量 1.9ｌ(ディーゼル) 

重量 1450kg 

ホイールベース 2.55m 

スタビリティファクタ 0.0019 

 

A) EPS 制御により操舵トルク 1次微分まで連続な関数とした場合の効果 

操舵トルクの 1 階微分がヨーレートの単調な関数となっている場合と，なっていない場合の操舵特性を EPS 制

御により作成し，主観評価と目標軌道に対する追従性評価を行った．比較するために，車輌や EPS 機構は同一の

ものを使用し，操舵トルクの 1 階微分特性の単調連続性に差を与えた．このときの操舵トルク特性を図 3-35 と図

3-36 に示す．両図は，ヨーレートの代用特性に操舵角を入力として用いており，80km/h で走行し，0.5Hz のサイ

ン波状の操舵角を入力し，操舵トルクを出力とした波形である．まず主観評価では，図 3-35 の特性に対し図 3-36

の特性のほうが，車輌の動きと操舵トルク変化に一貫性があると評価された．操舵角に対する操舵トルク特性は，

図 3-36 の特性のヒステリシス幅がやや広い以外はほぼ相似形に見える． 

運転者が認識する前方注視時

間に誤差があっても，操舵トルク

情報で車輌挙動を予測できれば

ロバストな追従性能が得られる 
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図 3-34 操舵トルクを用いた予測の操舵トルクに対する微分特性 

 

しかし，操舵トルクの一階微分特性については，図 3-35 は全体に操舵角に対する操舵トルクの１階微分が変動

し変曲点を持つ単調ではない関数になっている．一方，図 3-36 では，操舵角中心付近で変曲点があるものの，戻

し側の操舵と切り増し側の操舵でそれぞれ滑らかな単調な関数になっている．運転者がこの関数を車輌軌道の予

測に用いる場合，ヨーレートの関数として認識できると考えられる．この結果，図 3-35 では，運転者はテーラ予

測の 1 次項でさえ予測を効果的に行うことは困難であるが，図 3-36 では効果的に行えることが予想でき，主観評

価で差が生じたものと考える．  

つぎに，やや急なレーン変更を 2 つの特性に対し行い，車輌軌跡とヨーレートの挙動を測定し比較したものを

図 3-37 に示す．この結果，図 3-35 の特性を用いた(a)では，レーン変更後にヨーレートがオーバーシュートして

いるが，図 3-36 の特性を用いた(b)では，オーバーシュートは発生していない．この結果，(b)は，(a) に対し赤線

で支援した範囲で操舵運転安全目標に対し余裕が生じている．これは，図 3-36 の特性では，運転者に軌道予測が

適切に行われたため，目標軌道に対する良好な収束性が得られたものと考える． 

ところで，レーン変更時に発生するオーバーシュートは，操舵運転安全目標余裕を減らすだけではなく，操舵

運転負荷になっていることを Pauwelussen（Pauwelussen and Pauwelussen, 2004） らや Sakai ら(Sakai, et al., 2002)が

指摘しており，オーバーシュートの度合いを操舵運転負荷の指標として提案している．この指標から、(b)は，(a)

よりも操舵運転負荷が軽減できているいえる． 

B) 操舵トルク情報仮説を用いたインターミディエートシャフトのがたと操舵感の関係考察 

次に，ステアリング構成要素のインターミディエートシャフトの回転方向がたの影響を操舵トルク微分して用

いて説明することにより，スミス予測器を用いた操舵トルク情報による操舵運転仮説の妥当性を調べた．ステア

リング系構成部品であるインターミディエートシャフトが有するバックラッシュは，操舵性能に与える影響が大

きいことが知られている．そのため，0.001 度の精度で計測できないレベルまでバックラッシュを管理することも

ある．主観評価では，このバックラッシュにより，高速直進時の操舵性能のみならず，レーン変更操舵において

も車輌との一体感に差が発生すると言われてきた．しかし，その理由は，これまで不明であった．よって，操舵

トルクの微分特性との因果性により，この理由解明を試みた． 

 

目標追従制御が求められる領

域では，少なくとも 1 次微分以上

の特性を示している 
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図 3-35 操舵特性（パワーアシストのみ） 

 

図 3-36 操舵特性（提案する EPS 機能あり） 

 

 

(a) EPS 機能による補償なし   (b)EPS 機能による補償あり 

図 3-37 運転支援機能有り無しによる車輌軌跡比較 
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検証を行うため，インターミディエートシャフトの回転方向がた 0.06 度のものと 0.01 度の精度でがたが 0 度

のものを用意し（図 3-38），同じ車輌に装着し，２つのインターミディエートシャフトの違いによる主観的な操舵

感評価を行った．その結果，ガタゼロのほうが一体感があるとの評価が得られた．このときの操舵角と操舵トル

ク，操舵トルクの角度に対する特性とその微分特性を示したのが図 3-39 と図 3-40 である． 

ガタがあるインターミディエートシャフトのハンドル接線方向相当変位は，0.2mm であり非常に小さい．この

ため，操舵角に対する操舵トルク特性もほぼ同じ波形のように見える．一方，操舵トルク微分特性波形では操舵

トルクがゼロを横切る付近で変曲点が現れていることがわかる．このため，2 階微分を行うとこの変曲点では不

連続になる．つまり，関数が不連続になることで 2 次予測が困難になると考えられる．よって，操舵トルクの微

分特性が不連続にならないようにすることが重要であり，不連続性をもたらすバックラッシュはたとえわずかで

あっても管理する必要性が本仮説により説明できる． 

以上より，操舵トルクの 1 階微分特性と操舵感評価および目標軌道とに対する収束性に相関があり，かつ，ス

ミス予測によって因果性が説明できた．よって，運転者は操舵トルクの微分情報を操舵運転に用いていると考え

ることは妥当であろう．操舵トルクによる車輌軌道到達予測を行う場合，定常誤差が発生することからも 1 階微

分を行った情報で予測を行っていると考えられる． 

上記 2 例から，運転者は，操舵トルクの 1 階微分特性に 0.1Nm/deg.以下のレベルを用いて車輌挙動を予測して

いると考えられる．したがって，操舵角の関数で現れる外乱は 0.1Nm/deg.以下に抑えることが望ましいと推定で

きる．ここまで，線形解析法を用いて運転者特性を明らかにしてきた．その結果，操舵トルクの微分特性と運転

者の予測性との相関性を示すことができた．しかし，線形解析の限界も見えてきた．例えば，操舵トルクの 2 回

微分を行うと操舵情報とノイズの分離が困難で，定量的な評価が難しい．実際の運転者は，トポロジー的な情報

処理を行って 2 回微分相当の情報を得ていることが予想される．皮膚を通した接触状態の認識は，トポロジー的

な情報処理により判断がなされていると言われる(前野他，1999)．したがって，更なる運転者特性の解析に対して

はトポロジーを用いた解析が必要と考えられる．これについては今後の課題としたい． 

 

 

図 3-38 比較に使用したインターミディエートシャフトの剛性線図 
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図 3-39 インターミディエートシャフトのバックラッシュによる操舵トルク特性比較 

 

 

図 3-40 インターミディエートシャフトのバックラッシュによる操舵トルク微分特性比較 

 

 

3.6 手腕の運動制御とのアナロジーから導かれる望ましい運転環境特性の検討課題 

本節では，これまでの手腕の運動制御とのアナロジーを用いて解析した結果を用いて，運転者特性以外の操舵

運転環境要素である車輌特性，セルフアライニング特性，ステアリング特性および外乱特性に対する要求事項を

示す． 

図 3-41 は，運転者特性の解析結果を本研究で用いる操舵運転負荷軽減を論じるフレームワークに統合したも

のである．このフレームワーク図を基に各運転環境要素に対する操舵運転負荷軽減のための要求事項を検討する．

尚，以降の章では図 3-41を操舵運転負荷軽減議論のフレームワークとして用いていく． 

 

2 つのインターミディエ

ートシャフトによる操舵角

と操舵トルク特性には，ほ

とんど違いが見られない． 

 

操舵角に対する操舵トル

ク 1 階微分では違いがあり，

よりリニアな特性を持つ B

の方が主観的な操舵評価が

高い 
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図 3-41本研究が提案する運転者モデル（図 3-24の再掲） 

 

3.6.1 手腕の運動制御とのアナロジーから導かれる望ましい車輌特性の検討課題 

Heißing は，よい操舵運転を達成する第 1 条件として，ニュートラルステア特性あるいは弱アンダーステア特性

を有することを挙げている（Heißing and Ersoy, 2011）．さらに Wallentowitz は，図 3-42 に示すようにヨー角の固

有振動数とヨーのダンピング係数の関係で示している．図中，一般乗用車のヨー角の減衰係数は，弱アンダース

テア特性となる 0.8 を中央値として示している． 

図 3-41 で見られるように操舵運転の判断工程では，運転者は車輌特性の内部モデルに基づいて操舵量を決めて

いるとしているため，容易に学習で獲得しやすい特性が操舵運転負荷を軽減する条件になると考えられる．しか

し，操舵運転の安全定義の観点から，フリーコントロールで観察される定常的な横変位は少ないほうが好ましく，

このため，若干のヨーレートのオーバ－シュートがあったほうが良いと考えられる．それを図 3-42 の結果では，

述べたものと考えられる． 

したがって，，運転者から見た車輌のヨーレート減衰率が約 0.8 になるようにステアリング機能で支援すること

を操舵運転負荷低減のための EPS の要求事項とする．但し，数式を用いた検討では 1 次遅れ特性として近似的に

扱う． 

 

図 3-42 ヨー角の固有振動数とヨー角の減衰係数の関係 

 

3.6.2 手腕の運動制御とのアナロジーから導かれる望ましいセルフアライニング特性の検討課題 

つぎに，運転者が操舵トルク情報でヨー角度を予測する上で重要なセルフアライニング特性について示す． 

この課題は，操舵トルク情報を用いて 2次予測モデルでヨー角度を予測しやすい特性をヨーレートから操舵ト

ルクまでの伝達特性条件として議論を行い，少なくとも 1次微分まで連続かつ単調な関数である必要があること

をヨーレートの代わりに操舵角を代用特性として用いて明らかにした． 

ヨーレートの固有振動数（Hz)
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ー
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連続かつ単調な関数であるためには，伝達特性は１次であることが望ましい．よって妥当性を示した操舵角に

対する操舵トルクの特性が 1 次の伝達特性なる条件を検討する．検討にあたり，操舵角の代わりに実舵角を，操

舵トルクの代わりにセルフアライニングトルクを用いて必要条件の検討を行う．また，前項の車輌特性の結果を

前提としてその伝達特性を 1 次遅れ特性とする． 

式（3-10），式（3-11）を用いて実舵角から SAT までの伝達特性を求めると以下の式となる． 
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𝜏𝑠𝑎𝑡  ：セルフアライニングトルク発生時定数 (s) 

 

この結果より，望ましい車輌特性の条件は，セルフアライニングトルク特性を 1 次の伝達特性にするための必

要条件でもあることがわかる．また，式（3-22）により式（3-20）は，位相進み特性となることは明らかである．

つまり，車輌特性が 1 次特性で近似できるならば，セルフアライニングトルクには，これから発生する車輌挙動

を認知できる情報が含まれていることがわかる．また，式（3-22）は，車輌質量に対する車輌のヨー慣性モーメ

ントが大きいほど早く位相が進むことを示している．つまり，アンダーステア特性が強くなるほど位相の進みが

大きくなることを示している． 

この位相特性は，操舵感上適切な範囲があることを Zomotor (Zomotor, 1991)や藤波ら(藤波他，1995)は示してい

る．操舵トルクから車輌挙動情報を認識していると考えるならば，適切な範囲があることは理解できる．式(3-22)

から位相特性は，車輌の基本諸元により決まるものであるが，EPS 機能を用いて適切な範囲にすることで操舵運

転負荷が軽減することを検討する． 

以上より，操舵角に対する車輌挙動の伝達特性を 1 次特性に近似し，その時定数を運転者予測に適した時定数

に調整することを操舵運転負荷軽減のための目標とする． 

3.6.3 手腕の運動制御とのアナロジーから導かれる望ましいステアリング特性の検討課題 

2.7.3項で，ステアリングの摩擦特性が操舵感に大きな影響を及ぼしていることを主観評価結果で示した.この

ため，ステラリングの摩擦特性が操舵感に与える影響のメカニズムを解析し，望ましいステアリング特性を求め

それを実現する方法を検討する必要がある. 

また，ステアリング情報を用いた操舵運転制御には，操舵角情報と操舵トルク情報を入力とする制御があり，

操舵場面によりその比重が与えられていることを示した．そして，その比重は，手腕の機械的な特性と手の操舵

トルク検出メカニズムに依存し発現していると考えられることを示した．このため，操舵場面に対応する操舵ト

ルクと操舵トルクの変化率の設定が重要であることを示した．よって，操舵場面と運転者の手腕の特性に適応し

た操舵トルク特性を与えるように EPS機能で補償することが重要と考えられる. 

したがって，さらに望ましいステアリング系摩擦特性を解析し求める必要がある.また，操舵場面に適応する操

舵トルク特性に関して運転者の身体的操舵運転負荷軽減と操舵トルク情報を用いた車輌挙動予測を考慮し，目標

を定める必要がある. 
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3.6.4 手腕の運動制御とのアナロジーから導かれる望ましい外乱感度特性 

操舵運転にとって，外乱は操舵運転環境を認識するために必要な情報である．よって，安全に向けた操舵運転

行為を阻害することなく，運転者が情報として外乱を認識できるようにすることが重要である．但し，図 3-24 よ

り明らかなように，抑圧する外乱情報と伝達する SAT 情報は，同じ伝達経路で伝達されるため，外乱モデルを用

いて SAT 情報と外乱情報を区別し，制御を行う必要がある． 

したがって，SAT 情報と外乱情報を区別し，外乱情報を運転者に伝える外乱感度設計法の検討が必要になる．  

 

3.7 まとめ  

本章では，操舵運転負荷を議論する EPS 機能に対する要求事項を求めるために手腕の運動制御とのアナロジー

を用いて運転者の操舵運転特性を仮定し，その意義と効果の妥当性を実車輌実験によって示した．この結果，以

下に示す結果と EPS 機能に対する要求事項を得た． 

(1) 運転者が手腕の運動制御と同様の制御則で操舵運転できるためには，操舵トルクでヨーレートを予測で

きることが重要である． 

(2) 操舵トルクで操舵運転負荷がかからずにヨーレートを予測するためには，車輌の操舵角に対するヨーレ

ートの伝達特性が 1次遅れ特性であることが望ましい． 

(3)  操舵トルクで操舵運転負荷がかからずにヨーレートを予測するためには，(1)の条件が満たされること

を前提にセルフアライニングトルク伝達の時定数が適切に調整できることが望ましい． 

(4) 操舵トルク情報を伝えながら身体的な負荷を軽減する上でステアリング系の摩擦特性が操舵場面に応じ

て調整できることが望ましい． 

(5) SATを伝え，外乱を適度に抑圧するためには，外乱のみを検出し，その感度を調整できる設計方法が必要

である． 
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第 4章 操舵運転負荷に対する車輌系の影響と EPS を用いた補償 
 

4.1 本章の目的と構成 

本章では，操舵特性に対する車輌特性の影響を明らかにし，操舵運転負荷を軽減する EPS 機能を提案するこ

とを目的とする． 

一般的な道路を普通に操舵運転している状態（以下，通常操舵運転）での操舵運転負荷軽減は，その効果は，

間接的ではあるが，事故回避技術とともに交通安全上の重要な技術として位置づけられている(MLIT, 2006)．操舵

運転負荷軽減に関する研究は，大別すると操舵行動に伴う身体的負荷を軽減できるパワーアシスト特性，操舵制

御しやすい車輌特性，車輌挙動を操舵情報で把握しやすい特性の三つの特性（以下，総称し操舵特性）で，それ

ぞれ目標特性と実現手段が議論されてきた． 

一つ目の操舵運転の身体的負荷軽減については，大多数の乗用車では EPS がすでにその役割を果たしている． 

二つ目の操舵制御しやすい車輌特性については，実舵角を入力とし車輌挙動を出力とする伝達特性の極である

特性方程式の安定性に基づいた議論がなされており，良い操舵特性を得る条件として 1 に近い減衰率と固有周波

数範囲を示したものや(Heißing and Ersoy, 2011）1 次遅れ特性に近似し，その時定数範囲を示した研究があり(藤波

他，1995)，いずれも単純な特性と適切な応答性とが示されている. 第 3 章では，適切な時定数を持つ 1 次遅れ

特性とすることで手腕の運動制御と同じ制御則で操舵運転制御が行えることを示した． 

これらの実現手段として，SBW(藤波他，1995)や 4WS(古川，2008)を用いてタイヤとハンドルが機械的に結合

されていることの拘束を回避した上で，状態フィードバックを用いた車輌特性補償や規範モデルに制御を用いた

補償が議論され，これまで EPS については，ヨーレート減衰率改善(清水，1992)に留まってきた. 

三つ目の車輌挙動を操舵情報で把握する特性については，主に操舵トルクと車輌挙動であるヨーレートや横加

速度の関係をリサージュ波形で表し，その形状と主観的な操舵感評価との相関性で議論がなされてきた（山下，

1991)，（佐藤，1990)．第 3 章では，適切な時定数を持つ 1 次位相進み特性とすることで，操舵トルク情報を用い

て車輌挙動が予測しやすくなることを示した．同時に，この操舵トルク情報の重要性は操舵場面によって変化す

ることも第 3 章で示した．しかし，これまで操舵運転場面と操舵トルク情報の重要性を論じた例 (van Ende et al., 

2015)は少ない． 

実現手段では，車輌挙動と操舵トルクの伝達特性に車輌特性の特性方程式が含まれない(皆川，2013)ため，車輌

挙動が安定であっても運転者が操舵トルク情報で車輌挙動を把握しにくいという課題が予想され，これを示唆し

た研究も行われている(久代，山本，2006)， (山田他，2013)．  

以上のことから，本章では，①EPS によって身体的負荷軽減が調整されていることを前提に，②操舵制御しや

すい車輌特性と③操舵トルク情報で車輌挙動を把握しやすい特性(以下，操舵トルク特性)を EPS を用いて実現す

る方法について明らかにする．具体的には， 

(1) 通常操舵運転では，操舵トルク情報が重要であることを市販車の操舵トルク特性調整実績に基づいて明ら

かにし，車輌挙動と操舵トルクのリサージュ波形を利用し，操舵特性について検討する． 

(2) 操舵特性を再現できるシミュレーションモデルを作成し，その妥当性を明らかにする． 

(3) EPS 機能を用いて車輌諸元の影響を補償し，リサージュ波形を運転者が操舵制御しやすい単純な特性にす

る方法を提案し，その上で運転者に適合し車輌挙動を把握しやすい応答特性にする補償方法を提案する． 

(4) 最後に提案する EPS 機能による上記の操舵運転負荷軽減効果を実車輌でのレーン変更運転によって示す． 

以下は，本章の構成である． 

第 2節で，通常操舵運転を対象にした操舵特性とその評価方法を示す． 

第 3節で，操舵トルク特性に対する車輌特性の影響を考察する． 

第 4節で，EPS 機能を用いた車輌特性の操舵特性に対する影響補償を論じる． 

第 5節で，外乱オブザーバを用いた SAT推定とそれを用いた SAT特性補償方法を論じる． 

第 6節で，EPS 機能を用いた補償制御の効果を実車輌実験で示す． 

第 7節で，本章のまとめを行う． 
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図 4-1 本章の位置づけ 

 

 

図 4-2 操舵運転環境における本章の対象 

 

4.2 通常操舵運転を対象にした操舵特性場面と評価方法 

図 4-3 に市販車の一般的な操舵トルク特性の測定例を示す． 本研究では，ヨーレートの大きさによって図 4-3

に示す三つの領域，すなわち，①オンセンター領域，②オフセンター領域，および③オフセンター領域の外側の

領域に分けて操舵特性を検討した．表 4-1 は，①から③の代表的な操舵場面と一般的な操舵力特性の代表値とを

示したものである．なお，ヨーレートは，図 4-3 で用いた操舵入力に対する値を示している． 

このうち，③オフセンター領域の外側の領域は，パワーアシスト量を上げる調整がなされた結果，ヨーレート

に対する操舵トルク感度が低下し，視覚情報や操舵角情報に対する操舵トルク情報の相対的な重要性が低くなっ

ている．そこで，本章の検討対象は，操舵トルク情報が通常操舵運転に重要な役割を果たす①オンセンター領域
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と②オフセンター領域とすることにした． そのため，本研究では，ヨーレートに対するリサージュ波形を 0.3 

Hz,0.5 Hz で測定し評価することとした． 

また，操舵トルク特性は，再現性があり，かつヨーレートが理解しやすい単純な関数であることが望ましいと

考え，本研究では，操舵周波数 0.5 Hz 以下では，運転者特性に適合する時定数をもつ 1 次伝達特性で近似できる

ことを操舵トルク特性目標とした．これは，運転者が操舵トルクを感じた後に予期したタイミングで予期した量

のヨーレートを発生することを意味するため，目標として妥当であると考える． 

リサージュ波形の関数形状の周波数およびヨーレート振幅に対する再現性は，スイープサイン波上の操舵角を

入力し，操舵トルク特性のリサージュ波形を計測して評価する．また，車輌特性については，操舵角に対するヨ

ーレート伝達特性（以下，ヨーレート伝達特性）の減衰特性を測定し評価する． 

 

表 4-1 操舵場面での領域区分 

Handling characteristic 

region 

Driving 

condition 

Steering torque Ttor  

range(Nm) 
Yaw rate γ range 

(deg/s) 

On center ① 
Straight 

ahead 
−2.0 ≤ 𝑇𝑡𝑜𝑟 ≤ 2.0  −1.0 ≤ γ ≤ 1.0 

Off center ② Slow curve 
2.0 < 𝑇𝑡𝑜𝑟 ≤ 3.5  

−2.0 > 𝑇𝑡𝑜𝑟 ≥ −3.5 

1.0 < γ ≤ 15 

−1.0 > γ ≥ −15 

Outside of off-center ③ Rapid curve 
𝑇𝑡𝑜𝑟 > 3.5 

𝑇𝑡𝑜𝑟 < −3.5 

γ > 15 

γ < −15 

 

 

図 4-3 Measured examples of steering characteristics 

 

4.3 車輌特性の操舵トルク特性に対する影響 

4.3.1 リサージュ波形と車速及びヨーレートの関係 

本検討では，第 2 章で示したシミュレーションモデル(図 4-4)を用いてヨーレートに対する操舵トルクリサージ

ュ波形を再現し評価を行う．図 4-5，図 4-6 に示した車速 80 km/h では，操舵周波数 0.3 Hz に対し 0.5 Hz ではヨ

ーレートが零付近のヒステリシス幅が増加している．そして，その大きさはヨーレート振幅に応じて更に増加し

ている．この結果，ヨーレート振幅増加にともないオフセンター領域内である±10 deg/s の範囲でのヨーレート

に対する操舵トルクゲインが低下しているのがわかる．この結果，操舵トルクでヨーレートが把握しにくくなっ

ていると考えられる． 

図 4-7 に車速 120 km/h でのシミュレーション結果を示す．120 km/h では，80 km/h に比べて，ヨーレート零付

近のヒステリシス幅が狭くなっており，また，ヨーレート振幅と操舵周波数の増加に応じてヒステリシス幅が更

に狭くなることがわかる．このように高速になるとヒステリシス幅が小さくなり，頼りない操舵感になることは  
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図 4-4 Simulation model  

 

よく知られる現象(山本，2008)である．なぜなら，ヨーレートに対する操舵トルクの位相特性が遅れることによ

り，運転者の操舵トルクでのヨーレート把握が困難になるためであると考えられる．また，このときの特性方程

式の減衰率は，後述する式(4-5)から求めると約 0.7 であり安定といえる範疇にある．つまり，次のⅰ）ⅱ）の現

象が起きると車輌特性は安定であっても，運転者が感じる安定感が特にオフセンター領域で失われる場合がある

ことがわかる． 

ⅰ)ヨーレート振幅または操舵周波数に対し，ヒステリシス幅が変化する． 

ⅱ)車速に応じてヨーレート零付近のヒステリシス幅が狭くなる． 

したがって，操舵トルク特性関数の再現性や単純さを損なわず，操舵トルク情報でのヨーレート認知を容易に

し，かつ高速走行で安定感を損なわないために，次に上記のⅰ)，ⅱ)の要因を，次節においてオフセンター領域を

対象に平面二輪モデルに基づく線形解析で明らかにする． 

 

 

図 4-5 Steering torque characteristic (0.3Hz 80km/h) 
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図 4-6 Steering torque characteristic (0.5Hz 80km/h) 

 

 

 

図 4-7 Steering torque characteristic (120 km/h) 

 

4.3.2 線形解析による操舵トルク特性への影響要因の解析 

ここでは，議論を単純化するためにステアリングの動特性を無視し，操舵トルクの代用特性としてセルフアラ

イニングトルク(以下，SAT)を用いる． 

まず，平面二輪モデルを用いて，ヨーレートに対する SAT の伝達関数を求める．平面二輪モデル基礎式である

式(4-1)から式(4-8)は，第 2 章で示したものである． 
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ヨーレート減衰率は， 
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さらに第 2 章で示したように横方向とヨー方向の運動方程式は，近似的に式(4-6)，式(4-7)で表され，SAT は，

前軸タイヤ横力にトレールを乗じたキングピン回りのモーメントで，式(4-8)で表される．  
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以上から，式(4-8)に式(4-1，式(4-2)を代入し，ヨーレートに対する SAT 伝達式を導くと，  
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式(4-9)の零の固有周波数，零の減衰率および極の固有周波数は，それぞれ式(4-10)，式(4-11)および式(4-12)で表

せる． 
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なお，式(4-9)で用いている𝑇1は式(4-9)をプロパーな伝達関数で表すためのものであり，10 Hz に相当する値を

与えている． 

ここで，式(4-9)をボード線図で表すと図 4-8 のようになる．図によると操舵周波数 0.5 Hz 以下の領域では，車

速の増加に応じてヨーレートに対する SAT ゲインが増加し，位相進み量が少なくなっているのがわかる．また，

車速 120 km/h では，0.1～1 Hz 間で位相遅れ特性を示しており，結果として，図 4-7 で観察されたヨーレート振

幅と操舵周波数に応じてヒステリシス幅が狭くなる現象が生じていると考えられる． 

この位相遅れ特性は，式(4-12)の極の固有周波数が式(4-10)の零の固有周波数より低くなった結果として生じた

ものである．なぜなら，式(4-9)の速度による位相進み量減少は，式(4-11)の速度に応じた零点減衰率低下でも起き

るが，それが，位相遅れ特性につながることはないからである． 

式(4-10)は車輌諸元で求まる定数で，後軸コーナリングコンプライアンス𝐶𝑟が小さいほど周波数が高くなる．式

(4-12)は𝐶𝑟の逆数を係数とする車速の逆関数となっており，速度の増加に伴い固有周波数が低下し，𝐶𝑟が大きいほ

ど，低い車速で𝝎𝒛𝒏より低い周波数になり，式(4-9)が部分的に位相遅れ特性になることを示している．つまり，式

(4-5)が示す安定性が確保されていても，ヒステリシス幅が車速に応じて狭くなり，前述のⅰ)，ⅱ)の状態になるこ
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とを示している．この結果，実用車速帯域で式(4-13)を満たす必要があり，このための𝐶𝑟 の条件は，式(4-14)を満

足するように十分に小さいことが必要になる．この例での式(4-14)を満たす上限車速は，101 km/h である． 
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4.3.3 操舵トルク特性が 1次伝達関数で近似できる条件 

操舵トルク特性の目標は，第２章で述べたように，運転者特性に適合した 1 次遅れ特性である．そのため，前

節では操舵トルク特性に対する車輌特性の影響を明らかにした．そこで本節では，車輌特性がニュートラルステ

ア特性であるとの仮定の基，操舵トルク特性が近似 1 次伝達関数になる車輌諸元の条件を明らかにする．  

ニュートラルステア特性を式(4-5)で表すヨーレート減衰率が速度に依存せず 1 になる特性とし， 𝐶𝑟が小さく実

用車速で式(4-15)が成り立つ場合には，操舵周波数 0.5 Hz 以下の範囲で実舵角に対するヨーレートの伝達特性が

式(４-16)で表す 1 次遅れ式で近似できるものとする．なお，式(4-15)が成立しない場合は，式(4-16)は位相進み特

性になるため好ましくない． 

 

図 4-8 Bode plot of self-aligning torque transfer function 
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また，実舵角に対する横加速度の伝達特性は，同様に式(4-17)で示す 1 次位相特性に近似できるものとする.  
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この仮定でのヨーレートに対する SAT の伝達関数は，式(4-8)に式(4-16)，式(4-17)を代入し，式(4-18)で表され，

目標とする単純な一次特性式となることがわかる． 
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この結果，式(4-19)で示す時定数を第２章で述べた運転者特性に適合するように設定することで目標操舵トル

ク特性が実現できると考えられる． 
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以上から，目標操舵トルク特性を車輌特性のみで実現するためには，𝐶𝑟が十分に小さく，ニュートラルステア

特性でヨーレート減衰率が 1 に近い特性をもつことが必要条件であることがわかる．アンダーステア特性の場合

は，ヨーレート減衰率が式(4-5)で表す車速の関数であるため，式(4-16)を満たす車速が制限されるからである． 
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また，式(4-20)にスタビリティファクタ𝐾を𝐶𝑟の関数で表すが，𝐶𝑟 を小さく設定すると𝐾が大きくなりアンダー

ステア特性が更に強まる．このため𝐶𝑓を小さくすると，一般の乗用車ではシミーやブレーキジャダに対し敏感に

なるという問題が生じる．つまり，アンダーステア特性を有する一般の乗用車では，車輌諸元の調整で望ましい

操舵トルク特性を得ることが困難であることを示している．したがって，この場合はステアリング機能を用いて

操舵角から見た𝐶𝑟と𝐾の操舵トルク特性に対する影響を補償することが効果的であると考えられる．そこで，次

節では，EPS 機能を用いて式(4-16)，式(4-18)の成立条件を導く．  

 

4.4 EPS機能を用いた車輌特性の操舵特性に対する影響補償 

4.4.1 EPS機能を用いた補正課題 

アンダーステア特性を有する車輌であっても操舵角からヨーレートまでの伝達特性ならば，トーションバーの

コンプライアンスの範囲で 1次遅れ特性に近似できる可能性がある．まず，式(4-16)を満たす条件を検討し，その

条件が式(4-17)に対しても効果があることを示す．式(4-16)の特性にするためには，次の三つの補正が必要になる． 

① 操舵角からヨーレートまでのヨーレート減衰率を約 1に補正 

② タイヤとハンドルの機械的拘束条件下で操舵角からヨーレートまでの伝達関数をできるだけ 1 次遅れ特性

にするべく零点を極零相殺するように補正 

③ 操舵トルク特性応答を運転者特性に適応する時定数に補正 

次に，①から③を EPS 機能によって達成する方法を述べる． 

4.4.2 ヨーレート減衰率の改善 

アンダーステア車輌特性を前提に式(4-5)のヨーレート減衰率を調整することは，図 4-9(a)に示すヨーレートを

検出し実舵角に帰還する状態フィードバック制御により達成できる．この制御を EPS 機能により実現するには，

図 4-9(a)を EPS 制御による図 4-9(b)に等価変換する𝑪𝟐(𝑠) を求めるという問題として解ける(遠藤，2006)． 

ヨーレート減衰率を与える制御器は，式(4-21)で与えられ，式(4-22)に示すようにフィードバックゲイン𝐾𝑑に相

当する減衰率が付加されるので，式(4-23)が成立する𝐾𝑑 を定める．  
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次に図 4-9(b)を式(4-22)と等価にする𝐶2(𝑠)は，図 4-9(a), (b)から得られる式(4-24)と式(4-25)が等しい条件から求

められる． 
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図 4-10 に 𝐶2(𝑠) によるヨーレート減衰効果シミュレーション結果をボード線図で示す．図によると減衰率が改

善できていることがわかる．なお，ステアリング特性の影響を排除し検討する必要性から，トーションバー剛性

を実際の 10 倍，モータ慣性を 10 分の 1 に低減し示している．図中，3 Hz 付近の突起は，この共振点の影響によ

るものである． 

 

 

図 4-9 Yaw rate damping state feedback control 

 

 

図 4-10 Effect of yaw rate state feedback control 

 

4.4.3 ヨーレート伝達特性零点の影響補償 

ヨーレート伝達特性零点の影響は，零点を相殺する極を持ち，ヨーレート伝達特性の極と同じ時定数となる零

点を持つフィードフォワード制御器により補償できる．EPS 構成では，図 4-4 から明らかなようにトーションバ

ーと𝐶1(𝑠)  を含む閉ループ特性がフィードフォワード制御器の役割を果たしている．ここでわかりやすく𝜃𝑔と

𝑇𝑆𝑇𝐺が 0.5 Hz 以下で比例すると仮定し，その比例係数を𝐾𝑠𝑎𝑡とすると，式(4-18)を満たすように式(4-19)の𝐶1(𝑠) の

時定数𝑇3，𝑇4を求めることで補償機能が得られる．なお，上記仮定は，実舵角と SAT が 0.5 Hz 以下で比例と仮定

することに相当し本検討に対し妥当と考える． 
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この補償により，操舵角からヨーレートまでの伝達特性は，式(4-13)および式(4-18)から次式で表される 1 次遅

れ特性となる． 
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図 4-11 に本補償の効果による操舵トルク特性のヒステリシス幅が改善を示す．図によると，0.5 Hz においても

ヨーレート振幅に依存しないヒステリシス特性が得られ，リサージュ波形が再現している状態が確認できる． 

この例では，ヒステリシス特性の改善が認められるが，式(4-18)，式(4-19)より𝐾𝑎𝑠𝑠𝑖𝑠𝑡  が小さいオンセンター領

域では機能しないというタイヤとハンドルの機械的拘束がもたらす限界も明らかである．このため，オンセンタ

ー領域で適度な摩擦特性を与えヒステリシス幅を確保する場合もある．  

 

図 4-11 Effect of zero compensation 

 

4.5 SAT推定と SAT推定値を用いた SAT 補正制御 

4.5.1 路面情報の周波数領域での外乱力感度設計 

本節では，図 4-2 に示す SAT を外乱とした場合の周波数領域での外乱力感度設計方法について検討する．古典

制御理論では，一巡伝達特性を用いた周波数領域での外乱力感度設計方法が基本であるため，最初に EPS の基本

制御であるパワーアシスト制御の一巡伝達関数を用いた応用設計方法を示し，かつその設計限界を明らかにする． 

図 4-4 においてパワーアシスト制御に直接関係しないステアリング角度を入力とする制御器𝐶2(𝑠)を無視し，ハ

ンドル角を入力としステアリング角度をまとめてC(s)と表すと，パワーアシスト制御系はハンドル角を入力とし

ステアリング角度を出力とする図 4-12 に示す単純なフィードバック制御系となる．この図から外乱感度特性であ

る外乱力 D から操舵トルク𝑇𝑡𝑜𝑟までの伝達特性を相補感度関数𝑇(𝑠)で表すと式(4-23)になる．式より，𝑇(𝑠) = 1で

あれば外乱は完全に抑圧され，𝑇(𝑠) < 1であれば，外乱が伝達されることがわかる． 

したがって，伝えたい外乱と抑圧する外乱を周波数領域で分け，𝑇(𝑠)をそれにあわせて周波数整形すれば，周

波数領域での外乱力感度設計が行えることがわかる．例えば，図 4-13 に示すように𝑇(𝑠)を設定できればよいこと

がわかる． 

 

図 4-12 Simplified EPS control block diagram 
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図 4-13 Desired complementary sensitivity function 

  tortor

tor KsSTGsTK
sSTGsC

sSTG

sD

sT
)()(1

)()(1

)(

)(

)(



                             (4-21) 

)()(1

)()(
)(

sSTGsC

sSTGsC
sT


                                     (4-22) 

しかし，𝑇(𝑠)は，図 4-12 に示すフィードバック制御系を安定化する上で，式(4-24)に示す Small Gain Theorem で

表される系を安定化するうえでの拘束条件がある．ここで，∆(𝑠)は，EPS のハンドル慣性とモータ慣性がばねで

結合された 2慣性系の動特性がもたらす乗法的摂動であり式(4-23)で表される．その固有周波数は 15 ～25 Hz の

間で存在する．したがって，15～25 Hz で本設計方法により十分な外乱力の抑圧を行うことは難しいことも理解

できる．     

))(1)(()( ssSTGsSTG n                             (4-23) 
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この結果から，設計自由度を増した 2自由度制御を応用し外乱力感度設計を行う必要があることから，次節で

検討する． 

4.5.2 ２自由度制御系を用いた外乱力感度設計  

本節では，EPS に外乱オブザーバを応用した 2 自由度制御系での外乱力感度設計の考え方を示す(遠藤，岡本，

2008)，（岡本，遠藤，2009）． 図 4-14(a)に本研究で用いる外乱オブザーバを用いた外乱力感度設計の基本構成を

示す．外乱オブザーバは，トーションバーを制御器に含む制御器 C(s)と出力トルクとステアリング系を動作する

のに必要なトルク，そして外乱力の力学的なつりあいから外乱力を求めている．外乱オブザーバの推定値と実際

の外乱が等しいと仮定すれば，図4-14(b)で示すように，外乱に対し1 − 𝐹(𝑠)の特性を通したように外乱力が働く．

つまり，外乱力からトーションバーで検出するトルク𝑇𝑡𝑜𝑟までの伝達関数は，式(4-21)の結果を用いると式(4-25)

となり，Small Gain Theorem の拘束条件があっても外乱力感度設計設定の自由度を有することがわかる． 

 

           (a) Disturbance estimate feedback control                (b) Simplified block diagram of (a) 

図 4-14 Disturbance estimate feedback control 
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)()())(1))((1()( sTKsSTGsTsFsT sattortor                                 (4-25) 

したがって，次に𝐷(𝑠) ≈ �̂�(𝑠)とする外乱オブザーバの設計条件を明らかにする必要がある．このため，一般的

な外乱オブザーバを示す図 4-15 を用いて議論を進める． 

 

図 4-15 一般的な外乱オブザーバ 

 

 

図 4-16 SAT 推定値の測定例 

 

図 4-15 において，𝐷(𝑠)から 𝜃𝑔までの伝達関数を表すと次式となる． 
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式(4-26)より 𝐷(𝑠) ≈ �̂�(𝑠) とする必要条件は，Q(s) ≈ 1によって得られることがわかる．本研究で対象とす

る外乱は，20 Hz 以下であるため，20 Hz 以下で𝑄(𝑠) ≈ 1とする設計が必要になる．さらに，𝑄(𝑠) ≈ 1の条件で

1 + ∆(s) が相殺できるために，1 + ∆(s)が十分に安定である条件が必要である． 

図 4-16 に外乱オブザーバによる SAT 推定値測定例を示す．測定に際し，SAT の代わりにラック軸端に単純な

ばね負荷を与えている．図より負荷に応じて増加する摩擦特性が同時に推定されていることが分かる．このよう

に外乱オブザーバは，ノミナルモデルに含まれていない特性を外乱として検出することが分かる． 

操舵運転負荷を軽減するためには，外乱力は適切に抑圧し， SAT は，積極的に伝達することが求められる．し

かし，図 4-14(a)に示すように外乱オブザーバ出力は，両方を含むため，抑圧対象とする外乱のモデルを用いて外

乱オブザーバ出力から抑圧する外乱力のみを取り出す必要がある．このため， 𝐹(𝑠) は，推定外乱から抑圧すべ

き外乱力を取りだすためのフィルタとして応用する． 
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4.5.3 操舵トルク特性伝達特性時定数の補償 

SAT は，式(4-1)に示すようにヨーレートのみならず横加速度の関数になる．4.3 では，式(2-28)で示す実舵角に

対する横加速度の伝達特性は，操舵周波数 0.5Hz 以内では，式(3-11)に示す 1 次位相遅れ特性で近似できるとし

た．この仮定は，零点は速度に依存せず極より大きい 2 Hz 付近にあるので，0.5Hz 以下で 2 次である極の位相遅

れ量を減らす方向に働くため妥当な近似であると考えられる．図 4-17 にヨーレート減衰率を与える補正制御を行

った際の操舵角に対する横加速度の伝達特性と，これを式(3-11)の 1 次位相特性で近似したボード線図とを示す．

図から，0.5 Hz 以下の最大誤差は位相で 6 度であり，定性解析上では十分許容範囲と考えられる． 

目標とする操舵トルク特性は，式(4-9)の𝝉𝒔𝒂𝒕を運転者特性に適合する適切な時定数𝝉𝒓に することである．しか

し，この𝝉𝒔𝒂𝒕は，車速の関数であることから，EPS で補正する必要が生じる．この補正は，SAT 推定値にフィル

タ処理を行いトルク出力することにより達成できる．SAT推定は，図4-14(a)に示す外乱オブザーバを用いて行う．

SAT 推定値𝑇𝑠𝑎𝑡
̂  と𝑇𝑠𝑎𝑡  とが一致すれば，図 4-14(a)は図 4-14(b)に等価変換できるため，𝝉𝒓を得るためのフィルタ

𝐹(𝑠)の条件は，式(4-27)になり，式(4-8)を代入すると𝐹(𝑠)は式(4-28)で求まる． 
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また，外乱推定値は約 10 Hz 以下の範囲で一致すればよく，そのためには 10 Hz 以下で外乱オブザーバ補償器

𝑄(𝑠) ≈ 1の条件を満たす必要がある(Endo et al., 1993)． 

 

図 4-17 Validation of first order approximation 

 

図 4-18 に，この補正による効果の実車輌実験を用いた確認結果を示す．本実験は表 4-2 に示す諸元の車輌を用

いて行った．ここでは目標特性を，ヨーレートと操舵トルクの関係がハンドル操舵時と戻し時，それぞれで線形

関係にあることとした．図から，補正がない場合は，ヨーレート零付近でヒステリシスが大きく非線形であり，

時定数が目標より大きい状態がわかる．一方，補正を行った場合は，ハンドル操舵時と戻し時，それぞれで線形

に近い形状になっていることが確認できる．  

よって，本補正により目標とする操舵トルク特性が達成できることが示された． 

 

表 4-2 Vehicle specification for experiment 

Vehicle Specification 
Front wheel drive, Sports utility 

vehicle 

Engine capacity 1.9 L Diesel engine 

Mass 1450 kg 

Wheel base 2.55 m 

Stability factor 0.0018 

 

Steering frequency (Hz)Steering frequency (Hz)
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図 4-18 Effect of SAT transfer time constant compensation 

 

4.6 実車輌走行試験による操舵運転負荷軽減効果の確認 

本節では，4.4.1 項で述べた①から③の補償機能を実装した場合の効果を実車輌によるオフセンター領域の走行

試験で確認する．静的なパワーアシスト特性を変えずに補正有無の違いのみでレーン変更運転を行い目標軌道に

対する収束性を比較した．レーン変更時の収束性については，収束性が悪くオーバーシュートを起こすほど操舵

運転負荷が増すことが知られているためである(Pauwelussen and Pauwelussen, 2004)．実車輌は，表 4-2 に示す諸元

の車輌を用い，試験は，オフセンター領域内で最も高い 15 deg/s 程度のヨーレートが現れる車速 80 km/h でのレ

ーン変更走行を行い，操舵運転負荷の代用特性としてヨーレートのオーバーシュートを図 4-19 に示すコース制約

条件を与えて評価した．なお，本実験は，事前に運転者に実験趣旨のインフォームドコンセントを行い実施して

いる． 

図 4-20 に補正がない場合とある場合のレーン変更運転時の走行軌跡を示す．走行軌跡は，実験時の車輌の動き

をビデオ撮影し，求めた横変位を 2 次のスプライン関数で補完し表している．図より，補正なしでは横変位（ｙ

軸）のオーバーシュートが見られるのに対し，補正ありではオーバーシュートがない． 

次に，操舵運転負荷の代用特性として用いるヨーレートの収束性を図 4-21 に表す．また，操舵トルク情報との

因果性を調査するために操舵トルクを同時に表した．なお，ヨーレートおよび操舵トルクは，車輌に搭載した測

定器出力によるものである．図から，補正がない場合はヨーレートが収束する直前でオーバーシュートが観察さ

れる一方で，補正を行った場合は，オーバーシュートは発生していないことがわかる．これは，ヨーレートに対

する操舵トルクの位相特性が影響しているからであると考える． 

補正がない場合は，ヨーレートと操舵トルクの位相差が操舵状態によって変化するため，操舵トルク情報でヨ

ーレートを認識することが困難であると考えられ，必要以上の操舵を行いオーバーシュート発生に至ったものと

思われる．一方，補正を行った場合は，操舵時の操舵トルクとヨーレートとの位相関係はほぼ一定であり，運転

者は操舵トルク情報でヨーレートを制御できた結果，オーバーシュートが発生しなかったものと考えられる． 

以上，述べたように，提案する EPS を用いた補正方法によってヨーレートのオーバーシュートが抑えられ操舵

運転負荷が軽減できたことが確認できた． 
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図 4-19 Lane change test course 

 

 

図 4-20 Experimental results of vehicle trajectory in lane change handling 

 

 

図 4-21 Handling effort reduction effect by proposed compensation control in lane change handling 

 

4.7 まとめ 

本章では，通常操舵運転における運転者負荷軽減を目的に，操舵特性に対する車輌特性の影響を解析し，それ

を EPS によって補償する方法を提案した．得られた主な結論は，次のとおりである． 

(1) 目的に対する望ましい操舵特性を，車輌挙動と操舵トルクのリサージュ波形を基に操舵周波数とヨーレー

ト振幅の関係で示す方法を示した． 

(2) 操舵特性を再現するシミュレーションによって操舵特性に対するスタビリティファクタと後軸コーナリン

グコンプライアンスの影響により安定感を失う条件を明らかにした． 
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(3) EPSを用いて，スタビリティファクタとコーナリングコンプライアンスの影響を補償し，運転者から見て

安定感のある操舵しやすい車輌特性にする方法を提案した． 

(4) 外乱推定器を用いた EPS制御によって運転者が操舵トルク情報で車輌挙動を把握しやすい応答性に補償す

る方法を導いた． 

 さらに，提案した EPSによる補償によって操舵運転負荷が軽減できることをレーン変更運転実験で実証した． 
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第 5章 操舵運転負荷に対するステアリング系の影響と EPSを用いた補償 
 
 

5.1 本章の目的と構成 

本章では，操舵運転負荷に対するステアリング系の影響を明らかにし，EPS 機能を用いて軽減する補償方法を

提案する．操舵運転負荷低減に関する研究は，運転による基本的な行動である認知，判断および行動に対応し，

①車輌挙動を操舵情報で把握しやすい特性，②操舵制御しやすい車輌特性，③操舵行動に伴う身体的負荷軽減と

いう３分野（以下，総称し操舵特性）で主に議論されてきた．この操舵特性に対する車輌と運転者の中間に位置

するステアリング特性の影響は大きく，これまでに EPS 機構特性と操舵特性との関係を議論した研究やステアバ

イワイヤを用いてステアリングの影響を切り離して望ましい操舵特性の研究（西原，熊本，2002），（中野，葉山，

2013）がなされてきた． 

ただし，これまでの EPS と操舵特性を論じる研究の多くは，従来の油圧式パワーステアリングに対しパワーア

シスト用モータが追加されたことによる操舵特性への悪影響を減らすことを研究開発課題としてきた（竹間，島

田，1992），（大庭，清水，2007），（中野他，2013）．その結果，モータが付加されたことによる負の影響は，EPS

機能に適したブラシレスモータの開発（遠藤，2004）やステアリング機構構成部品の改善（中野他，2013）によ

り徐々に克服されつつあり，より高い操舵運転の安全に貢献する EPS の役割が期待されている．たとえば，EPS

機能を用いてタイヤがグリップを失った際の事故回避技術への応用例（Bolia, et al., 2014）や身体的な操舵運転負

荷軽減を，操舵運転を行う際の手腕の機械的な特性を解析し，それに適応する EPS のパワーアシスト特性を論じ

た報告（Mehrabi, 2014）がなされるようになった．しかし，まだ操舵特性の一部の改善を図ったことに留まって

いる．現在，ほとんどの乗用車では EPS を採用しているため，EPS を用いた望ましい操舵特性の実現による操舵

運転負荷軽減は，喫緊の課題になっている．  

ところで，EPS による操舵運転負荷の軽減を論じる場合には，まず目標とする操舵特性を明らかにする必要が

ある．この操舵特性目標は，操舵場面によって求められる特性が異なるため，例えば，直進走行時（van Ende, et 

al., 2015 ）や旋回時（園田他，2014）などの操舵場面に着目し操舵負荷を軽減する操舵特性を論じた研究が報告

されている．また，各操舵場面で求められる操舵特性は，特に目標軌道への追従操舵では違和感のない連続性に

配慮した特性で統一されることが求められる．しかし，操舵特性全体を考慮し望ましい操舵特性を論じ，EPS を

用いた具体的な実現手段を述べた研究はない． 当然，操舵運転環境を構成する道路，車輌，運転者およびステア

リング機構の操舵特性全体への影響を明らかにすることが必要であり，前章では車輌を論じた． 

そこで本報では，目標軌道に追従することを目的とする操舵運転場面を対象に，各操舵場面での操舵特性に対

するステアリング機構特性の影響を述べ，望ましい操舵特性の実現に貢献するステアリング機構特性を補償する

EPS 制御設計方法を提案する． 

以下が，本章の構成である． 

第 2 節では，操舵場面と操舵特性の関係を示す． 

第 3 節では，本章の検討で用いるシミュレーションモデルについて説明する． 

第 4 節では，オンセンター領域におけるステアリング系動特性の影響と EPS 制御機能による補償について説明

する． 

第 5 節では，オフセンター領域におけるステアリング系動特性の影響と EPS 制御機能による補償について説明

する． 

第 6 節では，オフセンター領域の外側の領域におけるステアリング系動特性の影響と EPS 制御機能による補償

について説明する． 

第 7 節で本章のまとめを行う． 
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図 5-1 本章の位置づけ（図 1-9の再掲） 

 

 

図 5-2 操舵運転環境における本章の位置づけ 

 

5.2 操舵運転場面と操舵特性 

本章では，通常走行における操舵運転場面に対する運転者特性のこれまでの実験結果を整理し，本研究で用い

る操舵場面の分類を導く．目標軌道に追従するという操舵制御では，運転者特性による制御の上限周波数がある

ことが知られている．例えば，クロスオーバ理論 (McRuer, et al., 1977) では，運転者は車輌動特性を補正し約 0.6 

Hz 程度の追従制御応答性に適応するとし，他に 0.4 Hz とする報告 (Heißing and Ersoy, 2013) もある．この周波数

を超えた領域については，2 Hz までは条件により車輌挙動の振動を抑制制御できるとされ，2Hz 以上については

運転者単独の能力では制御できないとの調査研究報告 (Heißing and Ersoy, 2013) がある．  

以上により，本章では操舵周波数 0.5 Hz 以下を対象に車輌挙動の大きさで本研究が対象とする操舵場面を整理

する．つまり，前報と同様にヨーレートの大きさによって図 5-3 に示す三つの領域，①オンセンター領域，②オ

フセンター領域，③コーナリング領域に分けて操舵特性を検討する．表 5-１に，①から③の代表的な操舵場面と

一般的な操舵力特性の代表値を示す． 
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図 5-3 Measured example of steering characteristic 

 

表 5-1 Handling characteristic region 

Handling characteristic 

region 

Driving 

condition 

Steering torque Ttor  

range(Nm) 
Yaw rate γ range 

(deg/s) 

On center ① 
Straight 

ahead 
−2.0 ≤ 𝑇𝑡𝑜𝑟 ≤ 2.0  −1.0 ≤ γ ≤ 1.0 

Off center ② Slow curve 
2.0 < 𝑇𝑡𝑜𝑟 ≤ 3.5  

−2.0 > 𝑇𝑡𝑜𝑟 ≥ −3.5 

1.0 < γ ≤ 15 

−1.0 > γ ≥ −15 

Outside of off-center ③ Rapid curve 
𝑇𝑡𝑜𝑟 > 3.5 

𝑇𝑡𝑜𝑟 < −3.5 

γ > 15 

γ < −15 

 

オンセンター領域①は，主に直進状態で用いる操舵領域である． 

オフセンター領域②は，通常操舵運転でのコーナリングやレーン変更運転で用いる領域である．通常操舵運転

は，速度に関わらず横加速度が 0.2～0.3 G 以内の範囲で行われていることが報告されている(Mitschke and 

Wallentowitz, 2013)．この横加速度は，図 5-3 の測定条件の操舵では，ヨーレートに換算すると最大 15 deg/s 以下

に相当する． 

オフセンター領域の外側の領域③は，たとえば緊急時に大きな横加速度を必要とする操舵領域である． 

一般的に①から③の操舵特性評価は，横軸に操舵量と縦軸に車輌挙動のリサージュ波形を用いて評価を行い，

リサージュ波形から得る代用特性と操舵感の相関関係が明らかにされてきた．リサージュ波形を用いる理由は，

波形で現れるヒステリシス特性が操舵運転負荷低減に重要な役割を果たすことが知られているためである．例え

ば，操舵角に対する操舵トルク，操舵トルクに対する横加速度のリサージュ波形に現れるヒステリシス幅を，操

舵感を評価する代用特性とすることの妥当性を主観評価との相関性で示した研究 (佐藤他，1990)，（山下他，1991）

報告があり，操舵場面に対して適切なヒステリシス特性と量があることを示している．また，このヒステリシス

特性は，操舵系の摩擦の影響が大きいことが明らかにされている（久代，2010）． 

そこで，本研究では，操舵量に操舵トルクを用いて，図 5-3 に示す実際のリサージュ波形を前述の三つの操舵

領域にわけ，望ましいしヒステリシス特性とそれを実現する摩擦特性を明らかにし，EPS 機能を用いて望ましい

摩擦特性に補償する方法を明らかにする． 

 

5.3 シミュレーションモデル 

本研究では，操舵場面に応じた操舵特性に対するステアリング機構特性の各要素の影響を議論するため，シミ

ュレーションにより主に図 5-3 のリサージュ波形を再現し検討を行う．第 2 章で示したシミュレーションモデル

を用いるが，オンセンター領域の操舵特性については，手腕の機械的な特性の影響を無視できないと考え，手腕

の機械的な特性をモデルに追加している． 
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図 5-4 にシミュレーションモデルの概要を，表 5-2 に本シミュレーションで用いた車輌の平面二輪モデルで同

定した車輌諸元を示す．図 5-4 は，第 2 章で示したシミュレーションモデルに対し手腕の機械的な特性を加えて

いる．用いた車輌は，エンジン排気量が 1.2L でスタビリティファクタ 0.0017 の小型乗用車である．リサージュ

波形の再現は，操舵トルク情報が通常操舵運転に重要な役割を果たす①オンセンター領域と②オフセンター領域

を対象に行う．通常操舵運転時の車輌の最大横加速度は，0.2～0.3ｇの範囲であり，この横加速度範囲は，ヨーレ

ート換算で最大 15 deg/s 以内であるため，①②領域は，通常操舵運転に相当する．また，タイヤ横滑り角と横力

の関係が線形である領域は，0.4ｇ以内であるため（Heißing and Ersoy，2011）平面二輪モデルと線形タイヤモデル

を用いる．このシミュレーション結果と実車輌を用いた実測のリサージュ波形の比較を図 5-5 に示す．図より，

実測データに対するシミュレーション結果の最大誤差は 0.3Nm であり，一般の運転者が認識できるとされる操舵

トルク検出分解能 0.25 Nm（遠藤，2004)に近い値であり，妥当な誤差範囲内で再現できているといえる． 

③オフセンター領域の外側の領域については，速やかに横変位を発生することが重要であるため，①②と同じ

モデルを用いて定性的にステアリング特性と横加速度の関係を評価する． 

本シミュレーションでは，手腕の機械的な特性を考慮しオンセンター領域のシミュレーションを行っている．

手腕の機械的特性を示す概略図を図 5-6 に示す．運転者は，操舵場面に適応し，手腕の機械的な特性を変えて操

舵運転を行っており，特にオンセンター領域では，手腕の筋肉の緊張を緩和した状態，つまり低剛性状態でハン

ドルを把持しているため，操舵特性に対する影響が大きい． 

手腕の機械的な特性については，Cole らの研究成果（例えば Pick and Cole, 2004）がある．彼らの研究では，手

腕の筋肉の緊張を緩和してハンドルを把持した場合と，緊張して把持した場合の手腕の機械的な特性を測定して

おり，それぞれで図 5-6 に示す機械的な特性が 1 自由度振動系で近似できることを明らかにしている．そこで，

本研究では，Cole らの成果を用いて手腕の機械的な特性をモデル化している．その筋肉の緊張を緩和した状態の

パラメータを表 5-3 に示す．また，第 2 章で述べたステアリング機構特性の補償を行った後のステアリング機構

特性のパラメータは，表 5-4 に示すとおりである． 

表 5- 2 Vehicle dynamics parameters 

Parameters Symbol Value Unit 

Vehicle mass m 1250 kg 

Yaw moment of inertia I 2000 kgm 

Distance between front axis and C. G. lf 1.0 m 

Distance between rear axis and C. G. lr 1.5 m 

Front cornering stiffness Kf 50000 N/rad 

Rear cornering stiffness Kr 75000 N/rad 

Trail  0.065 m 

 

表 5- 3 Hnad and arm system dynamics parameters (Relaxed muscle case) 

Parameters Symbol Value Unit 

Inertia Jdr 0.105 Kgm2 

Damping factor Bdr 0.72 Nms/rad 

Stiffness Kdr 3.2 Nm/rad 

 

表 5- 4 Steering dynamics parameters 

Parameters Symbol Value Unit 

Handle inertia Jh 0.038 Kg/m2 

Torsion bar stiffness Ktor 143 Nm/rad 

Steering system inertia Jstg 0.01 Kg/m2 

Steering system damping  Bstg 0.5 Nms/rad 

Total gear ratio gtot 15.5  
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図 5-4 Configuration of Simulation model 

 

 

(a) Simulation                      (b) Measured 

図 5-5 Validation of simulation model 

 
図 5-6 Configuration model of steering, hand and arm system 

5.4 オンセンター領域 

一般にこの領域では，タイヤが発生する微妙な力を運転者に伝えることが求められ，ステアリング系の摩擦力

は少ないほうがよいといわれてきた．しかし，ステアリング系の摩擦力を減らすことは，タイヤから伝わる外乱

が運転者に伝わりやすくなるため，適度な摩擦力を与え防ぐ処置がとられる（大野，清水，2015）．このため，摩

擦力により減少するタイヤが発生する力を的確に運転者に伝える必要であり，操舵により発生するタイヤの力と

摩擦力以外を外乱として減らす努力がなされる（遠藤，2000）．しかし，外乱を減少できたとしても，摩擦力と手

腕の筋肉の緊張緩和がもたらす低剛性が起因しスティックスリップ現象が発生し，タイヤが発生する力の認識が
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阻害されることがある． このスティックスリップは，トルク変動自体は小さいにも関わらず，手腕が間欠的に動

くため，オンセンター領域の操作性に及ぼす影響は大きい． 

  図 5-７にスティックスリップ現象の実測例を示す．スティックスリップ現象は，摩擦力に変動があり，駆動系

剛性が低く，駆動速度が低い場合に発生する振動現象である．オンセンター領域では，表 5-3 で示したように駆

動系に相当する手腕の剛性が低く，オンセンター領域の修正操舵はゆっくりと行われるため，スティックスリッ

プが起こりやすい．このため，運転者はスティックスリップが発生した場合，腕の剛性を高めて操舵を行う必要

が生じる．すなわち，操舵運転負担がかかる． 

   このスティックスリップに対しては，摩擦力変動の原因であるステアリング機構が有する静止摩擦力を低減す

る機構方式の採用（遠藤，2000）やモータコギングトルクの低減（大穀，山口，2007）が報告されているが，十

分なスティックスリップ抑止効果を得るにはいたっていない．そこで以下では，EPS 制御を用いてスティックス

リップの影響を低減する方法について述べる． 

 

 

図 5-7 Example of stick-slip phenomenon 

 

5.4.1 トーションバーに減衰を与えスティックスリップの影響を低減する EPS制御方法 

前記のスティックスリップ現象を起こす駆動系剛性は，図 5-6 に示すようにトーションバー剛性と手腕の剛性

の直列ばね結合となるため，スティックスリップは，トーションバーの相対変位をもたらす．このため，トーシ

ョンバーの相対変位に減衰を与えることにより，スティックスリップ現象は緩和されると考えられる．  

オンセンター領域でのトーションバー相対変位の安定化には，従来から操舵トルクの微分に比例したモータト

ルクを発生する微分制御が用いられている．この結果，比例制御器であるパワーアシスト制御器とあわせて PD

制御器構成となっている．しかし，この微分制御は 2 章で示した𝑃2,𝑚𝑎𝑠𝑠(𝑠)を安定化することを目的としたもので

あり，𝑃2,𝑚𝑎𝑠𝑠(𝑠)より周波数が低いスティックスリップ現象に対して調整を行った場合は，𝑃2,𝑚𝑎𝑠𝑠(𝑠)を励起する

という問題が生じる．このことを図 5-4 で示すブロックを用いて示す． 

図 5-4 より舵角からステアリング角度までの伝達特性は，C2(s)を無視し Tsatを外乱と見なすと図 5-8 で表され

る．ここで，オンセンター領域ではパワーアシスト量がほぼ零であるため，C1(s)の D 制御ゲインを Kdとすると

式(5-2)となり，閉ループ特性に減衰率が与えられると同時に位相進み特性をもつ．この位相進み特性は，操舵ト

ルク周波数に応じてパワーアシストゲインが増えるように作用するため，スティックスリップ低減のために𝐾𝑑

を増加すると𝑃2,𝑚𝑎𝑠𝑠(𝑠)の振動が励起されてしまう． 
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この問題は，操舵角情報を用いることで解決できる．つまり，図 5-9 に示すように操舵角を入力としたフィー

ドフォワード制御器により式(5-2)の零の影響を打ち消し，𝑃2,𝑚𝑎𝑠𝑠(𝑠)を励起しない零を与える 2 自由度制御系構成

にすることでスティックスリップと𝑃2,𝑚𝑎𝑠𝑠(𝑠)の安定化を両立できる．しかし，実装できる制御器は，操舵角を入
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力としトルクを出力する制御器であるため，実装上は図 5-9 と等価な図 5-10 に示すフィードフォワード制御器と

なる．なお，式(5-3)では位相進み項が示されているが，これは身体的な負荷低減に必要な手腕の機械的な剛性低

下がもたらす応答性低下を補うために必要な機能である．この機能の必要性を筆者は経験してきた．ただし，こ

の効果を示す解析には更なる条件と検討が必要であるため，式(5-3)の提示にとどめる． 
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図 5-8 Simplified on center region dynamics model 

 

 

図 5-9 Torsion bar damping control scheme 

 

 

 

図 5-10 Implementation block diagram of torsion bar damping control 

 

5.4.2 提案する制御の効果 

図 5-10 に示す本研究で提案する制御器の効果を確認するため，ステアリング系の摩擦にクーロン摩擦に対し

0.3Nm 大きい静止摩擦を与え，図 5-4 のシミュレーションモデルを用いて評価した．直進状態での修正操舵を模

し，手の位置を振幅±2deg，周期 4 秒のサイン波で与えた．本制御を行わない場合は，図 5-11(a)に示すようにス

ティックスリップが継続的に発生している．一方，本制御を行った場合は，図 5-11(b)に示すように，スティック

スリップが減衰しており，提案する制御器の効果が確認できる．これは，トーションバーの相対変位に減衰を与

えることで，静止摩擦が発生する条件であるステアリング角速度が零の条件になりにくくなったためであると考

えられる．なお，トーションバーに減衰率を与えることで，ハンドル戻り時に操舵中立点に戻る自己復帰性が改

善できることも報告されており（栗重他，2011），本制御により自己復帰性の改善も期待できる． 
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   (a) Without torsion bar damping control       (b) With torsion bar damping control 

図 5-11 Effects of torsion bar damping control against stick slip on center region 

 

5.5 オフセンター領域 

オフセンター領域では，操舵を行う際には，しっかりとした手ごたえにより，車輌挙動を伝達し，保舵時には

少ない力で保舵できることが望ましい．この要求に対し，リサージュ波形で観察されるヒステリシス幅が重要な

役割を果たしていることが知られている(山下秀也ほか，1991)． 

ヒステリシス幅の創出には，ステアリング系の摩擦特性が影響しているため，本章では望ましいヒステリシス

特性を得るために必要な摩擦特性を明らかにし，オフセンター領域に適した摩擦特性を与える EPS 制御設計方法

を導く．さらに，このヒステリシス幅にはパワーアシスト特性も影響する．よって，最初にステアリング系の摩

擦にクーロン摩擦を仮定してパワーアシスト特性がヒステリシス幅に与える影響について明らかにし，次に適切

なヒステリシス幅を得るうえで必要な摩擦特性を明らかにし，EPS 機能での補償方法を提案する． 

5.5.1 ヒステリシス幅に対するパワーアシスト特性の影響 

パワーアシスト特性は，操舵トルクの関数で与えられ，一般的には操舵トルク増加に伴いパワーアシストゲイ

ン Kassistが大きくなる調整が施される．図 5-12(a)は，一般的なパワーアシスト特性であり，走行状態では Kassistは，

オンセンターで最小 0 倍，オフセンターの外側の領域で最大 10 倍の範囲で𝐾𝑎𝑠𝑠𝑖𝑠𝑡が変化するように調整される．

なぜならば，オンセンター領域では直進安定性への配慮から操舵トルクに対する操舵角感度を低減し，オフセン

ターの外側の領域では，操舵角に対するヨーレートゲインを向上させるため，パワーアシストゲインをあげるこ

とでのステアリング剛性を向上する調整が行われるためである． 

次に𝐾𝑎𝑠𝑠𝑖𝑠𝑡のヒステリシス幅への影響をシミュレーションによって明らかにする．この影響をわかりやすく示

すため，𝐾𝑎𝑠𝑠𝑖𝑠𝑡は，操舵トルクに関わらない定数とし，ステアリング系の摩擦はクーロン摩擦𝐹𝑟のみを仮定した．

また，𝜃𝑔 から𝑇𝑠𝑎𝑡までの特性を単純なばね特性𝐾𝑠𝑎𝑡とし，ヨーレートと𝜃𝑔は比例すると仮定した． 

𝐾𝑎𝑠𝑠𝑖𝑠𝑡をパラメータに評価したものを図 5-12(b)に示す．図より，𝐾𝑎𝑠𝑠𝑖𝑠𝑡の増加に従い操舵角に対する操舵トル

クゲインが低くなることとヒステリシス幅が減じていることが観察される．この理由は，操舵トルクとばね反力

とクーロン摩擦のつりあい式から𝑇ℎを求めた式(5-4)が表すように，操舵トルクに現れるばね定数とクーロン摩擦

の影響は，1/(1 + 𝐾𝑎𝑠𝑠𝑖𝑠𝑡)になるためである．その結果，図 5-12(a)のパワーアシスト特性を適応した場合，図 5-

13(a)に示すヨーレート増加に伴いヒステリシス幅が狭くなる特性になる．したがって，目標とするヒステリシス

幅を得るためには，ヨーレート振幅または𝜃𝑔に応じてクーロン摩擦が増える摩擦特性が必要になる． 
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5.5.2 望ましいヒステリシス特性に対するステアリング系摩擦特性の構成 

本項では，操舵特性に対する各摩擦特性の影響を示し，目標操舵特性に必要な条件を導く． 

式(5-5)に𝜃𝑔 ≈ 𝜃𝑑とした場合の𝜃𝑔の運動方程式を用いて，ステアリング系の摩擦を構成する摩擦特性を概念的

に示す． 𝐾𝑠𝑎𝑡に対し𝐾𝑡𝑜𝑟が約 10 倍大きいため，𝐾𝑡𝑜𝑟に関する項は無視して表した．𝐵𝑆𝑇𝐺は粘性摩擦係数，𝐹𝑟はク

ーロン摩擦係数，𝜂は構造減衰係数であり，𝑗は虚数単位である．EPS のステアリング系が有する構造減衰は，主
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に減速器歯面圧力による弾性履歴損失により起きるものであり，歯面圧力を与えるモータトルクは，セルフアラ

イニングトルクの関数になるので，𝜽𝒈とセルフアライニングトルクの関係がわかるように構造減衰係数からセル

フアライニングトルクのばね定数をくくりだして表している．以下では，式(5-5)に示すクーロン摩擦，粘性摩擦，

構造減衰摩擦を対象に EPS ステアリング系の摩擦構成を図 5-4 に示すシミュレーションモデルを用いて解析す

る． 

gsatgrSTGgSTGhSTG jVKFBJJT  )1)(()()(                        (5-5) 

 

(a) Power assist characteristic      (b) Simulation results of power assist gain influence 

図 5-12 The influence of power assist gain 

 

 

      (a) With Coulomb’s friction           (b) With Coulomb’s friction and hysteresis damping 

図 5-13 Simulation results of friction characteristic influence to hysteresis characteristics 

 

次に望ましいヒステリシス幅を同定したクーロン摩擦，構造減衰摩擦および粘性摩擦の順にシミュレーション

上で再現し，それぞれのヒステリシス特性に対する影響を調べた．なお，クーロン摩擦は，パワーアシストトル

クが零であり，かつ粘性摩擦が無視できる操舵速度で測定した同定値を用いた． 

図 5-13(a)は，クーロン摩擦のみの場合のリサージュ波形である．図より，ヨーレート振幅が大きくなるに応じ

てヒステリシス幅が減少している．これは，図 5-12(a)に示すパワーアシスト特性を適応した結果，ヨーレートの

増加に伴い，パワーアシストゲインが増加し，式(11)で示した効果により生じたものである．図 5-13(b)は，クー

ロン摩擦が𝑇𝑠𝑎𝑡に比例し増加する構造減衰摩擦を与えた場合の結果である．これによりハンドル切り替えし時の

ヒステリシス幅がほぼ再現できていることが確認できる．さらに，EPS のモータ逆起電力が補償されずに残った

粘性摩擦を加えた場合が図 5-5(a)である． 
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以上より，オフセンター領域で望ましいヒステリシス幅を得るためには，クーロン摩擦量が SAT の関数で変化

する構造減衰特性を与える必要がある場合があることが明らかになる．したがって，次に構造減衰を与える EPS

制御について検討する． 

 

5.5.3 ステアリング系に構造減衰特性を与える EPS制御設計 

A) 設計方法 

図 5-13(b)で与えた構造減衰特性は，𝜽𝒈の代わりに𝑻𝒔𝒂𝒕の関数で与えている．その理由は，次の二つによる． 

 ・𝜃𝑔の中立点は，𝑇𝑠𝑎𝑡がゼロとなる角度で定義されるため． 

 ・𝜃𝑔の関数で構造減衰量を与える場合，式(5-5)に示すように車速に対する関数も考慮する必要があるが,𝑻𝒔𝒂𝒕

を用いた場合は車速を考慮する必要がない． 

セルフアライニングトルクの推定は，操舵トルクとセルフアライニングトルクとモータ運動に必要なトルクの

釣り合いを用いて入力誤差モデルでオブザーバを設計することで行える．そのブロックダイアグラムを図 5-14 に

示す．図中 C(s)は，トーションバーと EPS 制御器を一つにまとめたものであり，その出力は，操舵トルクとモー

タ出力の和である．STG(ｓ)は，モータ特性をステアリング軸換算で表した特性であり，次の式で与えられる．ま

た，STGn(s)は，オブザーバに用いるモータ特性のノミナル値を用いたモデルである． 
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)(                                     (5-5) 

 

F(s)は，構造減衰を与えるフィードバック制御系を安定化する機能と望ましい構造減衰定数を与える機能を有

する伝達特性である．第 3 章で示したようにヒステリシス幅の調整は，0.5 Hz までの操舵周波数を対象としたも

のであるため，5～10 Hz のカットオフ周波数を持つローパスフィルタを用いて，EPS の 2 慣性系の振動を励起し

ないように配慮している．また，構造減衰を EPS 制御機能で与える目的のひとつにパワーアシストゲインにより

低減するヒステリシス幅の補償があるため，構造減衰係数をパワーアシストゲインの関数とする必要がある．た

だし，本例では単純に Tsat に比例するものとして補償するクーロン摩擦量を与えた． 

 

 

図 5-14 Structural damping control block diagram 

 

B) 実験結果 

図 5-15 に本制御を実装した場合のヒステリシス幅に対する効果を示す．本実験では，ヒステリシス幅に対する

本制御の影響以外の影響を排除するためにベンチ上で SAT の代わりにばね負荷を与え，車速 80km/h で走行した

場合のパワーアシスト特性を与えて測定したものである．図より，本制御によりヒステリシス幅が増しているこ

とが確認できる． 
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図 5-16(a)および図 5-16(b)は，ヨーレート約 10 deg/s での保舵力が同一であることを条件に，本制御を適応した

場合としない場合とを比較したものである．保舵時の操舵トルクは，0.3Hz のヒステリシス図の摩擦特性の下死

点に近い値になるため，この点を保舵時の操舵トルクと定義し，図中 Holding Torque(保舵力)と記した．構造減衰

を与えた制御を行わない図 5-16(a)は，図 5-13(a)に近い形状を示しており，保舵力を 2 Nm にするためにパワーア

シストゲインをあげる必要があり，オフセンター領域でのヨーレートに対する操舵トルクゲインが低下している

のがわかる．その結果，操舵トルクによるヨーレートの把握が困難になっているものと考えられる．一方，図 5-

16(b)に示す構造減衰を与えた制御を行った場合は，ヨーレート振幅に応じてヒステリシス幅が増加しており，オ

フセンター領域でのヨーレートに対する操舵トルクゲインが確保できている．その結果，オフセンター領域内で

の操舵トルクによるヨーレート把握が容易で，かつ，負荷の少ない保舵力が実現できていることがわかる． 

 

 

図 5-15 本制御の効果 

 

(a) Without structural damping control               (b) With structural damping control 

図 5-16 Experimental results of structural damping control 

 

5.5.4 セルフアライニングトルクに対する摩擦の影響補償制御設計 

本制御の目的は，摩擦で見えなくなったセルフアライニングトルクを擬似的に与え，低速走行では，ハンドル

戻り特性を改善し，高速走行時では，オンセンター領域の操舵特性を改善することである．A)で補償制御方法を

示し，B)でその効果を示す． 

A) 補償方法 

操舵運転負荷を軽減する EPS では，セルフアライニングトルクが中立を示すべき中立点を推定している．この

情報を用いて，摩擦により失われたセルフアライニングトルクに相当するばね特性を摩擦トルクとの関係で与え，

摩擦によるオンセンター領域の操舵特性や低速走行時のハンドル戻り特性の影響を補償する．本制御の目的を考
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えると，本提案とは別に，摩擦そのものを補償する考え方もある．しかし，オンセンター付近であっても適度な

摩擦は必要である．また，キャスタ角をつける等のサスペンション設定により，摩擦の影響を抑制することも考

えられるが，この方法ではカントや轍に対するハンドル取られや車輌流れの感度が高くなるという背反がある． 

図 5-17 は本制御の実現を示すブロック図で，本制御はステアリング角度情報を用いた状態フィードバックであ

る．ただし，ステアリング系の摩擦特性と車輌のヨーレート特性への影響を考え，補正を行う量を操舵トルクと

操舵角速度の関数としている(原他，2004)． 

 

 

図 5-17 本機能の制御ブロック図 

 

 

B) 制御器の効果 

図 5-18 は，本制御による操舵特性の改善例である．速度 10Km/h でスラローム走行したときの特性を本制御の

有無で比較している．本制御がない(a)の場合，±30 度の範囲で，運転者はハンドル中立位置を操舵トルク情報

を認識できない．この舵角範囲では，車輌のヨーレートが発生しており，操舵トルク中立位置で車輌が偏向して

しまう．一方，本制御を行う(b)の場合では，ハンドル中立位置が不明な範囲は±10 度間で，車輌の偏向はわず

かである．この中立位置が分からない領域は，同時にセルフアライニングトルクでハンドルが戻らない残留ハン

ドル角でもある．この残留ハンドル角に対して運転者が意図的にハンドルを戻す必要があるため，低速度走行時

の操舵運転野安全や快適性に悪影響を及ぼすため，残留ハンドル角がないことが望まれる．図 5-18の結果では，

本制御により改善されていることが分かる． 

また，低速での運転時では，残留ハンドル角が少ないだけではなく，ハンドル戻りの過渡応答も操舵運転の安

全や快適性にとって重要である．例えば，コーナを運転する際，必要な舵角を入力した後は，目標軌道に同期す

るようにハンドルが戻ることが望ましい．本機能は，この課題に対しても有効である． 

本制御では上記のような調整が可能になる．図 5-19は，ハンドル戻りの過渡応答特性の改善例である．ハンド

ルの戻り方がスムーズであり，かつ速度に応じてハンドル戻り速度も速くなるように設定できていることがわか

る．これにより，運転者は，ハンドル戻し時に自身が行うべき操舵量を予測しやすくなり，低速走行時の操縦性

向上につなげることが可能になる． 

以上のように，ステアリング系の摩擦を補償する擬似的なセルフアライニングトルクを与えることで，操舵運

転の安全向上につながるといえる． 
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(a) 本制御を行わない場合       (b) 本制御を行った場合 

図 5-18 本制御の効果による摩擦の補償例 

 
図 5-19 操舵角と操舵角速度の関数でセルフアライニングトルク特性を補正することによるハンドル戻り特性の改善 

 

5.6 オフセンター領域の外側の領域 

オフセンター領域の外側領域は，タイヤが非線形性を示すようになる領域であり，操舵トルク情報を通じタイ

ヤが非線形領域にあることを運転者に伝達することは，パワーアシストによる操舵運転負荷軽減と過信による無

理な運転の防止を両立するうえで重要である．また，本領域では速やかに横変位を発生することが求められる

(Heißing and Ersoy, 2013)ためパワーアシストゲインが高く設定されることがあるが，その背反としてタイヤが非

線形領域に入った場合の操舵トルク変化を抑圧してしまい情報量が減少するという問題を生じる． 

よって，抑圧されずに残った情報からタイヤが非線形領域にあることを運転者に的確に伝えることが重要であ

る．すなわち，情報量に頼らず運転者が認識しやすいように伝える工夫が必要になる．そのための一手法として，

タイヤが線形領域にある場合の操舵トルク予測値と非線形領域にある実際の操舵トルク値との差でタイヤが非線

形領域にあることを認識する支援が考えられる．以下では，その手法を提案する． 

5.6.1 タイヤグリップ状態把握に貢献する操舵特性と EPS 機能を用いた補償方法 

運転者はタイヤが線形領域にある状態から予想される操舵トルクと実際に感じる操舵トルクの差でタイヤのグ

リップ状態を認識していることを前提とするならば，タイヤが線形領域にある状態の操舵トルクを予測しやすく

することでタイヤが非線形領域にあることを運転者に伝達できることになる．ここでタイヤが線形領域にある場

合の操舵トルクが予測しやすい条件について考察すると，本稿で述べる操舵周波数 0.5Hz までの通常操舵におい

て以下の条件が考えられる． 

１） 操舵角に対する操舵トルクの関数が，操舵角やヨーレートの振幅や周波数に依存しない関数であること 

２） 上記関数が滑らかであること 
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１）は，タイヤのグリップ状態，つまり線形領域にあるか非線形領域にあるかの操舵トルク変化に対する感度

を上げるための条件であり，２）は，その関数が予測可能な関数であることを示す条件を想定したものである．

次に EPS 機能を用いた１）２）に対する補償方法について述べる． 

A) 操舵トルクの関数が操舵角の振幅と周波数に大きく依存いない関数に補償する EPS制御設計 

この目的に対し，操舵角に対する操舵トルクの伝達関数を適度な時定数を持つ一次の伝達関数に補償すること

が有効と考えられ，EPS 機能を用いた方法を述べた報告がある（遠藤，2016）．ここでは，その設計方法の概要を

示す． 

上記目標は，式(5-6)で表される制御対象である実舵角からヨーレートまでの伝達特性に対しステアリングのト

ーションバーのコンプライアンスを活用して，操舵角からヨーレートまでの伝達関数を式(5-7)に補償し，その結

果，操舵角から SAT までの伝達特性が 0.5Hz 以下の周波数領域において式(5-9)で示す近似式で表され．その時定

数𝜏𝑠𝑎𝑡が通常操舵を想定した操舵周波数 0.5Hz 以下の範囲で操舵角振幅や周波数に大きく依存しない特性をもた

らす時定数𝜏𝑟に補償することで達成することである．具体的にこの補償は，・車輌特性がもたらすヨーレート減衰

率を約１にして，・1 次遅れ特性になるように極ゼロ相殺を行い，・SAT 推定値を用いて操舵角に対する操舵トル

クの伝達特性の時定数を補償することで実現できる． 
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車輌特性がもたらすヨーレートの減衰率を約１にする補償は，ステアリング角度を入力とする式(5-10)で示す

制御器で実現する． 
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1 次遅れ特性になるように極ゼロ相殺を行う補償は，トルクセンサ出力を入力とする式(5-11)で示す制御器で実

現する． 
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さらに，式(5-9)の𝜏𝑠𝑎𝑡を𝜏𝑟に補償する制御器は，SAT オブザーバ出力を式(5-12)で表す位相補償器𝐹(𝑠)を通し加

算補償することで達成できる． 
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                                    (5-12)  

 

B) 操舵トルクの関数が予測しやすい滑らかな関数に補償する EPS制御設計 

ここでは，ステアリングエントロピー法（伊藤他，2001）を参考に運転者の予測特性を考慮した滑らかな関数

の条件を考える．ステアリングエントロピー法では，運転者の最短制御間隔とする 150ms ごとの離散データを用

いてテーラ予測の 2 次項まで用いた予測特性で滑らかさを定義している．本研究の場合は，操舵角に対する操舵

トルクの関数の滑らかさを求めるため，テーラ予測の 2 次項までを考慮し，少なくともタイヤの線形領域におい

て操舵角に対する操舵トルク特性が 2 階微分まで連続な関数であることを目標とする． 

この条件は，操舵角に対するヨーレート特性が線形であるならば，単純に 2 次関数のパワーアシスト特性で達

成できる．しかし，実際には，操舵トルク量調整の観点からパワーアシスト量が決められるため，いくつかの操

舵トルクに対するパワーアシスト量を決めたうえで，これらの点間を 2 次のスプライン関数で補間を行うことで

2 階微分までの連続性をおおよそ満たすパワーアシスト関数設計法が提案されている（柴崎，遠藤，2007）． 
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5.6.2 実験結果 

前記制御器によるタイヤグリップ状態把握の効果について実車輌実験で確認する．実験には， 1.0 L のエンジ

ン排気量でスタビリティファクタが，0.0024 の小型車輌を用いた．図 5-20 は，操舵周波数 0.3Hz で測定したもの

であり，(a)は，操舵角に対するヨーレート特性であり，(b)は，操舵角に対する操舵トルク特性である．(a) の特

性は，ほぼ線形な特性を示しており，操舵角に対するヨーレート特性が線形であることが確認できる．また，(b)

は，操舵角振幅の変化に対し同じ曲線を描き，かつ 2 次曲線状の形状を示している．よって，本機能によりタイ

ヤの線形領域で求める条件が満たされていることが確認できる． 

次に図 5-21 で，操舵周波数 0.5Hz の場合を示す．まず(a)のグラフは，操舵角の絶対値が 30 度以上で徐々にゲ

インが低くなる非線形性を示している．これは，タイヤが非線形領域に入ることによる横力の低下の結果もたら

されたものと考えられる．次に操舵トルクの特性を(b)に示す．操舵角の絶対値 30 度以内では，図 5-20(b)に対し

ゲインが低いもののほぼ相似な形状を示している．ゲインがやや低く現れている理由は，式(5-9)で示す位相遅れ

特性によると考えられる．次に操舵角絶対値が 30 度以上では，図 5-20(b)と比較し波形にノイズが見られかつヒ

ステリシス幅が増加している．これは，図 5-21(a)でタイヤが非線形領域に入ったことにより発生したものと考え

られる．これに対し，運転者が予測すると考えられるタイヤが線形領域にあった場合の操舵トルクを操舵角 10 度，

20 度，30 度の操舵トルクを用いた 2 次のテーラ予測式での予測操舵トルクを青色で示した．この結果，ハンドル

を切りましている状態では，操舵トルクに微小な変動が予測と実際の差として観察でき，ハンドルを戻す側では

ヒステリシス幅の増加が観察できる．よって，運転者は，これらの変化を検出することでタイヤが非線形領域に

あることを認知できる可能性が示唆される．実際にこの特性を実装した場合の操舵感主観評価では，タイヤのグ

リップ状態がわかりやすくなったとの評価が得られている．この結果については，今後タイヤの非線形領域の操

舵トルクと主観評価の因果関係をより明確にすることで妥当性を深めたいと考えている． 

 

 

(a) Steering angle vs. yaw rate characteristic         (b) Steering angle vs. steering torque characteristic 

図 5-20  The handling characteristic in 0.3Hz steering frequency 

 

   

(a) Steering angle vs. yaw rate characteristic         (b) Steering angle vs. steering torque characteristic 

図 5-21  The handling characteristics in 0.5Hz steering frequency 
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5.6.3 操舵運転負荷軽減に貢献するステアリング機構特性を補償する EPS制御器構成 

以上で論じた操舵運転負荷軽減に貢献するステアリング機構特性を補償する ESP 制御器の構成を図 5-22 に示

す． 操舵場面に対する操舵運転負荷軽減の調整は，パワーアシスト特性の調整が基本であり，その結果発生する

問題を補償する機能が追加された構成となっている． 

 

図 5-22 Architecture of proposed EPS compensation controls  

 

5.7 まとめ 

本研究では，EPS 機構が有する操舵性能に対する負の影響が克服されることを前提に，目標軌道に追従する操

舵運転をヨーレート振幅により，オンセンター領域，オフセンター領域，オフセンター領域の外側の領域の三つ

の操舵場面に分類し，各操舵場面の操舵特性に対するステアリング機構特性の影響を明らかにし，望ましい操舵

特性を実現する EPS 制御設計法を提案した．その結果，次の結論が得られた． 

(1) 目標軌道に追従する操舵運転の操舵特性を論じる上で，ヨーレート振幅により，オンセンター領域，オフ

センター領域，オフセンター領域の外側の領域に分けて論じることの有効性を示した． 

 (2) オンセンター領域の操舵では，手腕の筋肉の緊張を緩和してハンドルを把持した場合，スティックスリッ

プが発生し，操舵負担を増すという問題を明らかにし，スティックスリップの影響を補償するＥＰＳ制御

を提案し，その効果を示した． 

 (3) オフセンター領域では操舵運転負担軽減にクーロン摩擦力がセルフアライニングトルクの関数で増加する

特性の重要性を明らかにし，EPS による補償制御によりクーロン摩擦力を擬似的に与える方法を提案し，

その効果を示した． 

 (4) オフセンター領域の外側の領域では，パワーアシスト特性ゲインが操舵角に対する横加速度ゲインに貢献

することを示し，かつこの領域で求められるタイヤの路面グリップ状態の認識に貢献するパワーアシスト

特性の関数条件を明らかにした． 
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 第 6章 操舵運転負荷に対する外乱の影響と EPSを用いた補償 

 

6.1 本章の目的と構成 

本章では，タイヤを通して伝わる外乱が操舵運転負荷に与える影響を明らかにし，EPS 機能を用いてその影響

を補償する方法を提案する． 

操舵運転負荷低減に関する研究は，運転による基本的な行動である認知，判断および行動に対応し，①車輌挙

動を操舵情報で把握しやすい特性，②操舵制御しやすい車輌特性，③操舵行動に伴う身体的負荷軽減という３分

野(以下，総称し操舵特性）で主に操舵入力に対する車輌応答特性を評価し議論されてきた． 

この操舵特性に対して，前輪タイヤに働く外乱力をステアリングからハンドルを通して運転者に適切に伝える

ことの重要性が知られている(Pfeffer and Harrer, 2013)．ここで述べる外乱力とは，運転者による操舵との因果性が

少ないタイヤに働く力を意味する． 例えば，路面とタイヤで発生する振動は，路面状況やタイヤのトラクション

を運転者が把握する重要な情報になっている(Münster et al., 2014)，(山本, 2008)．一方，過度の振動伝達は，操舵

運転を阻害する要因になるため，操舵運転に必要な外乱情報の大きさや周波数特性が研究されてきた（以下，外

乱力感度設計）．例えば，10Hz までのステアリング振動は，操舵運転に有用な情報を含んでいるため，適切に伝

える必要があることを示した研究がある(遠藤, 2000)，(Münster et al., 2014）． 

また，例えば，タイヤ遠心力やタイヤ剛性の不均一性によっておきるシミー振動は，操舵運転を阻害しないよ

うにできるだけ抑圧することが検討される(三浦，福田，1990)．このように，前輪タイヤに働く外乱力は，運転者

の操舵運転行為に対する有効性の観点から伝達感度が検討されるため，操舵目標に対する運転者の制御能力（以

下，操舵制御能力）を考慮した外乱力感度設計が必要である． 

ところで，これらの外乱に対する設計は，サスペンション系とステアリング系の設計が関与する複雑な設計課

題であり，車輌完成後に評価と調整が繰り返される場合が多い．このため，図 6-3 に示すように外乱力感度設計

に対するサスペンション系とステアリング系の設計因果関係を明らかにし，それぞれに対し独立し外乱力感度設

計を行うことを提案し，サスペンション系とステアリング系に対する外乱力応答の要求特性を求めた研究

(Münster et al., 2014)もある． 

現在では，ほとんどの乗用車で EPS が採用されている．したがって，運転者に伝える外乱力感度を運転者の操

舵制御能力に対し整理し，運転者と接する EPS の制御機能を用いて調整することができれば，多くの乗用車に対

し外乱力が起因する操舵運転負荷の軽減に貢献でき，かつ車輌設計や車輌調整時間の短縮にも貢献できることが

期待できる． 

そこで，本研究では，前輪タイヤに働く外乱力を運転者の操舵制御能力を考慮して整理を行い，その管理目標

を示し，その上で，外乱力感度設計が必要な各外乱管理目標に対する EPS 制御機能を用いた外乱力感度設計方法

を提案し，シミュレーションと実車実験を通してその有効性を確認する． 

以下が本章の構成である． 

第 2 節では，運転者の操舵制御能力で考える外乱と管理課題について示す． 

第 3 節では，本章の検討で用いるシミュレーションモデルを説明する． 

第 4 節では，目標軌道に追従する操舵制御における外乱管理目標と EPS を用いた補償設計方法を示す． 

第 5 節では，ヨーレート変化を対象にした操舵運転における外乱の影響の管理目標と EPS を用いた補償設計方

法を示す． 

第 6 節で本章のまとめを行う． 
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図 6-1 本章の位置づけ 

 

 

図 6-2 操舵運転環境における本章の位置づけ 

 

6.2 運転者の操舵制御能力で考える外乱力と課題 

本章では，運転者の操舵制御能力に応じて，問題となる外乱力の要因とその感度設計目標を論じる．表 6-1 は，

本研究で外乱感度特性を論じる操舵場面の区分を示したものである．操舵場面は，まず運転者の操舵運転能力で

区分し，次に作用する外乱で区分を行った． 

操舵運転は，到達目標の設定，目標軌道の設定，車輌挙動の安定化および目標軌道に対する追従制御により行

われる(Carlo, 2007). このうち，前輪タイヤに働く外乱力が操舵運転に影響するのは車輌挙動の安定化制御に対し

てであり，運転者の操舵制御能力の範囲で車輌挙動の補正が行えるように外乱力または外乱力の影響を管理する

ことが求められる．また，操舵周波数に応じて運転者が操舵制御できる車輌挙動の状態量が異なることを述べて

きた．このため，本章では，目標軌道に追従する 0.5Hz 以下の操舵周波数での操舵運転に対する外乱の影響と，

ヨーレートの変化率の制御が求められる 0.5Hz から 2Hz までの操舵周波数での操舵運転に対する外乱の影響に

分けて，操舵運転負担を軽減するための条件とそれを実現する EPS 機能を述べる． 
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図 6-3 サスペンション系とステアリング系の設計関係(Münster et al., 2014) 

 

次に本章で検討する外乱について述べる．表 6-1 に，本研究で検討する外乱を示す． 

まず操舵周波数 0.5 Hz 以下の通常運転時に関して述べる．路面状況やタイヤのトラクション情報は，積極的に

伝えるべき外乱力情報であり，主に 10～15 Hz 以下に含まれる．このため，10～15 Hz 以下での外乱力感度が高

くなるように EPS 制御機能を応用した外乱力感度設計が求められる．一方，10～15 Hz 以上の外乱力伝達は，運

転者が過敏な操舵感と感じるため，外乱力感度が周波数の増加に応じて低くなるように設定される(Münster et al., 

2014)，(Endo, 2000)． 

外乱力の発生要因に対して外乱力感度が論じられる場合がある．そのひとつに，路面カントの影響によるハン

ドル中立点の直進状態に対するオフセットがある(山本, 2008)．路面カントとは，主に排水のために設定された路

面の傾きでる．この影響は，10 Hz 以下の定常的な周波数成分に近い外乱として現れるが，直進状態の維持に運

転者の操舵力が必要になり操舵運転負荷が増すため，抑圧すべき外乱と考えられている(山田，原口，1995)．ま

た，ハンドルシミーやブレーキジャダ振動は，10 Hz 以上で現れ抑圧すべき周波数範囲にあるが，サスペンショ

ン前後方向の固有振動数を励起し，特定の周波数で大きな振動となるため(竹川他，2004)，固有な外乱感度低減対

策が行われる場合が多い． 

操舵周波数 0.5～2 Hz の範囲に対しては，横風や路面の凹凸をタイヤが通過したときに働くステアリング回転

方向の外乱力（バンプステアまたはキックバック）によりハンドルが取られたり，ヨーレート振動が励起された 

りする課題がある．この場合には，運転者が対応できるようにハンドルが取られる挙動の過渡応答を穏やかに

し，ヨーレート振動を運転者能力で制御可能にするようにヨーレート振動周波数と振動の減衰率を調整するよう

に調整が検討される． 

以上の外乱に対し，従来は外乱感度低減のためにキングスピン周りやステアリング系に摩擦を与える対策が採

られたが(三浦，福田，1990)，周波数領域での外乱力感度設計に対応できないという課題があった． 

 

6.3 シミュレーションモデル 

本研究では，EPS 制御機能を応用した外乱力感度設計を議論するため，シミュレーションモデルを用いている． 

図 6-4 にシミュレーションモデルの概要を，表 6-2 に本シミュレーションで用いる車輌の平面二輪モデルで同

定した車輌諸元を示す．また，表 6-3 にステアリング系の主要諸元を示す．用いた車輌は，エンジン排気量が 1.2

ｌでスタビリティファクタ 0.0017 の小型乗用車である．外乱により生じる車輌の最大横加速度は，タイヤ横滑り

角と横力の関係が線形であるといわれる 0.4 G 以内であるため(Heißing and Ersoy, 2011)平面二輪モデルと線形タイ
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ヤモデルを用いる．また，第 2 章で述べたようにステアリング系の摩擦特性の外乱力感度に対する影響は大きい

ため，ステアリング系の摩擦特性を第 5 章で述べた摩擦モデルを用いて詳しくモデル化している． 

図 6-5 に，通常運転でのシミュレーションモデルの妥当性を実車輌による操舵トルクに対するヨーレートのリ

サージュ波形の測定結果とシミュレーション結果との比較で示す．図が示すように，実測データに対するシミュ

レーション結果の最大誤差は 0.3 Nm であり，一般の運転者が認識できるとされる操舵トルク検出分解能 0.25 Nm 

(遠藤，2004)に近い値であり，妥当な誤差範囲内で再現できているといえる． 

図 6-6 に，0.5Hz から 2Hz 操舵特性を評価するフリーコントロール時のシミュレーションモデルの妥当性につ

いて，操舵角とヨーレートの時間応答に対する実車輌による結果と，シミュレーション結果の比較により示す．

ステアリング角度 60 度，ヨーレート約 20deg/s を初期条件として与え，図中の 1 秒の時間タイミングで手放しを

行った．このときの誤差は，固有周波数および減衰率ともに 10％以内であり，妥当な範囲で再現できている． 

 

表 6-1  The disturbances in handling environment to work steering torque 

表 6-2 Vehicle dynamics parameters 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6-3 Steering dynamics parameters 

Parameters Symbol Value Unit 

Handle inertia Jh 0.038 kg/m2 

Torsion bar stiffness Ktor 143 Nm/rad 

Steering system inertia Jstg 0.01 kg/m2 

Steering system damping  Bstg 0.4 Nms/rad 

Total gear ratio gtot 15.5  

Handling region according to 

driver’s control ability 

Steering 

frequency 

(Hz) 

Handling 

condition 
Disturbance source 

Effects of 

disturbance 

 

Tracking control to target 

trajectory 

≤0.5 

Normal 

Handling 

① Disturbance from 

road surface 

Help for handling 

≤10Hz 

Disturb the steering 

information 

>10Hz 

② Steering shimmy 

③Brake judder 

Disturb the steering 

information 

④Road cant Steering torque offset 

⑤Tire grip saturation 
Less vehicle 

behavior responce 

Vehicle behavior stabilizing 

control 

0.5～2.0 Emergency 

handling 

⓺Bump steer 

⓻Cross wind 

Disturb the vehicle 

behavior stability 

Parameters Symbol Value Unit 

Vehicle mass m 1250 kg 

Yaw moment of inertia I 2000 kgm 

Distance between front axis and C. G. lf 1.0 m 

Distance between rear axis and C. G. lr 1.5 m 

Front cornering stiffness Kf 50000 N/rad 

Rear cornering stiffness Kr 75000 N/rad 

Trail  0.065 m 
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図 6-4 Configuration of simulation model 

 

 

 (a) Simulation                         (b) Measured 

図 6-5 Validation of simulation model 

 

 

図 6-6 Simulation results comparison with measured in free control condition 
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6.4 目標軌道に追従する操舵制御での外乱抑圧 

6.4.1 ２自由度制御系を用いた外乱力感度設計  

本項は，第 4 章で詳しく説明しているので，ここでは簡単に説明する(遠藤，岡本，2008)． 

まず，本節で外乱オブザーバを応用した 2 自由度制御系での外乱力感度設計の考え方を示し，次項以降で表 6-

1 の“②ハンドルシミー”，“③ブレーキジャダ”，“④道路カント”の 3 つの外乱力に対する外乱力感度設計につ

いて検討する．  

図 6-7(a)に本研究で用いる外乱オブザーバを用いた外乱力感度設計の基本構成を示す．外乱オブザーバは，ト

ーションバーを制御器に含む制御器 C(s)の出力トルクとステアリング系を動作するのに必要なトルク，そして外

乱力の力学的なつりあいから外乱力を求めている．外乱オブザーバの推定値と実際の外乱が等しいと仮定すれば，

図 6-7(b)で示すように，外乱に対し1 − 𝐹(𝑠)の特性を通したように外乱力が働く．つまり，外乱力からトーション

バーで検出するトルク𝑇𝑡𝑜𝑟までの伝達関数は，式(6-1)となり，Small Gain Theorem で示す安定性に対する T(s)の拘

束条件があっても外乱力感度設計設定の自由度を有することがわかる． 

 

 

           (a) Disturbance estimate feedback control                (b) Simplified block diagram of (a) 

図 6-7 Disturbance estimate feedback control 

 

)()())(1))((1()( sTKsSTGsTsFsT sattortor                             (6-1) 

したがって，次に𝐷(𝑠) ≈ �̂�(𝑠)とする外乱オブザーバの設計条件を明らかにする必要があるが，その条件は，

𝐹(𝑠) = 1 として外乱力𝐷(𝑠)から出力𝜃𝑔までの伝達関数をゼロにする条件と等価である．図6-7(a)において，𝐹(𝑠) =

1 として𝐷(𝑠)から 𝜃𝑔までの伝達関数を，C(s)を無視して外乱オブザーバの特性のみで表すと次式となる． 
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                           (6-2) 

 

式(6-2)より𝐷(𝑠) ≈ �̂�(𝑠)とする必要条件は，Q(s) ≈ 1によって得られることがわかる．本研究で対象とする外乱

は，20 Hz 以下であるため，20 Hz 以下で𝑄(𝑠) ≈ 1とする設計が必要になる．さらに，𝑄(𝑠) ≈ 1の条件で1 + ∆(s) 

が相殺できるために，1 + ∆(s)が十分に安定である条件が必要である． 

操舵運転負荷を軽減するためには，外乱力は適切に抑圧し，セルフアライニングトルク(以下，SAT)は，積極的

に伝達することが求められる．しかし，図 6-7(a)に示すように外乱オブザーバ出力は，両方を含むため，4・1 節

で示した周波数領域での設計で適切な外乱力感度が得られない場合は，外乱力のモデルを用いて外乱オブザーバ

出力から抑圧する外乱力のみを取り出す必要がある．このため， 𝐹(𝑠) は，推定外乱から抑圧すべき外乱力を取

りだすための内部モデルを含む伝達特性になる．したがって，以下では抑圧すべき外乱力ごとに，その動的な特

徴と𝐹(𝑠)の設計について述べる． 
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6.4.2  サスペンション前後方向の固有振動を励起する外乱力 

A) 内部モデルと補償制御の考え方 

シミーやブレーキジャダによるステアリング振動は，図 6-8 で表すサスペンションの前後方向共振点に振動周

波数が一致した場合に操舵トルク振動が大きくなり(三浦，福田，1990)，操舵運転を阻害することが知られてい

る．このステアリング振動は，次式を満たす車速で現れる． 

r

V
SUS




2
                                           (6-3)                       

だだし， 

r：車輪半径，ω𝑆𝑈𝑆：サスペンション前後方向共振周波数 

このサスペンション前後方向の共振点は，例えば図 6-9 に示す石畳路を走行した場合のハンドル周方向の振動

周波数により確認できる．図 6-10 は，石畳路を走行しサスペンション前後方向の共振点を励起し，その結果であ

る周方向の振動を操舵トルクで検出し，パワースペクトラムで表したものである．図に示す大きなピークがサス

ペンション前後方向共振点によってもたらされたものと考えられ，減衰の少ない 1 自由度振動系として観察され

る．このピークに対し外乱感度が低減できる方法が必要となる． 

サスペンション前後方向の共振周波数が式(6-3)の条件となる車速は，一般の中小型車では 100 km/h 前後となる

場合が多く，高速道路での巡航運転で不快感を与える一因となる．そのため，実用上考慮すべきロードホイール

のアンバランスに対し運転者が感じ始めるトルク変動である 0.25 Nm に近いトルク変動内に管理する必要がある． 

従来では，こうしたサスペンションの前後方向共振点で増大するハンドルシミー振動やブレーキジャダ振動に

対し，サスペンションのブッシュに減衰特性の大きいブッシュの採用やラックアンドピニオンの支持に減衰部材

を介する対応がされてきた．しかし，これらの方法はステアリング系に余分なコンプライアンスを与えるため，

操舵に対する車輌の応答性が悪くなるといったトレードオフ問題がある．また，第 2 章で述べたようにステアリ

ング系に摩擦を与えて対応する場合もあった． 

ハンドルシミー振動やブレーキジャダ振動は，ステアリング機構を通じてハンドルに伝わる．これに対し，逆

位相の振動をモータが発生し，相殺するような外乱オブザーバのフィルタ𝐹(𝑠)を検討する．この機能は，タイヤ

が発生するトルクから操舵トルクまでの伝達特性をモデルにもち，極零相殺を行うことによって実現できる．タ

イヤが発生するトルクは，図 6-7(a)を用いて推定する．また，サスペンション前後方向の伝達特性は，2 次の伝達

特性で近似できるため，式(6-4)に示すように図 6-7(b)に示す 1 − 𝐹(𝑠) の零に相殺するサスペンション前後方向

の伝達特性をモデル化し，減衰率が大きい式(6-5)の条件を満たすモデルを極に置く．式(6-4)の伝達特性は，ω𝑆𝑈𝑆 

に対する帯域除去フィルタであることから本設計の作用により共振を低減できることが理解できる． 

 

 

図 6-8 ステアリング前後方向機構(三浦，福田，1990) 
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図 6-9 石畳路 

 

 

図 6-10 Steering torque power spectrum at paving driving 
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21 1                                                          (6-5) 

この結果，𝐹(𝑠)は式(6-6)で与えられる． 
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図 6-11 は，本制御を実装した状態でのラックフォースに対するハンドル円周方向の加速度の伝達関数を測定

したものである．図より本制御を用いた場合は，約 16Hz 付近に帯域除去フィルタの特性が加わったことが観察

できる．この帯域除去フィルタは，式（6-4）によってもたらされたものであり，本制御が設計意図とおりに機能

していることを示すものである． 

サスペンショ

ン前後方向共振

点の影響 
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図 6-11 ラック力からハンドル加速度までの伝達特性 

 

B) 提案する制御器のハンドルシミー振動を対象にした外乱力感度設計の効果 

最初に，表 6-1 に示す“②ハンドルシミー”による外乱について，図 6-４のシミュレーションモデルを用いて

提案する制御器の効果を検証した．シミュレーションでは，100 km/h で走行し，ロードホイールのアンバランス

がもたらす周波数でのトルクセンサ検出値の振幅が 0.3Nm になるように外乱を与えた．また，運転者の手・腕の

機械的特性の影響を除くため，操舵トルクはゼロにしている．その結果を図 6-12(a)に示す．図では，本制御器に

より約１/3 振動振幅が減少しており，効果が確認できる． 

次に実車輌を用いた実験で検証した結果を図 6-12(b)に示す．実車輌実験は，1 L クラスの小型車に EPS を装着

し行った．ロードホイールに質量 40 g のアンバランスを与え，車速 100 km/h で走行したときの操舵トルクを測

定し，本制御器の有無でハンドルシミー振動に対する低減効果を比較した．図より本制御器の効果により，操舵

トルク振動が約 3 分の 1 にまで減少していることが確認できる．また，図では本機能 OFF 状態で緑の点線で示

す約 1.5 Hz のうなり振動が観察され，ON の状態でもこれに近いうなり振動が見られる．これは，ハンドルシミ

ー振動周波数に近い機械的な共振点が励起されたことで発生したうなり現象であると考えられる． この場合の

ように，本制御器の低減効果に対しうなり振動振幅が上回った場合には，これ以上の低減は望めないと考えられ

る．  

次に本制御器により，操舵角に対するヨーレートの応答性を下げないように一部のサスペンション前後方向の

減衰部材を省略した場合で，ハンドルシミー振動を低減できた例を示す．図 6-13(a)に記すヨーレート応答性が高

い車輌 A の特性は，一部の減衰部材を除いた場合である．車輌 B の特性は，減衰部材を用いた一般的な場合であ

る．車輌 A では，本制御器を用いており，車輌 B では用いていない．EPS 機構は，車輌 A と車輌 B で同じであ

る．図 6-13(ｂ)にロードホイールに 40 g のアンバランスを与え，100 km /h で直進走行した場合のハンドルシミ

ー振動を示す．本制御器の効果により，車輌 A ではサスペンション前後方向の減衰部材を一部省略したにも関わ

らず，ハンドルシミー振動が車輌 B に対し低減できていることが確認できる．したがって，本例では，提案する

本制御器によって減衰部材と同等のハンドルシミー減衰効果が，ヨーレートの応答性を下げることなく得られた． 

図 6-14 は，ロードホイールのアンバランス量を変えて操舵トルクに伝わるシミー振動振幅を実車輌上で調査し

た結果である．図中に青で示した振動レベルが安心感を感じ操舵運転負担が少ないと主観的に評価された範囲で

あり，本制御の管理目標である．この結果では，本制御を用いると約 30ｇのアンバランス以下では青の領域内に

管理できている．また，アンバランス量が増えても，シミー振動振幅の増加の割合は少なく 60ｇのアンバランス

であっても赤で示す危険な範囲には至っていない．一方，従来の HPS の場合，40ｇ以上のアンバランスで運転者

は，運転者は危険を感じるレベルになっている．市場において，40ｇ程度のホイールアンバランスが想定される

ため，本機能が果たす効果は大きいと考えられる． 
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(a) Simulation                                    (b) Measurement            

図 6-12 Effect of oscillation reduction control 

 

 

               (a) Yaw rate gain                        (b) Steering torque oscillation against wheel unbalance 

図 6-13 Yaw rate gain improvement by steering torque oscillation reduction control 

 

 

図 6-14 ロードホイールアンバランスとシミー振動振幅の関係 
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C) 提案する制御器のブレーキジャダ振動に対する効果 

表 6-1 に示す“③ブレーキジャダ”は，ブレーキローターのミスアライメントにより発生するブレーキ力変動

が，転舵方向に働くことによる振動である．この振動は，高速走行時にブレーキ操作を行った際にシミー同様に

サスペンション前後方向の共振点を励起し問題となることがある． 

従来は，ブレーキホイールアライメント調整の高精度化やシミーと同様な対策方法がとられてきたが十分な解

決に至っていなかった．このため，提案する本制御器の効果を検証するために，高速域で毎秒 12 km/h のブレー

キ操作を行い，操舵トルク振幅を測定した．その結果を図 6-15 に示す．本制御器による補正なしでは，サスペン

ション前後方向の共振周波数に近い周波数でブレーキ力変動が起る約 100 km/h の車速で，操舵トルク振幅が増

加している．一方，本制御器による補正ありでは，同じブレーキ動作にも関わらずトルク振動は抑圧されており，

本制御器の効果が確認できる．なお，ブレーキジャダ時のサスペンション前後方向の共振周波数は，ブレーキ時

にステアリング支持系にかかる荷重の影響で高速シミー時のサスペンション前後方向の共振周波数に対してずれ

る(竹川他, 2004)．したがって，バンドパスフィルタ特性をもつ 𝐹(𝑠) の通過帯域を広く設計する必要がある． 

 

 

図 6-15 The effect of the compensation control against brake judder 

 

6.4.3 道路カントの影響を対象にした外乱力感度設計 

車輌直進状態では，できるだけ操舵運転負荷がかからないことが望ましい．しかし，直進進路であっても表 1

に示す“④道路カント”の影響により，SAT のオフセットが発生する場合がある．この問題に対し，道路カント

の影響を打ち消すようにタイヤに残留コーナリングフォースを与える対策がなされている（株式会社ブリジスト

ン，2008)．一方，EPS 採用に伴いキャスタトレールを増加する設定が行われる傾向にあり，この結果，道路カン

トに対する SAT オフセットの感度が高くなり (山田，原口，1995) ，運転者は直進状態を維持するために操舵ト

ルクが必要となる場合がある．この操舵トルクが，パワーアシストを必要とするレベルになると運転者は身体的

な操舵運転負荷を感じる．パワーアシストを開始する操舵トルクは，通常 1.2～1.8 Nm であるので，直進時の操

舵トルクは，この範囲にあることが身体的な操舵運転負荷軽減の観点から望ましい．このため，操舵角と操舵ト

ルクにより直進状態を判定し補正する方法が考案されている(久保田他，2007)．このような EPS を用いた補正は，

残留コーナリングフォースの結果で生じる SAT オフセットを検出することでより精度の高い補償が期待できる．

よって，本節では外乱オブザーバを用いて SAT のオフセットを検出し中立に補正する EPS 機能を述べる．  

提案する本制御器は，車輌の直進状態検出と SAT のオフセット補正を基本構成とする．図 6-17 は，提案する

本制御器を実現するブロック図である．本制御器は，車輌の直進状態の検出，そのときの SAT のオフセット量の

検出およびトルクオフセットを補正する制御器で構成する．車輌の直進状態は，車速が 50 km/h の条件で，操舵

角𝜃𝑑と𝑇𝑠𝑎𝑡が直進状態でとりえる範囲に継続的にある場合に検出する．そして，この期間の𝑇𝑠𝑎𝑡の平均値を SAT

のオフセットと判断する．この得られたオフセット補正値を用いて補償制御器によって操舵を阻害しないように

時間をかけて徐々に補償を行っている． ここで，SAT のオフセット量は，ニュートラルステア特性以外の車輌特

性では車速の関数になる．つまり， SAT の定常ゲイン𝐺𝑠𝑎𝑡(0)を平面二輪モデルの横方向とヨー方向の運動方程

式から求めると， 
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となる．式(6-7)は，表 6-2 のパラメータでは，車速が 50 km/h 以上で車速 V にほぼ比例し増加する関数であり，

式(6-8)も車速に応じて 𝐺𝑠𝑎𝑡(0) が増加する関数となる．このため，記憶した SAT のオフセット値は，式(6-7)によ

る車速に対する補正𝐾𝐷𝑅𝐼𝐹𝑇(𝑉)が必要であるため，補正を行っている．  

 

 

図 6-16 カント路の例 

 

 

図 6-17 The block diagram of self-aligning torque offset compensation 

 

図 6-18 は，本制御器によって中立における SAT のオフセットが補正されことを示す実験結果である．実験は，

左右輪のタイヤ径を代え擬似的に SAT のオフセットを再現し，80 km/ h の速度で直進走行を行い，このときの操

舵トルクの時間波形を測定し行った．図示したように，操舵トルクは摩擦の範囲で変動しており，補正前の場合

は最大 1.8 Nm，平均 0.9 Nm の操舵トルクが発生している．一方，補正後の場合は，最大 1.2 Nm，平均 0.1 Nm の

操舵トルクになっており，本制御器が正しく作用していることがわかる． 

また，補正前の操舵トルク変動は±0.7 Nm で，補正後の操舵トルク変動は，±1.1 Nm であり，補正前のトルク変

動幅のほうが小さい．これは，補正前ではパワーアシストが働いたためである．一方，補正後は，操舵トルク変

動幅と EPS の摩擦量は，ほぼ一致しパワーアシストが働かない状態で操舵できていると考えられる．つまり，提

案する本制御器によりパワーアシストが必要ないレベルに身体的な操舵運転負荷が軽減できていると考えられる．  

さらに，補正は，運転者に違和感を与えないことに配慮して徐々に行う．図 6-18 (c) にその対策を示す．ステ

アリングトルクが中立付近では，ステアリング系の摩擦力範囲で操舵トルクが変動するので摩擦力がもたらす操

舵トルクの変化率より十分に小さい変化率で補正することで，運転者に対しオートメーションサプライズを与え

ることを防いでおり，効果があることを主観的評価により確認している． 
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(a) With compensation         (b) Without compensation                (c) Compensation scheme in time domain 

図 6-18 The effect of self-aligning torque offset compensation 

 

6.4.4 タイヤグリップロス状態でのセルフアライニングトルク伝達制御設計 

本機能の目的は，タイヤがグリップを失いつつある状態を運転者にわかりやすく伝え，タイヤグリップを復活

する方向の操舵を支援することである．A)でグリップロス状態を検出する設計方法について示し，B)でその効果

を示す． 

A) タイヤグリップロス状態検出について 

安全な運転のために，タイヤのグリップ状態を常に維持することの重要性は言うまでもない．しかし，路面の

摩擦係数が低く滑りやすい状態で操舵を行うと，タイヤのグリップが失われ車輌が曲がらなくなるドリフトアウ

ト状態や，スピンしそうになるスピンアウト状態が発生する．そのため，運転者にグリップが失われつつある状

態を伝えることや，グリップが失われてしまった状態では，グリップを復活するための適切な操舵を支援するこ

とが望まれる．よって，タイヤのグリップ状態を推定する方法が必要になる． 

グリップ状態を検出する方法については，いくつかの報告がある．Ono らは，セルフアライニングトルク，タ

イヤ横力と駆動力を検出し，タイヤのグリップマージンを推定する方法を提案している(Ono, et al., 2004)．また，

Grüner らは，横力のタイヤすべり角に対する微分が零になる条件で，グリップが失われる直前の条件を検出し，

グリップが復活する方向のトルクアシストを行う EPS 制御を提案している(Grüner, et al., 2008)．本研究では，グ

リップした状態のセルフアライニングトルク規範モデルを用いてグリップロス状態を検出し，グリップが復活す

る方向にトルクアシストを行う方法(アピワット他，2012)を提案する． 

図 6-19にタイヤのグリップ状態とセルフアライニングトルクの関係を示す．図より，タイヤのグリップ状態の

変化は，セルフアライニングトルクの変化として表れることがわかる．図における領域 1は，タイヤが路面をグ

リップしている状態であり，セルフアライニングトルクと横すべり角は，ほぼ比例する． 

領域 2は，グリップ状態とグリップロス状態の境界領域である．領域 2では，タイヤからの反力にセルフアラ

インする力が残っており，運転者の力量でタイヤグリップ状態に復活させることが可能である．したがって，こ

の領域で求められるのは，運転者に対しこれ以上ハンドルを切るとグリップを失うことを伝えることである．そ

の手法として，領域 2の初期段階でグリップを失いそうな感覚を伝えることが考えられる． 

領域 3は，グリップを失った状態である．この領域では，負の剛性カーブを持つ．すなわち，一旦グリップを

失うと更にグリップを失う方向に舵が切れてしまう傾向にある．この領域で運転者がすべきことは，舵が切れる

方向に逆らってグリップ状態に戻すことである．だが，運転者が修正舵を当てながらグリップ状態を手ごたえで

検出することは困難である場合が多く，結果として舵の修正行為をしつつも，ドリフトアウト状態あるいはスピ

ンアウト状態から抜けることができずに事故に至ってしまうケースが発生する．よって，この領域で望まれるこ

とは，グリップを復活する方向の操舵を促し，グリップ状態が復活した際には，それを運転者に確実に伝えるこ

とである． 
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上記を実現するためには，領域 2領域 3の状態を検出することが必要となる．したがって，以下，領域 2, 領

域 3の検出方法を論じる． 

図 6-20はグリップロス状態を検出する基本的な考え方である．グリップロス状態は，グリップしている状態を

規範モデルと置き，推定したセルフアライニングトルクとの差で検出する．図の点線で示すようにセルフアライ

ニングトルクとスリップアングルの関係は，路面の摩擦係数が大きい場合，タイヤ剛性とタイヤの設置加重の重

心点で決まる線形な関係を横滑り角が約 2度以内の範囲で示す．一方，摩擦係数が小さい場合は，小さいスリッ

プアングルで極大値となる．したがって，その差でグリップロス状態を検出することは妥当である．なお，タイ

ヤがグリップした状態の規範モデルとは，平面二輪モデルをベースに入力を操舵角，出力をセルフアライニング

トルクとしたモデルで，以下の計算式で表せる． 

まず，車輌横方向の運動方程式は， 
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である．そして，グリップ状態のセルフアライニングトルクモデル出力 SAT は，以下の式で表せる． 
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本制御のブロック図を図 6-21に示す．実際のセルフアライニングトルクの検出には，外乱オブザーバ出力を用

いている．ただし，タイヤから発生するセルフアライニングトルクは，装着しているタイヤの仕様及び空気圧等

仕様状態により変化する．これらの変化に対してロバストな検出ができるように，操舵状態判定部では，検出し

た SAT1-SAT2に対して近似微分した信号を用いてモデル化誤差の影響を排除する．そして，操舵状態判定部では，

タイヤのグリップロス状態を運転者に知らせる操舵反力を生成する． 

図 6-22に本機能によるグリップロス状態の検出結果を示す．実験では 80km/h の速度で±50度の操舵を行い，

セルフアライニングトルクを飽和させ，飽和が検出できるかを確認した．図から，セルフアライニングトルクが

飽和した状態を本方法で検出できることがわかる．また，この飽和状態でもヨーレートに大きな影響が現れてい

ないことから，本制御で検出したセルフアライニングトルク情報を適切に運転者に伝えられれば，操舵不能状態

を回避するうえで有効性が期待できる． 
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B) 実車実験による本制御器効果の検証 

本制御の有効性は摩擦係数が 0.2 の低μ路で 60km/h の速度でレーン変更走行を行い検証した．実験で用いた

車輌は，表 6-2のパラメータ同定を行った車輌を用いた． 

本実験では，図 6-2で示したタイヤがグリップしている状態の規範モデルとセルフアライニングトルクの推定

値との差の近似微分特性をアシスト特性から減じることで，運転者に対しグリップ情報を伝えている．その結果，

グリップを失った場合には，SAT1-SAT2 の差を減少させる方向に補正トルクが働き，グリップを復活させる方向

の運転支援を行うことを意図した． 

その実験結果が図 6-23，図 6-24 である．本制御を有さない場合では，前述の理由により，運転者は一旦グリ

ップを失ったあとグリップを復活させる状態への操舵を試みるものの，グリップ復活状態が認識できない．つま

り，運転者モデルにおける予測モデルを有しない状態での運転状態となり，その結果，車輌挙動は不安定で左右

に振れた動きになり，姿勢制御が不安定であることが分かる． 

一方，本制御が動作した場合では，一般的なグリップ状態での操舵に近い操舵で車輌を制御できていることが

わかる．なぜなら，本制御により運転者はグリップを失いそうな状態を認識できており，グリップロス状態での

操舵は，前者と比較して少ないためであると考えられる．さらに，図 6-24より，本制御がない場合は，レーンを

大きく逸脱しており，操舵運転安全基準を満たせていないが，本制御を行った場合には，目標レーン内に収まっ

ており，操舵運転安全基準を満たせている． 

以上のことから，領域 2領域 3における本制御の操舵運転安全向上に対する有効性が示された． 

         

図 6-19 タイヤ横滑り角に対する SAT 特性                図 6-20 タイヤグリップロス状態の検出原理 

 

 

図 6-21 タイヤグリップロイス状態フィードバック制御のブロック図 
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図 6-22 タイヤグリップロス状態測定例 

 

 

(a) 補償機能あり            (b)補償機能無し 

図 6-23 タイヤグリップロス状態フィードバック制御の効果１ 
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図 6-24 タイヤグリップロス状態フィードバック制御の効果 

 

 

6.5 ヨーレート変化を対象にした操舵運転での外乱抑圧について 

本節では，運転者がヨーレート変化を制御できるとされている 0.5 Hz～2 Hz までの操舵周波数領域で操舵制御

しやすい条件を与えるステアリング特性の条件とそれを EPS 制御によって実現する方法について検討する． 

 

6.5.1 運転者がヨーレートの変化率を制御しやすい操舵特性条件 

運転者がヨーレート変化率を操舵制御する場面に横風や路面から受けるキックバック等の外乱によりヨーレー

トが振動的になる場合があり，これまで４WS を用いてヨーレートを安定化する方法(平岡他, 2003)や EPS による

横風外乱推定を用いてヨーレートの安定性を補償する方法(北野他, 2012)が提案されているが，本研究では，運転

者の操舵制御能力で対応できる条件と EPS を用いた補償設計方法について検討する． 

この外乱力に対するヨーレート過渡応答は，フリーコントロール時のヨーレート過渡応答を代用特性として論

じられている．フリーコントロール時のヨーレート過渡応答特性については，SAT に対するステアリング系の過

渡応答特性を考慮する必要性が示され（毛利他，2006），その解析は SAT を単純なばねとする(久代他, 2009)，あ

るいはステアリング系の固有振動数が車輌のヨーレートの固有振動数に対し十分に高い (酒井, 2015) と仮定し，

車輌のヨーレート過渡応答特性とステアリング過渡応答特性を非干渉として単純化している．ただし，本研究が

目的とする運転者の操舵制御能力でヨーレート過渡応答を制御できるようにする検討では，この干渉を考慮する

必要があり，解析が難しいという問題がある． 

しかし，この問題は，ステアリング系に伝わる SAT 特性を望ましい特性に補償することで解決できると考えら

れる．つまり，EPS 機能を用いてステアリング系過渡応答の加振力となる SAT 動特性を補正することで，車輌の

ヨーレート過渡応答特性とステアリング過渡応答特性とを独立して考えられるためである． 
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したがって，以下では SAT 推定を用いて，運転者がヨーレートの変化率を操舵制御しやすいようにステアリン

グ系の応答性補正を検討する．運転者がヨーレートの変化率を操舵制御しやすい目標条件は，これまで述べたこ

とを整理すると以下のようになる． 

 目標(1) SAT に対するステアリング系の応答性の周波数が，0.5 Hz 以上 2 Hz 以下にあること． 

 目標(2) この応答周波数で，ヨーレートと操舵角の位相変化は適度に少ないこと．  

 目標(3) 車輌のヨーレート過渡応答減衰率とステアリング系の過渡応答減衰率は，約 0.8 であること．  

これを本課題に対する目標とする． 

EPS 制御機能を用いてステアリング機構の動特性を含まない場合の車輌のヨーレート過渡応答を安定化し，ま

た，ステアリング系過渡応答が前記ヨーレート過渡応答の安定性に及ぼす影響を明らかにすることを考慮し，ス

テアリング系過渡応答の固有周波数を車輌のヨーレートの固有周波数より低くすることで，ヨーレートと操舵角

の位相差を減らし，かつヨーレート過渡応答を安定化するステアリング系の条件を求める． 

 

6.5.2 フリーコントロール時のヨーレート過渡応答に及ぼすステアリング系過渡応答特性の影響 

本項ではステアリング系動特性と車輌の動特性とを分け，車輌の動特性を EPS 機能によって補償し，安定かつ

単純化してステアリング系の影響を明らかにする．第 4 章では，運転者から見たヨーレート過渡応答特性𝐺𝜃
𝛾

(𝑠)

の減衰率を 1 に近くなるように補償を行い，零の影響は操舵の安定感向上のために補償を行い 1 次遅れ特性に単

純化できる EPS 制御機能を提案した．つまり，ステアリング系の動特性を無視した場合，操舵角に対するヨーレ

ート伝達関数は，図 6-4 に示す EPS 制御器𝐶1(𝑠)，𝐶2(𝑠)を以下に示す設計によって 1 次遅れ特性に近似できるこ

とを示した． 

操舵角に対するヨーレート減衰率を 1 にするためには， 
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また，零の影響は， 
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とし，式(6-17)に対し，極ゼロ相殺を行い 1 次式に近似できる𝑇1，𝑇2を設定する．その結果，式(6-19)のように

1 次遅れ式で近似できる． 
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また，この近似により操舵角に対する横加速度の伝達関数， 
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が，0.5 Hz までの範囲で成立することも第 4 章で示している．本研究では，定性的な解析を行う目的から，近

似式が 2 Hz まで成立するとして議論を進める． 

 𝑇𝑠𝑎𝑡を平面二輪モデルの横方向とヨー方向の運動方程式から求めると， 
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式(6-21)に式(6-19)，式(6-20)を代入すると， 
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式(6-22)は，ヨーレート過渡応答特性が 1 次の伝達関数で近似できれば，操舵角に対する SAT の伝達関数は，1

次の位相特性で近似できることを示しており，その極と零の周波数によって位相特性が速度に応じ変化すること

を示している． 

次に，式(6-22)を用いてステアリング系の過渡応答をもたらす SAT に対する運動方程式を求める．この応答周

波数に対し，EPS のハンドル慣性，モータ慣性およびトーションバーが構成する 2 慣性系の共振周波数は十分に

高くかつ安定化されていることを前提とするため，トーションバー剛性を省略すると，ステアリング系過渡応答

の特性方程式は，式(6-25)で単純化し表される． 
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さらに，式(6-19)に𝑠 = 𝑗𝜔を代入し周波数ωを変数とするベクトルに分解する．次に，式(6-25)を 2 次式に単純

化して SAT が及ぼす式(6-22)が表すステアリング系の安定性に対する作用を考察する． 

式(6-22)の伝達特性を絶対値|𝑇𝑅(𝜔)|と位相φ(ω)に分解すると，図 6-25 に示すばね特性と 90°位相が進んだ減

衰特性とのベクトル合成として表すことができる．つまり，式(6-26)と式(6-27)で示すばね項と粘性減衰項をωの

関数で表される． 
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式(6-26)，式(6-27)を式(6-25)に代入すると，次の 1 自由度振動系で表され， 
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ステアリング系の SAT に対する固有周波数は式(6-29)，減衰率は式(6-30)で表される． 
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この結果，式(6-26)より TR(s)が位相進み特性であれば，𝐵𝑆𝑇𝐸𝐸𝑅(𝜔)は正の値をとり，ステアリング系に減衰を与

えるように作用する．一方，TR(s)が位相遅れ特性となる場合は負の値をとり，ステアリング系の減衰を減らすよ

うに作用する．つまり，式(6-22)の位相特性は，ステアリング系の安定性に影響することがわかる．したがって，

次に TR(s)の車速に応じた位相特性について調べ，式(6-19)で示すステアリング系の安定条件を明らかにする． 

TR(s)が位相進み特性である条件は，式(6-22)より，極の時定数が零の時定数より小さいことであり，式(6-31)を

満たすことである． 
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)()( VV nsat                                                                     (6-31) 

  

ここで，式(6-23)，式(6-24)から式(6-31)の条件を速度の関数で求めることは困難であったため，表 6-2 のパラメ

ータを用いた数値解析を行った．その結果を図 6-26 に表す．この図より，車速の増加に伴い式(6-25)で示す条件

の余裕が減少し，135 km/h 以上では，関係が逆転している．このことは，車輌そのもののヨーレート過渡応答特

性は安定であっても，135 km/h 以上では，ステアリング系に負の減衰率を与え，ハンドル動作が振動的になりヨ

ーレートの安定性が失われることを示している．したがって，車輌そのもののヨーレート過渡応答特性を安定化

し，かつ式(6-16)が位相進み特性に補償する EPS 機能が必要になる． 

次にステアリング系の慣性の影響について述べる．式(6-30)は，ステアリング系の減衰率に対しステアリング系

の慣性が影響することを示している．よって，ステアリング系の慣性の影響について，図 6-4 のシミュレーショ

ンモデルを用いて検証する．図 6-27 は，車速 80 km/h における TR(s)であり，位相進み特性になっていることが

確認できる．図 6-28 は，ハンドル慣性値を固定し，モータ慣性の影響をモータ慣性補償制御量で調整し，等価的

なステアリング系慣性値を変化させた場合のフリーコントロールにおけるヨーレート時間応答を示す．等価的な

慣性値は，A から D の順で増やしている．表 6-4 にこの場合のヨーレート固有周波数𝜔𝛾と減衰率𝜁𝛾を記す． 

 

 
図 6-25 Decomposition of 1st order phase transfer function 

 

 

図 6-26 Self-aligning torque time constant according to vehicle speed                                             
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図 6-27 Self-aligning torque dynamics at 80km/h 

  

図 6-28 Free control response according to steering inertia  

 

表 6-4 Influence of motor inertia compensation 

Degree of motor inertia compensation  Oscillation frequency 𝜔𝛾(Hz) Damping coefficient 𝜁𝛾  (Nms/rad) 

Zero steering inertia case 1.88   1 (by EPS control) 

Case A 1.42 0.7～1 

Case B 1.25 0.7 

Case C 1 0.52 

Case D 0.64 0.38 

 

表 6-４からステアリング系慣性がない状態でのヨーレート減衰率が１の条件で，ステアリング系の等価的な慣

性の増加に伴い𝜔𝛾  が低下している，つまり𝜔𝑆𝑇𝐺の振動が𝜔𝛾をもたらしていることがわかる．また，図 6-27 の矢

印で示すように，等価的な慣性値の増加が，式(6-29)が示す𝜔𝑆𝑇𝐺を低減し，式(6-30)が表す𝜁𝑆𝑇𝐺の低下が，ヨーレ

ート減衰率 𝜁𝛾の低下をもたらしていることがわかる．このことは，ステアリング系の減衰率を得るために適切な

等価的な慣性値があることを示しており，モータ慣性補償制御量を調整するうえでの指針となると考える． 
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6.5.3 ステアリング系過渡応答の安定性を向上する EPS制御機能 

前節より，TR(s)が位相進み特性であれば，モータ慣性補償制御を用いてステアリング系の過渡応答を安定化で

きることを示した．そこで，本節では，TR(s)が位相遅れ特性である場合の安定化方法について述べる．位相遅れ

特性となる場合は，式(6-26)の𝐵𝑆𝑇𝐸𝐸𝑅(𝜔)が負の符号を持つことで安定性が失われることを示した．  

したがって，𝐵𝑆𝑇𝐸𝐸𝑅(𝜔) の影響を補償し安定性を得るために，従来は EPS 制御を用いてステアリング系に粘性

減衰を与え，ヨーレート応答を安定化する対策が施されてきた．しかし，補償すべき減衰特性𝐵𝑆𝑇𝐸𝐸𝑅(𝜔)は，ωの

関数であるため，従来の方法では同時に余分な粘性抵抗を与えてしまい，操舵感を悪化させていた． 𝐵𝑆𝑇𝐸𝐸𝑅 (𝜔)

は，SAT の伝達特性 TR(s) によりもたらされたものであるため，ここでは SAT の伝達特性を，SAT 推定値と図 6-

7 の𝐹(𝑠)によって補正し，𝐵𝑆𝑇𝐸𝐸𝑅 (𝜔)を補償することを検討する．目標とする TR(s)を TRr(s)とおくと， 

   
(a) HPS                                         (b) EPS 

図 6-29 Free control response of HPS and EPS 
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とすればよいことがわかる． 

 次に提案する本制御器の効果を実車輌実験で確認した結果を示す．図 6-29 は，上述の効果を実車輌実験で確

認したものである．実験は，表 6-2 の諸元を持つ車輌を用いて，油圧式パワーステアリング(HPS)と本制御器を実

装した EPS をそれぞれ装着した車輌を準備し，同じコースで同日に行った．HPS 装着車は，EPS のモータ慣性が

ゼロを想定したものである．図 6-29 では，実験結果とともにシミュレーション結果も示す． 図に示す結果から，

ヨーレートの共振周波数と減衰率を求めたものを表 6- 5 に示す．表より，実験結果とシミュレーション結果は，

13％以内の精度で一致しており，平面二輪モデルを用いた上記検討が妥当であることを示している． 

提案する制御機能により，6.5.1 項で示したヨーレート振動を運転者が容易に操舵制御できる目標(1)，(2)，すな

わちヨーレート自由振動の振動周波数は 2 Hz 以下でヨーレート減衰率が改善できていることが確認できる．ま

た，操舵角に対するヨーレートの遅れは，1 つ目のオーバーシュートのピークの時間差で見ると油圧式パワース

テアリングが 0.11 秒に対し EPS の場合は 0.08 秒と少なくなっており，目標(3)についても改善できている．これ

は，提案する制御機能によって，車輌のヨーレート固有振動を安定化し，かつ等価的なステアリング慣性値をモ

ータ慣性補償制御により適切に設定することによる効果と考えられる． 

以上から，提案する制御機能により，運転者能力でヨーレート振動を操舵制御できる条件であるステアリング

の自由振動周波数は 2 Hz 以下で，減衰率を改善し，かつヨーレートと操舵角の位相差が少ないという目標を満

たせることが確認できた． 
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表 6-5 Free control behavior results 

JSTG ( kgm2) 

0（HPS） 0.01（EPS） 

𝜔𝛾 (Hz) 
𝜁𝛾  

(Nms/rad) 
𝜔𝛾 (Hz) 

𝜁𝛾  

(Nms/rad) 

Measured results 1.82 0.42 1.56 0.55 

Simulated results  1.82 0.48 1.67 0.58 

 

6.6 まとめ 

本研究では，前輪タイヤに働く外乱力を運転者の操舵制御能力を考慮して整理し，管理目標を示し，各外乱管

理目標に対する EPS 制御機能を用いた外乱力感度設計方法を提案した．その結果，次の結論が得られた． 

(1) 運転者の操舵制御能力を考慮し操舵制御目標に対する外乱力の発生要因と管理目標を明らかにした． 

(2) パワーアシスト制御の一巡伝達関数を用いた周波数領域での外乱力感度設計方法を示した． 

(3) サスペンション前後方向の共振点を励起する外乱力が働いた場合の EPSを用いた外乱力感度設計方法を提

案し，その効果を示した． 

(4) 路面カントがもたらす操舵トルクオフセットによる直進走行時の操舵運転負荷を軽減する EPSを用いた補

償方法を提案し，その効果を示した． 

(5) フリーコントロールでのヨーレート安定性に対する車輌系とステアリング系が干渉することによる影響を

明らかにし，EPSを用いた SAT補償により非干渉化する方法を提案した． 
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第 7章 操舵運転負荷低減のための EPS設計技術 
 

7.1 本章の目的と構成 

本章では，これまで論じてきた操舵運転負荷軽減に貢献する EPS 機能を実現するための EPS アクチュエータ

設計技術について述べる． 

本研究では，操舵トルク情報を運転者特性に適合し伝達するという目的から，EPS 機構はトルクアクチュエー

タであるといえる．その最大出力トルクは，中型車では，ステアリング軸換算で 100Nmになる．一方，微妙に操

舵トルクを制御するため，トルク制御の分解能は，0.25Nm以下が求められる．つまり，10000分の 25の分解能で

のトルク制御が求められる．このため，EPS のトルク制御要求に適した EPS 機構補償制御技術やモータおよびそ

の制御技術を開発し対応する必要性が生じる．また，製品開発現場では，アクチュエータやセンサは，要求機能

に対しコストを最小化することを制約条件として設計を検討する．このコスト制約の中で大きな比重を持つ材料

コストや部品コストは，時代により変化する．よって，アクチュエータやセンサの設計技術を一般化することは

難しい．例えば，ブラシレスモータに用いる希土類マグネットは，2000年代前半は，非常に高価であり，いかに

使用量を減らしモータ要求出力を得るかが開発の最重要課題であった． 

以上より，本章では EPS が乗用車に広く採用されるきっかけとなった高出力ブラシモータと，始めて EPS 用モ

ータとして DC ブラシレスモータを適応したときの設計問題と解決方法を示すことで，操舵運転負荷軽減に貢献

する EPS のモータシステムの設計を示す．また，同様な条件で絶対舵角センサ技術について示す．これまで示し

たように操舵運転負荷軽減に向けて操舵角の絶対舵角情報が必要であるが，それをコスト最小化し市場に提供す

る必要があった．このために追加するハードウェアを最小にする絶対舵角検出方法が必要であった．  

したがって，本章では EPS 固有のトルクアクチュエータとしての要求特性を明らかにし，それを実現する EPS

機能特性の補償技術と EPS の普及に貢献したモータ設計技術と制御技術および操舵絶対角度検出を提案する．以

下は，本章の構成である． 

第 2節で，EPS 機能を実現する EPS 機構特性の課題とそれを補償する機能を提案する． 

第 3 節で，EPS 用トルクアクチュエータである EPS 用モータ要求を明らかにし，EPS 用 DC ブラシレスモータ

設計技術を示す． 

第 4節では，操舵運転負荷を低減する EPS 機能に必要な絶対舵角情報を検出する技術を提案する． 

第 5節でまとめを行う． 

 

 

図 7-1 本章の位置づけ 
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7.2 ステアリング機構特性補償制御設計 

本節では，EPS 機構をトルクアクチュエータとして機能させるためのステアリング機構特性補償制御設計につ

いて述べる． 

EPS は，モータを用いたトルクアクチュエータであるため，一般的なモータを用いた応用事例と同様に，モー

タ側と負荷側が剛性で結合された 2 慣性系の動特性を持つ．この 2 慣性系の動特性は，第 2章ではその振動数が

車輌ヨーレートの固有振動数に対し十分に高く，かつ安定であることを必要条件であることを示し，操舵運転負

荷軽減に貢献する EPS 技術を論じてきた．また，第 5章では，パワーアシストを行うオフセンター領域とコーナ

リング領域では，EPS の 2慣性形の振動モードを安定化することが必要であり，オンセンター領域では，手の特

性を考慮して安定化する必要があることを示した．そして，オンセンター領域を安定化する制御設計方法を示し

た．したがって，本節では，パワーアシストを行う領域での制御系安定化設計方法について示し，制御系全体を

表す制御系構造設計を示す． 

よって，本項では，１）パワーアシストを行う領域の安定化制御器の設計，2）パワーアシストを行わないオン

センター付近での安定化制御器の設計レビューは，既に第 5章で述べたので本章では割愛する，3)EPS をトルク

アクチュエータとして機能させるためのステアリング機構特性補償制御器構成を説明する． 

 

7.2.1 パワーアシストを行う領域の安定化制御器設計 

A) 安定化する制御対象の特性 

EPS 機構が持つ 2慣性系モードを補償し安定化するための制御器は，これまでにいくつか提案されている．そ

の考え方は，大別すると 2つある．1つは，2慣性系の極を摂動モデルとみなし，H無限大制御等のロバスト制御

問題として解く考え方，もう一つは，2慣性系の極を制御対象として，その内部モデルを持ち解く考え方である． 

ロバスト制御問題として解く方法は，Kohnoら(Kohno, et al., 2000)，大場ら(大場，清水，2007)の研究報告

がある．但し，十分条件で求めるロバスト制御設計方法では，操舵特性実現で特に重要な 10Hz以下の応答性に干

渉するという問題がある(遠藤，小林，2003)．また，非線形特性を持つパワーアシスト特性に対する扱いが難し

いという問題がある．さらに，制御器次数が高次になる傾向があり制御器実装上の問題もある． 

他に内部モデルを持つ方法が考えられる．ステアリング系の 2慣性系の振動モードを，操舵特性を実現する上

で影響しないように極を再配置するうえで制御対象の内部モデルを用いる方法が提案されている(遠藤，小林，

2003)．この設計の考え方は，望ましい操舵トルクを得る上で前提としてきた，「ステアリング系の固有振動数が

車輌ヨーレートの固有振動数に対し，十分に高く，かつ安定であること」に沿った設計が可能であるため，以下

では本方法の考え方に基づき安定化制御器設計方法を述べる． 

まず，安定化対象の開ループ特性を把握する．このために，図 7-2の装置を用いてモータを加振源とし，モー

タトルクからトルクセンサ出力までの開ループ伝達特性を測定し行った．測定では，一定値のゲイン特性を持つ

パワーアシストを与え，入力信号の大きさに影響を受けないようにしている．この測定でセルフアライニングト

ルクをラック軸端に相当するばねを結合し模擬している．測定結果を図 7-3に示す． 

図 7-3 の測定結果から，2つの極が見られる．1つは，約４Hz 付近に見られるピークであり，2つ目は約 17Hz

に見られるものである．1 つ目のピークは，ステアリング系全体の慣性とセルフアライニングトルク相当のばね

で構成される 1 自由度振動モードである．2 つ目は，ハンドル慣性とモータ慣性とトーションバーで構成される

2慣性系の振動モードである．1つ目のピークは，セルフアライニングトルクを模したばねとモータとハンドルの

慣性を合わせた慣性系で発生する共振周波数にほぼ一致する．また，2つ目のピークは，2慣性系の共振モードと

考えられるピーク周波数は，減衰率を無視した 2慣性系の共振周波数計算値に近い値である．この結果を本項の

後半にある表 7-1 で示す．以下，一自由度系の振動モードを第 1 共振点，2慣性系の振動モードを第 2共振点と

呼ぶことにする．表 7-1の結果により 2つの固有振動モードは独立して扱えると考えられる． 

第 2章で示したように，安定化すべき制御対象は，モータ慣性によってもたらされる 2慣性系の振動モードで

ある．一方，セルフアライニングトルクは，外乱として扱い適切に運転者に伝達することをこれまで述べてきた．

このため，セルフアライニングトルクが影響する 1自由度振動モードと 2慣性系振動モードの共振周波数が十分

に離れており，かつ安定であれば，第 1共振点で発生するトルクを外乱として扱うという仮定が成り立つ．よっ
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て，2 慣性系の極配置を行い，第１共振点と第２共振点の固有振動周波数を離すための制御設計技術を検討する．

以下では，第 2 章での検討を振り返りながら説明する． 

図 7-4 に対象とする 2 慣性系のモデルを示す．上記を踏まえセルフアライニングトルクは，外乱として扱う．

このモデルに基づいて作成したブロック図を図 7-5 に示す．図より制御対象は，モータトルクを入力としトーシ

ョンバーで検出したトルクを出力とする伝達特性であり，式(7-1)で表される． 
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式（7-1）には，2 つの慣性が一体となったモードと 2 慣性系のモードが含まれる．よって，式(7-1)を，ハンド

ル慣性とモータ慣性が一体となったモードとそれ以外のモードに分解する．一体となったモードは，トーション

バー剛性が無限大としたモードに相当し，次式のように 2 つの固有モードに分解できる．（図 7-6） 
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さらに，検討を容易にするために式(7-4)の低次元化を検討する． 

𝐾𝑡𝑜𝑟𝐵𝑆𝑇𝐺は，安定化すべき周波数帯域(15Hz 付近)では，他の項に対し十分に小さいので無視することができる．

すると，式（7-4）は，安定化する必要のある周波数帯域では式（7-5）に近似できる． 
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この結果，セルフアライニングトルクをばね特性とする振動系が第 1 共振点になり，式(7-1)で表される振動系

が第 2 共振点になることがわかる．  

 

 

図 7-2 ステアリング系特性測定装置 
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図 7-3 ステアリング系開ループ特性測定結果 

 

 

図 7-4 2 慣性系概略図           図 7-5 2 慣性系ブロック線図  

 

 

図 7-6 固有振動モードの分解 

 

B) 制御対象安定化の考え方 

次に，1 + ∆(s)の固有振動周波数と制御帯域である30Hzとの関係から，ロバスト安定化条件で安定化するのか，

内部モデルを用いて安定化するのか，安定化制御器設計の方向性の判断を行う． 

この 1 + ∆(s) の固有振動数は，極配置を行わない状態では約 17Hz にあり，EPS 制御機能帯域内に存在する．

したがって，1 + ∆(s) を内部モデルに持ち安定化する必要があることがわかる．また，外乱抑制と安定性は，同
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じ周波数帯域ではトレードオフの関係になる．EPS 機能の制御目的を考慮すると，制御帯域内では内部モデルを

用いた制御器により外乱感度に対する影響をできるだけ抑える必要があることからも，内部モデルを用いた安定

化が望ましいと考えられる． 

望ましい外乱感度関数を図 7-7に示す．この図は，外乱感度を相補感度関数で表したものである．相補感度関

数では，ゲインが１であれば外乱を抑圧し，ゲインが 1より小さいと外乱を伝えることを示す．図 7-7で表すよ

うにサスペンション前後方向の固有振動数(15～18Hz)より小さい周波数領域では，車輌挙動に関わる情報として

積極的に伝える，つまり外乱に対する感度が高いことが望ましい．一方，サスペンション前後方向の固有振動数

以上では，外乱を抑える方向の調整を行う． 

このような外乱感度特性を得るためには，1 + ∆(s)の特性ができるだけ影響しないように，内部モデルを用い

た極零相殺により，1 + ∆(s)の特性を相殺することが望ましい．一方，極零相殺は，制御対象の特性が変動した場

合のロバスト安定性に課題があり，パラメータ変動が大きくロバスト性が重要な本課題に対してそのまま適応す

ることはできない．そこで，相殺する極の安定性に対する影響をできるだけ小さくするために相殺する極の減衰

率を十分に高めた上で極零相殺を行うことを考える．このためには，1 + ∆(s)の極を十分な減衰率を持つように

状態フィードバックによる極配置を行い，安定化を図ることが効果的であると考えられる．  

以上から， 

・1 + ∆(s)の特性を安定化しやすい特性（極配置）にする 

・ 極配置された特性に対し，極零相殺を行い安定化する 

・ ロバスト安定性を向上するために極零相殺を行った特性に対しさらに安定化する 

の工程で第 2共振点を安定化する補償器設計を考えていく． 

 

図 7-7 望ましい外乱感度特性 

 

 

図 7-8 パワーアシスト特性 
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C）2慣性系特性の極配置制御 

ここでは，安定化のための 1 つ目のプロセスである状態フィードバックによる極配置設計について述べる．2

慣性系の極を安定化しやすい特性にする対策は， 

① 2慣性系の共振比を上げる(松原，2008) 

② 2慣性系の共振周波数に対して粘性減衰を与える 

が考えられる．いずれも状態フィードバックにより達成できることが期待できる．まず①共振比を上げることの

安定性に対する効果と方法について述べる． 

2慣性系問題において共振比を上げることで安定性を向上できることが知られている(堀，大西，1998)．2慣性

系における共振比とは，反共振周波数に対する共振周波数の比である．以下に示すとおり，共振比を用いると本

例における安定化の条件を共振比の単純な関数で表すことができる． 

2慣性系の減衰率を無視するならば，反共振周波数と共振周波数は，それぞれ， 
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で表される(堀，大西，2008)． 

 また，トーションバーの剛性を無限大とした 1 自由度系の共振点の共振周波数は， 
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K


1        （第 1 共振点）                                  (7-9) 

で表される． 

上式より，EPS 機構で共振比を上げることは，モータ慣性 mJ を減らすことにより達成できることがわかる．式

（7-1）を用いると共振比を上げることで安定性が向上できる理由を次のように説明できる．つまり， 
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                                    (7-11) 

 

となり，第 2 共振点は，式(7-11)の 1 自由度振動系で表される．ここで，式(7-11)の減衰率を H の関数で示す．2

慣性系の負荷側と駆動側の慣性比は，式(7-12)で表されるため，式(7-11)の減衰率は式(7-13)となる．  
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また，式(7-11)の共振周波数は， 
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であり，式(7-7)と一致する． 

式(7-13)が示すように，第 2 共振点の安定性に(𝐻 − 1/𝐻)が関わるため，(𝐻 − 1/𝐻)の関数について確認する．  

式（7-13）の(𝐻 − 1/𝐻)は，式(7-4)より𝐻 > 1を条件とする図 7-9 に示す H の単調増加関数である．つまり，H

を増加することにより，2 慣性系の極に減衰率を与え安定化できることが式（7-13）により示される． 

ここで，式(7-13)の変数のうち，Jh，Ktor は，操舵特性要求に対して決まる定数である．よって，減衰率を上げ

るために用いることができる変数は，H と BSTG であり，極配置設計と極零相殺での設計課題となる． 

2 慣性系の極配置に有効な制御器については，堀が整理しているように多くの提案がなされている(堀，大西，

1998)．本例では，状態フィードバックと極零相殺の組み合わせで安定化している．外乱感度と安定性はトレード

オフの関係にあり，極そのものに対する安定化設計方法である状態フィードバックと極零相殺の組み合わせが適

していると考えられるためである．  

モータ慣性 Jm とモータ粘性摩擦 Bmの補償を目的に状態フィードバック制御を議論する．H の変数のうち，前

述より Jhは，調整できないためである．モータ角速度フィードバックによる状態フィードバック制御の概念を図

7-10 に示す．この図に示すように，加速度にゲインをかけた情報をモータトルクに加算的にフィードバックする

ことで，加算後の伝達特性をモータ慣性に対し，フィードバックゲインを減じた特性に補償することができる．

また，Bmについては，同様に減算することにより，Bmを増やす特性に補正ができることがわかる．実際には，加

速度フィードバックの効果に対し電流制御器特性も影響する．よって，加速度フィードバックの効果を評価する

上で電流制御器特性の影響を 1 次遅れ特性で近似し考慮している． 

つぎに共振比 H の安定性に対する効果をシミュレーションで評価するために図 7-3 で示した特性を図 7-5 に示

すモデルで同定した．その結果が表 7-１である．また，同定モデルの伝達特性は図 7-11 に示した．表 7-1 では，

同定結果と式（7-7），式（7-9）による計算結果との比較も記した．表より，実験結果と同定結果はほぼ一致して

おり，同定結果は妥当であるといえる．さらに，第 1 共振点と第２共振点がそれぞれ独立した振動モードとして

計算した式（7-7），式（7-14）による結果とも良く一致している．この結果から，第 1 共振点と第２共振点がそれ

ぞれ独立したモードとみなすことは，妥当であるといえる． 

同定結果より得られたモデルを用いて加速度フィードバックの効果を検証する．加速度フィードバック制御を

示すブロックは，図 7-10 である．図 7-12 に加速度フィードバックを行った際のモータトルクからトーションバ

ー出力までの伝達特性を示す．図 7-12 より，第 2 共振点は，高い周波数に移動していると同時に減衰率が減って

いることがわかる．しかし，式（7-13）によると加速度フィードバックにより減衰率が向上することが期待され

るが，そうはなっていない．これは，電流制御器の遅れにより，減衰率を減らす方向のフィードバックが同時に

働いたためだと考えられる．尚，電流制御器の特性はカットオフ周波数が 500Ｈz の一次遅れ特性としている． 

この電流制御の遅れがもたらす問題に対し，速度を負帰還することにより減衰率を向上することが考えられる

かもしれない．しかしながら，単なる速度帰還は操舵特性に粘性減衰を与えることになるため，望ましくない．

よって，状態フィードバックが，配置された極の周波数付近でのみモータに減衰率を付加できるように，加速度

フィードバックに対し位相進みを行っている．この様な位相進み特性による減衰率向上は，電流制御器の遅れを

補償するように機能するため有効である．慣性の影響を減らす補償に対し，さらに減衰率を与える位相は，図 7-

13 に示すように位相が進む特性となる．よって，配置された極の周波数と位相進み補償器の位相進み量が最大に

なる周波数を一致させることで効率的に配置後の極に減衰を与えることができる． 

位相進み補償において，進む位相が最大になる周波数は， 
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HLMAX     （進む位相が最大になる周波数）                     （7-16） 

 

であるから，加速度フィードバックにより配置された極の周波数と𝜔𝑀𝐴𝑋が合うように𝐶𝐿𝐸𝐴𝐷（ｓ）の𝜔𝐻 と𝜔𝐿 

を設計する．また，𝜔𝐻 と𝜔𝐿の設定では，操舵性能が求められる周波数領域に対する影響を抑えることを制約条

件として考慮する必要がある．例えば，第 1 共振点に対する影響範囲を所定範囲に抑えることなどが制約条件の

目安になる．  

このように設計された状態フィードバック制御器の効果を図 7-14 に示す．この図から，電流制御器の遅れの影

響を補償し減衰率が向上できることがわかる．さらに，式（7-16）より𝜔𝐻 と𝜔𝐿 の差を広げることにより，減衰

率を上げることが可能である．しかし，外乱感度に対する制約の範囲で調整を行った場合，図 7-14 に見られる様

に十分な減衰を得るには至っていない．よって，より安定性を向上させる上で極零相殺が必要である．つまり，

ここでの位相補償加速度状態フィードバック制御の目的は，極零相殺の際に問題となる相殺対象の特性変動に対

するロバスト安定性を確保するために，相殺対象の安定性を外乱感度に大きな影響を及ぼさない範囲で安定化す

るということになる． 

  

 

図 7-9 共振比が減衰率に及ぼす効果関数 

 

式(7-4)より， 

H>1 である 
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図 7-10 状態フィードバック制御によるモータ特性の補償 

 

表 7-1 第 1 共振点と第 2 共振点の実験とシミュレーションの比較 

 第 1共振点 第 2共振点 

共振周波数 減衰率 共振周波数 減衰率 

実験結果 4.4Hz 0.34 13.8Hz 0.44 

シミュレーション結果 4.1Hz 0.4 14.5Hz 0.3 

式(7-3)(7-5)より求めた結

果 

4.5Hz  14.6Hz  

 

  

図 7-11 図 7-3 の同定結果の伝達特性 
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図 7-12 加速度の状態フィードバック制御の効果 

 

 

図 7-13 位相進み加速度状態フィードバック制御の意味 

 

 

図 7-14 位相進み加速度の状態フィードバック制御の効果 

 

第 1 共振点，第 2 共

振点ともに周波数が

高くなる方向に移動 

 

第 2 共振点のピー

クが下がり，減衰率が

向上 
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D）極零相殺制御 

次に，極配置された極に対して，極零相殺を行うための制御器設計を検討する．この場合，相殺すべき特性は，

式（7-17）で示す )(1 s であり， 

)(

)(
)(1

2

hSTGtorSTGhSTGh

hSTGtor

JJKsBJsJJ

JJK
s




                   （7-17） 

そして，極零操作を行う制御器は，例えば式(7-17)の極をゼロにもち，望ましい応答性を極に設定すると， 
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                           （7-18） 

となる．式（7-18）による安定化制御器の効果は図 7-15 のとおりである．この図から，第１共振点への影響がほ

とんど見られずに第 2 共振点の安定性が向上していることがわかる． 

つぎに本制御器のロバスト安定性について検証する．考慮すべき変動は，第 2 共振点の周波数変動とパワーア

シストを行うことで発生するパワーアシスト制御器ゲイン変動である．まず，相殺すべき制御対象の周波数変動

に対して，想定される周波数変動は，運転者によるハンドル把持により起る慣性値の変動である．この変動を想

定しハンドル慣性の 1.5 倍の慣性を与えた．この場合の開ループ特性を図 7-16 に示す．この図から，ハンドル慣

性が増加した影響によって第 1 共振点の共振周波数が低く移動している一方で，第 2 共振点は，図 7-15 の特性に

対しほとんど変化が見られない．つまりハンドル慣性変動に対し，第 2 共振点は，本制御によりロバスト安定で

あることが示される． 

パワーアシストゲインの変動に対するロバスト安定性をパワーアシストゲインが最も大きくなる据え切り状態

テスト（停車状態でステアリングエンドまで左右の操舵を行うテスト）を行い，操舵トルク変動を実際に測定し

評価した．据え切り状態テストは，アスファルト路面上で行った．この状態では，制御系の安定性不足は，据え

切り時の周期的な操舵トルク振動として現れる．図 7-17 に示すように，安定性がもっとも厳しくなる最大パワー

アシストゲインを使用するためである．本制御器効果の比較に用いた制御器は，安定化補償器に複数の位相補償

器を用いたものである．パワーアシストゲインは，操舵トルクに対し約 50 倍のパワーアシストゲインを示す領域

を使用している．この測定の結果，本制御を行わない場合は，周期的なトルク振動が観察される一方で，本制御

器を用いた場合は，周期的なトルク振動はほとんど観察されない．よって，本制御器のパワーアシストゲイン変

動に対するロバスト安定性効果があることが示された． 

E）更なる安定化のための制御 

高いパワーアシストゲインが必要な際には，さらに位相補償を追加し安定化を図る場合がある(新井他，2008)．

Hu ら(Hu et al., 2010)でも，同様な制御器の効果を報告している．こうしたケースの位相進みは，位相進み補償よ

り位相遅れ補償が有効になる．ただし，実際には，外乱感度に対する影響があるため，操舵感を評価しながら調

整していくことが重要である． 
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図 7-15 極零相殺の効果 

 

 

図 7-16 ハンドル慣性を 1.5 倍にしたときのロバスト安定性 

 

 

図 7-17 本補償制御による据え切り時の振動低減効果 
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7.2.2 ステアリング機構特性補償制御器構成 

図 7-17は，本節の１）2）で検討した安定化制御器を組み合わせた構成である．2）の結果に基づき，オンセン

ター付近の安定化補償器とパワーアシスト特性は並列に配置し，オンセンター付近の安定化補償器のパラメータ

である Kddは，パワーアシスト特性との干渉を避けるため，操舵トルクの関数(遠藤，小林，2006)や車速の関数で

調整することが望ましい． 

 

 

図 7-18 ステアリング機構特性補償制御器全体図 

 

7.2.3 操舵運転負荷軽減のための EPS 制御系全体構成 

本項では，これまで議論してきた操舵運転負荷軽減のための制御器全体構成を示す．操舵運転負荷軽減制御器

を 4 つに分類し議論してきた．それらは， 

①ステアリング機構特性補償 

②車輌特性補償制御 

③外乱感度制御 

④SAT 特性補償 

であり，４つの特性は，本研究が目的とする操舵運転負荷を軽減するフレームワークでそれぞれ， 

・制御対象である車輌特性を運転者から見て操舵運転制御しやすい特性に補償する 

・運転者が操舵運転制御しやすいように適切に車輌挙動情報と運転環境情報を運転者に伝える 

・操舵運転安全を阻害する要因である外乱を運転者が情報として認識するレベルまで抑圧する 

・上記課題実現に対し，EPS 機能の持つ制約条件をできるだけ緩和する 

として論じてきたものである．この４つの特性を実装する制御器を図 7-19 で色分けして示した． 

次に 4 つに区分した機能とその応答性について図 7-20 にこれまでの検討結果を整理する．図中に示す周波数帯

域は，各機能の応答性を表したものである． 

車輌特性補償分，外乱感度制御部および SAT 特性補償部に求められる応答性は約 30Hz が必要になる．図 7-20

で示すステアリング機構特性補償部については，フィードバックゲインの役割を果たすパワーアシストゲインに

応じてトルクフィードバック制御の極が高い周波数に移動し，例えば最大パワーアシストゲインの場合は，60Hz

程度まで移動する場合がある．このため，制御器の応答性が 60Hzから 80Hzまで必要になることを考慮し安定性

の設計を行う必要がある．このため，モータ電流制御は，想定される機能の応答性の少なくとも 5倍以上の周波

数であることが望ましい．よって，本例ではモータ電流制御の応答性要求を 500Hzとしている．  

このように，操舵運転負荷を軽減する EPS 機能を実現するために，その基本となるモータ制御仕様が求められ

る． 
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したがって，次に EPS 用モータに求められる要求仕様を整理し，EPS 用モータ設計技術とその制御技術につい

て述べる． 

 

 
図 7-19 提案する EPS 制御系全体構成図 

 

 

図 7-20 各制御部の周波数特性要求 

 

7.3 EPS モータ設計技術 

7.3.1 EPS 用モータの要求特性 

本項では，EPS 機構を用いた操舵運転負荷軽減のためのモータ設計技術およびモータ制御設計技術について述

べる．なお，以下では，モータとモータ制御をあわせてモータシステムと呼び，モータ設計技術とモータ制御設

計技術をあわせてモータシステム設計技術と呼ぶ． 

モータは，一般的には電気エネルギを機械エネルギに変換する装置として用いられている．しかし，EPS では

モータを，トルクを出力するアクチュエータとして用いている．よって，一般のモータ仕様とは異なったトルク

アクチュエータとしての要求仕様が求められる．例えば，トルクリップルは，ハンドル軸換算で 0.2Nm 以下が求

められる．中型車用の EPS の場合，80Nm 程度のパワーアシストが必要になる．よって，出力に対するトルクリ

ップルの割合は，0.25％となる．つまり，一般に精密モータのトルクリップルが 3％以下といわれているのに対

し，EPS には，その 10 分の 1 のレベルのトルクリップルが求められる．  
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トルクアクチュエータとしての EPS 用モータは，以下に示す特徴的な要求仕様が求められる． 

・小型高出力 

・低摩擦（低ロストルク） 

・低トルクリップル 

・低コギングトルク 

・低騒音 

・高い安全性，信頼性 

これらの要求仕様に関与するモータ設計要因を図 7-21 に示す(遠藤，2004)．この図から要求特性を達成するう

えで，各要求項目でトレードオフの関係があり，モータ設計技術のみでの目標達成は困難であることが見て取れ

る． 

一例として，コギングトルクを低減する上で極とスロットのコンビネーションは重要である．ただし，コギン

グトルクに有利な極とスロットのコンビネーションは，巻き線側の磁界が円周方向で非対称になり異音発生の原

因にもなる．この例が示すように，異音発生原因である磁界の対称性を重視するのか，コギングトルクを低減す

るのに有利な極とスロットコンビネーションを選ぶのかでモータの基本設計が大きく分かれる．また，モータ設

計で達成できない課題は，他の要素設計課題に振り分け，開発課題として取り組む必要がある． 

もう一例として，モータ出力設計課題を示す．車輌の電源システムは，オルタネータとバッテリで構成されて

おり，その供給できる電流と電圧の関係は，図 7-22 のようになる．EPS は，最大 90A の電源電流を必要とする

場合があり，オルタネータが供給できる電圧は期待できない．また，バッテリは，内部抵抗を持つため供給電流

の増大に従い供給電圧が降下する．このため，車輌の電源システムで供給できる最大電力が発生し，中型車では，

約 1000W 程度である． 

一方，EPS に求められる出力は，中型車でモータ出力 500W を超えるレベルが必要になる．そして，図 7-23 に

示すように EPS の入力から出力までのエネルギ効率は 50％程度が目標になる．よって，図 7-24 に示すように EPS

出力が最大のポイントで最大定格出力になるようにモータシステム出力特性を設計することになる． 

この出力を達成するためには，マグネットによる界磁を強め，最大電流を下げることが有効であるが，マグネ

ット界磁を強めるとコギングトルクやトルクリップルが大きくなるという背反が生じる．一方，電流による界磁

の割合が大きくなると電機子反作用によるトルクリップルが発生するという課題もある．よって，図 7-21 で示す

要因の要求仕様に対する感度を評価しながら最適設計を模索してモータを設計する必要がある． 

上記 2 例からわかるように，初期設計段階での機能配分の考え方は，トレードオフ問題が多い EPS 用モータ設

計を行う上で重要である．そのため，モータ設計のみならず，モータ駆動設計，モータ電流制御設計，操舵トル

ク制御設計を包括する範囲で要求特性に対する解を検討し，機能配分を検討する必要性が生じる． 

 

 

図 7-21 EPS 用モータの主要特性と設計要因 
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図 7-22 車輌電源システムの特性例 

 

 

図 7-23 EPS のエネルギ効率(堀越，2006) 

 

図 7-24 モータ出力線図概念図 

 

7.3.2 モータ形式の選択 

EPS 用モータには，ブラシつきモータとブラシレスモータが用いられている．この 2 つのモータ形式は，主に

モータ出力とモータ慣性，コストを考えて選ばれている．2005 年以降の市場では，小型車向けにはブラシつきモ

ータ，中型車向けには表面磁石型ブラシレスモータ（SMPM）が EPS 用モータとして定着した感がある． 
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EPS の 2慣性系特性の安定化の為に管理すべき慣性値があることを 7.2節で述べた．例えば，制御機能が失陥

した場合を想定し，制御での補償機能が働かない場合でも 2慣性系の特性が安定であることを条件にすると図 7-

25で示す赤線が管理すべき慣性値のボーダラインになる．この線から，ブラシつきモータは小型車に，ブラシレ

スモータは，中型車以上という使い分けが導かれ，一般的な考え方になっている．したがって，以下の項では，

小型車を対象にしたブラシつきモータシステムと中型車を対象にしたブラシレスモータシステムとにわけ，モー

タシステム設計を論じる．尚，ブラシつきモータについては付録で述べる． 

 

 

図 7-25 モータ出力とモータ慣性の関係 

 

7.3.3 中型車向けブラシレスモータシステム設計の狙い 

本項では，筆者らが EPS 用モータとしては，世界で始めて SMPM モータを量産化したときの設計検討を中心

に中型車向けのブラシレスモータ設計の考え方を示す． 

EPS 用モータは，2003 年までは主に小型車市場を中心にブラシつきモータが採用されていた．ブラシレスモー

タは，モータの慣性が小さく，また内部抵抗が小さく高出力化に適しているという利点はあるものの，当時は，

希土類マグネットや駆動制御に必要なモータ角度センサの価格が非常に高価であり，用いることが難しかったこ

とが主たる理由である．よって，中型車まで EPS を普及させるためには，ブラシレスモータを用いて高価なマグ

ネットの使用量をできるだけ減らすこと，高価な角度センサを使わず安価な角度検出手段でモータ制御を行える

ことが必要と考えられた．本節では，上記状況の中，中型車向けにブラシレスモータを用いた EPS を普及するき

っかけとなったモータおよびその制御技術について述べる． 

マグネットコストの使用量を抑えるためには，マグネットが発生する磁界の有効利用率がもっとも高く，電源

電圧の有効利用率も高い矩形波駆動が理想的である．一方，EPS が求める低トルクリップルや制御性の観点では，

サイン波駆動が理想的である．しかし，当時は，サイン波駆動で必要なモータ角度センサが高価であるという問

題もあった． 

そこで筆者らは，その中間である擬似矩形波駆動を開発し，電圧と磁石の磁界の有効利用率と制御性の両立を

図った．低精度で安価な角度センサを用いて矩形波に近い擬似矩形波でのベクトル制御を行う技術を開発した．

本項では，その設計の考え方と設計技術について述べる． 

ここでは，まずブラシレスモータ設計の狙いを示し，基本となるブラシレスモータ設計仕様の選択について述

べる．図 7-26 は，ブラシレス DC モータの軸方向横断面を示す図である．マグネットには，エネルギ密度の高い

レアアースマグネット（Rare earth magnet）を用いることにより，モータの高出力化，小型軽量化を図った．また，

レアアースマグネットの採用によって通電電流が少なくなり，放熱のためのヒートシンクが小さくなるため，

ECU の小型化も可能となった．更に，マグネットには安定した着磁波形を実現できるリングマグネットを採用す

ることにより，着磁波形のばらつきによるトルクリップルの低減を行なった． 
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図 7-21 で述べた小型高出力モータを設計する上での特性要因をブラシレスモータの設計課題で表したものを

図 7-27 に示す．また，モータ作動音の要因を整理したものを図 7-28 に示す．本例では，モータ基本設計がモー

タ作動音に対する感度が低くかつモータの磁石磁束の利用率が高いことを重視した．この結果，表 7-2 に示すよ

うに主要な設計仕様を極とスロットのコンビネーションで比較を行い，4 極 12 スロットの採用を決めている．4

極 12 スロットモータを図 7-29 に示す．この 4 極 12 スロットモータで，EPS 用モータとしては，2004 年に世界

で始めて SMPM モータを量産化した．表 7-2 では，10 極 12 スロットの設計もよいと考えられるが，円周方向で

対称磁気回路数が少ないことによるモータ作動音発生がこの時点では問題であった．4 極 12 スロットモータ選択

の最大の理由は，表 7-2 に示すように当時はモータ角度センサコストが高いことであったが，現在は，モータ角

度センサコストが下がり，モータ角度センサを用いた 2 対 3 のスロットコンビネーションのモータを採用してい

る． 

 

図 7-26 中小型車向けブラシレスモータ断面図 

 

図 7-27 モータ出力特性要因図 

ステー

タ 
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図 7-28 モータ騒音特性要因図 

 

 

 

 

表 7-2 表面磁石型ブラシレスモータの主要特性比較 
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図 7-29 4 極 12 スロットモータ 

 

7.3.4 モータ製造誤差に対しロバストなモータ基本設計 

大量生産を行う EPS モータ設計では，製造誤差にたいする性能感度評価を行うことが重要である．本項では，

製造誤差に対する性能感度を A)コギングトルク，B)モータ作動音，C)トルクリップルに対して評価し D)その影

響をモータ電流制御で補償できる可能性を示し，モータ製造誤差に対しロバストな極スロットコンビネーション

を導く． 

A）コギングトルクに対する極スロットコンビネーションの影響 

コギングトルクは，一般に極数とスロット数の最小公倍数が大きいほど，低減できるとされている(大西，2002).

しかし，モータを構成する要素の製造誤差や組み立て誤差を考慮した場合，前記のとおりにはならない場合があ

ることが報告されている(大穀他，2006)． 

EPS 用モータで採用されている製造工法で発生が想定させる誤差に対するコギングトルクを 8 極 12 スロット

と 10 極 12 スロットで電磁界解析シミュレーションを行い比較したものを図 7-30 に示す(堀越，2006)．尚，図中

の数字は製造誤差がない場合のコギングトルクを基準に正規化し示したものである． 

図より，本来コギングに有利とされている 10 極 12 スロットモータのほうが，製造誤差を受けた場合，逆に悪

くなっているという結果となった． 

この理由は，円周上対称となる磁気回路数で説明できる．つまり，対称となる磁気回路数が多いほど，製造誤

差の影響が平均化されるため製造誤差に対する感度が低下するためである．反対に対称となる磁気回路数が少な

いと製造誤差の影響を受けやすくなるといえる． 

円周上対称な磁気回路数は，極とスロットの最大公約数を 2 で割った数で現れる．なぜなら，最大公約数は，

1 回転におけるスロット数と極数が同期する数を表すからである．例として，図 7-31 に 14 極 12 スロットと 8 極

12 スロットの電磁界解析結果を示す(堀越，2006)．図より，最大公約数が 2 の 14 極 12 スロットは，対称な回路

数が 1 対であり，最大公約数が 4 である 8 極 12 スロットは，2 対の対称な磁気回路が観察できる．よって，極数

とスロット数の最大公約数は，少なくとも 2 より大きい値にする必要があることが，本解析結果から導かれる． 
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図 7-30 製造誤差とコギングトルクの関係(堀越，2006) 

 

 

図 7-31 極とスロットの最大公約数と対称な磁気回路の関係(堀越，2006) 

 

B) モータ作動音に対する極スロットコンビネーションの影響 

モータ作動についても対称な磁気回路数が重要である．なぜなら，モータ作動音の主要因は，モータ外周の円

環分割振動モードが励起されることによる放射音であるため，励起されるモードができるだけ機械剛性が高い高

次の円環分割振動モードになるようにすることが効果的であると考えられるためである．図 7-32 は，4 極 12 ス

ロットモータでモータ放射音のスペクトラムとモータ円環分割振動モードとの関係を示したものである．円環分

割振動は FEM を用いて求めている．また，図中，500Hz, 1000Hz,1500Hz,2000Hz に見られるピークは，測定ノイ

ズである．図より，4 次の円環分割振動モードがもっとも顕著に現れていることが観察できる．なお，図中の赤

線と青線は，モータ駆動系のデッドバンド補償が有る場合とない場合の効果の差を表しており，デッドバンド補

償については，7.3.7 項で述べる． 
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図 7-32 対称な磁気回路数と励起される円環分割振動モードとの関係 

 

C) トルクリップルに対する極スロットコンビネーションの影響 

次にトルクリップルに対し最も影響が大きい誘起電圧波形ひずみと極スロットコンビネーションの関係につい

て述べる．図 7-33 に極スロットコンビネーションと誘起電圧高調波歪の関係を示す(Hanselman ，2012)．図では，

マグネット形状は円弧状のものを用いており，歯のべべリングは行っていない．また，高調波歪は，1 次成分を

基準とした相対比で表している．ここで，3*N 次高調波歪は，3 相でバランスされるためトルク変動として出力

されない．よって，3*N 次以外の高調波歪の管理が重要である． 

この観点から，図中では，8 極 9 スロットが最も理想に近い高調波歪を示している．一方，A)B)で良いとした

8 極 12 スロットは，7 次の高調波歪が現れている．この 7 次高調波歪を減らすためには，マグネットにクラウニ

ングをつける，歯にべべリングを与える，あるいはスキューを掛けることが考えられる．ただし，スキューは，

コギングを減らすためにモータ角度に対するリラクタンス変化を平均化する最適角度が選択され，7 次高調波歪

に対する最適量とは異なる場合が多い．また，マグネットのクラウニングや歯のべべリングは，磁束の有効利用

率を下げ，温度減磁に対する耐性を下げるため，マグネット量を増やす必要があるという問題がある．この結果，

マグネットの使用量を減らすためには，誘起電圧の高調波ひずみを制御で補正することが有効であることがわか

る． 
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図 7-33 極スロットコンビネーションと誘起電圧高調波歪の関係（Hanselman，2012） 

 

D)  誘起電圧の高調波ひずみをモータ電流制御で補償する可能性 

これまでに議論してきたことを図 7-34 に整理する．2 対 3 の極スロットコンビネーションのモータ設計を活か

すためには，誘起電圧の 7 次高調波歪を補正する電流を重畳するということが考えられる(陳，関口，2000)．重

畳する電流は，式(7-19)で表すモータのエネルギ式を用いて式(7-120)でもとめることができる(タ カオ ミン，遠

藤，2006)．よって，次に式(7-20)を実現するモータ電流制御について述べる． 

 

                                (7-19) 

   

 

                                            (7-20) 
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図 7-34 本研究でのモータ設計の考え方 

 

7.3.5 誘起電圧に高調波歪を有するモータのトルクリップル補償制御 

つぎに誘起電圧に高調波歪を有するモータ採用理由を，表 7-3 を基に説明する．表 7-3 に誘起電圧が正弦波で

ある場合と誘起電圧に高調波を重畳した場合とを比較した．比較は，4 極 12 スロットモータを例に行った．表 7-

3 からわかるように，同じ実効値の誘起電圧で同出力を達成しようとする場合には，矩形波電流のピーク電流は

正弦波と比較すると小さくなる．また，同じピーク電流とした場合には，誘起電圧の大きさが小さくすむことに

なる．つまり，誘起電圧波形を擬似矩形波とすることによって，マグネットの量が少なくなり，高出力でありな

がら，モータの小型化，軽量化が可能となった． 

また，モータ電流のピーク値をサイン波駆動より低く抑えられることにより，モータ内部でのエネルギロスを

減らすことができるという利点も得られる．  

4 極 12 スロットモータでは，コスト上の優位性を優先し，モータ角度を検出するセンサとして安価なホール IC

（Hall IC）を用いた．ここで，ベクトル制御を行なう上で，ホール IC の持つ低い位置分解能を補うべく，高精度

位置推定機能技術を開発し，低速回転から高速回転まで低トルクリップル，低騒音を実現した．機能の詳細は次

項 B)にて述べる．なお，この位置推定機能は，モータ角度センサを用いる場合には，モータ角度センサや電流検

出器の診断機能として活用できる．  

 

表 7-3 正弦波駆動と擬似矩形波駆動の比較 
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7.3.6 誘起電圧に高調波歪を有するモータの駆動設計 

A）誘起電圧に高調波歪を有する場合のベクトル制御 

正弦波誘起電圧モータでは，正弦波電流を通電すればトルクリップルは発生しない．今回採用した矩形波誘起

電圧モータには，表 7-3 に示したように基本波と 3 次および 5 次の高調波を含んでいるため，これに応じた通電

電流波形を生成しなければ，トルクリップルが発生する． 

したがって，筆者らはトルクリップルを発生しない電流波形生成法を開発した．以下に原理を説明する．モー

タ出力方程式は，式（7-21）で記述される． 

 
ddqqccbbaa ieieieieieT 

3

2


                           （7-21） 

ここで，T は要求トルク，ωはモータ角速度，e は誘起電圧，i は電流を示し，下付き文字の a，b，c，は 3 相

の各相を示し，下付き文字の d，q は d-q 軸の各軸を示す． 

式（7-21）を iｑについて整理すると，式(7-22)が得られる． 

q

dd

q
e

ieT

i






2

3

                                          （7-22） 

eq，ed は高調波成分含有率が決まれば，既知となる．したがって，式(7-22)より，T，ω，id が与えられれば，

トルクリップルを発生させない iｑを求めることが出来る．3 相の電流値は，iｑを 2-3 相変換することにより求め

ることができる． 

 

B） モータ角度推定機能 

式(7-22)の eq，ed はモータ角度θの関数であり，eq(θ)，ed(θ)である．したがって，トルクリップルを発生し

ない電流指令値生成法を用いて，ベクトル制御するためには，精度のよいモータ角度が必要である.  今回のモー

タではモータ角度センサとして，低分解能のホールセンサを用いているため，精度よくモータ角度を推定できる

モータ角度推定機能が必要であり，以下に示す(タ カオ ミン，遠藤，2010)． 

モータ角度推定は，下記式(7-23)に示すように，モータ電流とモータ端子間電圧から逆起電圧を推定し，これを

積分することによって行なう．  

Ci
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K

Vm
dtiRmVm

K
dt

eee

 
2

2

22
)(

1
ˆˆ 

                        (7-23) 

ここで,θはモータ角度，ωは角速度，＾は推定値を示す．Vm はモータ端子間電圧，Rm は抵抗，i は電流であ

る．C は積分定数である． 

まず，制御周期毎にホールセンサからの信号を検出することにより，ホールセンサのパターンが変化したこと

を検出する．つぎに，変化を検出した時刻では，正確な位置情報が得られるため，この正確な情報を用いて，式

(7-23)の C と Rm を修正する． 

図 7-35 は位置推定機能を説明するためのブロック図である．モータ端子電圧と電流値から逆起電圧（𝐸𝑀�̂�）を

推定演算する．つぎに，これを積分して，モータ角度推定𝜃�̂�を演算する．ホールセンサ信号によって得られた位

置情報と推定値を比較することによって，抵抗誤差ΔR を演算し，逆起電圧を推定しているモデルの抵抗値 Rn を

修正する． 

相毎に抵抗ばらつきがあるため，モデルの抵抗値 Rn の修正を相毎に行なう．図 7-36 に各相に初期抵抗誤差を

与えたとき，抵抗値が収束するようすを示したシミュレーション結果を示す． 

図 7-37 には，ホールセンサのパターンが変化した時刻に抵抗誤差修正を行なった場合のモータ角度推定値と，

修正を行なわなかった場合のモータ角度推定の実験結果を示す．電気角 60 度毎にホールセンサのパターンが変

化したときに抵抗誤差修正が行なわれることによって，電気角全域（360 度）で，モータ角度を精度よく推定で

きていることがわかる． 
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このモータ角度推定器は，単純適応制御の構成となっている．よって，単純適応制御の設計理論を用いて制御

系の安定性を考える．制御対象は1/(Ls + R)であり，単純適応制御(岩井他，2008)の安定化条件である頑強正実性

を満足している．また，パラメータ変動である R の変化は，適応速度に比べ十分に遅い，したがって，本制御器

は，安定条件を満たしていることがわかる．ただし，この条件は十分条件であるため実際には図 7-36 のように時

間応答波形上で調整を行っている． 

 

 

図 7-35 モータ角度推定機能ブロック図 

 

図 7-36 モータ相間抵抗推定の収束性 

 



 

- 175 - 

 

 

図 7-37 モータ角度推定補正の効果 

 

C）誘起電圧に高調波歪を有するモータ用ベクトル制御の構成 

B）で位置推定機能を説明したが，低回転領域では誤差が大きく，ベクトル制御を行なうと，トルクリップルや

騒音が発生する．そこで，本ブラシレス DC モータ制御では図 7-38 に示すように回転速度に応じて制御を切り替

える方式を採用した．（Ⅰ）の低速回転領域は，位置推定誤差が大きいため，ベクトル制御を行なわず，矩形波制

御を行なう境域である．（Ⅱ）の中速回転領域は，推定されたモータ角度を用いてベクトル制御を行なう領域であ

る．ただし，弱め界磁制御はおこなわない．これは，弱め界磁制御によって，高調波の電流成分が投入されるこ

とによる音性能悪化を避けるためである．（Ⅲ）の高速回転領域は電圧飽和を避けるために，弱め界磁制御を行な

う領域である．電圧飽和が起こると，電流が歪み，この電流の歪によってトルクリップルや騒音が発生するから

である． 

このように，回転速度に応じて，適切に制御方式を切替えることにより，トルクリップルや音性能と出力特性

（回転数-出力トルク特性）を満足するようにした．図 7-39 に制御ブロックを示す．制御切替えブロックにて回

転数ωに応じて，矩形波制御とベクトル制御を切替えている．矩形波制御およびベクトル制御の詳細については，

D）および E）で述べる． 

 

 

図 7-38 モータ駆動方法 

 

ホールセンサ信号

絶対角度

補正なし

推定角度

補正あり

ホールセンサ信号

絶対角度

補正なし

推定角度

補正あり
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図 7-39 モータ駆動制御全体ブロック図 

 

D） 矩形波制御部 

低速回転領域では，位置推定誤差が大きいため，ベクトル制御を行なわず，矩形波制御（120 度通電）を行な

う．しかし，120 度通電では，電気角 60 度ごとの励磁相切り替え時に転流の過渡応答が起こり，この過渡応答に

起因するトルクリップルが発生する．これは，図 7-40 に示すように，立ち上がり相の電流の応答時間は長く，立

ち下がり相の電流の応答時間は短く，転流相の電流の変化が一致しないために，転流していない相の電流まで影

響を受け，3 相合成トルクが変動するからである．本ブラシレス DC モータ制御では，この課題を解決するため，

転流相の電流変化を一致させる電流指令を生成させ，電流フィードバック制御する構成とした．この制御構成に

おける電流波形とトルクリップルを図 7-41 に示す．図 7-42 のトルクリップルと比較し，大幅に改善されている． 

 

 

図 7-40 従来の矩形波駆動によるトルクリップル    図 7-41 本矩形波駆動によるトルクリップル 

 

E ) ベクトル制御部 

中高速回転領域で用いられるベクトル制御は，C）で述べた推定されたモータ角度情報と A)で述べたトルクリ

ップルを発生させない電流波形に基づいてベクトル制御を行なう． 

図 7-39 において，「Position Estimator」ブロックにて，B)で述べたモータ角度推定を行なう．「Vector Control Current 

Command Calculator」ブロックにて，A）で述べたトルクリップルを発生させない 3 相電流波形を生成する．「d-q 

Current Command Calculator」はモータの出力特性，バッテリ電圧とモータ角速度から，電圧飽和を起こさない d-

q 軸の電流指令値を生成する．  

通常，3 相モータをベクトル制御するために，d-q 軸上にて電流指令値とモータ電流値の偏差に基づいて，制御

を行なっている．（図 7-42 参照）しかし，本ブラシレス DC モータの制御方式としては，各相電流フィードバッ

ク制御方式を採用した．その理由を説明する． 
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モータの電圧特性式は式（7-20）で表される． 
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ここで，Van は中性点からみた A 相電圧，eanは中性点からみた A 相逆起電圧，Ra は A 相モータ抵抗，La はモ

ータのインダクタンスである．下付文字ｂ，ｃは B 相，C 相を示す． 

中性点によって 3 相が接続されているために，3 相間で干渉が起こり，ある相の電流のひずみが他の 2 相に影

響を与える．また，モータや駆動装置の抵抗値は同じではなく，バラツキがある．このため，d-q 軸上で制御を行

なった場合は，十分に干渉を抑圧することができず，トルクリップルや騒音が発生する．この干渉の影響を最小

限に抑えるために，本ブラシレス DC モータの制御方式では，図 7-43 に示すように，各相にて電流フィードバッ

ク制御を行なう方式を採用した．さらに，各相に発生する逆起電圧を相毎にフィードフォワードで補償すること

により，電流指令値に対する実電流の高い追従性を確保し，高回転でも騒音やトルクリップルを発生しないよう

にできた． 

つぎに本電流制御の設計について，次項で詳しく説明する． 

 

7.3.7 誘起電圧に高調波歪を有するモータ用電流制御設計 

電流制御器設計で考慮すべき課題は以下である． 

 ・トルクリップルの補正 

 ・デッドバンドの影響の補正 

 ・ロバストなモータ電流制御 

 ・誘起電圧の影響補償 

  ・サンプリング時間の影響補償 

このうち，トルクリップルの補正に関しては，モータの誘起電圧波形に合わせて，電流指令値を生成すること

により問題の解決を図っている(遠藤他，2010)．また，３相間のモータ内部抵抗が変化した場合に発生するトルク

リップルに関しては，各電流制御を外乱オブザーバによるフィードバック制御とすることで抵抗変動の影響を防

いでいる．図 7-44 に提案する電流制御器構成を示す．外乱オブザーバの設計については，ブラシモータの電流制

御で述べたものと設計は同じであるので説明は省く．ただし，３相の電流制御をおこなっているため，外乱オブ

ザーバの Q(s)の定常ゲインを１よりやや小さく設定している．中性点における３相電流制御の干渉を防ぐためで

ある．図 7-42 と図 7-43 に従来の PI 制御器と外乱オブザーバを用いた場合の比較を示す．図 7-45 に擬似矩形波駆

動の電流指令値を示す．図 7-46 は，PI 制御での相電流指令値に対する相電流とトルクリップルのシミュレーショ

ン結果である．図では，台形波上の電流指令値の 4 分の 1 周期分を示している．図より，従来の PI 制御では電流

追従誤差のためにトルクリップルが発生している．つぎに図 7-47 に PI 制御に対し，誘起電圧の内部モデルを用

いてフィードフォワード制御で誘起電圧を補償した場合を示す．図 7-43 の EMF Conpensator で示す制御器が相当

する制御器である．このフィードフォワード制御器のサンプリング時間に対する影響を補償するためにサンプリ

ング時間で発生する位相遅れ相当の電気角を進角させ，誘起電圧発生タイミングと補償タイミングを精度よく合

わせている(タ カオ ミン他，2009)．この制御器により，相電流の収束性が向上し，その結果，トルクリップルが

低減できている．さらに，PI 制御器の代わりに外乱オブザーバを用いた制御器（DOFC）の効果を図 7-48 に示す．

外乱オブザーバにより，電流の追従性はさらに向上し，トルクリップルが改善できている．さらに本制御器のロ

バスト性を評価するために相抵抗を 20％増加したさせた場合の結果を図 7-49 に示す．図より，図 7-48 とほとん

ど同じ過渡応答を示しており，図 7-43 で示す本制御器のロバスト性が示された． 

次に，本制御器の効果を実験によって確認する．図 7-50 に PI 制御器の図 7-51 に本制御器の実験結果を示す．

本制御器の効果よって，電流波形が図 7-45 に示す電流指令値波形に近い波形になっていることがわかる．しか
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し，まだ，電流波形ひずみが観察される．この電流波形ひずみは，デッドバンドの影響によるものである．デッ

ドバンドは，モータ速度が低速である場合には，外乱オブザーバを用いたフィードバック制御で補償できると考

えられる．同様の観点からデッドバンドに対する効果の報告例もある(伊東他，2007)．しかし，モータ速度が速

く，フィードバック制御の遅れが現れると図 7-51 のような波形ひずみを生じる．このため，デッドバンドを内部

モデルに持つフィードフォワード制御により補償する．デッドバンドは，電流がゼロをクロスするときに発生す

る．したがって，外乱オブザーバで用いているノミナルモデルを用いて電流がゼロをクロスするタイミングを予

測する．そして，ゼロをクロスすると予測されたタイミングでデッドバンド相当の Duty を加算し補償を行う．こ

の補償効果を実験で確認した結果を図 7-52 に示す．図より，本デッドバンド補償制御により，図 7-45 で示した

波形に近づいていることが観察でき，デッドバンド補償の効果が確認できる． 

以上より，電流制御器の課題である 

・トルクリップルの補正 

 ・デッドバンドの影響の補正 

 ・ロバストなモータ電流制御 

 ・誘起電圧の影響補償 

  ・サンプリング時間の影響補償 

に対する電流制御器設計技術とその効果を示すことができた． 

 

 

図 7-42 一般的なブラシレスモータ電流制御 

 

図 7-43 外乱オブザーバを用いた電流制御器 
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図 7-44 本例で示す開発したブラシレスモータ電流制御 

 

 

図 7-45 モータトルクリップルを補償するモータ相電流指令値 

 

 

図 7-46 PI 制御器でのシミュレーション結果 
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図 7-47 PI 制御器＋EMF フィードフォワード制御器のシミュレーション結果 

 

 

図 7-48 外乱オブザーバを用いたフィードバック制御と EMF フィードフォワード制御器の 

シミュレーション結果 

 

 

図 7-49 外乱オブザーバを用いたフィードバック制御と EMF フィードフォワード制御器で 

モータ相抵抗を 20％増加した場合のシミュレーション結果 
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   図 7-50 PI 制御器を用いた場合の実験結果    図 7-51 外乱オブザーバを用いたフィードバック制御と 

                          EMF フィードフォワード制御器を用いた場合の実験結果 

 

 

図 7-52 モータ駆動回路のデッドバンド補償の補償制御の効果のシミュレーション結果 

 

7.4 操舵運転負荷軽減のためのセンサ技術 

7.4.1 操舵運転負荷軽減に必要なセンサ構成 

操舵運転負荷軽減を行う上で必要な情報は，下記の 5 つである． 

 ・操舵トルク 

 ・ステアリング絶対舵角 

 ・モータ角度 

 ・車速 

 ・セルフアライニングトルク 

上記のうち，操舵トルクと車速は，既存の EPS で得られる情報であり，セルフアライニングトルクについては，

第 3 章で推定できることを示した．また，モータ角度については前節で取り上げた．よって，本節ではステアリ

ング絶対舵角情報を得る方法について述べる． 

 

7.4.2 絶対舵角検出の考え方 

これまで述べてきたように操舵運転負荷軽減で必要なステアリング絶対舵角の定義は，車輌が直進する状態を

基準としたステアリング角度である． 

よって，絶対舵角を検出する最も単純な解決手段は，ステアリング絶対舵角を検出するためにステアリングの

全角度を検出できる多回転センサを搭載すればよいと考えられる．しかし，絶対舵角検出の正確さは，約 1 度で，

全角度を 4 回転とするなら，求められる精度は約 0.07％となり達成が困難である．よって，レンジは狭いが高精
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度検出が可能なセンサと検出精度は低いが広範囲を検出できるセンサとの組み合わせが現実的な解と考えられる．

この考え方に基づいたステアリング絶対舵角検出の構成を図 7-53 に示す． 

図から，ステアリング絶対舵角検出は，3 つの機能により達成できる．1 つ目は，車輪側を用いた絶対舵角検出

である．この検出方法は，検出精度は低いが，タイヤがグリップしている限り全範囲を検出することが可能であ

る．2 番目の検出手段は，ステアリングに装着された角度センサによる検出である．そして，3 つ目の検出手段

は，直進状態を検出し，そのステアリング角度を中立点に構成する機能である．以下，それぞれの方法について

説明する． 

 

 

図 7-53 絶対舵角検出ブロック図 

 

7.4.3 絶対舵角推定 

本例では，絶対舵角推定に車輪速センサを用いている．後輪と前輪の車輪速は，タイヤが路面をグリップして

いるならば，車輌の回転半径の関数になる．よって，タイヤが路面をグリップしている条件では，操舵角は車輪

速の関数になる．例えば，低速でタイヤの横滑りが無視できる条件でアッカーマンステアジオミトリが用いられ

るならば，図 7-54 に示す関係として単純化し表すことができる(韋勇，遠藤修司，2013)．この場合，内輪と外輪

の車輪速は，それぞれの接地点における車輌回転中心距離と比例するため， 
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で表すことができる． 

しかし，実際の車輌は必ずしもアッカーマンステアジオミトリが採用されているとは限らないため横滑りやサ

スペンションのコンプライアンスの影響が現れる．よって，例えば(𝜔𝑅0 − 𝜔𝑅𝑖)/((𝜔𝑅0 + 𝜔𝑅𝑖) を変数としたステ

アリング角度を実測し関数を得る．そうすることで，前輪の車輪速センサを用いたステアリング角度推定にも有

効であり，前輪，後輪それぞれの推定値を比較することにより，推定値の信頼性を向上できる(韋勇，遠藤修司，

2013)．また，アンダーステア特性の車輌を想定し，回転半径を式(7-29）に示すように，スタビリティファクタ K

と車速の関数で補正し用いることもできる． 
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                                (7-29) 

図に(𝜔𝑅0 − 𝜔𝑅𝑖)/((𝜔𝑅0 + 𝜔𝑅𝑖)とステアリング角度の関数の実測例を図 7-55 に示す．前輪の車輪速センサを用

いた場合は，幾何学的な非線形性が大きいため，絶対舵角と(𝜔𝐿0 − 𝜔𝐿𝑖)/((𝜔𝐿0 + 𝜔𝐿𝑖) の関数関係を実験で求め

ている． 

 

図 7-54 アッカーマンジオメトリ 

 

 

図 7-55 (𝜔𝑅0 − 𝜔𝑅𝑖)/((𝜔𝑅0 + 𝜔𝑅𝑖)と操舵角の関係実測例 

 

7.4.4 相対舵角センサ 

本例では，ハンドル角１回転の範囲を検出できる相対舵角センサも用いている．このため，車輪速センサを用

いた絶対舵角検出精度では，図 7-57 に示すように相対舵角センサが何回転した状態にあるかを判別することが目

的になる(鬼塚他，2009). これにより，，相対舵角センサ出力の絶対値が行えるため，絶対舵角の検出分解能は，

相対舵角センサの検出分解能に一致するものになる． 

相対舵角センサは，図 7-54 と図 7-56 に示すように MR 素子を用いてモータ角減速機構であるウォームホイー

ルの回転角を検出している． 
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図 7-56 相対舵角センサの構成 

 

 

図 7-57 相対舵角センサの出力特性 

 

 

図 7-58 相対舵角センサ装着例 

 

7.4.5 ハンドル舵角中立点校正 

直進状態の判断は，ステアリング角度が，一定状態が継続し，かつセルフアライニングトルクがカント路によ

り発生すると考えられる範囲である状態を捉えることにより行う．よって，例えば，図 7-59 に示す条件が一定時

間継続することで直進状態を検出し，そのときの絶対舵角を中立点として校正を行う． 
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図 7-59 直進状態ハンドル角推定条件 

 

7.5 まとめ 

本章では，これまで論じてきた操舵運転負荷軽減に貢献する EPS 機能を実現するための EPS アクチュエータ

設計技術について述べた．その結果，以下の結論が得られた． 

(1) 操舵運転負荷低減のための EPS 機能を実現する EPS 機構特性の課題を明らかにし，それを補償する機能

を提案した． 

(2) 操舵運転負荷低減のための EPS 機能を実現する EPS 制御系の構造設計を提案した． 

(2) EPS 用トルクアクチュエータとしてのモータ要求特性を明らかにし，その設計技術を提案した． 

(3) 操舵運転負荷を低減する EPS 機能に必要な絶対舵角情報を検出する技術を提案した． 
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第 8 章 提案する EPS 機能の操舵運転安全に対する効果 
 

8.1 本章の目的と構成 

本章では，前章までで個別に検討してきた検討してきた EPS 機能を統合した場合の操舵運転付加軽減に対する

効果と操舵運転安全に対する効果を実車実験及びシミュレーションで示す． 

操舵運転負荷と操舵運転の安全は，操舵運転場面に対する運転者の操舵運転能力に対して論じるべきであるこ

とを述べてきた．よって，これまで述べてきた操舵運転場面を対象に操舵運転負荷軽減と操舵運転安全に対する

効果を検証する． 

操舵運転の安全は，Heißing らの条件(Heißing and Ersoy, 2011)を用いた第 2章の定義に基づき操舵周波数に対す

る運転者が操舵制御できる状態量によって区分し，通常の操舵運転における目標軌道に対する車両軌道の誤差の

大きさを安全指標として評価を行う．また，0.5Hz から 2Hzまでは，運転者がヨーレートの変化率を操舵制御で

きる条件にあることを操舵運転安全指標として評価を行う．2Hz 以上の操舵周波数については，車両が応答感度

を低減するべく SATに対するステアリング系の応答の固有振動数を 2Hz 以下にする設計手法を示したので，本章

での検証からは外すことにする． 

操舵運転負荷については，目標軌道に追従する操舵制御を行う領域では，負荷がかかった結果として操舵制御

の滑らかさを欠くと仮定し，操舵制御対象であるヨーレートの滑らかさを操舵運転負荷の指標として評価を行う．  

また，0.5Hz から 2Hzまでは，本研究では Pauwelussenの説(Pauwelussen, 2014)に基づき，操舵運転安全の条

件と操舵運転負荷軽減の条件が同じであるものと考え，フリーコントロールにおけるヨーレート固有振動の減衰

率を評価指標とする. 

さらに，以上の結果を応用すると車両の動特性の変化が想定される場合の操舵運転安全向上にも貢献できる可

能性があることを EV車両のバッテリ配置の影響をベンチマークに示す． 

以下に本章の構成を示す． 

第 2節で，目標軌道に対する操舵運転での操舵運転安全に対する効果を示す． 

第 3節で，ヨーレートの変化率に対する操舵運転での操舵運転安全に対する効果を示す． 

第 4節で，EV車の車輌特性が操舵運転負荷に与える影響を示し，それを補償する EPS機能を提案する． 

第 5節でまとめを行う． 

図 8-1 本章の位置づけ 
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8.2 本研究で用いる操舵運転負荷の評価方法 

本章では，操舵運転負荷を制御状態量であるヨーレートの滑らかさで評価を行う．ヨーレートの滑らかさの評

価では，ステアリングエントロピー法(伊藤他，2001)を用いる． 

ステアリングエントロピー法は，車載情報機器等を扱うことで生じた運転以外の負荷が操舵に与える影響を評

価するために考案された評価手法であり，本研究が扱う情報処理負荷の影響評価に有効であると考えた． 

ステアリングエントロピー法とは，滑らかな操舵である条件を 2 次項までのテーラ予測に一致する操舵である

こととして，実際の操舵角とテーラ予測で求めた操舵角との差の大きさにより滑らかさを失う度合を表す方法で

ある．予測する操舵角は，式(8-1)で与えられ，滑らかさを失うことを示す予測操舵角に対する実際の操舵角の差

を式(8-2)により求める．そして，評価期間における誤差分布の標準偏差の大きさによって滑らかさを失う度合を

示し，操舵運転負荷を評価する方法である． 

2)(
2

1
)()()( dttdtttdttp                                (8-1) 

)()()( ttt p                                        (8-2) 

dt ：予測時間または，制御間隔 

式(8-1)は，車輌到達地点の 2次予測モデルと同じ意味を持つものと考えられ,2次予測モデルの前方注視時間

と運転者の制御間隔が一致した場合になる．つまり，ステアリングエントロピー法は本研究で用いたヨーレート

予測に対する誤差の代わりに操舵角に対する誤差を用いた操舵運転負荷を定量的に評価する手法であると考えら

れる．ただし，制御間隔は運転者の運転状態によって変化するため，対象とする操舵場面の運転者の運転状態を

考慮して，dtを選択する必要があると考えられる． 

よって，本研究ではステアリングエントロピー法で用いている操舵角の代わりにヨーレートを用いた式(8-3)と

式(8-4)によって評価を行う． 

2)(
2

1
)()()( dttdtttdttp                                (8-3) 

)()()( ttt p                                        (8-4) 

 

8.3 目標軌道に追従する操舵運転での操舵運転安全に対する効果 

操舵周波数 0.5Hz以下での目標軌道に追従する操舵運転に対して提案するEPS機能の操舵安全向上の効果を操

舵運転場面に応じた実車輌走行実験により検証する．実車輌走行実験は，タイヤのグリップが線形特性範囲にあ

るオフセンター領域までの場合と非線形特性範囲にあるオフセンターの外側の領域の場合及びタイヤのグリップ

が失われた場合に対して行う．オンセンター領域については，操舵運転負担や操舵運転の安全を客観的な測定方

法で示すことは困難であるため，主観的な評価結果をまとめる．それぞれの操舵運転場面で行う評価方法を以下

に示す． 

・オフセンター領域までの場合：レーン変更運転 

・オフセンターの外側の領域の場合：S 字カーブ 

・オンセンター領域の場合：主観評価結果 

・タイヤグリップが失われた場合：低摩擦路でのレーン変更運転 

以上の実験では，運転者に対し安全運転教習を行い，事前に実験趣旨のインフォームドコンセントを行い実施

している． 

 

8.3.1 オフセンター領域（レーン変更） 

本項で示す実験結果は第 3 章で用いているものと同様であるが，操舵運転安全に対する EPS 機能の効果を示す

ために再度用いる．本試験では，操舵運転安全の評価に対する EPS 機能の効果の違いをできるだけ明らかにする

ため，オフセンター領域におけるヨーレートの最大値である 15deg/s に近いヨーレートを発生するレーン変更運

転条件を与えた．この条件は，表 8-1 に示す車輌諸元を持つ車輌では，80 ㎞/h で走行し図 8-2 に示す目標軌道の
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レーン変更運転で与えることができた．よって，この条件で EPS 機能による情報処理負荷を含めた操舵運転負荷

軽減機能を用いた場合と身体的な負荷軽減を行うパワーアシスト制御のみの場合とで車輌軌道とヨーレートの時

間応答を比較する． 

図 8-3 は，操舵周波数 0.25Hz におけるヨーレートに対する操舵トルクのリサージュ波形である．図より提案す

る EPS 機能を用いた場合は，用いない場合に対しハンドル戻り時とハンドル切り増し時で異なるゲインを持つ線

形性を示しており，操舵トルクで車輌挙動を把握しやすくかつ，ゲインの変化でヨーレートがゼロに近い状態を

検出できる特性になっている． 

 

図 8-2 レーン変更テストコース 

表 8-1 実験車輌 A の諸元 

Vehicle Specification Front wheel drive SUV 

Engine capacity 1.9 L Diesel engine 

Mass 1450 kg 

Wheel base 2.55 m 

Stability factor 0.0018 

 

図 8-3 ヨーレートに対する操舵トルク特性(操舵周波数：0.25Hz)  

 

図 8-4 は，操舵周波数 0.5Hz における操舵角に対する操舵トルクのリサージュ波形を示したものである．本来，

横軸はヨーレートとすべきところであるが，リサージュ波形の 1 階微分特性を調査するためにノイズの少ない操

舵角をヨーレートの代用特性として用いている．青線で示す図は，赤で表すリサージュ波形を操舵角で微分した

ものであり，提案する EPS 機能では，１階微分の変動幅が小さくなっており，運転者にとって操舵トルクで車輌

挙動を予測しやすい特性になっている．また，パワーアシストのみの場合では操舵周波数 0.25Hz に対し，0.5Hz

では，ヒステリシス幅は大きく減少し関数形状が変化しているが，提案する EPS 機能を用いた場合では，ヒステ

リシス幅の変化は少なく，かつ関数形状の変化も少なく一貫性がある． 

図 8-5 にレーン変更運転を行った時の軌跡を示す．パワーアシストのみの場合は，レーン変更後に横方向にオ

ーバーシュートを起こしているため，第 4 章で示したように運転者に操舵運転負荷がかかっている状態であると

考えられ，かつオーバーシュートした分だけ操舵運転安全に対するマージンが失われている． 
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図 8-6 に操舵角とヨーレートの時間応答を示す．図 8-5 同様なオーバーシュートの有無が観察され，その理由

を操舵トルクとヨーレートの時間遅れにより説明できる．提案する EPS 機能を用いない場合は，操舵トルクに対

するヨーレートが 1.5 秒までは大きく遅れている．この結果，運転者の操舵が遅れているものと考えられ，図 8-

5 では実際に車輌軌跡が遅れて発生している．次にハンドル戻し操舵に相当する 1.5 秒から 2.5 秒の間では逆に位

相遅れがほとんどなくなっている．この結果，運転者は必要以上のハンドル戻し操作を行い，オーバーシュート

発生に至ったと考えられる． 

一方，提案する EPS 機能を用いた場合は，ハンドル切増し時の位相遅れが少なく，かつハンドル切り増しであ

る約 1.2 秒までの位相遅れとハンドル戻し時である 1.2 秒から 2.2 秒までの位相遅れの変化が少ない．この結果，

運転者は操舵トルクで車輌挙動を適切に把握でき，オーバーシュートの発生を防ぐことができたものと考えられ

る．以上より，提案する EPS 機能により操舵運転負荷が軽減され操舵運転安全に貢献できていることが確認でき

る． 

次にステアリングエントロピー法を用いた操舵運転負荷について示す．dt は，比較的に高い周波数の操舵がな

されているため，運転者の最短制御間隔とされている 0.15s を用いた．図 8-7 にεの時間波形を示す．EPS による

補償制御がない場合は，εの振幅が，補償がある場合と比較し大きく表れていることが見て取れる．特に，ヨー

レートのピークが現れた直後のεが大きくなっている．運転者が急に操舵補正が必要になったことがうかがえる．

図 8-8 にεの分布とその標準偏差を示す．図より，補償なしの場合に対し補償ありの場合の標準偏差が小さくな

っているため，EPS による補償により操舵運転負荷が軽減されていることが伺える． 

 

 
(a) Without compensation                    (b) With compensation 

図 8-4 操舵角に対する操舵トルク特性(操舵周波数：0.5Hz)  

 

 

 

図 8-5 レーン変更時の車輌軌跡 

 

Without compensation

With compensation

x (m)

y
 (

m
)
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図 8-6 レーン変更時の操舵角とヨーレートの時間応答 

 

 
(a) Without compensation           (b) With compensation 

図 8-7 レーン変更時のεの時間波形 

  

 
(a) Without compensation                (b) With compensation 

図 8-8 レーン変更時のεの分布と標準偏差 

 

8.3.2 オフセンターの外側の領域(S字カーブ) 

提案する EPS 機能によるオフセンターの外側の領域の操舵運転負荷軽減を評価するために S 字カーブでの操

舵トルクとヨーレートの時間応答を調査した．テストを行った S 字カーブは図 8-9 に示すコースであり，操舵特

性に対するブレーキやアクセルワークの影響を排除するために，緩い下り坂でブレーキとアクセルを使わずに速

度を±5 ㎞/h の範囲で一定に保ち走行している．速度はカーブ手前で約 55 ㎞/ｈに設定している． 
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図 8-9 S 字カーブコース 

 

図 8-10 に本走行テストで S 字カーブに入る手前の運転者目線に近い状態での画像を示す．図 8-11 に走行試験

時の操舵トルクとヨーレートの時間応答波形を示す．約 8 秒から 13 秒間が 1 つ目の R30 のカーブを走行してい

る状態であり，約 14 秒から 18 秒間が 2 つ目の R45 のカーブを走行している状態である．パワーアシストのみの

場合の修正操舵状態を ABC で示し，それに相当する提案する EPS 機能を用いた場合の状態を A’,B’,C’で示して

いる．A と A’を比較すると A’の期間は少なく修正操舵量が少ないことが観察される．また，B,C では，明らかに

修正操舵と考えられる波形が観察されるが，B’，C’では，修正操舵を行っていると思われる波形が観察されない．

以上から，提案する EPS 機能を用いた場合は，S 字カーブを行う際の修正操舵量が減っていると考えられ，操舵

運転負荷が低減できていると考えられる． 

この理由は，前項と同様に説明できる．S 字カーブの切りはじめを緑の点で示すが，パワーアシストのみの場

合は，操舵トルクに対するヨーレートの遅れは，約 0.6 秒ある．次に提案する EPS 機能を用いた場合は，約 0.4 秒

を示している．また，ハンドル戻し状態である 13 秒から 15 秒の間では，遅れ時間は両方とも約 0.4 秒である．

この結果，提案する EPS 機能を用いた場合のほうが，操舵トルクでヨーレートを予測しやすく，結果として修正

操舵量が減ったものと考えられる． 

次にこの場合のステアリングエントロピー法による運転負荷計測結果を示す．本操舵は，比較的ゆっくりとし

た操舵であったため dt には，0.5ｓ を用いた．これは，前項と同じ 0.15s を用いた場合には図 8-11 で示した修正

操舵軌跡に予測軌跡が追従し一致してしまうという問題が生じたためである．図 8-12 に S 字カーブ走行時のεの

時間波形を示す．図より補償ありに対し補償がない場合は，εの振幅が大きく表れる傾向にあることが見て取れる．ま

た，図 8-11 に示す修正操舵のタイミングにほぼ一致し，εが大きくなる傾向が観察できる．このことから，dt が 0.5ｓ

の条件では，修正操舵をεで検出できているものと考える．図 8-13 にεの分布と標準偏差を示す．EPS の補償に

より，εの標準偏差は減っており，操舵運転負荷が軽減できているものと考える． 

 

図 8-10 S 字カーブ走行状態 

R30

R45
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(a) Without compensation                             (b) With compensation 

図 8-11 S字カーブ走行時の操舵トルクとヨーレートの時間応答 

 

 (a) Without compensation                             (b) With compensation 

図 8-12  S字カーブ走行時のεの時間波形 

 
(a) Without compensation                             (b) With compensation 

図 8-13  S字カーブ走行時のεの分布と標準偏差 

 

8.3.3 タイヤグリップが失われた領域（低摩擦路でのレーン変更） 

本項では，第 6 章で示した実験データを用いて提案する EPS 機能が操舵運転安全向上に貢献していることを示

す．路面の摩擦係数が，約 0.2 の低摩擦路で，車速 60 ㎞/ｈでレーン変更運転を行い，ヨーレートの時間応答と変

更後の軌道偏差を評価した．テストに用いた車輌の主要諸元は，表 8-2 に示すとおりである． 
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表 8-2 実験車輌 B の諸元 

Vehicle Specification Front wheel drive  

Engine capacity 1.2 L  

Mass 1250 kg 

Wheel base 2.5 m 

Stability factor 0.0017 

 

図 8-14 にこの走行実験での車輌軌跡を走行状態のビデオ撮影画像により示す．パワーアシストのみの場合は，

レーン変更後の走行軌道は，レーンを大きく外れてしまっている．一方，提案する EPS 機能を用いた場合は，走

行軌道は，目標軌道に対し約 55 ㎝大きい誤差範囲であり操舵運転安全目標を満たしている． 

図 8-15 は，この場合のヨーレートの時間応答を示したものである．この場合，ヨーレートの振動回数は同じで

あるが，丸の枠で示すヨーレートのオーバーシュート量に違いが観察され，提案する EPS 機能を用いた場合のほ

うが小さい．この結果，提案する EPS 機能を用いた方が，低い操舵運転負荷で操舵できていると考えられる．こ

れは，タイヤがグリップを失う状態の予測が容易にする提案する EPS 機能の効果が表れた結果であると考えられ

る．  

以上より，提案する EPS 機能によってタイヤグリップが失われた状態での操舵運転安全に貢献できることが示

された． 

 

図 8-14 低摩擦路でのレーン変更走行状態 

 

Without

compensation

With

compensation

Target trajectory after lane change
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(a) Without compensation            (b) With compensation 

図 8-15 低摩擦路での連変更操舵運転のヨーレート時間応答 

 

8.3.4 オンセンター領域(主観評価) 

 オンセンター領域での操舵運転負荷を評価することは現状では難しい．よって，これまで論じた提案する EPS

機能による操舵運転負荷低減効果を定性的に整理し述べる． 

・ ステアリング系摩擦によるハンドルをリラックスして把持した際の把持剛性低下により発生するスティ

ックスリップ振動を低減し，リラックス状態でのハンドル保持で操舵できるEPS機能を提案した 

・ カント路の影響で直進状態でありながら必要な操舵トルクを補償し，直進走行時の身体的な負荷を軽減

するEPS機能を提案し，操舵トルクが軽減できていることを示した． 

・ 特に直進走行時の操舵の不快感をもたらすシミー振動やブレーキジャダ振動を低減する EPS 機能を提

案し，例えば 40g 程度のホイールアンバランスであれば，不快でないレベルに振動を補償する機能を提

案した．また，本機能の効果によりオンセンター領域での操舵角に対するヨーレートゲインを高め操舵

感を向上できることを主観評価と調整実例で示した． 

 

8.4 ヨーレートの変化率に対する操舵制御での操舵運転安全に対する効果 

ヨーレートの変化率を収束させる操舵制御を行ううえで操舵運転負荷を低減するためには，これまでの議論を

整理すると以下の 3 つが目標とする条件になる． 

目標条件(1) SAT に対するステアリング系の応答性の周波数が，0.5 Hz 以上 2 Hz 以下にあること． 

 目標条件(2) この応答周波数で，ヨーレートと操舵角の位相変化は適度に少ないこと．  

 目標条件(3) 車輌のヨーレート過渡応答減衰率とステアリング系の過渡応答減衰率は，約 0.8 であること． 

本項では，提案する EPS 機能により，3 つの目標に調整できることを小型車と中型車の実験結果で示すととも

に，上記目標が操舵運転安全目標に対し効果的であることをシミュレーションにより示す． 

まず，シミュレーションを用いる評価の妥当性を図 8-16 により示す．図 8-16(a)は，EPS 機能を用いた場合の実

測とシミュレーション結果を比較したものであり，図 8-16(b)は，HPS の場合の実測とシミュレーション結果を比

較したものである．図よりいずれの場合もシミュレーション結果は実測とよく一致している．この結果は，ステ

アリング系の摩擦特性の同定精度によって得られたものである．特に，ヨーレートが小さい領域での減衰特性は，

ステアリングのクーロン摩擦の同定精度の効果は大きい． 

次に実験結果についてであるが，EPS で提案する機能を用いた場合は，上記 3 つの条件で HPS に対して改善し

ていることが確認できる．  
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(a) EPS で提案する機能を用いた場合             (b) HPSの場合     

図 8-16 車輌 Bでの操舵角及びヨーレートの時間応答 

 

この EPS の効果が，提案する EPS 機能によるものであることを図 8-17 のシミュレーションで確認する．確認

は，図 8-16 のシミュレーションと同じ条件でパワーアシストのみの EPS 機能と提案する EPS 機能を実装した場

合とで比較し行った．図 8-17(a) で示すフリーコントロール時のヨーレート時間応答シミュレーションでは，パ

ワーアシストのみの場合に対し，提案する EPS 機能によりヨーレートの収れん性(減衰率)が改善できており，図

8-16(a)の効果は，提案する EPS 機能によるものであることが分かる． 

次に図 8-17(b)でフリーコントロール時の車輌軌跡を示す．車輌軌道のオーバーシュート量を目標軌道に対する

偏差とするならば，パワーアシストのみ場合は約 0.5ｍ，提案する EPS 制御を用いた場合は約 0.2mであり，提案

する EPS 機能により偏差が減少しており，操舵運転安全目標に対するマージンの改善効果が確認できる． 

 

   (a) ヨーレート収れん性に対する効果        (b)操舵運転安全基準に対する効果 

図 8-17 車輌 B での提案する EPS 機能の効果 

 

8.5 提案する EPS機能による EV車の操舵運転安全向上 

EV 車は，エンジン構成の違いから，内燃機関エンジン搭載車輌(以下，CEV 車)とは異なった車輌特性を持つ傾

向になることが知られている(Khajepour et al., 2014)．特にバッテリ配置の車輌特性に対する影響は大きく，良い車輌

特性に有効なバッテリ配置が検討されている．良い車輌特性として，ヨー慣性モーメントを減らし，車輌のヨー

方向の応答性を上げるべく，バッテリをなるべく重心位置に近い場所に配置する工夫がなされる場合がある．同

時に，弱アンダーステア特性とし，車輌の高速走行でのヨーレート安定の向上も期待される．しかし，バッテリ

を重心に近く配置することにより，逆に高速走行時のヨーレート安定性が悪くなることがあった．この理由を前
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章までの解析結果を応用し考察し，EPS 機能を用いて補償する方法を提案し，本研究が現状の車の操舵運転安全

に対する貢献にとどまらず将来への発展性を有することを示す． 

8.5.1 EV車のバッテリ配置が与える高速走行時のヨーレート安定性の影響 

高速走行時のヨーレート安定性は，車輌特性は安定条件を満たしてもセルフアライニングトルクを加振源とす

るステアリング系の自由振動により安定性が失われる条件を第 6 章で示した．本項では，バッテリ配置により変

化する車輌重量に対するヨー慣性モーメント比がステアリング系自由振動の安定性に及ぼす影響について明らか

にする． 

図 8-19 に EV 車の典型的なバッテリ配置を示す．本図から同じ車輌重量であってもバッテリ配置によりヨー

慣性モーメントが変化することが理解できる．この車輌重量に対するヨー慣性モーメントは，式(8-5)で表す正規

化ヨー慣性モーメントを代用特性として評価することができる． 

rf

n
lml

I
I 

                                               (8-5) 

一般の乗用車は，Inが約 1 になるように設計されている(酒井，2015)．一方，EV 車の場合，0.74 のように一般

的な乗用車では取らない値になる場合がある．以上より，正規化ヨー慣性モーメントがステアリング系の自由振

動の減衰率に与える影響を解析し，EV 車のバッテリ配置の影響を明らかにする． 

操舵角に対する SAT の伝達特性は，トーションバーの剛性を無視し，EPS 機能により実舵角に対するヨーレー

トの伝達関数が 1 次遅れ式に近似されるならば，次式となる． 
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                        (8-6) 

ステアリング系の自由振動の運動方程式は，EPS の 2 慣性系の動特性が補償されているならば，次式となる． 

0)()( 2  sTRsBsJJ STGSTGh
                                (8-7) 

式(8-7)を第 6 章で行ったように固有振動数付近での 1 自由度振動系で表すことにより，式(8-13)で示す安定条

件が得られる．このため，𝑇𝑅(𝑠)を図 8-19 に示すようにばね項と粘性項のベクトル要素に分解し，式(8-8)と式(8-

9)で表す． 
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上式を式(8-7)に代入すると，次式であらわされる 1自由度振動系の式であらわされる． 
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この結果，SAT に対するステアリング系振動の固有振動数と減衰率は，以下の式となる． 
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                                                             (8-12) 

したがって，ステアリング系振動を安定化する条件は，式(8-13)となる． 

7.0)( STGSTG                                          (8-13) 

ここで，BSTGにより，式(8-13)の条件を得ることは，第 6 章で述べたように運転者の操舵トルクによる車輌挙動

認知を阻害する要因となるため，BSTGは適度に小さくすべきであるため，BSTEERにより式(8-9)の条件を達成するこ

とが必要になる．このためには，BSTEERが正の値をとることが必要条件になる． 
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この条件を式(8-6)の 2 つの極と零のの時定数の関係に基づいて考察する．𝐶𝑟𝑉は，速度に応じて時定数が大き

くなる．𝜏𝑛は，速度に応じて小さくなる．このため，一般の乗用車では高速走行においては，式(8-14)の関係とな

る． 

 )(VVC nr                                        (8-14) 

よって，BSTEERが正になる必要条件は，式(8-6)が位相進み特性であるための必要条件式(8-15)となる． 
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この結果，式(8-16)で求まる速度以上では，ステアリング系が負の減衰率を持ちヨーレートの安定性が損なわれ

る傾向になることが分かる．この速度は，次式で示すように，正規化ヨー慣性モーメント，後軸コーナリングコ

ンプライアンス及びホイールベースで表される式となる． 

 

r

n

c
C

lI
V                                            (8-16) 

式(8-16)は，後軸コーナリングコンプライアンスが大きいほど，正規化ヨー慣性モーメントが小さいほど，ホイ

ールベースが小さいほど，低い車速でステアリング系が負の減衰率を持つ傾向になることを示している． 

EV 車の場合，バッテリ配置が図 8-19 の B で検討される場合が多く，正規化ヨー慣性モーメントは小さくなる

傾向にある．また，タイヤの転がり抵抗を小さくするため，幅の小さいタイヤを履く場合が多く，後軸コーナリ

ングコンプライアンスは大きくなる場合がある．但し，この場合は式(8-16)より，高速走行でのヨーレート安定性

が失われやすいことが分かる． 

 

8.5.2 EV車のバッテリ配置が与える高速走行時のヨーレート安定性の影響の検証 

本項では，前項の結果をシミュレーションにより検証する．表 8-4 に示す図 8-19 のバッテリ配置の車輌諸元に

対して，高速走行時のヨーレート安定性を評価するフリーコントロールのシミュレーションを行い，バッテリ配

置の影響の検証を行う．なお，本シミュレーションでは，図 8-16 で示したフリーコントロールのシミュレーショ

ンと同じシミュレーションモデルを使い，表 8-4 に示す車輌諸元のパラメータへの変更のみにとどめることでシ

ミュレーションの妥当性を担保している． 

シミュレーション結果を図 8-21 に表す．図より A, B，C の順序で減衰率が悪くなっていることが観察できる．

この順序は，スタビリティファクタから予想されるヨーレート減衰率の順序と逆であり，より影響力の大きい車

輌諸元があるを示唆している．表 8-5 にこれまでヨーレート減衰率に影響するとしてきたし主要な車輌諸元をバ

ッテリ配置 A,B,C それぞれに対して示す．これらの車輌諸元の中では，ヨーレート減衰率の順序と一致している

諸元は唯一 Vcであり，8.4.1 項で示した仮設と一致する． 

次にこの結果が示す EV 車固有の課題について考察する． 

一般的な内燃機関エンジンの乗用車は，正規化ヨー慣性モーメントが 1 に近い値になるように設定されている

ため（酒井，2015），正規化ヨー慣性モーメントのヨーレート減衰率に対する影響は少なかったと考えられる．一

方，EV 車の場合は，正規化ヨー慣性モーメントは，1 から離れた数値をとる場合がある（Khajepour，2014）（Motor 

Fun illustrated, 2014）．この結果，SAT に対するステアリング系の動特性がヨーレート減衰率に影響する場合には，

正規化ヨー慣性モーメントの影響を考慮する必要があることを示している． 

したがって次項で，提案する EPS 機能が，EV 車の正規化ヨー慣性モーメントのヨーレート減衰率に対する影

響を補償するうえで効果的であることを示す． 
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図 8-18 EV 車のバッテリ配置（Khajepour，2014） 

 

 

図 8-19 SATのばね項と粘性項の要素分解 

 

表 8-4 シミュレーションで用いる車輌諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Battery placement A 

Front box battery 

layout 
Battery

 

Battery placement B 

Central box battery 

layout  

Battery Placement C 

Rear box battery 

layout  

cos( )

(
)

Parameters Symbol 

Battery 

placement A  

Front box 

Battery 

placement B 

Central box 

Battery 

placement C 

Rear box 

Vehicle mass m (kg) 1200 

Front cornering 

stiffness 

Kf 

(N/rad) 
50000* 

Rear cornering 

stiffness 

Kr 

(N/rad) 
70000* 

Yaw moment of 

inertia 

I 

(kgm2) 
2400 2300 2450 

Distance between 

front axis and C. G. 
lf (m) 1.0 1.15 1.3 

Distance between 

rear axis and C. G. 
lr (m) 1.3 1.15 1 
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表 8-5 ヨーレート減衰率に影響する車輌諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-20 バッテリ配置違いによるフリーコントロール時のヨーレート時間応答 

 

8.5.3 EPS機能を用いた EV車のバッテリ配置の高速走行時のヨーレート安定性への影響の補償 

バッテリ配置による高速走行時のヨーレート安定性は，操舵角に対する SAT 伝達特性の位相特性によってもた

らされるものであるため，第 6 章で提案した EPS 機能により補償することが可能であると考えられる． 

第 6 章では，EPS で推定した SAT を位相特性補償しパワーアシストトルクに加算するものであり，位相特性補

償のフィルタは，次式で与えた． 

1
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                                      (8-17) 

式(8-17)の定数を A,B,C それぞれに対し表 8-6 のように設定し，補償を行った．この結果を図 8-22 に示す．図

より，A,B,C いずれの場合であってもほぼ同じレベルのヨーレート減衰率が得られており，かつ操舵運転安全上

で求められる減衰率 0.8 に近い減衰率になっている．この結果，バッテリ配置 B でも提案する EPS 機能によって

高速走行時のヨーレート安定性を向上できることが示され，EV 車の操舵安全への貢献が期待できる． 

 

表 8-6 補償制御パラメータ 

 

 

 

 

 

Time (s)

Y
aw

 r
at

e 
(d

eg
/s

)

Vehicle A

Vehicle B

Vehicle C

Parameters Symbol 
Vehicle 

A 

Vehicle 

B 

Vehicle 

C 

Stability 

factor 
K 0.0013 0.0007 0.0002 

Rear axis 

cornering 

compliance 

Cr 

(kgrad/N) 
0.0037 0.0043 0.0048 

Normalized 

yaw moment 

of inertia 

In 1.53 1.45 1.57 

Critical 

vehicle speed 

Vc 

(km/h) 
111 100 99 

Parameters 
Battery 

placement A 

Battery 

placement B 

Battery 

placement C 

T3 (s) 0.16 0.18 0.20 

T4 (s) 0.13 0.13 0.13 
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図 8-21 EPS 機能による補償の効果 

 

8.6  まとめ 

本章では，本研究で提案する操舵運転負荷を軽減する EPS 機能の効果を実車実験及びシミュレーションで示し

た．その結果，次の結論が得られた． 

(1) 操舵周波数約 0.5Hz以下での目標軌道に対する操舵運転での操舵運転安全に対する提案する EPS機能の効

果を明らかにした． 

(2) 操舵運転負荷の定量評価にステアリングエントロピー法の考え方を応用できる可能性があることを示し

た．今後，検証例を増やし更なる妥当性の確認が必要と考える． 

(2) 操舵周波数約 0.5～2Hz まで求められるヨーレートの変化率に対する操舵運転での操舵運転安全に対する

提案する EPS機能の効果を明らかにした． 

(3) 将来の自動車として期待される EV 車の車輌特性が操舵運転負荷に与える影響を示し，それを補償する

EPS 機能を提案した． 
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第 9章 結 言 
 

9.1 本研究の成果 

本研究は，電動パワーステアリングを用いた操舵運転負荷軽減による安全向上と題し，操舵運転負荷軽減を運

転者の身体的な負荷のみならず操舵運転行為全体で論じることによって安全向上に貢献する電動パワーステアリ

ング（以下，EPS）機能とその設計体系を提案するものである．提案する EPS 機能のいくつかは市場での採用実

績があり，電動パワーステアリングの普及に大きく貢献してきた．研究では，この市場実績を用いて，新たに操

舵運転の安全に対しステアリングが果たすべき機能の考え方と設計体系を提案することで将来の自動車運転の安

全に貢献することを意図するものである． 

本研究で論じる操舵運転負荷軽減は，事故回避技術と並び操舵運転の安全に貢献する重要な技術と位置付けら

れている．この操舵運転負荷軽減に向けた取組みは，自動車開発の中で操舵感開発と呼ばれ，長らく State of the 

art として取り組まれてきた経緯があった．操舵感は，運転者特性，道路特性および車輌特性が相互に影響しあう

複雑な問題であるため，主観的な評価が重視され，かつその実現では，車輌の基本特性，サスペンションおよび

ステアリングの相互作用を考慮する必要があり，設計が複雑かつ困難であったためである．この結果，現在加速

している自動車技術の電動化においてステアリング技術の進化が遅れているという問題があった． 

この問題に対し本研究では，3 つのブレークスルーを行い，操舵運転負荷の軽減によって安全に貢献する EPS

機能を提案した．1 つ目は，運転者の操舵運転特性を特に操舵トルク情報の意味に着目し，手腕の運動制御との

アナロジーを用いて明らかにし，操舵運転負荷を軽減する目標操舵特性を導いたことである．2 つ目は，車輌，

サスペンションおよびステアリング系との干渉問題を，EPS 機能によって補償することで単純化し，その相互作

用の影響を明らかにし，外乱オブザーバを応用して非干渉化することによって，目標操舵特性を実現する設計方

法を導いたことである．3 つ目は，EPS 自体がもたらすステアリング機能の動特性を補償し，提案する EPS 機能

を実現する EPS 設計技術を導いたことである．そして，以上のブレークスルーによって操舵運転負荷を軽減し安

全に貢献する EPS 機能の設計体系をはじめて提案した． 

上記に対し，以下に示す 8 つの章構成で論じ，操舵運転負荷を軽減し安全を向上する EPS 機能と設計体系を提

案している． 

第 2 章では，操舵運転負荷軽減が操舵運転の安全に果たす意味を事故回避技術との関係で明らにし，操舵運転

負荷軽減による操舵運転安全の向上を目標軌道に対する追従制御設計問題として検討可能にするフレームワーク

を提示し，物理特性モデルを用いて評価できる検討環境を提示し，設計体系の基礎を提案した． 

第 3 章では，運転者の操舵運転特性を明らかにし操舵運転負荷軽減の条件を導いた．1 つ目のブレークするに

相当する．良い操舵感は，「一体感がある」，「リニアな特性」と評されることから，人の手腕の運動制御と同じよ

うな制御則で操舵運転できれば操舵運転負荷を軽減できると仮説をたてて運転者の操舵運転特性を解析し，実車

輌を用いた走行実験で妥当性を実証した．この結果，操舵トルク情報で車輌挙動が予測できれば目標軌道に対す

る追従制御の運転者能力のばらつきに対するロバスト性が向上し，操舵運転負荷が軽減できることを新たに明ら

かにし，そのための操舵特性条件を導いた． 

第 4 章では，操舵運転負荷に対する車輌特性の影響を解析し，EPS によって補償する方法を提案した．２つ目

のブレークスルーに相当する．操舵トルク情報で車輌挙動を予測しやすい条件と車輌挙動予測から操舵量を決め

やすいという操舵特性条件に対する車輌主要諸元の影響を解析的に明らかにした．さらに，車輌諸元の動的な影

響を補償し，外乱オブザーバを応用した非干渉化によって操舵運転負荷を軽減する EPS 機能を導き，実車輌実験

によって効果を実証した． 

第 5 章では，操舵運転負荷に対するステアリング特性の影響を解析し，EPS によって補償する方法を提案した．

２つ目のブレークスルーに相当する．操舵場面に対しての操舵運転負荷をこれまでの EPS 調整の市場経験を基に

整理し，操舵運転負荷を軽減するステアリング系の摩擦特性と剛性の条件を明らかにし，それを実現する EPS 機

能を導いた． 
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第 6 章では，操舵運転負荷に対する前輪タイヤに働く操舵運転を阻害する外乱の影響を EPS によって補償する

方法を提案した．２つ目のブレークスルーに相当する．この外乱は，運転者の過信による運転を防止効果もある

ため，適切に伝達すべき情報である．したがって，外乱オブザーバを応用した外乱感度調整を行う EPS 機能の設

計方法を導き，その効果をシミュレーションと実車輌実験で実証した． 

第 7 章では，これまで論じてきた操舵運転負荷軽減に貢献する EPS 機能を実現するための EPS アクチュエー

タ設計技術を提案した．３つ目のブレークスルーに相当する．まず，操舵運転負荷軽減のための EPS 機能を実現

する EPS 機構特性の問題を明らかにし，補償する EPS 制御設計方法を提案した．また，トルクアクチュエータで

ある高出力，極低トルクリップルかつ低コストが求められる EPS 用モータ固有の設計課題を示し，解決する設計

技術を提案した．さらに，操舵運転負荷を軽減する EPS 機能に必要な絶対舵角情報を検出する方法を提案した． 

第 8 章では，本研究で提案する操舵運転負荷を軽減する EPS 機能の操舵運転安全に対する効果を実車輌実験及

びシミュレーションで示した．さらに，本研究の将来の自動車に対する応用例を示すべく， EV 車のバッテリ配

置がもたらす車輌特性が操舵運転負荷に与える影響を解析し，それを補償する EPS 機能を提案した． 

第 9 章では，本研究の成果をまとめるとともに，本研究で示した操舵運転負荷軽減による安全向上の検討方法

が将来のステアリング技術や自動車技術の変化に対しても有効であることを示した． 

以上のように本研究は，筆者がこれまで取り組んできた EPS 開発経験を用いて操舵運転安全に対するステアリ

ングの役割，それを実現する EPS 機能および設計の体系化に取り組んだものであり，電動パワーステアリングを

採用している現在の自動車の安全向上はもとより，次世代のステアリング技術や将来の自動車技術に対しても応

用可能なものであって，自動車工学，制御工学および安全工学などの発展に寄与できることを期待する． 

 

9.2 本研究テーマに関する今後の課題 

本研究は，上述のように筆者が EPS の市場における黎明期から現在の普及期に至るまでに得た経験を基に EPS

の技術を体系化し述べたものである．このため，議論の包括性に関しての以下に示す 4 つの課題が残っていると

考えている． 

1 つ目は，本研究で扱っている安全の範囲である． 本研究では，操舵運転の安全を目標追従制御問題の観点か

ら解析を行うために，操舵制御の目的と操舵場面を数学的に扱えるように単純化し議論を行った．例えば，予期

せぬ外乱により，運転者が誤った操舵運転を行うことなどは本研究では論じていない．操舵制御の目的は操舵場

面に依存するため，想定すべき操舵運転安全はさらに多様である．この多様な操舵場面を考慮した安全を議論す

るために，近年では機能安全がきっかけとなり，安全上考慮すべき操舵場面をユースケースとしてデータベース

の作成が進んでいる．したがって，このデータベースを活用し，より広範囲な操舵運転の安全議論が可能になる

ものと考えられる． 

2 つ目は，操舵運転負荷の解析に関する課題である．本研究では，手腕の運動制御とのアナロジーを仮定し操

舵運転負荷を解析し，その結果を目標軌道に対する車輌軌道に対する誤差で直接または間接的に評価した．この

ため，操舵運転負荷が生じるメカニズムの解明については，まだ取り組むべき課題が残っていると考えている．

たとえば，本研究で用いた認知，判断行動のフレームワークは相互の因果性があるはずだが，本研究ではこれに

言及していない．特に手腕の機械的な特性が操舵制御特性と情報処理負荷に及ぼす影響を明らかにすることは，

高速直進走行の操舵運転負荷軽減に重要と考えているが，本研究では成果を得るまでには至っていない．このた

めには，操舵運転時における手腕の機械的な剛性と情報処理負荷を同時に計測する必要があると考えられ，その

計測方法の検討が必要になると考えられる． 

3 つ目は，事故回避技術との機能分担に関する課題である．本研究では，事故回避技術と適切な機能分担がで

きる可能性は述べたが，具体的な検討は行っていない．例えば，第 6 章で述べたタイヤがグリップを失った状態

検出のブレーキを用いた運動制御への応用等への可能性が考えられる． 

4 つ目は，新たなステアリング機能を用いた際の操舵運転負荷軽減の課題である．本研究では，電動パワース

テアリングを前提にステアリングで果たすべき機能を論じたが，この議論は次世代のステアリングとして期待さ

れる可変ギア比機能を持つステアリングやステアバイワイヤあるいは 4 輪の駆動力を用いた横方向の車輌制御に

応用可能であると考えられる． 

上記観点が，更なる操舵運転の安全向上の一助となることを期待する． 
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付録 A EPS の機能安全技術 
 

A.1 本付録の目的と構成 

自動車の基本機能である「曲がる」を司る EPS（以下，EPS）に求められる安全性および信頼性は，非常に高

い．さらに，EPS の普及と適応範囲の拡大にともない，求められる信頼性および安全性はさらに進化している． 

EPS に必要な機能安全技術を考える上で，本研究で述べた操舵運転安全を議論するフレームワークは有効であ

る．なぜなら，EPS の故障をステアリング系に働く外乱と考えることで運転者特性を考慮し操舵運転の安全性と

結びついた議論が行えるためである． 

機能安全に対応するということは，故障という外乱を検出し，その影響を補償することであるため，本研究で

論じてきた外乱オブザーバを応用した設計の狙いと一致する． 

したがって，本付録では EPS に求められる信頼性および安全性を概観し，本研究で示した操舵運転安全を議論

するフレームワームや外乱オブザーバ応用設計が，機能安全に対し有効であることを具体的な設計事例により示

すことを目的とする．尚，付録は本研究で提案した EPS 機能と機能安全機能の整合性を考慮した事例であり，機

能安全技術の一般的な設計方法を示したものではないことを付記する． 

以下が本付録の構成である． 

第 2節で，EPS に求められる機能安全の概要について説明する． 

第 3節で，操舵運転負荷を評価するフレームワークを用いた機能安全に対する評価例を示す． 

第 4節で，ロバスト設計を応用した機能安全対応する EPS 機能の設計手法と事例を示す． 

 

A.2 EPSに求められる機能安全について 

EPS は，パワーアシスト出力増加にともない，機能安全機能を進化させてきた．この進化の過程は，障害の度

合いを下げるための故障検出の高精度化と，誤検出を防止する故障検出のロバスト性確保のトレードオフ問題克

服を最重要課題として取り組んできた．特に構成部品に求める部品精度を考慮した故障検出のロバスト設計は，

自動車部品製品では重要な検討課題である．このトレードオフ問題を検討する上でロバスト制御設計の応用が有

効であると筆者は考え，これまで取り組んできた．そこで，本章では EPS における機能安全に対する取り組みを

概観し，ロバスト制御設計の考え方を応用した機能安全に対する設計方法を述べる．なお，機能安全に対する基

礎(佐藤，2011)，(レブソン，2009)や Fault-Torelant Control については，すでに多くの出版があるのでこれらを参

考いただきたい(野中他，1990)，(Noura ，2009)，(Du , et al., 2015) , (Mahmoud and Xia 2014)． 

次に，EPS 設計で取り組んできた機能安全とロバスト制御設計の関係について述べる． 

EPS 機能の多くは，電気電子部品及びソフトウェアで実装される．この中で電気電子部品は，バスタブカーブ

で表される疲労故障を起こすものであるとされ，信頼性は故障率で議論される．つまり，電気電子部品について

は，確率的に故障することを想定して安全機能設計を行う必要があることになる．このため，故障率を減らすと

同時に，故障した場合にも自動車運転の安全を確保するための対策を行うことが機能安全の基本的な考え方とな

る． 

また，ソフトウェアについてはその規模が急拡大しており，加えて複雑性も増していることから開発設計にお

ける品質マネージメントの困難さが増大している．更に，品質の基準となるアセスメントはソフトウェア設計以

外も包括するようになり，品質マネージメントはますます複雑化してきている．この様な状況下で品質上問題の

ないソフトウェアを設計することは困難であることを前提にソフトウェアの品質が考えられるようになってきた．

つまりソフトウェアについても品質上の問題を確率的に内在する可能性があるという立場に立って，ソフトウェ

アの安全設計を考える必要がある． 

以上より，電気電子設計及びソフトウェア設計についても信頼性のみならず，安全性という立場からの対応が

求められており，その対応が機能安全アセスメントで要求されている． 

このように機能安全に関するアセスメントも進化してきた(徳田，2008)．よって本章では，最新の機能安全アセ

スメント ISO26262 に沿って，EPS 用機能安全技術検討例を示す．その検討例として，安全上最も重要視される
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共通故障要因に対する機能安全設計を取り上げ，誤検出を防ぐロバストな機能安全設計法を提案する．より高度

な安全追求の為に故障の検出精度を上げると正常状態を故障と誤検出するリスクも高まる．ISO26262 では，故障

が原因でハザードに至るリスクについて詳しく言及しているが，故障の誤検出によるリスクを考慮することも製

品全体の品質上，重要な課題である．よって，筆者らは，故障を誤検出するリスクについても対策を検討してき

た． 

故障を誤検出する最も考慮すべき原因は，構成部品の要求値に対する精度（ばらつき）によるものである．機

能の高度化，複雑化にともない機能に含まれる部品数は増大する．例えば，マイクロコンピュータで機能の演算

を行うならば，機能を出力するまでに動作するトランジスタ数は，ほぼプログラムの規模に比例し増える．この

ため，部品数にともない部品精度が累積し，故障検出閾値に対する部品精度管理が困難な場合が生じる．これに

対し，筆者らは， 

① 累積する部品精度の影響が故障検出に影響が出ないような機能単位を設定して故障検出を行う（第１故

障検出閾値） 

② 機能単位を組み合わせた場合の系統的故障に対しては，検出範囲を広げた故障検出を行う．(第２故障検

出閾値) 

③ 第２故障検出閾値に至るまでの機能動作が，重大な障害に至らないように主機能を補償制御する 

ことで取り組んできた．具体的には，本研究では，安全目標について性能保証範囲，動作補償範囲及び機能異常

範囲というフレームワークを用いて議論する．このフレームワークは，図 2-6 で示した「受容できない危険はな

い領域」，「受容できない危険があり，運転者が危険を感じ回避できる領域」，「受容できない危険があり，運転者

の能力では回避できない危険領域」の 3 つにそれぞれが対応する．このため，故障を外乱の一部である，運転者

から見た制御対象のパラメータ変動と解釈することにより，外乱に対する操舵運転負荷低減と同じ議論で機能安

全設計を検討できることが分かる．このため，上記機能安全設計は，ロバスト制御器構造とも親和性があること

も分かる．以上より，本章では，ロバスト制御の考え方や構造を用いて，機能安全に対する考え方を示す． 

次に，A.2.1 で，これまでの EPS 安全技術を概観する．A.2.2 項で最新の機能安全規格である ISO26262 に対す

る取り組みを紹介する． 

 

 

図 A-1 危険と運転者の危険回避能力で区分した安全領域  

 

A.2.1 EPS 安全技術進化の経緯 

自動車の基本機能である「走る」，「曲がる」，「止まる」のうち，「曲がる」を司るステアリングは，従来から最

重要自動車部品であり，自動車技術の進化に伴う品質要求にいち早く対応することが求められてきた．特に EPS

の場合，自動車における電気電子ソフトウェア技術の進展とほぼ同期して市場が拡大しており，車載電気電子ソ

フトウェアの品質システム進化の最先端を歩んできた．そこで，EPS における安全技術の発展経緯を振り返る． 

EPS の安全技術は，EPS 搭載車格の進化と共に発展してきた．なぜなら，車輌重量の増加に伴い，必要な操舵

力が増加し，運転者に対する影響が増大するためである．その様子を，図 A-3 に示す．図では，横軸を年度とし

安全技術の発展経緯を表した．以下，図 A-3 を用いて EPS 安全技術の進化について述べる． 
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もともと，EPS は，日本の軽自動車市場で初めて採用され，その基礎技術を育成してきた経緯がある．そして，

搭載車格を拡大し，現在では，ほぼ全ての乗用車で EPS が採用されている．それと同時に，安全技術も進化して

きた．当時の軽自動車では，マニュアル式ステアリングが主流であり，パワーアシスト装置はオプション扱いで

あった．従って，故障した時にはモータを切り離しマニュアルステアリングにすることで安全状態が維持できる

と考えられてきた．そのため，モータと減速機構の連結部にクラッチを設け，異常時にクラッチを切るという安

全メカニズムが採用されていた． 

しかし，EPS 出力増加にともない，クラッチの耐久性が課題となり，クラッチを設けずアシスト制御を停止す

る設計に移行した．さらに，EPS の採用車格が上がるに従い，故障時にマニュアルステアリングにするのではな

く，アシストが継続できる場合は，可能な限りアシスト制御を継続することで安全を確保するという考え方に発

展した． 

安全技術を実装するうえでの診断機能も進化してきた．その経緯を図 A-2 のマイクロコンピュータ（以下マイ

コンと呼ぶ）監視構成で示す． 

車載用マイコンの診断機能は，ブレーキ制御の応用例が先行し，それを参考に EPS 用マイコン診断機能は進化

した(Jurgen，1998)，(Jurgen，2008)．EPS 初期の段階では，メインマイコンとサブマイコンの冗長構成とし，パワ

ーアシスト機能を 2 つのマイコンで計算し，その比較により故障を検出する方法がとられた．この方法では，メ

インマイコンとサブマイコンの能力差から生じる検出精度の問題があり，EPS の出力が増加するにつれて，より

検出精度の高い方式が検討される様になった． 

次に採用された方法は，チャレンジアンドレスポンスという方法である．この方法では，同様にメインマイコ

ンとサブマイコンの冗長構成をとっている．但し，サブマイコンによる診断は，計算結果を比較するのではなく，

サブマイコンが与えた問題に対するメインマイコンの解答をチェックすることで，メインマイコンの機能動作を

確認する方式である．そして，メモリーや周辺ロジック部については，メインマイコンによる診断で故障を検出

する．この方法により，故障検出精度は向上し，同時に EPS の適応車種は，Cpf まで拡大できるようになった． 

車格の拡大と共に，EPS に要求される機能は，多機能化し実装規模が加速度的に拡大するようになった．この

変化に対し，チャレンジアンドレスポンス方式の限界が現れるようになった．それは，メインマイコンとサブマ

イコンの通信能力により診断可能なメインマイコン領域が制限されるためである．この問題に対し，2 個の独立

したマイコンを 1 つのパッケージにすることで問題の解決が図られた．具体的には，全く同じマイクロコンピュ

ータを 1 つの半導体ダイに統合し同じ演算を行い比較する Dual Core Lock Step 方式と，メインマイコンに対し簡

略化したロジックでの診断用マイコンを 1 つの半導体ダイに統合する fR (Fault Robust)方式が存在している． 

続いて品質アセスメントの進化についてである．図 A-2 の縦軸最下段が EPS 開発で求められてきた品質アセス

メントの変遷である． 

2005 年ごろまでは，ISO/TS16949 品質システムを基盤に，機能安全に関しては IEC61508，ソフトウェアの品質

システムはCMMがそれぞれ求められてきた．その後，車載システムに適した品質システムが検討され，Automotive 

Spice を経て，ISO26262 で統合されるようになった．そして，2010 年以降になると，製品の安全性を ISO 26262

機能安全規格のフレームワークに則り説明することが求められている．機能安全に対する対応は，本研究で用い

た操舵運転安全議論のフレームワークを用いて議論できる．なぜなら，故障を外乱の一つと定義することで，故

障の影響を操舵運転安全目標に対する影響で評価することができるからである．また，操舵運転負荷低減に用い

る制御器と機能安全対応制御器を同じ運転環境モデルで評価できるため，操舵運転負荷低減のための制御器を活

用した機能安全対応機能検討が容易になる利点も生じる． 

よって，本章の以下では，操舵運転安全議論のフレームワークを用いた機能安全対応機能検討と，これを実現

するためのロバスト制御器を活用した機能安全対応機能設計方法について述べる．なお，ISO26262 の詳細につい

ては，ISO DIS 26262 を参照いただきたい． 
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図 A-2 EPS 用機能安全対応マイコン技術の進化 

 

A.2.2 機能安全とは 

まず，EPS で求められる機能安全とその取り組みについて概要を説明し，本章の主題である操舵運転安全議論

のフレームワークを用いた機能安全対応機能検討と，これを実現するためのロバスト制御器を活用した機能安全

対応機能設計方法について述べる．本節では，機能安全アセスメントである ISO26262 に則り，EPS で果たすべ

き，安全目標と安全を実現する手段とその評価方法について説明する． 

A) 本質安全と機能安全 

ここでは，機能安全の意味を本質安全との対比で説明する．本質安全とは，ハザードを起こす要因自体を除外

することである．よく用いられる例として，立体交差があげられる．立体交差では，そもそも線路と交差するこ

とがないので電車と自動車が衝突するというハザードがない．一方，遮断機は，典型的な機能安全の例とされて

いる．遮断機の場合，線路と道路は交差するので衝突するというリスクが存在する．そのリスクを遮断機により

自動車の線路への侵入を防ぐことで低減し，且つ自動車が線路に侵入した場合には，事前に電車に知らせ衝突を

回避する．つまり，起こり得るハザードを管理することで発生を未然に防ぐという考え方である． 

これを車載電気電子製品で考えてみる．電気電子部品は，前述のように確率的に故障を起こす．この場合，だ

から電気電子部品を使わないという選択が本質安全であり，電気電子部品を使うがそれにより発生するハザード

及びリスクを安全面から許容範囲に収めると考えることが機能安全ということになる．車載構成部品の電気電子

化が加速している理由は，第 1 章で述べたように安全，安心，環境性能の向上等社会に対する多大な貢献が期待

されているからである．従って，積極的に導入し社会貢献を最大化して，同時に，導入により生じるリスクを安

全面から許容可能なレベルに管理する仕組みが機能安全といえる． 

B) 機能安全の検討プロセス 

上述のように機能安全の目標は，ハザードおよびリスクを安全の観点から許容可能なレベルに管理することで

ある．ここで，安全の観点から許容可能なレベルとは何かという問題が発生する．許容可能とは，主観的であり

且つ自動車の使われ方や運転者の力量等，多くの不確定なパラメータがある．従って，その目標設定は一義的に

定めることは困難で，説明責任が重視される． 

説明責任は，目標設定のみならず，目標を実現するプロセスについても重視される．よって，IEC61508 や ISO 

26262 等の機能安全規格では，安全目標を達成する技術，評価指標及び手順について，要求設計から実装設計に

わたるシステム設計工程全てで定められている．現在は，ISO26262 が示す方法に沿って安全目標とそれを達成す

る手段および工程の妥当性を示すことが義務付けられている． 

 



 

- 208 - 

 

A.3 EPS での機能安全検討例と評価例 

機能安全規格では，安全目標に対する設計プロセスを示している．これを図 A-3 に示す．機能安全検討プロセ

スは，製品構造や設計プロセスに一致させることが望ましい．理由は，要求逸脱が故障であると論理的に判断で

きるためである．よって，筆者らは，製品設計プロセスと機能安全検討プロセスが図 A-3 に示すように一致する

ように EPS の構造設計を行っている． 

さらに，VDA は，安全機能検討を表 A-1 で示す工程で行うことを求めており，設計工程と機能安全検討工程が

整合する製品構造設計の重要性が増している．図 A-4 と図 A-5 は，上記で示した事項を考慮して設計した EPS の

構造設計例である． 

 ISO26262 が求める安全メトリックス(測定基準）を図 A-6 に示す．表中に示している数値は，故障検出カバレ

ッジの要求値である． 

図 A-7 に FMEA を実施し，安全メトリックス達成を検討する例を示す．FMEA は，構造設計の各層ごとに行う．

対象とする層の機能に対する故障モードを検討し(表 A-1 第３段階)，上位の層への影響と下位の層に機能故障を

起こす原因を求めることで FMEAを作成し，FMEAの連鎖ができる（表 A-1第 4段階）． 

部品の故障率は，例えば IEC62380を用いて算出する．そして，障害レベルに応じて割り当てられる ASIL目標

にあわせ，故障検出技術，移行する安全状態，安全状態を維持する技術を検討していく（表 A-1第 5段階）． 

 

 

図 A-3 EPS 製品構造と機能安全検討プロセス 
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表 A-1 ＦＭＥＡプロセス 

 

 

 

図 A-4 EPS 構造設計例 
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図 A-5 EPS 用 ECU の構造設計例 

 

 

図 A-6 機能安全メトリックス 
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図 A-7 機能安全メトリックスに対する評価工程 

 

A.3.1 安全目標 

安全目標は，一つ目の故障のみならず潜在的な故障に対しても運転者による操舵運転に支障をきたさないよう

に安全状態を維持することを目標としている．安全状態の定義については，さまざまな見解があるが，本研究 2.3

節の定義を踏襲し，目標軌道に対する車輌軌道の誤差が走行レーンを逸脱しない範囲にあることとする．この定

義により，故障の影響により走行レーンを逸脱する前に故障を検出し，運転者の操舵運転制御が可能な安全状態

に移行できることが機能安全の目標となる． 

安全目標を図 A-8 に示す．図は，直線を運航している状態で故障が発生した場合，軌道のずれが横方向に 0.8ｍ

以内であるとしている．理由は，一般の道路において車線からはみ出すまでに約 1 メートルあり，それに対して

0.2ｍの安全マージンを持たせるとしたためである． 

本研究 2.3 節の定義では，運転者の故障における判断力や運転操作といった力量に大きく依存する．この運転

者力量に依存するばらつきは，故障発生から誤差軌道を修正に反応するまでの時間に現れるとした．本研究では，

これを 2 秒として扱っている．一般的な運転者の反応時間は，1 次遅れモデルで近似でき，時定数は 0.25 秒とさ

れているが，それに対し，高齢者など反応速度が遅い運転者を想定したためである．従って，本研究では，発生

する目標軌道に対する車輌軌道の誤差が故障発生から 2 秒以内で最大横変位が 0.8ｍ以内であることを安全目標

とする．但し，この指標は，直進走行時に対する指標である． 

 

図 A-8 操舵運転安全目標 
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A.3.2 安全手段 

前節で述べた安全目標に対し，それを実現する安全手段を本節では論じる．安全メカニズムの目的は，図 A-8

で定義した安全目標を達成する機能を実現することである．図 A-9 は，故障を起こした後のセーフステート，す

なわち運転者が操舵制御できる状態の条件を示している．図では，故障の結果，運転者に与える不正トルクが例

えば 3Nm 以内であることがセーフステートを維持できる条件としている．この 3Nm とした条件は，実車テスト

や HIL を用いたテストで得た条件である． 

この達成技術検討には，車輌の特性が関与する．特に操舵に必要な操舵トルク量により，3Nm を維持する手段

が変わることになる．例えば，車輌重量が十分に軽くアシスト機能を機能させないことで達成できる場合がある．

他方，車輌の重量が大きい場合は，必要な操舵力が 3Nm を超える場合があり，代替えのアシスト機能が必要にな

る場合もある．従って，図 A-10 に示す HIL(Hardware in the loop)テストベンチを用いて評価し，安全目標を達成す

る機能安全機能要求を導いている．図の装置は，ドライビングシミュレータ構成となっている．車輌特性は，シ

ミュレーションモデルを用いており，計算した操舵反力をリニアアクチュエータで与え，車輌軌道を求める．そ

して，実際の EPS 装置を用いて擬似故障を起こし，運転者を入れた系で評価を行うものである．  

図 A-11 は，安全目標に対する故障による安全手段の効果を，HIL テストベンチを用いて検討したものである．

図は，直進走行中に運転者がハンドルを保持していない状態で故障を起こし，安全目標に入るような故障検出時

間と安全状態を検討した．図の結果では，検討した安全手段により，安全目標が達成できていることを示してい

る． 

安全目標を達成するためには，4 つの手段を ISO26262 は，求めており，HIL を用いた評価を行っている． 

第１は，故障を速やかに検出する手段である． 

第２は，運転者が操舵運転可能な安全状態を維持する機能である． 

第３は，故障検出後，運転者の適応にあわせ安全状態に移行する手段である． 

第４は，上記安全手段は，重大な障害につながる機能故障については，潜在故障（レイテントフォールト）

まで考慮し満足していることである． 

上記は，図 A-8 で示した条件を逸脱しないように，例えば図 A-9 のグラフを用いて議論する．第 1 の条件は，

故障確定時間に相当し，第 2 の条件は黄色で示した安全状態の許容不正トルク量に相当し，第 3 の条件は，安全

状態への移行と記した曲線を決定するという問題として議論される． 

 

 

図 A-9 安全手段の一例(川田他，2010) 
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図 A-10 安全手段を評価する HIL テストベンチ 

 

 

図 A-11 HIL ベンチを用いた故障検出時間と処理時間の検討例 

 

A.4 機能安全を考慮した EPS機能のロバスト設計 

本節では，機能安全を考慮した機能のロバスト設計について論じる． 

通常，EPS は，より快適な性能を創出するように設計目標を設定している．本研究では，この快適性能目標領

域を性能保証範囲と呼ぶ．そして，目標とする快適性能が失われたとしても車輌を曲げるという基本機能を十分

に満たす性能範囲がある．本研究では，この範囲を動作保証範囲と呼ぶ．本研究で述べる機能安全を考慮した機

能のロバスト設計とは，動作保証範囲を有効に用いて，故障に対する安全性を向上し，かつ誤検出に対するリス

クを減らすものである． 

A.2.1 節で述べたように診断検出を厳密に設定し，ハザードのレベルを下げる場合，同時に誤診断を起こす可能

性が高まる．なぜなら，機能を構成するハードウェアには，部品性能精度や製造時で発生する組み立て精度があ

る．従って，検出閾値を厳密にすると，一般に精度に対する要求を上げることになり，誤検出のリスクも増加す

る．この様な誤検出は，新たなハザードとリスクになることがある．ゆえに，誤検出により安全性能を損なうこ

となく安全状態を維持できるように設計検討することが必要になる． 

この目的については，機能のロバスト設計と故障検出のロバスト設計を統合して議論することが有効であり，

その設計方法を以下に論じる．本検討を行う上で，機能故障の定義を，部品のパラメータ変動の結果，機能要求
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性能が満たされない状態とする．よって，パラメータ変動を扱うロバスト制御により機能故障に至るパラメータ

変動の感度を低減し，かつ性能ロバスト性の観点から故障検出を行う検討が行えることが期待できる． 

このように故障を捉えることは，予期しない故障が起きた場合に対する安全性確保にもつながる．故障を設計

値に対するパラメータ変動と捉えることにより，想定される部品故障モード以外も含めて機能安全の議論を行う

ことになるためである． 

具体的には，パラメータ変動に対する感度低減のために性能保証範囲，動作保証範囲および機能失陥とその管

理方法について検討する(A.4.1)．そして，ロバスト設計と診断機能の望ましい関係について検討する(A.4.2)．最

後に ロバスト設計と診断機能の親和性を活用した制御系設計を検討する(A.4.3)． 

A.4.1 性能保証，機能保証及び機能失陥との関係について 

ここでは，性能保証，機能保証及び機能失陥の関係を示す．図 A-17 は，その概念を示したものである． 

性能保証とは，目標とする要求性能特性が満足されている状態である．性能保証範囲外になるということは快

適性を失うことになるため，異常状態として検出することが診断機能の第１の目的となる．同時に部品の設計値

に対するパラメータ変動を補償し，性能保証範囲にその影響を留める設計が必要になる．つまり，部品精度に対

する性能ロバスト設計が求められる．さらに，診断機能には必ず検出誤差が含まれる．検出誤差により誤検出を

起こした場合，性能保証範囲にありながら性能保証範囲外にする処置を行ってしまう可能性がある．このため，

診断機能の検出感度の上限が性能保証範囲外に置かれるべきである．  

動作保証とは，快適性は失われたとしても，運転者が操舵により安全行動がとれ，安全が維持できる性能特性

範囲を維持する状態である．ISO26262 では，Safe State に相当する範囲である．この範囲は，ロバスト制御のみな

らず，制御器のパラメータ適応や制御器の切り替え，さらには故障部を切り離し残った機能や冗長系を活用し，

故障がもたらすパラメータ変動に対し感度を低減し，保証範囲を拡大する設計が求められる． 

そして，動作保証範囲維持できない場合は，機能異常状態であり最後の手段として機能を停止する方法がとら

れる．図 A-18 は，上記性能保証範囲，動作保証範囲及び機能異常状態の関係を模式的に表したものである．そし

て，図 A-18 は，図 A-17 で示した安全手段と動作保証範囲の関係を示したものである．本例では，目標モータ出

力に対する異常出力が青線で示す範囲になることを動作保証範囲としている．そして，モータの異常出力は，赤

線で示す範囲内で徐々に動作保証範囲に移行するとしている．この赤線と青線で示す範囲は，図 A-10 で示した

HIL を用いた評価により得ている． 

 

 

図 A-17 性能保証範囲，動作保証範囲及び機能異常範囲の関係 
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図 A-18 安全手段と動作保証の関係 

 

A.4.2 性能保証，動作保証と診断機能の関係について 

本項では，故障検出精度を考慮した故障検出閾値と性能保証及び動作保証を行うためのロバスト設計との関係

を述べる． 

故障診断機能は，一般的に正常状態の機能モデルを用いた基準性能出力と診断対象出力との差により検出する．

しかし，基準性能出力，診断対象出力それぞれに精度（ばらつき）がある．基準性能出力と診断対象出力が独立

であり，ばらつきが正規分布に従うとすると，診断精度は，式(2-1)となり(吉本，1981)，故障検出精度は低下す

る． 

  

𝜎𝑑𝑒𝑡 = √𝜎𝑟𝑒𝑓
2 + 𝜎𝑝

2                                   (2-1) 

𝜎𝑑𝑒𝑡：故障検出精度誤差の標準偏差 

𝜎𝑟𝑒𝑓：基準性能出力誤差の標準偏差 

𝜎𝑝：：診断対象出力誤差の標準偏差 

 

さらに，𝜎𝑟𝑒𝑓，𝜎𝑝は，機能に含まれる部品精度が累積するので，故障検出精度と正確さを要求精度に入れるこ

とが困難な場合がある．例えば，図 A-19 に示すように性能保証範囲で故障誤検出が無いように故障検出閾値を

設定した結果，故障検出精度と機能異常範囲の関係から機能異常検出ができない範囲が生じる場合がある．また，

診断対象機能（以降，主機能と呼ぶ）と診断機能が共通故障要因を持つ場合は，式(2-1)の独立性が満たされない

だけではなく故障検出できない場合が想定される．この結果，望ましい性能保証範囲，動作保証範囲と故障診断

閾値の関係は，図 A-20 のようになる． 

この場合に対し考えられる対策は， 

①動作保証範囲を広げ，機能異常範囲を狭める 

②故障検出精度を上げる 

③共通故障要因については，共通故障要因に対し独立できる故障検出手段により検出を行う 

そして，①を実現する手段として，性能ロバスト制御，制御器パラメータ適応，制御器切り替えが有効であり，

故障特性により適切な手段を検討する．また，②については，主機能を実装するハードウェア設計を前提とする

ならば，故障検出の累積誤差を減らすため，診断を行う機能範囲を分割し，その結果発生する系統的な故障につ

いては，手段を変えて検出を行うことが有効と考えられ，③については，主機能と診断機能実現手段を変えて共

通故障要因に対する感度を変えて独立にすること，あるいは，共通故障要因に感度がない実装手段で実装するこ

とが考えられる． 

 次に①②③に対する機能安全構造設計について述べる． 
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図 A-19 故障検出精度が累積した結果，機能異常が検出できない可能性がある場合 

 

 

図 A-20 望ましい性能保証範囲，動作保証範囲及び故障診断閾値との関係(遠藤他，2012) 

 

A.4.3 故障検出誤差を考慮した機能診断構造設計 

本項では，A.4.2 項で示した①から③対策を実現する診断機能構造設計を図 A-21 に示す．図に示すように診断

機能は，大きく４つに分類し実装している． 

第 1 は，MCU ハードウェアの診断機能である．この機能は，図 A-2 でで示す MCU 設計によって実装される部

分である． 

第 2 は，ソフトウェア機能の診断機能である．この場合は，系統的な故障を想定し同じ機能を，異なるアルゴ

リズムで実装し診断するものである． 

第 3 は，センサ機能とモータ機能のソフトウェアによる診断機能である． 

第 4 は，ハードウェア，ソフトウェアにまたがる共通故障要因の診断機能である． 

第 4 の診断機能は，MCU との独立性を考慮し，例えば ASIC を用いて実装する．第１，第 2 及び第 3 の診断機

能は，MCU 機能によって行われているため，ＭＣＵ動作に共通する要因は，共通故障要因になる．MCU は，ト

ランジスタで構成されているため，トランジスタの動作不良である遅延故障要因は，共通故障要因となる可能性

があると考えられる． 
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図 A-22 にトランジスタ遅延故障のメカニズムを示す．図より，トランジスタの遅延故障は𝐼𝑑𝑠により発生する．

そして，𝐼𝑑𝑠は，トランジスタ電源電圧𝑉𝑑𝑠と温度の関数で変化することを示している．つまり，トランジスタ電源

電圧と温度は，MCU に対する共通故障要因となる可能性がある．また，MCU 動作に用いるクロックも同様であ

る．よって，図 A-21 では，クロック，温度，MCU 電源電圧を共通故障要因として，MCU とは異なるハードウェ

アである ASIC でその診断機能を実装する構成としている． 

また，MCU ハードウェアの診断は，検出精度が累積するのを防ぐため，複数の機能ブロックに分割し，それぞ

れを診断する構成とする場合もある．この際に発生する系統的な故障をソフトウェア機能診断で検出できるよう

に，ソフトウェア機能診断を構成する． 

次に，ここで述べた第 1 から第 4 の診断機能について説明を行う． 

 

 

 

図 A-21 故障検出誤差を考慮した診断機能構造設計例 (青木他，2014) 
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図 A-22 トランジスタの遅延発生要因 

 

A.4.4 ソフトウェアによる機能診断設計 

本項では，ソフトウェアによる診断機能を説明する．ソフトウェアによる診断は，A.4.3 項の第 2，第 3 の診断

に相当し，センサ，モータ及びソフトウェアで実現する制御器の診断を行う．ソフトウェアによる診断構成を図

A-23 に示す． 

全ての機能は，正常動作の基準モデルとの比較により診断を行い，かつ正常時に現れない特性をモデル化した

故障モデルとの比較により診断を行っている(今村他，2013)．この故障モデルによる診断は，機能安全基準からは

求められないが，故障検出の最後の砦として本研究では設定している． 

トルクセンサは，センサ自体を冗長系とし，その比較により診断を行う．比較の際，共通故障要因となる電源

系の故障は，トルクセンサの自己監視と MCU による監視による冗長構成で診断を行っている(佐藤，力石，2005)． 

モータ系については，MCU で入力及び出力信号をモニタできるので，正常動作の基準モデルを基に診断を行

う．また，本例ではモータ角度センサにレゾルバを用いており，その診断に用いる正常動作の基準モデルは，文

献(金川他，2008)に詳しく述べられており参照いただきたい． 

ソフトウェアで実現する機能も同様に診断機能は，診断対象の機能と異なるアルゴリズムで実装し，比較によ

り診断を行っている． 

ここで，故障検出，補正及びロバスト設計いずれにおいても達成すべき性能の機能モデルを基準に設計がなさ

れていることに注目する．実際の機能の出力と規範となるモデル出力の差には，パラメータ変動及び外乱が含ま

れる．この場合，規範モデルとの差を性能保証範囲維持に用いる場合には，ロバスト制御器出力になる． 

次に，規範モデルとの差が，制御器パラメータを適応させ動作保証範囲を維持する場合は，適応制御器に対す

る入力信号となる． 

更に，上記で性能保証範囲が維持できない場合は，制御器を切り替え安全状態に移行するための信号としても

用いる．つまり，ロバスト制御，適応制御，制御器切り替え，故障診断は，いずれも正常動作の基準モデルと診

断対象の出力差を入力信号とすることで実装できることが分かる．これにより，閾値の管理と性能及び動作保証

範囲の関係を図 A-20 のように明確にできる．また，診断機能自体の故障を想定した診断機能のための診断機能

が求められるが，そのために発生する冗長系をほぼ最小冗長系で実装できるという利点もある． 
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図 A-23 ソフトウェア機能診断構造例 

 

A.4.5 共通故障要因に対する故障検出方法と構成 

本項では，共通故障要因に対する設計につい述べる．図 A-24 は，MCU に対する共通故障要因に対する診断機

能を示したものである．A.4.3 項で述べたように，MCU の共通故障要因として，クロック故障，トランジスタの

遅延原因では，電圧，温度が共通故障要因であると考え，この 3 つの要因の診断機能は，独立したハードウェア

であり，かつ MCU より性能保証範囲が広くなるように設計した ASIC により実装している．なお，温度に関し

ては，温度が影響する MCU 電流値変化の代用特性を用いて検出している． 

次に MCU のクロックとトランジスタの遅延故障を例に故障検出誤差を考慮した機能診断設計について述べる． 

まず，クロックについてである．クロック周波数が変動すると，制御器のサンプリング周波数が変化し，制御

系が不安定になり障害を引き起こすリスクが生じる．図 A-25 は，離散系の極がサンプリング周波数変化によっ

て減衰率が低下することを示したものである．図より，サンプリング周波数低下に応じて，極が単位円に向かっ

て移動し，減衰率が低下することが分かる．この結果，制御系が振動を起こし，操舵運転を阻害するというリス

クが考えられる． 

このため，クロック監視は，ASIC のウォッチドックタイマと ASIC クロックとの比較診断及び CAN 通信異常

による診断の 3 重系で診断を行っている．その閾値と性能保証範囲と動作保証範囲の関係を図 A-26 に示す． 

CAN 通信は，MCU のクロックが変化した場合，同期が取れなくなり通信が行えなくなる．これにより MCU

クロック変動が検出できる．但し，EPS の MCU クロック以外の原因でも通信できない状態になるため，誤検出

の可能性も高い．CAN 通信が行えない場合，性能保証に必要な車速情報があらわれないため，性能保証は行えな

い． 

動作保証範囲は，クロック比較による検出が確実に行われる範囲より広く設定されなければならない．このた

め，CAN 通信エラーを検出した後は，動作範囲で，制御系が振動を起こさないように適応させた制御パラメータ

を用いてパワーアシスト制御を行う．ウォッチドックタイマによる故障検出は，最後の砦として確実にかつ速や

かに故障による不正出力を遮断するための手段として設定している． 
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図 A-24 共通故障要因に対する診断構造 

 

 

図 A-25  𝐏(𝐬) =
𝟏

𝟎.𝟎𝟎𝟎𝟑𝟏𝒔+𝟏
を離散化した場合のサンプリング時間による極の変化  
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図 A-26 クロック故障に対する検出閾値と動作補償 

 

次にトランジスタの遅延故障に対する MCU 設計について述べる．温度と電源電圧に遅延は，共通故障要因と

なるが，診断対象機能と診断機能の遅延に対する感度を変えることで共通故障要因となることを防ぐことができ

る．その設計を図 A-27 に示す．図に示すように診断機能を実装するトランジスタは，診断対象機能を実装する

トランジスタに対して遅延が少ないトランジスタ設計で実装する．よって，共通故障要因により両方に遅延が発

生したとしても，診断機能が故障に至るまでのマージンは診断対象のマージンより大きいため，診断対象の遅延

故障を検出できるというものである． 

 

 
図 A-27 トランジスタ遅延に対する設計対策例 

 

 

 

 

性能保証範囲

動作保証範囲
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A.4.6 ロバスト設計と診断機能の親和性を活用した制御系設計(坂口他，2011)，(坂口，遠藤，2008)  

ここでは，ロバスト制御設計構造を活用した制御系と診断系の最小冗長設計方法について述べる． 

ロバスト設計及び故障診断ともにオブザーバによるパラメータ変動の検出機能を有する．その主たる違いはパ

ラメータ変動値の用い方である．パラメータ変動値を制御量にフィードバックしパラメータ変動の影響を抑える

のがロバスト設計である． 

一方，パラメータ変動値から故障を検出し，制御則を変えることを故障検出では行う．つまり，性能を変えな

いようにパラメータ変動値を用いるのがロバスト設計であり，性能を維持できい場合，制御則を切り替えるのが

故障診断であるといえる．そして，制御則を切り替える故障診断の場合，制御則を切り替えることによる性能低

下が生じる，それを機能保証範囲にとどめるよう設計することで安全を維持するという関係が明らかになる．こ

こで，性能ロバスト性を維持する手法としては，ロバスト制御器によるもの，または，適応制御によるものの 2

つの手法が存在する． 

図 A-28 にロバスト設計と診断機能の親和性を活用した設計として第 7 章で論じた電流制御器設計を用いて示

す．図では，機能安全に対する施策と信頼性を向上する施策も記載した．また，図では，理解を容易にするため

ブラシレスモータの特性を対象に信頼性維持と機能安全に対応する機能を記載した．ブラシつきモータでも基本

は同じ構成となる．信頼性向上のための施策は，保護機能である．EPS モータをモータ温度加熱や減磁から保護

するため電流指令値を制限する機能を備えている． 

電流制御系は，図 A-28で示したフィードフォワード制御器と外乱オブザーバの構成である．モータの電気的な

特性は，モータ温度や製造誤差により生じるパラメータ変動を持つ．これに対する性能保証を目的に外乱オブザ

ーバ出力をフィードバックしている．また，例えば，電流検出値が制御信号として使えないようなパラメータ変

動が生じた場合は，その影響が外乱オブザーバ出力に現れるため，外乱オブザーバ出力で検出し，外乱オブザー

バ出力のフィードバックを切る．そして，フィードフォワード制御器のみで制御を行う．この状態が，動作保証

である．さらに，外乱オブザーバ出力が，モータの正常な駆動制御が不可能と判断できる状態になった場合には，

モータ駆動を停止し機能保証状態を維持する． 

以上により電流制御器の機能安全機能対応機能を実装している． 

 

 

図 A-28 制御対象の内部モデルを用いたロバスト制御器を活用した診断機能とフェールセーフ 

 

A.5 まとめ 

本付録では，例えば ISO26262 で求める高度な機能安全設計を行った際に，そのトレードオフ問題である故障

の誤検出は考慮すべき重要課題であることを提起した．そして，本研究で提案したロバスト制御設計方法を応用
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した機能安全設計方法が，製造公差を考慮した故障検出の確実性と誤検出防止に対し有効であることを示した．

さらに，このための設計の考え方と設計方法を提案した． 
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付録 B 小型車向けブラシつきモータシステム設計技術 

 
B.1 本付録の目的と構成 

軽自動車を中心にした小型車向けの電動パワーステアリング用モータとその駆動技術の基本的な設計の考え方

について述べる．ブラシつきモータの断面図を図 B-1に示す．尚，電動パワーステアリング用ブラシつきモータ

自体に関する技術の詳細は，Tanaka他(Tanaka et al., 2000)，(Tanaka et al., 2001)を参照されたい． 

ブラシつきモータは，駆動方法として効率と小型化を重視し H ブリッジ構成での PWM 制御を用いている．H ブ

リッジの駆動方法には，いくつかの方法があるが，本例ではもっとも電源電圧の有効利用率が高い方法を検討す

る． 

トルクリップルに関しては，モータ設計，モータ駆動設計，そして，モータ電流制御すべてに関連する課題で

あり，特に機能配分設計が重要な課題である．図 B-2にブラシつきモータが有する典型的なトルクリップル波形

を示す．ここから課題解決のためには，主に 4つのパターンがあることがわかる．パターン 2と 4は，モータ設

計で取り組むべき課題であり，モータのマグネット位置精度と着磁精度，モータ巻き線抵抗のばらつきを要求精

度内に収めることにより対策する． 

パターン１は，トルク制御により低減することが可能である(遠藤，陳，2002)．図 B-3にモータが発生するト

ルクリップルにおいて，パターン１が支配的となった場合の，トルクセンサヒステリシス幅とハンドル軸で発生

するトルクリップルの関係の実験結果を示す(遠藤，2004)．トルク制御は，7.2 節で述べた安定化制御器を適応

した場合の結果である．トルクセンサは，そのヒステリシスの範囲ではトルクを検出できないので，トルクリッ

プルを補正できない．図では，トルクセンサヒステリシス幅とハンドル軸に現れるトルクリップルにほぼ比例す

る相関関係が見られることから，パターン 1のトルクリップルは，トルク制御により補正が可能であること，そ

して，トルクリップルの補正を行うためにはトルクセンサのヒステリシス幅を管理する必要なことがわかる．パ

ターン 3は，電流制御を行うことで，現象を悪化させる可能性があり，設計上の配慮が必要となる． 

以上より，ブラシ付きモータのトルクリップルでは，パターン３の管理が最も困難な課題であることがわかる．

よって，以下ではパターン３に着目し，（１）モータ設計，（２）モータ電流制御設計，（３）モータ駆動設計によ

る対策を述べる． 

 

 

図 B-1 ブラシつきモータ断面図 
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※本図は，モータを１ｒｐｍで回転させたときのモータトルクリップルの典型例を模擬的に示している． 

図 B-2 トルクリップル要因 

 

 

 

図 B-3 トルクセンサヒステリシス幅とトルクリップルの関係 

 

B.2 モータ設計 

 ここでは，モータ設計での対策が求められるブラシの整流振動によるトルクリップルとモータが発生する異

音低減に対する取り組みを示す． 

B.2.1 ブラシ設計による整流振動低減 

まず，整流振動発生メカニズムについて説明する．図 B-2から，トルクリップルパターン１は，制御可能なト

ルクリップであるがそれ以外は不可能でること，及び制御不可能なトルクリップルのうちパターン２と４は，モ

ータの電磁気的な設計によって改善できることとした．一方，パターン３の整流振動の発生メカニズムは，図 B-



 

- 226 - 

 

4 のようになっている．図が示すように，振動のエネルギ源となっているのはモータのインダクタンスに蓄えら

れたエネルギである．そのため対策としては，モータのインダクタンスに蓄えられたエネルギを効率よく消費す

ることと制御によるリミットサイクル振動発生を防ぐことが必要であると考えられる．対策として，モータのイ

ンダクタンスに蓄えられたエネルギを消費するために，コンミテータ表面の酸化被膜を破壊し消費することとブ

ラシの持つ電気的な内部損失で消費することが機構上期待できる． 

つぎに具体的な設計対策として，モータブラシのカーボンの含有比によって整流時におけるリミットサイクル

振動を抑える工夫をしている．つまり，アークとして放出されるエネルギをブラシの抵抗で消費させるよう，ブ

ラシのカーボン比を高めている(遠藤他，2005)． 

また，整流振動は，ブラシの機械的な支持系がもたらす共振周波数で発生する．このため，ブラシのカーボン

組成，銅量比とブラシの押しつけ力が重要な設計パラメータとなっている(広瀬，1971)．本例では，トルクリッ

プル量を評価指標にブラシのカーボン量と押しつけ力の感度を評価し最適な条件を得ている．図 B-5，図 B-6は，

整流振動を音として測定した場合の対策前と対策後を示したものである．図より，ここで述べた改善により，異

音のレベルが改善されていることがわかる． 

 

 

 

図 B-4 整流振動の発生メカニズム 
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図 B-5 ブラシ対策前 

 

 

図 B-6 ブラシ対策後 

 

B.2.2 モータ作動音の低減 

まず，モータ作動音のメカニズムを解明するために次数比解析を行った結果を図 B-7に示す．次数比解析は，

モータ回転数に対するモータ騒音のパワースペクトラムを 2次元で示したものである．この手法では，騒音の原

因についてモータ回転数起因なのかモータ構造の固有振動が問題なのか，仮説を立てる上で有効である．図で，
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横軸に平行に強いパワーが観察されるのは，モータ構造の固有振動数が励起されたものと考えられる．また，モ

ータ回転数に比例し観察される強いパワーは，モータ回転数に同期した騒音である．よって，次数比解析からモ

ータ作動音の低減対策として振動源の振動を削減すべきか，固有振動モードの共振を抑えるべきかについての知

見が得られる．図 B-8にモータ騒音の特性要因を示すが，本解析により感度の高い要因を絞り込むことが可能に

なる． 

モータ作動音低減に対して効果的な対策が行われた例を示す．図 B-7の結果からは，特にモータヨークの円環

モードとロータ軸の共振周波数に相当する共振モードでパワースペクトラムが強く現れていることがわかった．

共振モードの特定は，FEM や実験モーダル解析により明らかにできる．ロータに関しては測定が困難であること

から，有限要素法（FEM）を用い，フロント側のベアリング支持方法を検討した例である．（図 B-9） また，図 B-

10, 図 B-11 は，円環モードの騒音を低減するため，ヨーク厚を上げた場合の効果を示したものである．本図か

らヨーク剛性を上げることにより負荷時の円環モードの異音ピーク値が低減できた． 

 

  
図 B-7 モータ作動音次数比解析例 
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図 B-8 ブラシつきモータの騒音特性要因図 

 

 
図 B-9 モータロータ FEM 解析例 

 

フロントベアリングのかしめ数を増加した場合 

フロントベアリングのかしめ数改善前 
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図 B-10 モータヨーク実験モーダル解析例 

 

 
図 B-11 モータヨーク厚増加のモータ騒音に対する効果 

 

B.3 電流制御設計 

電動パワーステアリングでは，モータをトルクアクチュエータとして用いるため，一般的なモータ制御では配

慮しなくてもよい課題が生じる．その一例が，極低速でモータを回転させた場合に発生するブラシとコンミテー

タのリレー特性により発生するリミットサイクル振動に対する対応である． 

このリミットサイクル振動は，運転者が，モータ整流がちょうど行われる操舵角で保舵すると発生する． 

一般的にブラシモータの電流制御器として PI 制御器あるいは PID 制御器が用いられるが，こうした積分器を

有する制御器を用いた場合，リレー特性を持つブラシ整流でリミットサイクル振動が増加してしまうことがある．

リレー特性は，過去情報と将来の状態との因果性は低い．一方，積分器を有する制御器は，過去の状態量により

次の制御値を決めるためリレー特性に対し不適切な制御量を出力する．この結果，リミットサイクル振動が発生

すると考えられる． 
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よって，リミットサイクル振動を防ぐためには，現在の状態量で次の制御値を決める制御則であることが望ま

しい．そのためには積分器を用いないことが望ましいが，モータ電流に定常偏差が発生し，指令値とおりのモー

タ電流が得られないという問題が残る． 

以上の問題に対し電流制御器に外乱オブザーバを用いたフィードバック制御器を用いることが有効と考えられ

る．外乱オブザーバを用いたフィードバック制御器では，積分器を有するものの，その過去情報蓄積量は外乱オ

ブザーバのフィルタ時定数の範囲である．つまり，過去の状態に依存しにくい制御が可能であり，かつ問題とな

るレベルの定常偏差の発生防止が期待できる．(遠藤，小林，2005) 

以下に本課題に対する外乱オブザーバとそのフィードバック制御器の設計方法である． 

リミットサイクル振動の周波数に対し， 1Q(s) となるように外乱オブザーバを設計することがポイントに

なる．つまり，リミットサイクル振動周波数は，制御器から見てインピーダンスがリミットサイクル振動周期で

変動するように見えるので，インピーダンス変動とブラシの振動が制御可能な線形な関係にあるならば，リミッ

トサイクル振動を低減できる可能性があるからである．よって，整流振動をモータのインピーダンス変動問題と

して捉えるならば，以下の式であらわされる． 

モータの基準となる電気的特性を
nn

n
RsL

P



1

 

整流振動により変化する電気的特性を，
RLs

P



1 とすると 

 ))(1)(()( ssPsP n                                 (B-1) 

RLs

RRsLL
s nn






)()(
)(                               (B-2) 

ここで，式(B-2)で表すインピーダンス変動は，ブラシの機械的な振動に同期して発生すると考える． 

図 B-12 は外乱オブザーバを用いたモータ電流制御器の構成である．本図において， eK はモータの逆起電圧，

mI は，モータ電流， mV は，モータ端子間電圧である．そのため，この場合のモータ電流は，下記のようになる． 

   
)(

))(1))((1(1

)())(1(
)(

))(1))((1(1

)(
)( sK

ssQ

sPsQ
sV

ssQ

sP
sI e

n
m

n
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         (B-3) 

整流振動は，前述したように保舵状態で問題になる現象であり，モータは静止しているとみなせるから， 

 
)(

))(1))((1(1

)(
)( sV

ssQ

sP
sI m

n
m


                          (B-4)  

で表される．  

式(B-4)より 1)( ≒s のとき， )()()( sVsPsi mn≒ となり，リミットサイクル振動の原因である整流時における

インピーダンス変動の影響を抑制できることがわかる． 

この 1)( ≒s の条件は，
1T

1
Q(s)

1 


s
とするならば，整流振動周波数

BL に対し
1

1

T
BL  とすること

である．また，フィードフォワード制御器を 

1
)(

2 




sT

RsL
sG nn

F                                    (B-5)  

と置く事により目標値応答特性は， 
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1

1

)(

)(

2 sTsV

sI

m

m ≒                                     (B-6)  

となり，定常偏差の発生を防ぐことができる． 

本電流制御器の効果を実験で検証したものが図 B-13と図 B-14である．実験では，整流振動の影響を評価する

ため，モータ位置をちょうど整流が行われる位置に置き，モータ電流が振動する様子を観察した．図 B-13は，従

来の PI制御器による結果であり，電流が定常的に振動している様子が観察される．図 B-14は，外乱オブザーバ

を用いた制御の結果である．リミットサイクル振動と考えられる振動は，完全に抑制されてはいないが，その振

幅が減っており，かつ振動発生が間欠的になっている．よって，外乱オブザーバを用いた電流制御器が，整流で

発生するリミットサイクル振動に対して効果を持つことが確認できた． 

本例と同様に文献(Kurishige et al., 2001)では，本制御と同様に外乱オブザーバを用いてブラシの整流振動

を防いでいる例を報告している．本例と異なる点は，外乱オブザーバ出力にハイパスフィルタを通していること

である．この例でも，整流振動抑制に効果があることを報告している． 

 
図 B-12 外乱オブザーバを用いたモータ電流制御 

 

 

図 B-13 モータ整流振動（PI 制御） 
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図 B-14 モータ整流振動（外乱オブザーバフィードバック） 

 

B.4 モータ駆動制御設計 

駆動技術で求められる要求仕様は，電源電圧の有効利用率を上げることと駆動回路の線形性，オーミックロス

を減らすこと，デッドバンドの影響を抑えること，輻射ノイズを低く抑えることである． 

ブラシつきモータでは，駆動回路に Hブリッジが用いられる．この Hブリッジの駆動方法には，図 B-15に示す

ように 3つの代表的な駆動方法がある．各方法についてを，電動パワーステアリングが求める要求性能の観点か

ら比較したものを表 B-１に示す．尚，表中の数字１，２，３は，要求性能に対する順序を示しており，１が最も

良いとして表したものである． 

 

表 B-2 代表的な Hブリッジ駆動方法と電動パワーステアリング要求特性 

 電圧有効利

用率 

デッドバン

ド 

駆動回路損

失 

駆動特性の

線形性 

輻射ノイズ 

タイプ 1 １ １ １ ３ １ 

タイプ 2 ２ ３ ２ ２ ２ 

タイプ 3 ３ ２ ２ １ ３ 

  

まず，電圧有効利用率についてである．ブラシつきモータにおける電圧有効利用率は，PWM 駆動に必要なデッ

ドタイムの大きさが支配的である．よって，デッドタイムが大きくなるほど，電圧の有効利用率は下がる．タイ

プ 1は，PWM駆動をしている FETが 1つなので 3タイプの中でデッドタイムにより利用できない電圧が最も少な

い． 

つぎにデッドバンドについてである．デッドバンドは，デッドタイムと駆動方法の関数になるが，タイプ 1が

もっとも少ない．駆動回路ロスは，電流が流れる回路におけるインピーダンスの関数となる．タイプ 1がもっと

も小さい．以降の項で明らかにするが，モータインダクタンスに蓄えられたエネルギは，タイプ１は，H ブリッ

ジ内を回生するのに対し，タイプ２と 3は，インピーダンスの高い電源側に回生されるからである． 

駆動回路の線形性は，タイプ 1がもっとも悪い．なぜならば回生電流が流れないモードがあるためである． 

輻射ノイズは，同時に PWM駆動される FETの数による．よって，タイプ 1が最も良い． 

以上のように表 B-1を見る限り，タイプ 1は，駆動特性の線形性を改善できるなら，電動パワーステアリング

の要求特性に最も適合した駆動方法といえる．したがって，本研究では，タイプ 1の線形性を改善する駆動方法

を開発し駆動制御を行っている．これを以下に示す． 

まず，タイプ１の駆動特性の非線形特性を改善するためには，タイプ 1の駆動メカニズムを明らかにする必要

がある．H ブリッジの駆動特性については，すでに多くの解析例があるが，デッドタイムの影響や駆動特性の非
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線形を理解するためには，PWM 周期内における過渡応答特性を解明する必要がある．したがって，以下ではまず

デッドタイムの影響が顕著なタイプ２で基本的な解析手法とその妥当性を示し（A），それを基にタイプ 1の特性

とそのメカニズムを示す（B）．そして，タイプ 1をベースとし，タイプ 1が有する欠点である駆動特性の非線形

性を改善する駆動方式を示す（C）． 

 

 

図 B-15 代表的な H ブリッジ駆動方法 

 

B.4.1 PWM駆動の基礎 

ここでは，タイプ２をベンチマークとして Hブリッジ特性の基礎式を導く． 

問題を単純化する為に片方向のみにトルク指令を与えた場合を考えると図 B-16 で示す等価回路となる．モー

タに流れる電流は，モータの端子間電圧 Vmに対する過渡応答により求めることができる．ここでは，FETとダイ

オードの立ち上りと立ち下り時間は，スイッチング周波数の 1／10以下であることから無視する． 

以下に，PWM1周期におけるモータ端子間電圧に対するモータモータ電流の過渡応答を求める． 

 

図 B-16 駆動回路の等価回路 

 

A)ＦＥＴ1とＦＥＴ4が ONとした場合のモータ電流の過渡応答 

Ａ点の電圧を Va,，B 点の電圧を Vb とすると 

 

ここで，モータ端子間電圧とモータ電流との関係は次式で与えられ 

                       (B-7) 

 

0 BBATA V,VV

MVRi
dt

di
L 
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初期条件 t＝0 の時の電流の過渡反応は，式(B-7)を解くことによって求まる． 

(1)の両辺を微分 

                           (B-8)  

 

 

(2)の一般解は 

                   (B-9) 

 

 

初期条件より 

 

                        (B-10) 

 

式(B-10)を式(B-7)に代入 

 

 

 

 

                          (B-11)  

 

 

 

よって，A)の場合のモータ電流の過渡応答は，式（B-12） で求められる． 

 

 

                      (B-12)  

 

 

                              (B-13) 

 

B）Duty≦50％のときの場合(図 B-17) 

ここで，Duty≦50％のときの電流の過渡応答について考察する． 

検討を容易にする為，初期条件は t=0, i=0 とする． 

                 (B-14)  

 

 

<STEP1>  t≦ton のとき 

式(B-12)において i1＝0,VM＝VBATより 

                          (B-15)  

  

 

ton<<T より 

                               (B-16)  

 

 

で電流が変化する． 
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<STEP2> ton<t≦t1 

STEP1 においてモータのインダクタンスに 2

11
2

1
pLiW   のエネルギが蓄えられる． 

このエネルギが消費されるまで i はダイオード 2,3 を通して上式より i=0 と 

なるまで電流は流れつづける． 

この時の電流は式(B-12)と同様に与えられ 

               

 

 

よって 

               (B-17) 

 

 

ここで toff<<T より 

                         (B-18) 

 

                   (B-19) 

 

 

<STEP3> t1<t<ton+toff 

この時，インダクタンスに蓄えられたエネルギは消費されダイオード 2,3 には電流は流れない．よって VM＝0

となる． 

ここで，電流の立ち上り特性，立ち下り特性は，式(B-16),式(B-19)よりほぼ同一であることより 

Duty≦50％での電流値は次の様に求めることができる． 

                                  

                     (B-20) 

 

 

 

                        (B-21) 

 

 

式(B-21)から 1
2


f

Duty

R

L
 より Duty≦50％では小さな脈動電流が流れる．電動パワーステアリングで

は，数十ミリアンペアレベルの電流を制御していることから，この脈導電流の影響を無視できない．脈動電流を

低減する工夫が必要になる． 

 

C）Duty>50％の場合）(図 B-18) 

つぎに Duty>50％のときについて考える．電流値は，増減を繰り返しながら徐々に増加しやがて定常となる． 

 

<STEP1> T≦tonのとき 

初期条件は T＝0,i＝ip1,VM＝VBAT 
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                   (B-22) 

 

 

<STEP2> ton<t<ton+toffのとき 

初期条件は t＝ton i＝ip2 VM＝VBAT 

よって 

 

 

                  (B-23) 

 

 

 

D) 電流が平衡状態の場合(図 B-19)  

STEP1と STEP2での電流変化量が一致した時，電流は平衡状態となる． 

よって 

 

 

 

 

      (B-24) 

 

 

上式を連立して解くと， 

ここで T2tonfoff<<Ttoff<Ttonより 

 

 

 

 

             (B-25) 

 

 

E) 駆動特性とその妥当性 

以上の結果を実験により検証を行う． 

Duty v.s Iの測定結果と上記計算結果の比較を行った． 

結果を図 B-20に示す．実験結果と理論値は良く一致しこの検討が妥当であることが示された．ここで，デッド

バンドとして扱われてきた部分は，電流が流れていることがわかる．この結果，Dutyをデッドバンドに相当する

Dutyをオフセットし補償するとオフセット電流が流れることがわかる．この事実は，今後駆動回路のデッドバン

ドの補償を考えていく上で重要である． 

 以上の解析を応用すれば，タイプ 1やタイプ 3の Dutyに対する電流特性を求めることができる． 
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図 B-17 駆動電圧とモータ電流の関係１          図 B-18 駆動電圧とモータ電流の関係２ 

 

 

図 B-19 電流平衡状態 
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図 B-20 駆動特性検証結果 

 

B.4.2 タイプ 1の駆動特性 

ここでは，タイプ１の駆動特性を明らかにする．表 B-1に示したように，電源電圧の有効利用率の点ではタイ

プ 1 の駆動方法が最も良い．図 B-21 にタイプ①の駆動特性を示す．図 B-21 に示すように Duty を横軸に電流を

縦軸とした 2次元グラフで，モータ逆起電力が働いた場合には第 2象限と第 4象限に電流が流れないという問題

がある．なぜなら，タイプ 1では Hブリッジ内に回生電流が流れる．しかし，モータの逆起電圧が電流方向を支

配する第 2象限，第 4象限では，フライホイールダイオードの方向性と逆方向に電位が働くため，インピーダン

スが高く電流が流れない． 

 

図 B-21 タイプ 1 の Duty に対する電流特性 
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B.4.3  タイプ 1をベースにした電源電圧を有効活用する駆動方法 

ここでは，タイプ 1を応用し逆起電力が働いても第 2象限，第 4象限に電流が流れず電流が不連続にならない

駆動方法を検討する(遠藤他，2004)．タイプ１の駆動方法を用いる限り，第 2象限と第 4象限に電流を流すこと

はできない．以下では，Duty が小さい領域でのみ上段 FETを下段 FETの Dutyの関数で駆動することで，逆起電

圧が働く場合でも第 2 象限，第 4 象限を用いることなく，Duty に対する電流特性が連続となる駆動方法を考え

る． 

A) Duty1と Duty2を異なった Duty比で駆動した時の理論式の導出 

Duty2を Duty1のどの様な関数で与えれば良いのか検討すべく Duty1と Duty2を異なった Duty比で駆動した時

の理論式を導く． 

Duty1≦Duty2とした時の FET1,FET2のタイミングチャート及び VA, VV, VM,，iの波形を図 B-22に示す． 

図のⅠの状態より ip2を算出すると 

                (B-26) 

 

 

図のⅡの状態より ip3を算出すると 

                  (B-27) 

 

 

図のⅢの状態より ip4を算出すると 

               (B-28) 

 

 

 

                                     

 

 

(B-29) 

                                       

 

                                  

(B-30)                                                    

                                                              

            (B-31) 

 

ここで，Duty＝ton／Tpwm                       Tpwm：PWM の周期 

   ∴ton＝Tpwm・Duty1 

        Duty2＝(ton+Δ)／Tpwm 

    Ton+Δ＝Tpwm・Duty2 

    toff＝Tpwm－ton－Δ 

とすると， 
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                             (B-33)  

 

 

平衡状態では，PWMによる電流リップルは十分に小さいと考えられる為，Ⅰの理論式は                                              

 

                       (B-34) 

 

電流が連続であるための条件は， 

 初期条件)   Duty1＝γのとき   Duty2＝1 (100％) 

        Duty1＝0のとき  Ⅰ＝0 

 

その中間を線形で補問する Duty2を下式で仮定する． 

 

 

 

 

 

                                     

 

 

 

初期条件より 

     a・γ+b＝1 

 ∴ aγ＝1-b                            

               

             (B-35) 

 

式(B-35)は， 

傾き(1+a),  

切片 )(
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V
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 γ  

の一次式である． 

ここで，以下の条件の成り立つハンドル戻り時のモータ角速度を想定した変数 ret  を定義すると，モータ角

速度の関数でデッドバンドのない特性が得られる．尚， ret はハンドル戻し時のモータ角速度であるため，

0ret である． 

ret  において Duty1＝0でⅠ＝0なので， 
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            (B-39) 

 

B) 駆動特性 

式（B-39）をグラフに表したものが，図 B-23 である． 

以上の検討より，γ を決め，𝜔𝑟𝑒𝑡 の値をモータ角速度 により与えれば Duty2 は算出でき，デッドバンドを常

に必要最小な状態におけることがわかる．つまり，Duty 対モータ電流特性の第 2 象限と第 4 象限を用いることな

く，かつデッドバンドを必要最小な状態にする駆動制御が可能になることが導かれる．  

 

 

図 B-22 本駆動方法における駆動電圧とモータ電流の関係 
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図 B-23 本駆動方法の Duty に対するモータ電流特性 

 

B.5 まとめ 

本付録では，EPS が初めて導入された時点のブラシつきモータ設計技術について述べた．ここで示した問題と

技術は，現在では本稿第 7 章で示したブラシレスモータ設計技術によって解決されている． 

ブラシつきモータの場合は，本付録で示したように本質的に高出力化と低トルクリップルの設計トレードオフ

の問題があるため，小型車向けの用途に限定して用いている．その設計前提を示すことで EPS 用モータ制御技術

の発展の参考になる可能性があるため，付録とした． 
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